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Ⅰ．環境に関する調査研究

（大気、陸）



Ⅰ－1放射性降下物の長期変動と再浮遊に関する研究

気象研究所地球化学研究部

五十嵐康人，青山道夫，篠田佳宏，広瀬勝己
1．緒言

気象研究所地球化学研究部では，1950年代後期から大気圏の人工放射性核種の時間変

動とその要因を明らかにすべく，環境影響の大きい核種について観測を継続してきた。今次

の計画では，その降下量水準を精密に調べ，主たるプロセスである再浮遊の起源・輸送およ

び除去等の動態につき調査研究する。注目する核種は，90srおよび137cs（半減期約30年）で，

主に大気圏内核実験や大規模事故により全球が広範に汚染された（グローバルフォールアウ

ト）。近年は大規模事故や大気圏内核実験がないので，大気中には新しい放出源はない。従

って，大気中のこれらの核種は人休に影響を及ぼすような濃度水準にはないが，容易に表層

土から除去されないため，再浮遊が長期に亘って継続している。すなわち、本研究における

「再浮遊」とはかつて大気中に存在した人工放射性核種が一旦地表面に沈着し，それが再度

浮遊することを指す。

人工放射性核種の正確な水準把握と再浮遊機序の解明は，環境安全の基礎情報として重

要である。そのため、気象研究所での観測では，大面積で降下物を捕集してこれら核種を年

間を通して検出し，その変動要因を研究している。ここでは，つくば市の気象研究所で2006年

までに観測された90srおよび137cs降下量と2007年春の黄砂による輸送について述べる。

2．調査研究の概要

月ごとに、気象研究所観測露場に設置した大型水盤（4m2）に降下物を捕集した。これを蒸

発濃縮し，まず，Ge半導体検出器により137csを測定した。次いで放射化学分離により90srを

梼製し，最終的にSrC03として固定した。数週間放置して90srと90Yとが放射平衡に達した後

に，低バックグラウンド2万ガスフロー検出器で測定した。図1に2006年までに気象研で観測

された月間降下量の変動を示す。大気圏内核実験は1980年を最後に行なわれておらず，

90sr，137csの降下量は1985年に最低となった。1986年のチェルノブイリ事故により一時的に

降下量は増大したが，1990年以後，1985年に記録した水準以下で推移しており，再浮遊の寄

与が主となっている。また，表1に2005年、表2に2006年における90srおよび137csの月間降

下量を示した。2006年は比較的黄砂現象が活発で、春季降下量が前年より若干多い。

2007年4月3日には、典型的な黄砂一風送ダストによる再浮遊成分の湿性沈着がつくば

市で観測された。この一事象による月間降下量への寄与は、90sr，137csともに4割であった。こ

のようにひとつの事象が放射能の輸送に果たす役割が大きいことが改めてわかった。

3．結語

引き続き観測を継続してデータの蓄積をはかり，特に再浮遊に着目しながら，90srおよび

137cs降下量の変動要因についてさらに調査研究を進める。

－3－
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1955　1960　1965　1970　1975　1980　1985　1990　1995　　2000　　2005　　2010

Year

図1気象研究所における90Srおよび137Cs月間降下量の推移

表1叩srと137csの2005年における降下量

年　　　月 Sr　　　降水量　　　残査重量

mBqhn2　　　　　mBq／m2　　　放射能比　　mm g／m2
2．06　　土　0．11　　7．2　　士

2月　　2．86

3月　　8．8g

4月　17．1

5月　　3．57
6月　1．56

7月　1．50

8月　1．6g

9月　　3．S5
10月　1．79

11月　1．93

12月　　2．20

士　0．1S g．1　　土

土　0．31　　12．6　　土

土　0．20　　　39．4　　土

士　0．32　　11．0　　土

士　0．39　　　3．7　　土

土　0．26　　　3．9　　士

土　0．15　　　3．0　　土

士　0．49　　　6．7　　土

士　0．08　　　3．0　　土

土　0．30　　　5．1　　土

土　0．41　10．3　　土
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0
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3
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7
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′
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4

　

0

　

0

0

1
　
0
　
0
　
3
　
1
1
　
0
　
0
　
0
　
0
　
0
　
1
　
1

3．5

2．8

1．4

2．3

3．1

2．4

2．6

1．g

1．7

1．7

2．6

4．7

93．0　　　　1．41

45．0　　　　1．47

77．0　　　　　3．71

79．0　　　　　5．42

74．5　　　　　2．58

60．5　　　　1．35

184．5　　　　1．95

213．0　　　　1．97

63．0　　　　　2．13

196．0　　　　1．59

45．5　　　　1．05

1．0　　　　　1．65

49．0　　　　　　　　114　　　　　　　　　　2．3　　　1132．0　　　26．27

表2叩srと137csの2006年における降下量

年　　　月 Sr　　　降水量　　　残査重量

mBq／m2　　　　　　mBq／m2　　　　放射能比　　　mm g／m2
5．47　　士　0．31　　20．8　　土

2月　　4．19　士　0．66

3月　11．5　土　0．22

4月　18．2　土　0．33

5月　－6．77　土　0．32

6月　　3．32　土　0．14

7月　　　　分析中
8月　　　　分析中
9月　　　　分析中
10月　　　　分析中
11月　　　　分析中
12月　　　　分析中

21．4　　土

56．5　　土

85．3　　土

25．8　　土

12．6　　土

7．0　　土

2．6　　土

3．3　　士

2．0　　士

11．0　　±

2．3　　土

4
　
7
　
7
　
2
　
3
　
7
　
3
　
5
　
6
　
4
　
9
　
3

2
　
2
　
3
　
1
　
2
　
1
　
1
　
0
　
0
　
0
　
1
　
0

3．8

5．1

4．9

4．7

3．8

3．g

53．5　　　　　2，40

88．0　　　　　3．68

66．0　　　　　8．26

90．5　　　　　5．22

107．5　　　　2．69

131．0　　　　1．48

257．0　　　　1．68

54．5　　　　1．18

211．5　　　　1．32

265．5　　　　1．23

111．5　　　　1．52

180．0　　　　1．01

49．4　　　　　　　　　251　　　　　　　　　　　　　　　　1616．5　　　　31．68
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Ⅰ－2　高空における放射能塵の調査

防衛省技術研究本部　　先進技術推進セ　ンタ　ー

小野　貞治　　内　田　信

岡　田　匡史　　川　島　え　り

林　　英之　　久島　士郎

1．緒言

1961年以来、放射能によ　る環境汚染調査の一環　と　して、我が国

上空の大気浮遊塵の放射能に関する資料を得る　ため航空機を用い

て試料を採取　し、全β　放射能濃度及び含有核種の分析を行って　き

た。本稿では、前報に引　き続いて2006年度に得た測定結果につい

て報告する。なお、2006年11月　の大気浮遊塵の採取・測定結果に

ついては、北朝鮮が核実験を実施　した　と　の発表を受け、特別調査

を実施　したため、その成果を用いている。

2．調査研究の概要

1）試料の採取

北部（宮古東方海上～苫小牧）、中部（百里～新潟並びに

茨城県及び福島県沖海上）及び西部（九州西部海上及び北部

海上）の　3　空域において航空機（T－4　中等練習機）に装着　し

た機上集塵器（Ⅱ　型）に　よ　り　試料を採取　した。採取高度は、

各空域と　も10km及び　3kmである。エ　レクト　レ　ット　フ　ィ　ルタ　と

繊維状活性炭布か　ら構成　さ　れてい　る放射性ガス捕集用　ろ材

を使用　し、高空における放射能塵と　同時に放射性ガスを捕集

した。図1に使用　した機上集塵器（Ⅱ型）の概要を示す。

ヒ ン＼ 金島 2。ml ご り金 具　 ～電 気 配線 後 部 フ ィ ン

■ … ・・一一・一り・一一一一一L－、　 r ・－■Y 一、　　 二二号二二二；ニ‾、くご‾‾叩●一一一▼■■‾●‾‾●一一　　 三　　　　　 ．－　　　　　　　　　 ∈

・　　　　　　 ′　　 　ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●　　　　　　　 ・　　　　　　　　　　　 T し〉
＼1姦lノ　　　 】 N

○

L l

暮 　　　　　　　　　　　　　　 t、
′■l　　　 喪、入　　　　 i　 寸

＼℃二軍田、訂 丁‥　　　　 二二二ご

電動 空 気 弁 放 射 性 ガ 烏 集 用 怒 整 流 芸ミ 積 算 計 渦 発 若 君 出 部l　　　　2 9 5 c m　　　　 I

図1　機上集塵器（Ⅱ　型）の概要図

2）測定方法

試料の採取に用いたろ材のエ　レクト　レ　ット　フ　ィ　ルタ　は　2　等

分　し、半分は灰化　して全　β　放射能測定用　と　し、残　り　半分は、

γ　線機器分析用　とするためそのまま、60mm¢　×5．5mmh　の円板

状に圧縮成形した。また、ろ材の繊維状活性炭布は100mm¢

×50mmhの円柱状に圧縮成形　して　γ　線機器分析の試料と　した。
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全β　放射能測定における比較線源には　U308　を使用　した。Ge

半導体検出器の　ピーク効率は寒天基準容積線源及び活性炭

基準容積線源を用いて求めた。

3）調査結果

2006　年4月　から　2007　年3月　までの間における全β放射能

濃度の測定結果を図　2　に示す。本期間での高度10km　で採取

した試料の全測定値の平均値は　0．7mBq／m3である。2004、2005

年度はそれぞれ　0．6mBq／m3、0．8mBq／m3であ　り、気象要因等に

よ　る変動幅内の値である。また、今期間中に採取した単一試

料の　γ　線スペクトル分析から　は人工の放射性核種は検出　さ

れていない。放射性ガス（ガス状放射性ヨ　ウ素）はいずれの

試料でも検出　されなかっ　た。

（
の
∈
＼
b
讐
）
嘩
ポ
雀
悪
童
屯
朝

4　　5　　6　　7　　8　　9　10　1112　1　2　　3　月

図　2　　全β　放射能濃度

特別調査の分析結果において、全β放射能濃度は通常期と

ほぼ同等であった。また、核実験に伴って拡散される　と考え

られるセシウム及び放射性ガス（ガス状放射性ヨ　ウ素）等の

人工放射性核種は検出されなかった。

3．結語

本期間の上空大気中の全β放射能濃度は前年度と　ほぼ同じであ

り、季節的変動も前年度と　同様に少なく　なっている。また、いず

れの試料から　もガス状放射性ヨ　ウ素は検出されなかった。

全β放射能濃度の変動状態等を総合的に勘案する　と、過去の核

実験等によって発生し、成層圏内に滞留している放射性物質が少

なく　なったためと考えられる。しかし、環境放射能汚染監視のた

め引き続き調査が必要と考え　られる。

また、北朝鮮の核実験の際に行われた特別調査後においても、

通常と異なる　レベルの全β　放射能濃度は認め　られなかった。

ー6－



Ⅰ－3　都市環境中における放射能モニタリングに関する調査研究

国立保健医療科学院　山口　一郎、寺田　宙、高橋　光子、杉山　英男

埼玉県衛生研究所　三宅　定明

1．緒言

環境に放出される少量の放射性核種（RN）は放射線障害防止法等で厳格に規制され

ている。

このうち医療では、半減期が数時間から数週間と短いRNが利用されている。医療

機関は、保健所の確認を得た排水処理設備を設け放射性廃液を適正に処理している。

患者から排泄されたRNは排水処理設備のみに流入するとは限らないが総合的な視点

から適切に管理されている。一方、線源セキュリティ確保や循環型社会形成のため

のクリアランス制度導入に向けた新しい視点での生活環境の放射能モニタリング体

制の整備も課題である。そこで、環境放射能モニタリングのあり方の一側面として

下水処理場、清掃工場での放射能の現状把握と評価を試みた。

2．調査研究の概要

1）　　清掃工場から検出される放射性物質の現状

東京都、埼玉県、岡山県内の清掃工場から溶融スラグ、集塵灰、焼却灰を採取し

ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリーを行った。（1）溶融ス

ラグからウラン系列214Bi（12－19Bq／kg）とトリウム系列212pb（24－26Bq／kg）が検

出された。40Kは215－297Bq／kgであった。（2）集塵灰から214Bi（4－6Bq／kg）及び228Ac

（6－10Bq／kg）、40K（89－429Bq／kg、7Be（24－74Bq／kg）が検出された。（3）焼却灰中

の214Bi、228Acおよび40Kの結果を表1に示す。焼却灰中の137csは1．7Bq／kgが最大

濃度であった。また、7Beは25－113Bq／kgであった。また、2工場のそれぞれ1試料

から67Ga（23Bq／kg）と201Tl（400Bq／kg）及び202Tl（2Bq／kg）が検出された（2／30試料）。

T1－202／T1－201比の計測から患者投与後4日に灰に移行したと推定された。なお、202Tl

の定量では、40Kの1．461MeVのダブルエスケープピークの寄与も考慮した。

表1．清掃工場の焼却灰中の放射能（Bq／kg）

焼却灰　　　　　2006年6月　　2006年8月　　2006年10月　　2006年12月　　2007年2月

2
8

2A
C

A

 

B

 

C

　

・

A

 

B

 

C

　

　

▲

A

 

B

　

ハ

し

10．9　　　　　　12．0　　　　　　11．2　　　　　　　8．9

19．4　　　　　　　21．0

12．0　　　　　　16．1

20．8　　　　　　19．2

28．4　　　　　　　29．0

22．0　　　　　　19．5

519　　　　　　　474

626　　　　　　　　583

497　　　　　　　　514

13．6　　　　　　10．3

12．9　　　　　　18，3

26．6　　　　　　　20．6

20．0　　　　　　　22．2

20．1　　　　　　24．8

368　　　　　　　409

463　　　　　　　501

382　　　　　　　293
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2）　　下水処理場から検出される放射性物質の現状

北海道、山形県、宮城県、富山県、栃木県、東京都、神奈川県、滋賀県、京都府、

大阪府、兵庫県、岡山県、香川県、福岡県の下水処理場より、焼却灰、溶融スラグ、

汚泥、汚泥コンポストを採取し、1）の清掃工場の場合と同様にガンマ線スペクトロ

メトリーを行った。医療由来RNの結果を表2に、それ以外の結果を表3に示す。下

水処理場の焼却灰のウラン・トリウム系列濃度は降雪時期の北海道で低い傾向が見

受けられた。トリウム系列ではいずれも228Acに比し212pbの方が低く、228Raが系か

ら失われていると考えられた。下水汚泥から医療由来として表に示した以外に、9紬Tc

（ND－695Bq／kg，12／21）、123Ⅰ（ND－8Bq／kg，3／21）が検出された。なお、濃度はいず

れも採取時刻換算を示す。T1－202／T1－201比から患者投与後8－15日程度で下水処理

場に流入し、流入後、1．2－5．7日後に脱水汚泥に、3－20日に焼却灰に、10－22日に溶

融スラグに移行すると推定された。

表2．下水処理場の試料中の医療由来放射能（Bq／kg）と検出割合（下段）

67Ga lllln　　　131Ⅰ　　　　201Tl　　　　202TI

下水汚泥焼却灰　　　ND－1．050　　ND－36

（17／18）　（3／18）

溶融スラグ　　　　　　ND－171　　ND

（11／18）　（0／18）

下水汚泥 ND－94　　　　ND－5

（9／21）　　（1／21）

ND－26　　　　ト1，900　　ト34

（11／18）　（18／18）　（18／18）

ND－69　　　　ND－22　　　　ND－2

（1／18）　　（6／18）　　（4／18）

ND－47　　　　ND－22　　　　ND－2

（20／21）　（16／21）　（11／21）

表3．下水処理場の試料中の医療由来以外の放射能（Bq／kg）と検出割合（下段）

214Bi　　　214Pb　　　228Ac　　　212pb　　　40K　　　　　7Be　　　　137Cs

汚泥焼却灰　　　　7－54

（18／18）

溶融スラグ　　　12－94

（18／18）

汚泥コンポスト　ND－7

（4／7）

9－61　　11－151

（18／18）（18／18）

13－107　17－159

（18／18）（18／18）

ND－6　　　ND－33

（4／7）　（5／7）

6－30　　122－1，010

（18／18）（18／18）

10－68　　ND－516

（18／18）（16／18）

ND－24　　ND－126

（5／7）　（6／7）

432－2，670　ND－1．7

（18／18）　（9／18）

ND－1，711　ND－2

（17／18）　（8／18）

ND－10　　　　ND

（1／7）　　（0／7）

3．結語

1）下水処理場や清掃工場の焼却灰等の自然・人工放射性核種の濃度は十分に低く、

再資源利用に放射線防護上の問題はなく、環境放出基準を見直す必要はない。

2）生活環境中のRNは、清掃工場や下水処理場に集積することから、放射線緊急時

や平常時の都市環境RN放出に対するモニタリング場所として有益な可能性がある。

3）製剤中に混入している202Tlと201Tlの比を計測することで環境試料中に検出さ

れる201Tl製剤の患者投与後からの経過時間の概略が推定できる。

謝辞：本調査研究にご協力をいただきました関係各機関にお礼を申し上げます。
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Ⅰ－4　土壌および米麦子実中の放射能調査

独立行政法人　農業環境技術研究所

木方展治、山口紀子、藤原英司、福山泰治郎、粟島克明、斎藤貴之

1．緒言

昭和32年以来、農耕地（水田・畑）土壌およびそこに栽培生産された米麦子実を対象と

し、降下放射性核種による汚染状況とそれらの経年変化の定点調査を実施してきた。過去

の原水爆実験・事故に由来する人工放射性核種は減少傾向にあるものの、今なお環境中、

特に土壌に残存しており、米麦子実へ吸収されていることが示されてきた。今回は平成18

年度に収穫採取された試料について90Srと137Csおよび非放射性88Srと133Cs並びに、天

然放射性核種の214Pb，214Bi，210Pb，叫Kの分析を行った調査結果を報告する。

2．調査研究の概要

1）調査方法

独立行政法人および公立農業試験研究機関の特定は場から、それぞれの収穫期に採取さ

れた水田・畑作土および水稲・小麦子実に含まれる90Sr、137Csおよび非放射性Sr、Csを

分析した。90Srおよび137Csの測定は前年度同様、公定法に準じて行った。土壌中および米

麦子実中の非放射性Cs、Sr濃度は、マイクロウェーブ試料分解装置による酸分解後、

ICP－MSを用いて定量した。天然放射性核種の分析値は、化学分離をせずにγ線スペクトロ

メータによるγ線を計測して得た。

2）結果の概要

①　農耕地土壌：平成18年度の収穫期に、畑および水田は場から採取した作土（表層から

10～15cm）中の90Srと137Csおよび非放射性88Srと133Cs濃度を表1、表2に示した。畑

および水田は場作土層中の90Srと137Cs濃度は、平成17年度と同レベルであり、顕著な濃

度変化は認められなかった。

②　米麦子実：玄麦および白米中の90Srと137Csおよび非放射性88Srと133Cs濃度（玄麦中

洲Srは平成17年度、他は平成18年度収穫）を表1および表2に示した。玄麦中137Csは昨

年度に続き、1点を除き検知されなかった（ND）。

③　玄麦では、白米では検出されなかった210Pbが水戸以外の地点で検出された。他のウラ

ン系列核種（214Pb，214Bi）および鱒Kも玄麦では白米よりも平均で2」3倍高かった。玄

麦のふすまの部分が高濃度である可能性が考えられる。

表1．玄麦および畑作土のSr、Cs濃度

平 成 1 7 年 度 平 成 18 年 度

試 料 採 取 地 品 種 名

玄 彙 玄 麦 畑 土 壌 玄　 麦 畑 土 壌

10s r 払s r IOs r h s r 137c s 133c s 137 c S 133 c s

m 8 q k g▼1 〟 g k g‾1 B q k g▲1 m g k g‾t m B q kg －1 〟 g k g‾1 B q k g－1 m g 鴫 ‾1

札 幌

（北 海 道 ）
月 寒 1 号 97　 ±　 7 16 12　 ± 1 5 ．8 2 ，2 2　± 0 ．1 2 9 0 ．0 ；ヒ　 2 1 ．5 1 5 6 ．0　± 2 3．5 3 0 ．8　 ±　 2 ．0 7 6 ＿8　± 0 ＿4 3 ．3 0　± 1．20

盛 岡

（岩 手 ）
ゆ きち か ら 1 1 7　 ±　 8 7 2 6　 ± 1 5 ＿5 2 ．2 6　± 0 ．1 4 7 3 ＿5　 ±　 3 ＿6 6 N D 1 ．0 2　 ±　 0 ＿2 1 10 ．9　± 0 ．5 1．3 9 ± 0 ．3 3

古 川

（宮 城 ）
ゆ きち か ら 8 2　 ±　 7 7 2 2　 ±　 7 ＿8 0 0 ＿7 5　± 0 ．0 9 5 5 ．5　 ±　 3 ．6 7 N D 3 ．6 1 ±　 0 ．9 0 7．1 ：± 0 ．5 1＿4 2 ± 0 ．4 6

つ くば

（茨 城 ）
農 林 6 1 号 94　 ±　 9 9 0 0　 ± 1 0 ＿5 1 ．0 1 ± 0 ．1 0 7 3 ．7　 ±　 3 3 ＿1 N D 6 ．7 1 ±　 0 ．4 4 5 ＿5　± 0 ，6 0 ．7 2 8 ：± 0 ．50

水 戸

（茨 城 ）
農 林 6 1 号 4 2　 ±　 6 8 9 0　 ±　 2 ．0 4 1 ．4 0　± 0 ．1 1 9 3 ＿1　 ±　 8 ．3 2 N D 7 ．9 9　 ±　 0 ．1 3 3 ．8　± 0 ．4 0 ．8 6 8 ± 0 ．2 2

熊 谷

（埼 玉 ）
ハ ル イ ブ キ 33　 ±　 7 18 2 5　 ±　 9 ．0 7 0 ．4 4　± 0 ．0 8 9 8 ＿8　 ±　 8 ．5 5 N D 1 ．2 3 ：±　 0 ．3 1 3 ＿2　± 0 ．4 2 ＿6 9 ± 0 ．3 2

山 体

（岡 山 ）
お うみ ゆ た か 2 3　 ±　 8 5 0 3　 ± 1 7 ．5 0 ＿1 7　± 0 ．0 7 5 7 ＿8　 ± 1 6 ＿2 N D 1 ．5 0　 ±　 0 ．5 3 5 ＿3　± 0 ．5 5 ＿0 5　± 0 ＿5 9

平　 均 6 9 ．7　 ±　 3 7 10 2 5　±　 4 9 5 1．2 ± 0 ＿8 2 77 ．5　± 1 7 ．1 1 56 ．0 7 ．6　± 1 0 ＿6 6 ，1 ± 2 ＿6 2．2 ± 1 ．6
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表2．白米および水田作土のSr、Cs濃度

平 成 1 8 年 度

試 料 採 取 地 品 櫨 名

白　 米 玄 米 水 田 土 義 白　 米 玄 米 水 田 土 義

N s r ■s r 抽s r ■s r t37C ＄ 1｝lc ＄ ほ7C ＄ ln c ＄

m 8 q k g ‾l 〝 g k ‾1 8 q kg ‾1 m t kr 1 m B q kt ‾1 〟 g k ‾1 B q k r t m g k ‾1

札 攫

（北 海 道 ）
キ ラ ラ 3 9 7 5 ．5　 ±　 2 ＿3 2 6 2　 ±　 5 0 ．4 1 ．1 5 ± 0 ．1 0 8 8 ．0　 ± 16 ．2 5 ．2　 ± 1 ．4 2 ．8 1 ±　 0 ．4 8 6 ．0　± 0 ．5 3．7　 ± 0 ．5 9

秋 田

（秋 田 ）
あ きた こま ち 4 ．2　 ±　 2 ．2 2 18　 ±　 8 ．2 1 0 ．9 0 ± 0 ．0 0 6 1．7　 ± 1 1．2 24 ．7　 ± 3 ．3 5．60　 ± 1．2 4 1 0 ．1 ± 0 ．8 2 ．6　 ± 0 ．1 2

大 曲

（秋 田 ）
あ きた こま ち 6 ．1　 ±　 2 ．0 23 3　 ±　 2 5 ．6 0 ．9 9 ± 0 ＿1 1 72 ．0　 ±　 6 ．0 5 4 6 ．8　 ± 3 ．6 50 2　 ±　 3 ．0 9 4 ．9　± 0 ．5 1 ．7　 ± 0 ．0 2

高 田

（新 潟 ）
コシ ヒカ リ 8 ．0　 ±　 2 ．1 30 0 ± 14 ．1　　　I 1 ．4 1 ± 0 ．1 0 66 ．9　 ±　 7．弼 1 8 ．3　 ± 2 ．5 2．4 1 ±　 0 ．76 1 2 ．1 ± 0 ．6 2 ．3　 ± 0 ．2 9

金 ∵沢

（石 川 ）
コシ ヒカ リ 5 ．7　 ±　 2 ．2 19 6　 ± 1．8 5 0 ．5 8 ± 0 ．0 l 1 1 0　 ±　 2 2 ＿¢ 0 ．0　 ± 0 ．0 0 ．77　 ±　 0 ．4 8 3 ．4　± 0 ＿4 3 ．3　 ± 0 ．4 6

▲ 取

（▲ 取 ）
コシ ヒカ リ 4 ．7　 ± 1．9 2 73　 ±　 9 ．17 0 ．7 0 ± 0 ．0 9 68 ．6　 ±　 5．柑 0 ．0　 ± 0 ．0 0 ．94　 ±　 0 ．4 8 1 2 ．3　± 0 ．6 2 ．7　 ± 0 ．7 7

鐘 声

（岩 手 ）
あ きた こま ち 5 ．5　 ±　 2 ．2 20 0　 ±　 7 ．8 7 0 ．8 7 ± 0 ．0 9 8 1．9　 ± 1．22 1 8 ．7　 ± 3 ．2 1＿2 7　 ±　 0 ．20 6 ，4　± 0 ．5 1 ．5　 ± 0 ．2 2

古 川

（吉 城 ）
ひ とめ ぼ れ 4 ．7　 ± 1．8 19 1 ±　 2 6 ．9 0 ．8 9 ± 0 ．10 80 ．9　 ± 14 ．9 1 7 ．0　 ± 2 ．8 1．1 1 ±　 0 ．4 9 7 ．1 ± 0 ．5 2 ．1 ± 0 ．3 7

水 戸

（茨 城 ）
コシ ヒカ リ 4 ．2　 ±　 2．3 2 22　 ±　 4 ．54 0 ．5 4 ± 0 ．0 8 ！帽．5　 ±　 2 ．3 2 4 ．4　 ± 乙3 0 ．9 1 ±　 0 ．5 7 9 ．1 ± 0 ．5 1 ．6　 ± 0 ．1 8

つ くば

（茨 城 ）
コシ ヒカ リ 8 ．7　 ±　 2＿2 2 2 6　 ±　 5 ．4 8 0 ．5 8 ± 0 ．0 8 60 ．4　 ±　 8 ．84 0 ．0　 ± 0 ．0 1 ．2 8　 ±　 0 ．60 3 ．6　± 0 ．4 4 ．1 ± 0 ．2 1

双 葉

（山 梨 ）
ハナエチで ン 0 ．9　 ± 1．8 2 80　 ±　 5 ．8 3 0 ．3 7 ：± 0 ．0 7 2 6 6 ；と 1 7 ．8 0 ．0　 ± 0 ．0 2 ．2 5　 ±　 0 ．10 2 ．4　± 0 ．3 2 ．5　 ± 0 ．2 3

羽 曳 野

（大 阪 ）
ヒノヒか ノ 2 ．5　 ±　 2 ．1 3 5 9　 ±　 3 ．5 3 0 ．4 0 ± 0 ．0 7 1 2 0　 ±　 5 ．9 8 5 ．9　 ± 2 ．7 1 ．34　 ±　 0 ．7 5 3 ．7　± 0 ．3 2 ．7　 ± 0 ．1 2

山 曝

（岡 山 ）
ヒノヒか ノ 1 2 ．3　 ±　 2 ．4 20 9　 ±　 4 ．10 0 ．2 8 ± 0 ．0 7 7 3 ．1 ± 1 ．9 5 0 ．0　 ± 0 ．0 0 ．6 9　 ±　 0 ．04 8 ．0　± 0 ．5 5 ．4　 ± 0 ．1 2

筑 鴬 野

（橿 円 ）
ヒノヒカ リ 1 ．1 ±　 2 ．1 3 2 8　 ±　 5．4 4 0 ．16 ± 0 ．0 7 1 2 1　 ±　 8 ．6 3 3 5 ．1　 ± 3 ．4 1 ．2 2　 ±　 2 ．7 1 4 ．3　± 0 ．5 2 ．5　 ± 0 ．3 7

平　 均 5 ．1 ±　 3 ．0 2 4 8　±　 5 1．6 0 ．7 1 ± 0 ．3 6 9 8 ．5　 ±　 5 2 ．9 12 ．6 ± 11 ．9 5 ．1 ± 1 3 ．0 6 ．6 ± 3 ．3 2 ＿8 ± 1．1

表3．玄麦および畑作土の天然放射性核種濃度

試 料採 取 地
玄 麦 （m B q kg‾1） 畑 土 壌 （B q kg‾1）

214p b 214B i 210p b 40K 214p b 214B i 210p b 40K

札 幌 2．5 7．7 7．3 60 60 15 15 64 18 9

盛 岡 6．0 7．2 3．7 4 75 1 9 9 64 10 8

古 川 4．8 7．0 7 ．4 5 4 10 19 20 42 39 8

水 戸 11．5 12．2 0 ．3 5 7 19 12 12 33 16 3

つ くば 11．0 13．3 47 ．0 59 13 1 5 16 29 22 7

熊 谷 5．8 8．3 32 ．1 500 5 2 5 23 2 3 ’ 53 1

岡 山 3．3 7 ．0 28 ．8 598 6 3 9 40 6 8 7 62

平 均 6．4 8 ．9 18 ．1 554 9 19 19 4 6 34 0

表4．白米および水田作土の天然放射性核種濃度

試 料 採 取 地
白 米 （m B q kg ‾1） 水 田 土 壌 （B q k g‾1）

214p b 214B i 210p b 40K 214p b 214B i 210p b 40K

札 幌 2 ．7 2 ．2 N D 2 5 3 5 18 16 13 3 4 0 0

秋 田 3 ．4 3 ．2 N D 2 4 5 7 23 2 1 19 9 4 3 2

大 曲 2 ．9 2 ．9 N D 2 5 3 5 16 20 15 6 4 7 8

上 越 2 ．6 2 ．7 N D 2 2 3 6 2 7 2 7 2 2 7 50 8

石 川 2 ．0 2 ．2 N D 2 8 0 0 3 2 3 2 16 1 76 7

鳥 取 3 ．4 3 ．7 N D 2 5 4 5 3 7 34 2 3 4 5 6 3

盛 岡 2 ．8 2 ．7 N D 2 4 5 6 7 8 8 3 1 5 9

古 川 2 ．5 3 ．1 N D 2 3 9 7 1 4 15 7 3 4 8 3

水 戸 4 ．5 3 ．7 N D 2 14 0 1 4 14 7 8 1 9 3

つ くば 2 ．3 2 ．7 N D 2 5 0 3 2 9 3 0 5 4 4 3 7

山 梨 3 ．1 2 ．5 N D 2 2 2 8 17 18 28 3 3 4

羽 曳 野 2 ．6 2 ．3 N D 23 59 2 2 2 4 4 5 4 9 6

山 陽 町 2 ．4 2 ．8 N D 20 14 4 6 4 0 10 1 9 8 9

福 岡 2 ．2 3 ．0 N D 18 74 16 16 5 9 6 5 8

平 均 2 ．8 2 ．8 N D 2 3 6 3 2 3 23 1 1 7 4 9 3

3．結語

土壌および米麦子実中の的Srと137Cs濃度は40Kのような天然放射性核種に比して、低

レベルで推移している。食品中の放射能濃度を客観的に評価するために、今後も天然放射

性核種との比較を継続する必要がある。
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Ⅰ－5　90Sr、137Csの土壌中深度分布の実態調査

独立行政法人　農業環境技術研究所

木方展治、藤原英司、粟島克明、福山泰治郎

1．緒言

昭和32年以来、農耕地（水田・畑）土壌の作土層の降下放射性核種による汚染状況とそ

れらの経年変化の定点調査を実施してきた。大気圏内核実験に伴うフォールアウトの最盛

期から30年以上が経過した現在、作土層中に含まれる洲Srおよび137Cs含量は最盛期の数

パーセント程度にまで減少した。作土層中の90Sr、137Cs含量の減少は、放射性壊変だけで

はなく、下層土への浸透にも起因する。農耕地土壌における下層土への洲Srおよび137Cs

の浸透特性は、Sr、Csおよび土壌の物理化学的性質および圃場管理により決定付けられ

るものである。今回は山梨県甲斐市にある水田土壌断面にづいて90Sr、137Csと40Kを、

近傍の林地土壌断面について137Csと亜Kをそれぞれ分析した調査結果を報告する。

2．調査研究の概要

1）調査方法

経年変化を調査している独立行政法人および公立農業試験研究機関の特定圃場のうち、

山梨県総合農業技術センターの水田（山梨県甲斐市、灰色低地土）および近傍の林地（褐

色森林土）より深度別に土壌を採取した。水田の作土層より下層は1～5cmきざみに50cm

までの土壌を採取した。林地はL層、F層およびA。層（図1の粗大有機物層）が12cmあ

り、その下の鉱質土壌を1～10cmきざみに60cmまでの土壌を採取した。洲Srと137Csの

分析は、公定法に準じて行った。90Srは熱処理した風乾細土100gから酸抽出後、イオン交

換法により分離精製し、2冗ガスフロー低バックグラウンド測定装置でβ線測定を行った。

137Csおよび亜Kは、風乾細土40～60gをスチロール製の測定容器に充填し、γ線スペクト

ロメトリにより8～24万秒測定した。測定対象とした水田土壌の層位別の理化学性を表1

に示した。

2）結果の概要

図1に90Srおよび137Csの土壌深度別濃度を示した。水田土壌で時、90Srの濃度ピーク

は深さ34～37cmに認められたが、137Csの濃度ピークはこれよりも浅く、作土層の下、1

～2cmに相当する深さ13～14cmに認められた。作土層に存在する洲Sr、137Csの割合は

17％および30％であった。溶脱の大きさは洲Sr＞137Csであるが、両核種とも溶脱が進んで

おり、最下層の50cmでも核種の存在が認められた。この理由の一つに、土性がSLと土壌

の透水性が良いことが考えられる。

一方、林地土壌では、鉱質土壌表面に60Bq此gと水田土壌よりも極めて高い濃度で137Cs

が存在した。高い137Cs濃度を示した林地土壌の層は、有機物含量も高い層であると表1の

有機炭素量から考えられた。深さが増すにつれ137Cs濃度は急減し、深さ28cmを超えては

137Csは検知されなかった。この結果は、耕起によって表層土壌が強制的に下層に動かされ

る効果も含め、137Csが水田土壌よりも林地土壌に集積しやすいことを示した。

40Kの濃度は水田＞林地であった。水田土壌および粗大有機物層を除く林地土壌ともに、

表層から下層までの濃度差は小さく、特に水田においては17cm以下、林地においては20cm

以下の深層で、安定した濃度を示した（表2）。
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表1　採取土壌の理化学性

層 位 別

深 さ

有 機 炭 素

g ／kg

陽 イオン

交 換 容 量

交 換 性 陽 イオ ン （c m o lノ鴫
リン酸

吸 収 俵

粒 径 組 成　 w tl

土 性

C a M g K N a

粗 砂 細 砂 シ ル ト 粘 土

（cm ） c m 0 1ノ短
数 2 ．0 ・〉

0 ．2 m m

0 ．2 一｝

0 ．0 2 m m

0 ．0 2 へ′

0 ．00 2 m m

0 ．00 2 m m

以 下

山 梨 県 総 合

農 業 技 術 セ ン

ター （水 田 ）

0 ・〉1 2 6 ．8 7 ．3 5 ．0 0．7 0．2 0 ．1 4 2 0 27 ．9 4 2．2 1 6 ．5 13 ．4 S L

1 2 ～ 2 1 7 ．0 6 ．6 4 ．7 0 ．5 0．2 0 ．1〉 4 7 0 28 ．9 4 3．5 1 5 ．2 12 ．5 S L

2 1 ～ 4 5 2 ．9 5 ．4 4 ．6 0 ．6 0 ．3 0 ．1〉 38 0 2 9．7 4 8．5 1 2 ．9 8 ．9 S L

4 5 ～ 5 0 1 ．4 4 ．3 3 ．8 0 ．9 0 ．2 0．1 29 0 4 5．2 3 8．2 9 ．4 7 ．2 S L

核種濃度　Bq／kg

1　0．5　012　3　4

－■1 l　l l

l

90sr 作 土

■
■ ■
■ t1 　　 t
■ ■
l 1
l 】
l t

l l

137C

l

Ⅰ

土壌中の鈍srど37csの深度分布
一山梨水田－

核種濃度　Bq／kg

O　20　40　60

土壌中の137csの深度分布
一山梨林地－

図1　山梨土壌中90sr、137csの深度分布

表2　土壌中の40Kの深度分布一山梨水田および林地－

水 田 林 地

深 さ

（cm ）
B q ／kg

深 さ

（c m ）
B q ／kg

Ot 12 3 70 ± 13 0－2 3 3 ± 2 4

12－13 3 75 ± 17 2－12 18 ± 2 6

13－14 39 0 ± 17 12－14 13 8 ± 11

14－15 3 8 1 ± 17 14 －15 15 7 ± 16

15－16 40 6 ± 18 15－16 14 8 ± 15

16－17 3 67 ± 17 16T 17 15 1 ± 15

17－19 3 88 ± 17 17－1年 15 8 ± 16

19－2 1 3 92 ＝ヒ 18 18－19 18 8 ± 16

2 1－2 3 392 ± 18 1＿9－呈0 14 6 ± 15

23 －2 5 40 1 ± 15 20－22 155 ± 15

2 5－2 8 39 7 ± 16 22－24 169 ± 16

2 8－3 1 38 2 ± 15 24－26 165 ± 15

3 1－34 39 6 ≠ 16 26－28 154 ± 16

3 4－37 39 5 ± 16 28－3 1 169 ± 15

3 7－40 38 5 ± 15 3 1－34 172 ± 14

4 0－45 39 1 ± 15 34 －3 7 154 ± 14

45－50 3 95 ± 13 3 7－4 0

40 －4 5

156 ± 14

16 6 ± 14

4 5－50

5 0－60

16 0 ± 14

15 0 ± 14

3．結語

今後さらに林地土壌と畑土壌の比較等、土地利

用の違いによる土壌中洲Srと137Csの蓄積・移動

状況を把握し、土壌理化学性との関連でその状況

の相違理由を解明していく必要がある。
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Ⅰ－6　農業環境中における水移動に伴うヨウ素の動態特性の解明

独立行政法人　農業環境技術研究所

木方展治、藤原英司

1．　緒言

核燃料再処理工場から微量ではあるが放出される可能性のある長半減期核種129Ⅰ（半減期

15．7×106年）の農業環境系内外における動態の把握を行う。本年度は、利根川流域・霞

ケ浦流域の水の流れを追跡することにより、関東地方の飲料水源として重要なこの流域にお

けるヨウ素の収支を概観し、事故時におけるその影響を見積もる。

2．調査研究の概要

1）水利情報の整理

E：流域可能蒸発暮

甘

水収支パラメータ
S：集水域面積（ld）
P：流域降水量（n3）
E：流域可能蒸発量（m3、蒸散を含む）
P－E＝自然折養量（mり
R：河川流出量（mユ）
R－（P－由：流域外交換壁推定値（m3）

P：流域降水上

皿

P－E：自然漕養暮
▼　－1

R－仕，－E）：沈出外交換暮推定値

正；域外から沈入

負；域外または涙層へ流出 R：河川流出暮

図1　流域水収支の考え方

2）霞ヶ浦流域の表流水採取

霞ヶ浦周辺の表流水を採取し、ヨウ素濃度

をI CP－MS法により分析した。

利根川流域・霞ヶ浦流域の東海村の核燃料

再処理が再開された2000年における水収支
を図1に示す考え方に基づき、表1に示した

データより求めた。また解析に用いた流域界

および流量観測所と年間降水量の平均値を図

2に示した。

表1解析に使用した一次データ

一次データの種類 出典 備考

数値他国50mメッシュ（棲高）国土地理l完 流域地形解析

数値他国25∝旧 国土地理院 流域地形解析

メッシュ気候値2∝10 気象庁 月降水量・月平均気温

アメダスデータ 気象庁 月降水量・月平均気温

流量年表 国土交通省河川局 利根川水系河川流量

日流量年表 霞ケ浦河川事務所 霞ケ浦水系河川流量

3）結果の概要

①図3に霞ヶ浦流域における水収支図を示した。流域の集水面積を2156km2として、この

結果を補正すると、雨による流入27．5×108m3、蒸発量17．8×108m3、河川流出量は10．8×

108m3で流域外からの流入が1．1×108m3と計算された。つくばにおける雨水中のヨウ素濃

度の平均は2．1mg／m3で（Yuitaetal．，SoilScienceandPlantNutrition，52，122，132，2006）

あることから、概ね5．8Mg／年のヨウ素が雨によって供給された。図4に霞ヶ浦周辺の地表水

中のヨウ素濃度を示した。これによると霞ヶ浦のヨウ素濃度の平均は11．0mg／m3（5点平均）

でその上流の平均6．9mg／m3（9点平均）よりも高く、流域外への流出量は11．8Mg／年となる。

収支からすると、雨の他にヨウ素の大きな供給源が霞ヶ浦流域内にあることになる。この供

給源については現在まだ不明であるが、霞ヶ浦が汽水湖であったことにより、かつての海の

影響が残ってヨウ素濃度が高くなっている可能性も考えられる。

②利根川流域の水収支は集水面積12，166km2、雨による流入172．9×108m3、蒸発量80．6

×108m3、河川流出量は99．8×108m3で流域外からの流入が7．5×108m3と計算された。霞

ケ浦流域よりは蒸発に対する河川流出の割合が高かった。

3．結語

霞ヶ浦のヨウ素濃度が比較的高いことは、万が一の事故時に降下した放射性ヨウ素が、も

とからある非放射性ヨウ素によって希釈されることを示している。さらにヨウ素濃度の給源

が雨水だけでないということは、この流域では長期的に見ても放射性ヨウ素が非放射性ヨク

ー13－



素によって希釈されることを示すと考えられる。

流域境界
［：コ

茨量観測所

●霞ケ浦水系
□利根川水系
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図2　年降水量の分布（メッシュ気候値2000による平均値）

鼻水面積．4090仙m2
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Ⅰ－7　屋内ラドンの低減に関わる対策研究

空気清浄機によるラドン被ばく線量の低減効果－

放射線医学総合研究所
石川徹夫、床次眞司、反町篤行、高橋博路

神戸薬科大学　　　安岡由美

1．緒言

自然放射線源による被ばく線量のうち、ラドンによる被ばくがか

なりの割合を占めることは共通の認識である。わが国においては、

「ラドン調査等の今後の進め方について」（平成15年6月　ラドン

調査等専門家会合）に、従来のラドン濃度の水準及び地域差を把握す

る調査の段階から、ラドン対策のための基礎調査の段階に移行する

ことが妥当であると記載されている。そのため平成15年度より「ラ

ドンの低減に関わる対策研究」と　して、高ラドン濃度家屋の要因調

査と効果的な低減法の検討を進めている。本研究は、わが国の住宅

構造に適した、効果的な屋内ラドンによる被ばくの低減法を確立す

ることを目的と　している。

本調査研究では、ラドンの低減化方策の一つとして、空気清浄機

によるラドン及びその子孫核種の低減について検討した。

2．調査研究の概要

1）ラドン壊変生成物の性状分析

ラドンに起因する被ばく　に関しては、ラドン壊変生成物が直接

の被ばく要因となる。そのためラドンと壊変生成物との平衡状態を

示す平衡ファクタが一つの重要なパラメータとなる。一般に平衡フ

ァクタが大きいほどラドン子孫核種の割合が大きい。そこで、比較

的ラドン濃度が高い神戸市内の家屋を対象と　して、・同一の部屋で空

気清浄機を動作させた場合と動作させない場合での平衡ファクタの

違いを測定した。次ページの図1に示したように、空気清浄機　ON

で平衡ファクタは明らかに小さくなっていることがわかる。

次に、ラドン壊変生成物の性状をさらに細かく調査するため、壊

変生成物のうち、エアロゾルに付着していない成分の割合（非付着

成分比）を評価した。次ページの表1に示すように、空気清浄機の

使用によって、非付着成分比は上昇することが示された。これは空

気清浄機によって、エアロゾルが取り除かれるためであると考えら

れる。
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図1　空気清浄機のON・OFFによる平衡ファクタの違い

（白丸：空気清浄機ON、黒丸：空気清浄機OFF）

表1　空気清浄機のON／OFFによる非付着成分比の違い（平均値）

非付着成分比

空気清浄機　OFF O．12±0．09

空気清浄機　ON O．46±0．17

2）屋内ラドン低減法の検討

ラドン壊変生成物のうち、エアロゾルに付着していない成分（非

付着成分）は、吸入された場合に肺の深部まで到達し、被ばくへ大

きな影響を与えることが知られている。そのため、前項で測定した

非付着成分比を考慮した線量換算係数を用いて、被ばく線量低減の

効果について検討を行った。

計算の結果、本実験で対象とした家屋に関しては、空気清浄機の

使用によって被ばく線量（単位時間あたりの被ばく線量）は半分程

度に減少することがわかった（表2）。

表2　空気清浄機の使用による線量低減の効果

被ばく線量（nSv／h）

空気清浄機　OFF　　　　620±170

空気清浄機　ON　　　　300±110

3．結語

空気清浄機を使用した場合のラドン壊変生成物の性状を詳細に

評価するとともに、線量低減の効果を検討した。空気清浄機の使用

によって、ラドン壊変生成物の割合が明らかに減少するとともに、

被ばく線号（単位時間あたりの被ばく線量：は半分程度に減少する

ことがわ′｝▲つた。
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Ⅰ－8　東海再処理施設周辺の土壌中129Ⅰ濃度調査

日本原子力研究開発機構　国分祐司、中野政尚、武石稔

1．緒言
東海再処理施設（TRP）は、茨城県東海村に位置し、1977年のホット試験開始以来、2006年

末までに1136トンの使用済核燃料を再処理し、129Iを総計で大気へ7．OGBq、海洋へ3．7GBq

放出してきた。129Ⅰは物理的半減期が約1570万年と長く、長期的な観点から、環境中での分布

および挙動を調査することが重要である。そのため、日本原子力研究開発機構核燃料サイクル

工学研究所（旧核燃料サイクル開発機構東海事業所）では、TRP周辺において環境試料中129Ⅰ

濃度を調査してきた。

2．採取地点・土壌中1かⅠの測定方法

1）採取地点

TRP周辺では北東の風が最も多く年間風向頻度として約20％ある。そのため、主な風下方向

である南西方向の畑土を継続的に採取してきた。また、10年程度を目安に広域的な分布調査を

実施してきた。［1］，［2］

2）測定方法

127Ⅰ、129Ⅰ放射能濃度の測定はサイクル機構東海事業所標準分析作業法一周辺環境管理編－［3］

に従い、中性子放射化分析法（M法）によって行った。環境試料を専用の燃焼装置内で燃焼

させ、燃焼ガス中のヨウ素を活性炭に捕集した後、溶媒抽出によりヨウ素を精製し、石英アン

プル内に封入した。この処理後、原子炉（潤一3またはJ偲－4）内で中性子を照射し、127Ⅰ（n，2n）126Ⅰ、

129Ⅰ（n，γ）130Ⅰ反応により126Ⅰおよび130Ⅰを生成させた。γスペクトルの検出限界値を下げる

ため、再度溶媒抽出で照射試料を精製した。最終的には、ヨウ化銀沈殿とし、126Ⅰ、130ⅠをGe

半導体検出器で測定、127Ⅰおよび129Ⅰ濃度に換算した。なお、別にICP－MSで測定した127Ⅰ濃度

とMによる127Ⅰ濃度の比率を分析回収率とし、129Ⅰの値を補正した。

3．大気拡散一沈着分布計算方法

安全審査に用いた下式を使用し、土壌中129Ⅰ濃度（C）を、東海再処痩施設から放出された

129Ⅰの実測値及び再処理施設周辺で観測した気象データ（風向、風速、大気安定度）から拡散

計算により求めた。なお、X／Q：単位放出当たりの地表面空気中濃度（S／m3）、Vg：沈着速度（＝

0．01m／S）、P：耕作深度（＝240kg／m2）、Q：放出率（Bq／S）、tb：蓄積時間（＝365日）を示

す。

C亮（幻

4．土壌中1かⅠ濃度

1）風下方向における畑土中濃度
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図1に南西方向の畑土中129Ⅰ放射

能濃度の経年変化を示す。これまで

のデータでは南西2kmが高く最大値

は1991年および1994年の23mBq／kg

であった。但し、これらの濃度は大

気圏内核実験フォールアウトによる

土壌中137cs濃度と比べると極めて

低い値であった［4］。また、129Ⅰ放出

量が最大であった1985年の実効線

量は、約4×10L5msv／yであり、ICRP

の公衆の線量限度である1mSv／yと
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図1南西方向で採取した畑土中129Ⅰ濃度

比べて、約2万5千分の1と極めて小さい値であった。

2）施設周辺10km圏内の水平分布［2］

1996年に施設周辺10km圏内23箇所の畑土中

129Ⅰ濃度および129Ⅰ／127Ⅰ原子数比の水平分布調査

を実施した。129Ⅰ濃度は、0．73～21（嘘q／kg）、129Ⅰ

／127Ⅰ原子数比3．8×灯9～1．7×10‾7であった。ま

た、最大濃度地点は、南西約2km付近であった。

図2に測定値と計算値の比較を示す。大気拡散

一沈着分布計算で得られた計算値は、測定値と比

較して、分布も含め概ね一致したが、若干大きな

嘩となった。安全審査の式では、一端土壌に沈着

したものは減少せず蓄積すると仮定しているが、

実際には流亡等の減少効果があることが示唆された。
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図21盟Ⅰ濃度の測定値と計算値の比較

5．結言
①　2006年度までに風下方向で採取した畑土中129Ⅰ濃度は、最大でも23mBq／kgであったoま

た、129Ⅰ放出量が最大であった1985年の1盈Ⅰによる実効線量は、約4×10‾5msv／yであった0

②　実測値は、分布も含め安全審査式に基づく計算結果とほぼ一致した。しかし、詳細に比較

すると計算結果が若干大きく、安全審査の式で考慮されていない流亡等の減少効果がある

ことが示唆された。

6．参考文献

［1］武石他腐境試料中の127Ⅰ及び129Ⅰの中性子放射化分析法，PNCTN84385－39（1985）

［2］Nakan0，M．，Takeishi，M．，Kobayashi，H．Iodine－129intheterrestrialenvironmentdue

to the authorized discharge from Tokai reprocessing plant，Proceeding of the

I。ternati。nalSymposiumOnEnvironmentalModelingRadioecology，216－222（2006）

［3］飛田他；東海事業所標準分析作業法一周辺環境管理編－，PNCTN852094－009（1994）

［4］武石他；日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所　東海再処理施設周辺の環境

放射線モニタリング結果－2005年度N（業務報告），JAEA－Review2006－031（2006）
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Ⅰ－9　作物菓面に沈着したCs及びSrの挙動

財団法人　環境科学技術研究所

川端一史、長谷川英尚、塚田祥文、

高久雄一、久松俊一

1．緒言

環境中に排出された放射性核種は、様々な過程を経て、地表面や作物表面に沈着する。

作物葉面に沈着した放射性核種は、葉面から吸収され（菓面吸収）、作物内の他の部位へ移

行する（転流）が、一部は降水や風等の気象現象により葉面から除去される（ウェザリン

グ）。農畜産物を経由した放射性核種による被ばく線量評価において、これらの葉面挙動が

線量に与える影響は大きい。したがって、葉面挙動に関するパラメータについて、地域に

即した現実的な値を求めることが重要である。そこで、人工気象設備を使用して、核燃料

再処理施設の立地する六ヶ所村特有の気象条件下におけるCs及びSrの葉面吸収、転流及

びウェザリングに関する速度定数を求め、地域特性に即した現実的な被ばく線量計算に反

映することを目的とした。

ここでは、菓面から吸収されるCs及びSrの挙動を評価するための栽培方法を確立する

とともに、Csの葉面吸収と転流について、異なるCs化合物の溶液を菓面に添着して行っ

た調査結果について報告する。

2．調査研究の概要

本調査では、安定元素を使用して、ハツカダイコンの葉面から吸収される物質の挙動を

評価する手法を採用した。植物は菓面と根から物質を吸収するため、目的元素の経根吸収

量が少ないほど、菓面の挙動を精度良く評価することが可能となる。そこで、経根吸収量

を低減させることを目的として、土壌を使用しない栽培方法を検討した。土壌に代わる固

形培地の種類及び培地の深さを変えて、ハツカダイコンを栽培し、生育状況の観察及び作

物各部位の重量測定を行い、土耕栽培との比較を行った。

その結果、培地に直径約1mmのガラスビーズを使用し、深さ10cmの塩ビ製ポットに7

cmの深さまでガラスビーズを充填し栽培する方法が、最適であることがわかった。栽培は、

温度20℃、照度20，0001Xの条件で運転した人工気象室内で、山崎（1982）の論文に示され

た培養液100mlを1日2回与えて行った。ガラスビーズを使用した栽培方法では、土耕栽

培に比べ、成熟はわずかに遅いものの、葉部と根部の乾燥重量比に有意な差は認められな

かった。したがって、栽培方法の違いによる作物への生理的影響は無視できると判断した。

また、固形培地耕で栽培することにより、土耕栽培に比べ経根吸収量をCsについては約半

分以下に、Srについては約5分の1以下に低減することができた。

次に、対象元素の葉面吸収及び転流を評価するための予備的検討として、固形培地耕及

び土耕で27日間栽培したハツカダイコンの葉面にマイクロピペットでCsCl又はCsNO3水

溶液を添着し、添着4日後の各部位（葉面上残留分、葉部、主根部及び根毛部）のCs存在

量を測定した。なお、葉面上残留分は、葉面から純水によって洗浄された分を示している。
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Cs添着量は、ハツカダイコン1個体当たり50帽とした。これは無添着の状態で栽培した

コントロール作物のCs存在量（固形培地耕、約0．01膵）に比較して十分に多い量である。

採取した作物試料は、凍結乾燥後、ブレンダーで粉砕し、濃度を測定した。

これまでのCsの葉面挙動に関する報告は著者らの知る限り、全て塩化物で行われており、

硝酸塩についての報告はない。各部位のCs存在量を添着量で除することで算出した存在割

合の平均値及び標準偏差を塩化物、硝酸塩毎に分けて図に示した。各部位でのCs存在割合

は、添着したCs化合物により大きく．異なった。塩化物で添着したCsは、菓面上に平均15％

程度しか残留せず、大部分が葉部と主根部に移行していた。それに対し、硝酸塩で添着し

たCsは、菓面上に平均80％程度存在し、葉部及び主根部へはほとんど移行していなかった。

これらの結果は、塩化物で菓面に添着したCsは葉面から速やかに吸収されるが、硝酸塩で

添着したCsの多くは葉面上に残留し、塩化物に比較して菓面から吸収されにくいことを示

している。

塩化物、硝酸塩いずれの場合も吸収されたCsの大部分は、菓部と主根部に存在し、根毛

におけるCs存在割合は他の部位に比較して低かった（固形培地耕、図上段）。また、菓部

と主根部における存在量比は土耕で栽培

を行ったハツカダイコンに関しても同様

であった（図下段）。以上の結果から、菓

面に添着したCsの各部位における存在

割合は固形培地耕と土耕とで大きな違い

は無く、対象元素を菓面に添着して葉面

からめ吸収・転流を評価する場合、固形

培地耕を用いても土耕と同様の取り扱い

が可能であることが示唆された。

更に、原子力施設から放出されるCsが

硝酸塩である場合、根菜類の可食部に移

行する割合は塩化物よりも少ないことが

示された。

3．結語

今回、溶液で塩化物又は硝酸塩のCsを

菓面に添着したところ、菓面からの吸収

率に大きな差異が認められた。今後、Cs

及びSrの菓面への添着方法を、水溶液

の添着から乾燥エアロゾルの沈着に変

え、菓面吸収及び転流に関する速度定

数の決定及びその影響因子について検
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図　抽出液及び実験植物体内におけ

るCsの存在割合
上段；固形培地耕、下段；土耕

討する予定である。

＊本記載事項は、青森県からの受託事業により得られた成果の一部である。
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Ⅰ－10　降下物、陸水、海水、土壌及び各種食品試料の放射能調査

財団法人　日本分析センター

樫原　陽子、越川　昌義

庄子　　隆、真田　哲也

1．緒言

本調査は、日本各地で採取した環境試料（降下物、大気浮遊じん、陸水、海水、

海底土、土壌及び各種食品試料）中の90sr及び137cs濃度を把握することを目的とし、

ている。ここでは、平成18年度の調査結果について報告する。

2．調査研究の概要

平成18年度に47都道府県の各衛生研究所等が採取し、所定の前処理を施した後に

日本分析センターが送付を受けた各種試料、及び日本分析センターが採取した降

下物試料について、90sr及び137cs分析を行った。

1）分析対象試料

降下物、大気浮遊じん、陸水、海水、海底土、土壌、日常食、精米、牛乳、

粉乳、野菜、茶、海産生物及び淡水産生物

2）分析方法

文部科学省放射能測定法シリーズ2「放射性ストロンチウム分析法」（平成15

年改訂）及び同シリーズ3「放射性セシウム分析法」（昭和51年改訂）に準じた方

法で行った。

3）調査結果

各種試料中の90sr及び137cs放射能濃度の平均値及び最小、最大値を以下に示す。

なお、nは分析試料数である。

（∋　降　下　物

47都道府県及び日本分析センターにおける月間降下量の平均値及び最小、最

大値は次のとおりである。

90sr：0．017（0．0000～0．25）MBq／kn2（n＝576）

137cs：0．018（0．0000～0．34）MBq／kn2（n＝576）

②　大気浮遊じん

36府県で四半期毎に採取した試料の平均値及び最小、最大値は次のとおりで

ある。

90sr：0．00044（0．00000～0．0017）mBq／m3　（n＝143）

137cs：0．00027（0．00000～0．0029）mBq／m3　（n＝143）
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③　陸　　　水

47都道府県の1～2地点で年1回採取した上水（蛇口水、源水）及び10道府県

で採取した淡水の各々の平均値及び最小、最大値は次のとおりである。

上　水　　90sr：1．2　（0．000～3．0）mBq／L（n＝57）

137cs：0．034（0．000～0．12）mBq／L（n＝57）

淡　水　　90sr　‥1．7　（0．024～4．3）嘘q／L（n＝10）

137cs：0．25　（0．000～1．3）mBq／L（n＝10）

④　海　　　水

14道府県の1～2地点で年1回採取した試料の平均値及び最小、最大値は次のと

おりである。

90sr：1．3　（0．91～1．8）mBq／L　（n＝15）

137cs：1．6　（0．97～2．0）mBq／L　（n＝15）

⑤　海　底　土

14道府県の1～2地点で年1回採取した試料の平均値及び最小、最大値は次のと

おりである。

90sr：0．070（0．000～0．35）Bq／kg乾土　（n＝15）

137cs：0．93（0．097～2．0）Bq／kg乾土　（n＝15）

⑥　土　　　壌

47都道府県の1～2地点で年1回採取した試料（深さ0～5cm、5～20cmの2種類）

の平均値及び最小、最大値は次のとおりである。

0～5cm　90sr：59　（0．0　　～　310）MBq／km2　　（n＝49）

1．9（0．000　～　　9．2）Bq／kg乾土

137cs：330　（6．8　　～1500）MBq／km2　　（n＝49）

12　（0．10　～　77′）Bq／kg乾土

5～20cm　90sr：170　（3．4　　～　910）MBq／km2　　（n＝49）

1．7（0．034　～　　8．9）Bq／kg乾土

137cs　‥　500　（2．3　　～2900）MBq／km2　　（n＝49）

5．2（0．031～　24）Bq／kg乾土

⑦　日　常　食

47都道府県で年2回採取した試料の平均値及び最小、最大値は次のとおりであ

る。

90sr：0．034（0．0096～0．091）Bq／人／日（n＝94）

0．072（0．019　～0．19）Bq／gca

137cs：0．030（0．0008～0．56）Bq／人／目（n＝94）

0．014（0．0005～0．19）Bq／gK
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⑧　精　　　米

47都道府県の1～2地点で年1回採取した試料の平均値及び最小、最大値は次の

とおりである。

90sr：0．0050（0．0000～0．016）Bq／kg生（n＝53）

0．12　（0．00　～0．44）Bq／gca

137cs：0．018（0．0000～0．20）Bq／kg生（n＝53）

0．026（0．0000～0．27）Bq／gK

⑨　牛乳（原乳、市乳）

47都道府県の1～3地点で年1回採取した試料の平均値及び最小、最大値は次の

とおりである。

90sr：0．017（0．0060～0．038）Bq／L　（n＝61）

0．016（0．0054～0．036）Bq／gca

137cs：0．011（0．0000～0．040）Bq／L　（n＝61）

0．0070（0．0000～0．026）Bq／gK

⑩　粉　　　乳

2道県で年2回購入した試料の平均値及び最小、最大値は次のとおりである。

90sr：0．12　（0．0000～　0．42）Bq／kg粉乳（n＝12）

0．014（0．0000～　0．036）Bq／gca

137cs：0．26　（0．0037～1．2）Bq／kg粉乳（n＝12）

0．024（0．00075～　0．075）Bq／gK

⑪　野　　　菜

47都道府県の1～2地点で年1回採取した根菜類（主にダイコン）及び葉菜類

（主にホウレンソウ）の各々の平均値及び最小、最大値は次のとおりである。

根菜類（主にダイコン）

90sr：0．060（0．0000　～　0．36）Bq／kg生（n＝49）

0．30　（0．000　～1．8）Bq／gca

137cs：0．013（0．0000　～　0．21）Bq／kg生（n＝49）

0．0058（0．0000　～　0．087）Bq／gK

葉菜類（主にホウレンソウ）

90sr：0．063（0．0065　～　0．53）Bq／kg生（n＝50）

0．099（0．014　～　0．53）Bq／gca

137cs：0．022（0．’0000　～　0．56）Bq／kg生（n＝50）

0．0062（0．00000～　0．15）Bq／gK
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⑫　茶

10府県の1～2地点で年1回採取した試料の平均値及び最小、最大値は次のと

おりである。

90sr：0．30（0．0081～1．3　）Bq／kg　（n＝19）

0．15（0．012　～0．77）Bq／gca

137cs：0．25（0．005　～1．0　）Bq／kg　（n＝19）

0．014（0．00026～0．060）Bq／gK

⑬　海産生物

34都道府県の1～5地点で年1回採取した試料（魚類、貝類、藻類）の平均値

及び最小、最大値は次のとおりである。

魚　類　　90sr：0．0066（0．0000　～0．031）Bq／kg生（n＝33）

0．010（0．0000　～0．11）Bq／gca

137cs：0．091（0．026　～0．21）Bq／kg生（n＝33）

0．026（0．0059　～0．055）Bq／gK

貝　類　　90sr：0．0054（0．0000　～0．013）Bq／kg生（n＝12）

0．013（0．0000　～0．043）Bq／gca

137cs：0．015（0．000　～0．026）Bq／kg生（n＝12）

0．0066（0．0000　～0．010）Bq／gK

藻　類　　90sr：0．024（0．0064　～0．065）Bq／kg生（n＝12）

0．030（0．0065　～0．076）Bq／gca

137cs：0．021（0．0008　～0．058）Bq／kg生（n＝12）

0．0032（0．0018　～0．0048）Bq／gK

⑭　淡水産生物

9道府県で年1回採取した試料（フナ、イワナ、アメリカナマズ、ニジマス、ワ

カサギ、コイ）の平均値及び最小、最大値は次のとおりである。

90sr：0．13（0．0000　～0．60）Bq／kg生　（n＝9）

0．058（0．0000　～0．13）Bq／gca

137cs：0．14（0．021　～0．67）Bq／kg生　（n＝9）

0．041（0．0080　～0．17）Bq／gK

3．結語

平成18年度に日本各地で採取した環境試料の90sr及び⊥37csの濃度は平成17年度と

同程度であった。
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Ⅰ－11ラドン濃度測定調査
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3．結語
中部地方及び東北・九州地方の調査を行

濃度の平均はそれぞれ　13．7　及び　11．3
／m3　を超える　よ　う　なラドン濃度の高い
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Ⅰ－12　環境における中性子線量率の調査

財団法人　日本分析センター

川辺勝也、柳下智、

佐藤昭二、長岡和則

1．緒言

環境における中性子については、その線量が微弱であることと測定の難しさから、調

査例が非常に少なく、中性子線量率の分布は明確になっていないのが現状であった。

このような状況に鑑み、日本分析センターは文部科学省からの委託を受け、環境におけ

る中性子線量率の水準を把握することを目的として全国　47都道府県における中性子

線量率測定を平成13年度から平成17年度まで実施した。平成18年度は、中性子線

量率の時間変動を把握するため、定点における測定を実施した。

2．調査研究の板妻

（1）調査の内容

千葉県千葉市の日本分析センターを定点とし、測定調査を実施した。

エリアモニタ型レムカウンタ（富士電機社製、直径5インチ5気圧3He比例計数管）

による中性子線量率測定の他、宇宙線電離成分としてNaI（Tl）シンチレーション検出器

（アロカ社製、3インチ球形）を用いた3MeV以上のエネルギー領域の計数率（以下「＞

3MeV計数率」という）測定を行った。また、中性子線量率の変動要因を解析するため、

多減速材付中性子スペクトロメータ（富士電機社製、直径2インチ5気圧3He比例計数

管）を用いた中性子スペクトルの連続測定を行った。

なお、気圧と中性子計数率や＞3MeV　計数率との間には、指数関数的な関係が認

められるので、その関係式を用いて1気圧における値に補正した。

（2）調査結果

平成18年度においては、8月前後に中性子線量率が低くなる傾向が認められた以

外は中性子線量率に大きな変動は認められなかった。

また、＞3MeV計数率の測定結果についても、中性子線量率と同様8月前後に低い

傾向が認められた。

本調査期間中における中性子線量率の測定結果について、太陽活動が平均的レベ

ルであった平成16年（2004年）7月の平均値を基準として規格化した値を、海外での測

定データとともに図1に示した。また、平成14年（2002年）1月から平成18年（2006年）

12月の中性子強度を図2に示した。

中性子強度は太陽活動の影響を受け、太陽活動が弱い時期には中性子強度が高

くなる事が知られている。太陽活動は、11年周期で極大期または極小期が現れており、

前回の極小期は平成9年（1997年）頃であったことから、次回の極小期は平成20年
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（2008年）頃と考えられている。極小期に向けて、海外における中性子強度は上昇して

いく傾向が見えるが、本調査においてはその傾向は明確には認められなかった。

また、中性子スペクトルの測定結果についても、時系列の変動やスペクトル形状の変

動は認められなかった。
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図2　これまでの中性子強度の測定結果（2002年1月～2006年12月）

3．結語

平成18年は中性子線量率等に大きな変動は認められなかったが、引き続きバックグ

ラウンドデータとして環境における中性子線量率の変動を把握していく予定である。
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Ⅰ－13　土壌中プルトニウム濃度の全国調査

財団法人　日本分析センター

福嶋浩人、武田健治、室井隆彦

1．緒言

本調査は、環境放射能水準調査の一環として、文部科学省の委託

により平成12年度から実施しており、核爆発実験等に起因する放射

性降下物（フォールアウト）に伴う土壌中プルトニウムの放射能濃

度を把握することを目的としている。調査に用いる土壌は、90sr及

び137csの調査と同一試料であり、前年度に採取された土壌について

調査を行っている。したがって、今回は平成17年度に日本各地で採

取された土壌の調査結果について報告する。

2．調査研究の概要

1）概要

環境放射能水準調査において、土壌試料は、47都道府県の各衛生

研究所等が採取し、乾燥細土とした後に日本分析センターが送付を

受けた。

47都道府県各1地点（青森県は2地点）で採取された表層（0～5cm）

及び下層（5～20cm）の土壌、合計　96試料について、文部科学省放射

能測定法シリーズ12「プルトニウム分析法」（平成2年改訂）に準じ

て分析した。分析法の概略は以下の通りである。試料50gを分取し、

242puトレーサーを添加後、硝酸を加えてプルトニウムを加熱抽出し

た。陰イオン交換樹脂カラムを用いてプルトニウムを分離・精製後、

ステンレス板に電着し、α線スペクトロメトリーによりプルトニウ

ム（238pu、239＋240pu）を定量した。

2）調査結果

土壌中のプルトニウムの分析結果（平均値、最小値及び最大値）

を、平成11年度から16年度までに採取された土壌の分析結果と合

わせて表1に示す。平成17年度における各地点の238pu濃度はND（検

出されず）～0．13Bq／kg乾土、239＋240pu濃度はND～3．7Bq／kg乾土

の範囲であり、いずれも平成11年度から16年度の調査結果と差は

見られなかった。

採取地点毎の239＋240pu濃度を図1に、プルトニウム同位体（238pu、

239＋240pu）の放射能比を図2に示す。例年同様、数地点（山梨県、熊

本県、大分県）の　239＋240pu濃度がやや高い値を示したが、これらの

プルトニウム同位体の放射能比（238pu／239＋240pu）については他と同

様の値であった。
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3．結語

平成17　年度に採取された土壌中のプルトニウム濃度は、平均値、

濃度範囲とも平成11年度から平成16年度までの結果と同程度の値

であった。また、プルトニウム同位体の放射能比（238pu／239＋240pu）

は約0．03であり、UNSCEAR1982報告書による北半球におけるグロー

バルフォールアウトの値（0．026）と同程度であることを確認した。

表1　土壌中　238pu及び　239＋240pu放射能濃度
単位：Bq／kg乾土

深 さ 平成 17 年度 平成 11 年度～16 年度

（cm） 採取分 採取分

238pu
0－5

平均値 0．0 15 0．015

最小値～最大値 ND ～ 0．13 ND ～ 0．16

5－20
平均値 0．0062 0．006 1

最小値～最大値 ND ～ 0．029 ND ～ 0．042

239十240pu
0－5

平均値 0．47 0．50

最小値～最大値 ND ～ 3．7 ND ～ 5．1

5－20
平均値 0．22 0．22

最小値～最大値 ND ～ 0．94 ND ～ 1．1

ND：検出されず

■0・－5cm

△5・－20cm

5

（
引
出
叫
ミ
b
e
世
蝶
コ
d
O
手
芸
N

4
　
　
　
　
　
3

0

平成17年度採取分

．圭・！：：　＿．主、■Al
▲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

粟
墓

≡
傭
貴

在
韓

撫
卜

綿
雪

峰
駐

米
馨

繋
ポ

貞
慶

染
ヨ

巴
蕃

警
純

朴
♯

州
債
■

【
麟
■

槽
躾
岩

ヨ≡紘譲鎗■匿反義
■旧犀・∃嶋彗豪儀瀾

都道府県

■
〓
ロ
ヨ

■
疇
u

t
馨
岬

A
∃
毎
定

義
嶋
僕

l
　
豊
嶋

や
買

月
毎
甑

■
塵
三
嶋

▲
疇
鬱

A

■▲
一一一エーー▲旦▲

饗
融

盲目定一

図1　土壌中の239＋240pu濃度（0～5cm及び5～20cm）

1
5
1
0
0

5

（
¶
悪
書
＼
b
e
世
痍
⊃
d
害
N

0．0　　　　　　　　　1．0

239十2‘つpu濃度（Bq／厄乾土）

3．0　　　　　　　　　　4．0

図2　土壌中プルトニウムの238puと239＋240puの放射能比

（238pu、239＋240pu共に検出されたデータを用いた）

ー30－

す
A

」
な
べ

二
違

旦
f
疇

「
露

▲
疇
賀
嶋



Ⅰ－14自然放射性核種及び再処理関連核種に係る放射能水準調査

財団法人　日本分析センター
磯貝啓介、前山健司、及川真司
佐野友一、阿部　剛、室井隆彦

1．緒言

本調査は、文部科学省の委託により環境放射能水準調査の一環として平成
15年度から開始した。（1）ウラン、トリウム等を分析対象とした自然放射性核
種の調査は、より正確な国民線量評価及び自然放射能に係る国民の理解の増進
を図るための全国規模の調査と対策の基礎データ蓄積のための特定の製品等
に係る調査からなる。（2）再処理関連の長半減期核種（14C、99Tc、129I、Pu及び
241Am：以下「再処理関連核種」という）の調査は、大型再処理施設の本格的稼
動を踏まえ、既に過去の核爆発実験等に起因して一般環境中に蓄積している再
処理関連核種の全国的な分布状況、長期的変動及びその要因を把握するための
調査である。今回は、平成18年度に実施した各種環境試料等の調査結果につ
いて報告する。

2．調査研究の概要
1）自然放射性核種の調査

土壌、海水（汽水等）、日常食、海産生物、ミネラルウオーター、輸入食品（海
産生物）等の2380、232Th及び40K分析を実施した。土壌は、「土壌及び地質分類
の分かっている土壌」及び「グラウンド、公園等の土壌」を北海道、富山県、
愛媛県及び沖縄県の協力を得て採取した。また、海水（汽水等）、日常食、海産
生物については、従来の環境放射能水準調査用試料の一部を用いた。その他の
試料については当センターが購入した。平成18年度に実施した分析試料とそ
の数を表1に示す。

2）再処理関連核種の調査
北海道、岩手県、秋田県、兵庫県及び大分県の協力を得て海水等を入手し、

14C、99Tc、129I、Pu及び241Amの分析を各々実施した。平成18年度に実施した
分析試料とその数及び分析対象核種を表2に示す。

表1自然放射性核種の調査のための

分析試料及び試料数（平成18年度）
試 料名 試 料数 対 象 核 種

土 壌 3 1

2380

232Th

40K

海 水 （汽 水 等） 4

日常食 2 0

海 産 生 物 5 3

ミネ ラル ウオー ター 10
輸 入 食 品 （海 産 生 物 ） 10

石 炭 灰 、鉱 石 等 5

化 学 肥 料 5

建 築材 料 5

コンシューマク●ッス◆ 5

表2再処理関連核種の調査のための

分析試料及び試料数（平成18年度）
試 料 名 試 料 数 対 象 核 種

海 水 5 99T c 、 Pu 、 241Am

海 産 生 物 5 99Tc 、 129Ⅰ、 P u 、 24】A血

海 底 土 5 Pu 、 241Am

土壌 10 129Ⅰ、 P u 、 241Am

精米 5 】4C

大気 22 14C

牛 乳 5 129Ⅰ

3）調査結果
①自然放射性核種の調査

土壌及び地質分類の分かっている土壌の分析結果（全分解法）を表3に示す。
2380及び232Thの放射能濃度は、北海道に比べ、富山県及び愛媛県に比較的高
い値が認められた。また、採取地点で測定した空間放射線量率と土壌中の2380、
232Th及び40Kの放射能濃度から換算した線量率（ICRU法）との間には相関を確
認した。
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②再処理関連核種の調査
土壌中の129Ⅰ放射能濃度（加速器質量分析法）は0．079～0．70mBq／kg乾土

であり、上層（深度0～5cm）の方が、下層（深度5～20cm）よりも高い傾向が
認められた。129Ⅰ／127Ⅰ原子数比を図1に示す。昨年度同様、中性子放射化分
析法で不検出となった試料以外は加速器質量分析法の値とよく一致した。

表3土壌及び地質分類の分かっている土壌の分析結果

土壌（地質
認U Z当Il

軸佃乾土

北 海 道

奥 尻 町 褐 色 森 林 土 壌 （花 崗 岩 ） 23 ± 0 ．2 2 7 ± 0 ．08 4 8 0 ±　 9 0．04 5

小 樽 市 褐 色 森 林 土 壌 （火 山 角 礫 岩 ・凝 灰 角 礫 岩 ） 2 1 ±0 ．1 15 ± 0 ．1 16 0 ±　 5 0．02 0

札 幌 市 A 褐 色 森 林 土 壌 （礫 ） 18 ±0 ．2 18 ± 0 ．09 2 8 0 ±　 7 0．02 0

札 幌 市 B 褐 色 森 林 土 壌 （斑 岩 ） 17 ±0 ．2 2 2 ±0 ．1 55 0 ±　 9 0．04 5

函 館 市 褐 色 森 林 土 壌 （安 山 岩 質 岩 石 ） 17 ±0 ．2 19 ±0 ．0 7 2 9 0 ±　 6 0．02 6

富 山 県

射 水 市 褐 色 低 地 土 壌 （泥 ） 29 ±0 ．6 3 4 ±0 ．4 68 0 ± 10 0 ．0 5 3

高 岡 市 褐 色 低 地 土 壌 （泥 ） 20 ±0 ．7 22 ±0 ．6 65 0 ±　 9 0 ．0 56

立 山 町 黒 ボ ク 土 壌 （安 山 岩 質 集 塊 岩 ・凝 灰 角 礫 岩 ） 2 7 ±0 ．5 34 ±0 ．8 3 1 0 ±　 8 0 ．0 36

南 砺 市 A 褐 色 森 林 土 壌 （安 山 岩 質 集 塊 岩 ・凝 灰 角 礫 岩 ） 35 ±0 ．9 4 1 ±0 ．7 53 0 ± 10 0 ．0 4 1

南 砺 市 B 褐 色 森 林 土 壌 （花 崗 岩 ） 2 1 ±0 ．5 22 ±0 ．3 76 0 ± 10 0 ．0 5 2

愛 媛 県

今 治 市 乾 性 褐 色 森 林 土 壌 （花 崗 岩 ） 2 3 ± 0．5 13 0 ±2 5 9 0 ±　 7 0 ．0 59

鬼 北 町 褐 色 森 林 土 壌 （砂 岩 ・頁 岩 互 層 ） 3 2 ± 0．3 49 ±0 ．6 68 0 ± 11 0 ．0 6 6

久 万 高 原 町 褐 色 森 林 土 壌 （斑 レ イ 岩 ） 17 ± 0．3 14 ±0 ．5 14 0 ±　 6 0 ．01 9

西 条 市 岩 屑 性 土 壌 （緑 色 片 岩 ） 14 ± 0．4 16 ± 0．5 3 2 0 ±　 6 0 ．02 3

酉 予 市 褐 色 森 林 土 壌 1（粘 板 岩 ・砂 岩 互 層 ） 4 4 ± 0 ．7 5 9 ± 0．7 3 5 0 ±　 9 0．03 2
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Ⅰ－15　大気中放射性希ガス濃度の全国調査

財団法人　日本分析センター
新田済、藤井憲治、磯貝啓介

1．緒言

本調査は、文部科学省の委託により、環境放射能水準調査の一環とし

て平成18年度より開始した。青森県における大型再処理施設の稼動に
伴い、大気中に放射性希ガスである85Kr（半減期10．76年のベータ線放

出核種）が放出されることから、85Kr　のバックグラウンドを把握する
ための調査を全国規模で実施し、国民の被ばく線量評価に資することを
目的としている。今回は、平成18年度に実施した大気中の85Kr濃度の
調査結果について報告する。

2．調査研究の概要

1）大気中クリプトン採取地点

日本全国を緯度別に5地区（①
北海道地区、②東北地区、③関東・
中部・近畿・中国地区、④四国・

九州地区、⑤沖縄地区）に分割し、
平成18年度はそのうち3地区（①

北海道地区：札幌市、②東北地区：
秋田市、③関東・中部・近畿・中
国地区：千葉市）において、大気

の連続捕集を1週間毎に1年間通
して実施し、緯度の違いによる
85Kr濃度及び季節変動を把握し

た。採取地点を図1に示す。
2）分析方法

：慧慧遍地区
○

。東北野牛
丁一一…∴‥二主二二

iむノ

。♂　四国・九州地区
－　　－　　－　　－　　－　　－　　－

．〆、
＋　　＋　　＋　　＋

沖縄地区

図1　大気中クリプトン採取地点

85Krの分析方法には、気象庁気象研究所がドイツ大．気放射能研究所
（BfS－IAR）の協力を得て開発した方法（活性炭冷却捕集及びガスクロ

分離による大気中85Krの気体計数システム‥CCT－GCGC）を採用した。

大気中のクリプトンを液体窒素温度に冷却した活性炭に吸着捕集し、

その活性炭を加熱することによりクリプトンを回収した。大量に含まれ

る空気成分（窒素・酸素）及び二酸化炭素をガスクロマトグラフにより

分離除去し、クリプトンを精製した。

85Krからのベータ線をGMカウンターにより測定し、また安定クリプ

トン量を精密ガスクロマトグラフにより定量し、放射能濃度（Bq／m3）を
求めた。
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3）調査結果

平成18年7月から平成19年2月末までの札幌市、秋田市及び千葉市
の大気中85Kr濃度（Bq／m3）を図2に示す。調査期間の大部分において、
85Kr濃度はバックグラウンドレベルの1．5Bq／m3程度であった。ただし、

気象条件に左右されるが、青森県六ヶ所村及び茨城県東海村の再処理施
設の稼動に伴い、通常のバックグラウンドレベルより数倍高い85Kr濃

度が一時的に観測された。また、85Kr濃度の緯度依存性に関しては、
調査結果から明らかには認められなかったが、季節変動に関しては、図
3に示すように、夏に低く、冬に高い傾向が認められた。

（
の
∈
＼
b
e
　
嘲
華
畠
の
の

7月　　　　　10月　　　　　1月　　　　　　4月　　　7月　　　　　10月

／2006年　　　　　　　　　　　／2007年　　　　　　　／2006年

1月　　　　　　　4月

／2007年

・図2　大気中85Kr濃度調査結果　　　　　　　　図3　大気中85Kr濃度の季節変動

3．結語
本調査結果より、大気中の85Kr濃度のバックグラウンドレベルが

1．5Bq／m3程度であることが判った。また、再処理施設の稼働に伴い、一

時的な上昇が確認された。85Kr濃度の緯度依存性に関しては、有意な

差は認められなかったが、季節変動が認められた。
＼、、／／
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Ⅰ－16　原子燃料サイクル施設周辺環境におけるPu同位体及び241Am濃度調査

青森県原子力センター

工藤達晃、木村芳伸、木村秀樹、斎藤稔

1．緒言

Puの同位体には238Pu、239Pu、240Pu、241Pu等があり、現在環境中に存在するものは主に過去

の大気圏内核実験を起源としている。241Amは、β線放出核種である241Puから生成する。238Pu、

239Pu、240Pu及び241Amは半減期が長く、α線を放出することから環境における蓄積状況及び線

量評価上重要な核種である。再処理工場から放出されるこれら核種の同位体比は、核実験に起因す

る同位体比と異なることが報告されているl）ことから、原子燃料サイクル施設から環境への影響

を把握するため、施設稼動前の環境におけるこれら核種の放射能レベルや同位体比を調査しておく

ことは重要である。本報では、平成18年度までに実施した環境モニタリングで得られた表土、湖

底土及び海底土中238Pu、239＋240Pu及び241Amの濃度レベル及び同位体比について報告する。

2．調査研究の概要

（1）調査地点及び分析方法

モニタリング計画に基づき表土4地点、湖底土3地点、海底土3地点において調査を実施し

ている。

238Pu、239＋240Puは文部科学省放射能測定シリーズ12「プルトニウム分析法」（平成2年改訂）

に準じて分析を行った。乾燥細土50gを分取し、242Puトレーサーを添加後、硝酸を加えてPu

を加熱抽出した。陰イオン交換樹脂カラムを用いてPuを分離・精製後、ステンレス板に電着し、

α線スペクトロメトリーにより238Pu、239＋240Puを定量した。

241Amは文部科学省放射能測定シリーズ21「アメリシウム分析法」（平成2年改訂）に準じて

分析した。試料50gを分取し、243Amトレーサーを添加後、水酸化物沈殿及びシュウ酸塩沈殿

を生成しAmを粗分離した。陰イオン交換樹脂カラムを用いてAmを分離・精製後、ステンレ

ス板に電着し、α線スペクトロメトリーにより241Amを定量した。

（2）結果

239＋240Puの調査は平成元年度から、238Puの調査は平成5年度から、241Amの調査は平成14

年度から実施している。表土、湖底土及び海底土中238Pu、239＋240Pu及び241Am濃度の平成18

年度までの分析結果（最小値～最大値）を表1に示す。

表1　表土、湖底土及び海底土中238Pu、239＋240Pu及び241Am濃度の分析結果

（単位：Bq／kg乾土）

表 土 湖 底 土 海 底 土

238P u ＊～ 0 ．0 5 4 ＊ ～ 0 ．1 2 ＊

239＋240P u ＊ ～ 0 ．79 0 ．2 3～ 8 ．0 0 ．1 4 ～ 0 ．9 0

241A m 0 ．0 4 0 ～ 0 ．2 5 0．1 2～ 1．1 0 ．0 5 5～ 0 ．3 4

＊：検出されず

238Pu、239＋240Pu及び241Amのいずれの核種についても、表土及び海底土が同程度であり、湖

底土がそれらより高いという傾向を示した。
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3．結語

再処理工場から放出が予想されている238Pu、239＋240Pu及び241Amの同位体比は、核実験に起関

する同位体比と異なることが報告されており、施設からの寄与を弁別するための有効な手段となり

得る。表2に238Pu／239＋240Pu及び241Am／239＋240Pu同位体比（放射能比）について、分析結果及

び文献値を示した。

238Puと239＋240Puでは、湖底土について図1に示すように正の相関が見られた。湖底土の238Pu

／239＋240Pu比は約0．031であり、UNSCEAR1982年報告書2）の北半球におけるグローバルフォー

ルアウト（0．025）、表土3）（0．03）、湖沼土・海底土1）（0．034～0．043）の文献値と同程度であり、

使用済燃料（1．9、3．0）の文献値1）とは異なっていた。

241Amと239＋240Puでは、表土、湖底土及び海底土について図2に示すように正の相関が見られ

た。表土、湖底土及び海底土の全てのデータを用いて算出した241Am／23針240Pu比は約0．38であ

り、UNSCEAR1982年報告書の北半球におけるグローバルフォールアウト（0．44）と同程度であ

った。

表2　238Pu／239＋240Pu及び241Am／239＋240Pu放射能比

2並P u／ ㍊針240P u 241A m ／ 2＝】針240P u

湖 底土 分析 結 果 0．0 3 1 0 ．3 7

表 土、湖 底 土及 び海 底 土 分析 結 果 ※ 0 ．3 8

表 土 文献 値 3） 0 ．0 3 －

湖 沼土 ・海 底 土 文献 値 1） 0．0 3 4～ 0．0 4 3　 ■ －

北 半球 にお け る グ ロー バル フォー ル ア ウ ト2） 0，0 2 5 0 ．4 4

使 用 済燃料 （P W R 2 8 G W D ／ t）1） 1．9 －

使 用 済燃料 （P W R 3 5 G W D ／ t）1） 3．0 －

※表土及び海底土の濃度の値が低く有意な比は求められなかった。

（
■
温
ど
＼
b
e
堪
蛸
買
†
コ
d

0　　　　1　　　　2　　　　3　　　　4

Pu－239＋240濃度（Bq／kg乾土）

5

（
刊
悪
ど
＼
b
g
）
堪
礫
l
寸
？
∈
く

X
　
6

8
　
月

（
」
　
0

0

　

〓

〓

　

2

y
 
R

1　　　　　　　　2

Pu－239＋240濃度（Bq／kg乾土）

図1　湖底土における238Puと239＋240Puの相関　　　　　図2　241Amと239＋240Puの相関

（平成5年度～18年度）　　　　　　　　　　（平成14年度～18年度）
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Ⅰ－17　福岡・鹿家地区における水中ラドンによる屋内ラドン

濃度への寄与並びに線量評価

福岡県保健環境研究所　楢崎幸範，石橋融子，松尾宏

放射線医学総合研究所　石川徹夫，吉永信治，卓維海，床次眞司

琉球大学　　　　　　　　　　古川雅英

1．緒　言

居住空間的な観点から水中ラドンの寄与率を求め，木造家屋内でのラ

ドンの成因とその濃度を評価するため，福岡県糸島郡鹿家地区において

水中ラドン濃度と屋内ラドン濃度との関係を検討した。

2．調査研究の概要

調査　は福　岡市か　ら　西へ約

30km離れた糸島郡鹿家地区で

実施した。

同地区の地質は西南日本内

帯の白亜系花崗岩地域に属　し

ており，火成岩の一種である

深江花崗閃緑岩及び糸島花崗

閃緑岩ならびにその風化土壌

j肋J血fJJY〃

0　　　　　　5（袷■

である（図1）．。　　　　　　　　図1調査家屋の地図と空間放射線量率の分布

調査家屋は戸建て住宅　7棟である。家屋は玄界灘の海岸沿いから背振

山地の麓にある標高　5～40mの狭い範囲に分布し．木造及び木造モルタル

造りの平屋ならびに　2階建て住宅で，築　2～72年が経過している。生活用

水には井戸水（動力）あるいは地下水を利用　した町営の簡易水道が使用

されている。

水中ラドン濃度の測定はパージ装置と空気中ラドン濃度の測定に使用

されている静電捕集式ラドンモニタ　とを組み合わせた装置を用いた。屋

内外の大気中ラドン濃度の測定は，2002年10月～2003．年10月までの期

間，調査家屋においてパッシブ型ラド．ン濃度測定器ラドポットで実施し

た。有意差の検定にはウイルコクソ　ンの順位和検定を使用した。

3．結　果

1）水道水中の平均ラドン濃度は　43

個人の井戸水では平均100　Bq／1

り．全国的にも水中ラドン濃度が

ハ
あ
．
い

的

で

高

表1生活用水中　の　ラド　ン濃度

Radonconcon什a七on（Bq／り

Julr2∝ほ

100　土　6．1

85　士　3．9

85　士　8．7

130　±　8．3

47　士　4．5

36　±　3．5

46　±　7．0

Point Ho．　Kindofwators

I Groundwater

2　　　Groundwater

3　　　Groundwater

6　　　Tapwater

7　　　　TaPWater

地域であった（表1）。

2）住居内の平均ラドン濃度は14Bq／m3，屋外

の平均ラドン濃度は　4Bq／m3であり，大気　4　　Gr。U。dw。ter

中ラドン濃度の全国平均値と差がなかっ　5　　Tapwater

た（表　2）。
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表2　ラドポット　によって測定された6か月毎の大気中ラドン濃度

Fhdonconcentration（Bq／m3）

InstaLlationplace start october－2002　　　Apri1－2003

帥　　　Ap用－2003

55

18

7

13

18

Point Structuretype

N0．　hous8ag0

1　Awoodenone－StOryhouse

2years

Bath r00m

Dresslngr00m

Lndoor Livingr00m

Kitchen

Bedr00m

October2003

33

18

10

14

17

0utdoor Post

Bath room2　　Aw00dentwo－StOryhouse

16years Uvingroom

Kkchen

3　　Awoodentwo－StOけhouse

72years

Bath room

DreSSingr00m

Indoor uvingroom

Kitchen

Bedroom

0utdow Post

Bath room4　　Awoodentwo－StOけhouse

5years lnd00r
Livingr00m

Kitchen

Bed room

Outdoor Post

5　　Awoodentwo－StOryhouse

6years

Bath room

Livingroom

Kitchen

Bodr00m

0utd00r Post

Bath r00m6　　Awoodentwo－StOryhous0

8years

7　　Awoodentwo－StOⅣhouse

50years

Livingr00m

Kkchen

Bedr00m

Post

Bath room

Livingroom

Kitchen

3）′UNSCEAR2000年報告書に従って求

めた水中から屋内に揮散した推定

ラドン濃度は　3．6～13Bq／m3　であ

り．浴室内ラドン濃度の増加に寄

与したが，他の部屋への影響は軽

微であった（図　2）。

4）経口及び吸入摂取によるラドンの

（：頭重：）
50　　40　　80　　20　10　　0

年間実効線量は平均　0．44mSv　と見　50．0　30　2010　0

積も　られ，わが国における　ラド　ン

河出仰mX㈲

0　　10　　20　　30　　40　　50

0　　10　　20　　30　　40　　50

Mo■00昭■h伽仙帥う　　　R■d010川棚■b伽■帥3）

の吸入による実効線量と差がなか　　　図2家屋邑間の室内及び浴室内ラト・ン濃度の比較

っ　た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■：Enの実測鐘．■＝水中から移行するRnの推定鎮

4．結　語
鹿家地区の水中ラドンは，全国的にも高い濃度であるにも拘わらず，

屋内のラドン濃度は全国の平均的な値であった。これは，家屋構造や地

形的な要因が影響したと考えられるほか，土壌中のラジウム濃度，ラドン

散逸率あるいは空間放射線量率が高く　ないことからも説明できる。なお，

推定年間実効線量　0．44mSv　から，同地区の公衆に対する付加的な放射線

防護上の危険性は少ないことが確認された。
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Ⅰ－18　鹿児島県におけるトリ　チウムの環境動態

鹿児島県環境放射線監視センター

池之平剛、白坂邦三郎、鞘憲弘

財団法人　　九州環境管理協会
川村秀久、玉利俊哉、松岡信明

1．緒言

トリ　チウム（半減期12．33年、β一線放出核種）は天然で生成

されている一方で、大気圏内核実験や原子力の平和利用に伴

い人工的にも生成され環境中へ放出されている。鹿児島県で
は、川内原子力発電所において1号機（PWR型）が昭和　59年　7

月　から、また　2号機（同様）が昭和　60年11月　から営業運転を

開始し現在に至っている。その運転過程で環境中へ管理放出
されているトリ　チウム量を宇宙線起源トリ　チウム存在量に比

較する　と、そのトリ　チウム放出源と　しての寄与は大き　く　ない。

しかし、トリ　チウムは環境モニタリ　ングが必要な核種の一つ
である。本研究ではトリ　チウムの環境動態を探り、また内部

被ばく　線量評価のための基礎データを得るこ　と　を目的と　して、

県内各地で採取した大気、水、生物試料のトリ　チウム濃度を
調べた。

2．調査研究の概要

（1）試料採取

大気中水蒸気状トリ　チウム（HTO）を、モニタリ　ングステーシ

ョ　ン小平局（薩摩川内市久見崎町）、環境放射線監視センター

屋上（薩摩川内市若松町）および環境保健センター屋上（鹿児

島市城南町）で、2000年　4月　から　2006年　3月　の間、モレキュ

ラーシープを用いた1ケ
月　間の連続捕集によ　り　毎

月採取した（図1）。河川
水、海水および生物試料

を、発電所周辺と対照地

点（志布志市等）で採取し

た。河川　と　して川内川　と
安楽川を、生物試料と　し

て松葉や甘しょ　な　ど14
試料を選定した。

（2）前処理と測定

採取した大気　HTOは窒 図1　調査地点
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素気流中で加熱し、離脱した水蒸気をコールドトラ　ップによ

り水試料と　して回収した。河川水と海水は電解濃縮した。

方、生物試料は組織自　由型と結合型のトリ　チウム（TFWT　と

TBT）に分別した。TFWTは真空凍結乾燥後に電解濃縮し、一方

TBTは　TFWT回収後の試料を石英燃焼管法または　Parr Bomb法

で燃焼させ水試料と　して回収した。いずれの水試料もシンチ

レ一夕ーと混合させて　β一線測定試料を調製し、液体シンチ

レーショ　ンカ　ウンターでトリ　チウムを測定した。

（3）調査結果

大気HTO濃度は試料水lL換算（カッコ内は大気1m3換算）で、

小平局で　ND～5．36Bq／L（ND～52．9mBq／m3）、監視センターで

ND～3．94Bq／L（ND～38．7mBq／m3）、保健センターで　ND～

1．95Bq／L（ND～33．8mBq／m3）であった。最も高い値は小平局の

2002年1月（5．36Bq／L、52．9mBq／m3）の値であり、またいずれ

も小平局＞監視センター＞保健センターの順で、発電所から

の距離が長く　なるほど低く　なる傾向を示していた。さ　らに、

監視センターと保健センターでは大気　HTO濃度と湿分との間

に凡そ正相関が見られるのに対し、小平局では低い湿分でも

高い　HTO濃度を示す場合もあった。

一方、海水濃度は発電所周辺で　0．09～7．58Bq／し、薩摩川内

市唐浜で　0．08～1．57Bq／L、志布志湾で　0．04～0．24Bq／Lであ

った。海水濃度も大気　HTO濃度と同様に発電所からの距離が

長く　なるほど低く　なる傾向を示していた。また、河川水濃度

は川内川で　0．29～0・．36Bq／し、安楽川で　0．25～0．39Bq／Lであ

り、両河川の間に差異はなく、また志布志湾の海水と同レベ

ルかやや高い値を示していた。生物試料では、TFWTまたは　TBT

の濃度が比較的高い傾向を示す試料が一部確認された。

3．結語
以上の結果よ　り、大気　HTO　と海水のトリチウム濃度は、発

電所からの距離に依存している　と推察される。しかし、その

濃度差で内部被ばく線量評価のための基礎データ　とするには

よ　り　深い議論を必要とする。

本邦における大気　HTOのトリチウム濃度調査事例は極めて

限定されているこ　と、またトリ　チウムは生物圏に広く移行す

るこ　とから、今後も継続してデータの蓄積に努める。
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Ⅱ．環境に関する調査研究

（海洋）



Ⅱ－1日本近海の海水・海底土の放射能調査

海上保安庁海洋情報部環境調査課
鈴木和則、茂木由夫、杉本　綾、伊藤禎信

1．緒言

本調査は、日本近海における放射性核種の分布及びその経年変化を把握することを目的

として、海水の調査は1959年より、海底土の調査は1973年に開始し、以降毎年継続して

実施している。今回は、2005年の調査結果について報告する。

2．調査の概要

試料の採取は、海上保安庁海洋情報部及び管区海上保安本部が分担して、海水試料は黒

潮海域、親潮海域、日本海の各海域で表面海水を採取し、海底土は沿岸域で表面海底堆積

物を採取している。

採取試料は海洋情報部環境調査課海洋汚染調査室において放射化学分析を行い、海水は、

90sr，137csの2核種、海底土は、90sr，137cs，60co，239，240puの4核種について放射能測定を

行った。表面海水中における90sr，137csの放射能濃度の経年変化を図1に、海底土中にお

ける90sr，137cs，60co，239，240puの放射能濃度の経年変化を図2に示す。

3．結語

我が国周辺海域の海水及び海底土の放射能濃度は、各核種とも長期的にみて減少傾向に

ある。今後も継続して日本近海における海水及び海底土の人工放射性核種を調査測定し、

その濃度分布及び経年変化を監視する予定である。
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図1表面海水中の90sr、137csの経年変化
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図2　海底土中の90sr、137cs、60co、2397240pu
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Ⅱ－2　日本海の海水・海底土の放射能調査

海上保安庁海洋情報部環境調査課
鈴木和則、茂木由夫、杉本　綾、伊藤禎信

1．緒言

1993年に日本海・オホーツク海において旧ソ連・ロシアは放射性廃棄物を金属製コンテ

ナに詰めて海洋放棄していたことが明らかになったことから、海上保安庁海洋情報部では、

放射性物質の海洋環境への影響を把握するため1993年より日本海の放射能調査を実施して

いる。今剛ま、2005年の調査結果について報告する。

2．調査の概要

本調査は海上保安庁海洋情報部測量船「明洋」により、図1のとおり日本海及びオホー

ツク海で実施した。

（1）海水の採取

海水試料は、深度Om，200m，

500m，750m，1000m，以下1000

m間隔及び海底上50mの各層で

130モ　　　　　135モ　　　　　140モ　　　　　145モ

それぞれ100リットルを採取し

た。

（2）海底土の採取

海底土の試料は、スミス・マッ

キンタイヤー型採泥器で採取し、40●N

表層泥2cmのみを分け取り分析

試料とした。

（3）分析項目

海水、海底土とも％sr，137cs，　釘N

60co，239，240puの4核種である。

（4）測定結果

海水及び海底土中の調査結果

をそれぞれ表1，2に示す。　　∬N

。r＼

騙

　 ●
●Hく）・■

●HO j　 ∫

l≠＞・7

　　　 ●H O・

●NO 二一

●N0 －1　○

′ワ ァ ー－‾－．－

β

ヽ

0
J

130モ　　　　　135t　　　　　140●E　　　　　145モ

図1　放射能調査の試料採取点

3．結語

今回までの測定結果については、旧ソ連・ロシアによる海洋投棄された放射性廃棄物に

よる海洋環境への影響は認められなかった。今後も、毎年1回、同規模の調査を継続し日

本海・オホーツク海の放射性核種濃度分析及び経年変化を明らかにし、深海流調査と合わ

せて海洋投棄された放射性物質の拡散状況の解明にあたる。
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表1　日本海・オホーツク海　放射能調査結果（2005年）一海底土

測 点

番号

1菜取位 置
採 取 年 月 日

水 深

（m ）

放射 能 濃 度 （B q／kg－乾 土 ）

緯 度 （N ） 経度 （E ） 90s r 137c s btt 0 239’2■lDp u

N 0 －1 3 6－34 ．8 13 1－2 9．4 2 005 ．10 ．2 6 1．9 76 0．5 2 ± 0 ．0 11 1．6　± 0．0 6 （ 0 ．0 26 ± 0．0 09 ） 1．2　± 0 ．07

N 0 －4 4 0－00 ．4 134 －3 3．3 2 00 5．10．16 1，28 6 0．3 6 ± 0 ．009 1．8　± 0．0 6 （ 0 ．0 15 ± 0．0 0 7 ） 0．5 5 ± 0 ．04

N 0 －5 4 0－00 ．6 135 －5 9．7 2 00 5．10．15 1，43 4 0．2 7 ± 0 ．00 8 1．9　± 0．0 6 （ 0 ．0 23 ± 0 ．0 0 7 ） 0 ．5 3 ± 0 ．04

N 0 －9 4 4－20 ．1 140 －5 0．6 2 00 5．0 6．19 25 4 0．4 5 ± 0 ．00 9 2．5　± 0．0 6 （ 0 ．0 15 ± 0 ．0 0 7 ） 1．8　± 0 ．10

N 0 －10 4 4－50 ，1 144 －0 0．1 2 00 5 ．0 6．2 1 18 2 0 ．2 3 ± 0 ．0（）7 1 ．9　± 0．n 6 （－0 ．00 7 ± 0 ．nn 7 ） 1．2　± 0 ．0 7

※測定値が検出下限値未満の場合は（）を付記した。

表2　日本海・オホーツク海　放射能調査結果（2005年）－海水
測 点 番

号

採 取 位 置
採 取 年 月 日

水 深

（m ）

採 取 深 度

（m ）

放　 射　 能　 濃　 度　 （m H q ／ L ）

緯 度 （N ） 経 度 （E ） 恥 s r 13T c s 紬 c n ＝39 ’240 Ⅰ）u

N 0 －1 3 6 －3 4 ．8 13 1 －2 9 ．7 2 0 0 5 ．1 0 ．2 6 1 ，9 7 6

0 1 ．4　 ± 0 ．0 2 1 ．9　 ± 0 ．0 7 （ －0 ．0 】7 ± 0 ．0 2 1 ） 0 ．0 0 4 ± 0 ．0 0 1

19 9 1 ．4　 ± 0 ．0 2 1 ．9　 ± 0 ．0 8 （　 0 ．0 2 2 ± 0 ．0 2 5　 ） 0 ．0 2 0 ± 0 ．0 0 2

i由 ‾ 1 ．2　 ± 0 ．0 2 1 ．9　 ± 0 ．0 7 （　 0 ．0 4 9 ± 0 ．0 2 3　 ） 0 ．0 3 9 ± 0 ．0 0 3

7 4 5 】．4　 ± 0 ．0 3 1 ．4　 ± 0 ．0 6 （　 0 ．0 2 4 ± 0 ．0 2 0　 ） 0 ．0 3 5 ± 口．0 0 3

9 9 3 0 ．8 0 ± 0 ．0 2 1 ．1　 ± 0 ．0 6 （ －0 ．0 4 7 ± 0 ．0 2 2　 ） 0 ．0 ′12 ± 0 ．0 0 3

1 ．9 0 3 0 ．3 0 ± 0 ．0 2 0 ．3 0 ± 0 ．0 5 （ 0 ．0 0 7 ± 0 ．0 2 3 ） 0 ．0 1 0 ± 0 ．0 0 3

N 0 －4 4 0 －0 0 ．0 1 3 4 －3 3 ．9 2 0 ∩5 ．】0 ．1 6 1 ，2 8 6

0 1 ，3　 ± 0 ．0 3 1 ．8　 ± 0 ．0 7 （ 0 ．0 1 1 ± 0 ．0 2 4　 ） 0 ．0 0 5 ± 0 ．0 0 1

19 9 L 4　 ± 0 ．0 3 2 ．0　 ± 0 ．0 7 （ －0 ．0 0 6 ± 0 ．0 3 4　 ） 0 ．0 14 ± 0 ．0 0 2

4 9 7 1 ．2　 ± 0 ．0 3 1 ．5　 ± 0 ．0 7 （ －0 ，0 0 5 ± 0 ．0 2 4　 ） 0 ．0 2 6 ± 0 ．0 0 2

7 4 5 0 ．8 0 ± 0 ．0 2 1 ．3　 ± 0 ．0 7 （　 0 ．0 0 R ± 0 ．0 2 4　 ） 0 ．0 4 0 ± 0 ．0 0 3

9 9 2 0 ．8 0 ± 0 ．0 3 1 ．2　 ± 0 ．0 6 （ －0 ．0 2 1 ± 0 ．0 2 2 ） 0 ．0 4 0 ± 0 ．0 0 3

1 ．2 2 0 0 ．6 0 ± 0 ．0 2 0 ．8 4 ± 0 ．0 7 （　 0 ．0 0 5 ± 0 ．0 2 4　 ） 0 ．0 3 2 ± 0 ．0 0 5

N 0 －5 4 0 －0 0 ．0 1 3 5 －5 9 ．8 2 0 （）5 ．10 ．1 5 1 ，4 3 3

0 1 ．2　 ± 0 ．0 3 1 ．9　 ＝± 0 ．0 8 （ －0 ．0 3 9 ± 0 ．0 2 4　 ） 0 ．0 0 5 ± 0 ．0 0 1

2 0 0 1 ．2　 ± 0 ．0 3 1 ．4　 ± 0 ．0 7 （ －0 ．0 0 8 ± 0 ．0 2 6 ） 0 ．0 2 7 ± 0 ．0 0 2

4 9 8 0 ．9 8 ± 0 ．0 3 2 ．0　 ± 0 ．0 7 （ 0 ．0 2 5 ± 0 ．0 2 5 ） 0 ．0 2 9 ± 0 ．0 0 2

7 ノ量5 0 ．8 6 ± 0 ．0 2 1 ．3　 ± 0 ．0 6 （　 0 ．0 2 7 ± 0 ．0 2 8　 ） 0 ．0 3 3 ± 0 ．0 0 2

9 9 3 0 ．6 3 ± 0 ．0 2 1 ．1 ± 0 ．0 6 （ 0 ．0 1 8 ± 0 ．0 2 6 ） 0 ．0 3 2 ± 0 ．0 0 2

1 ．3 7 1 0 ．4 2 ± 0 ．0 2 0 ．7 5 ± 0 ．0 6 （ 一0 ．0 2 2 ± 0 ．0 2 5　 ） 0 ．0 3 8 ± 0 ．0 0 2

N 0 －6 4 0 －5 9 ．9 13 6 －2 0 ．0 2 0 0 5 ．1 0 ．1 4 3 ，3 6 9

0 1 ．1　 ± 0 ．0 3 2 ．1　 ± 0 ．0 7 （ 0 ．0 2 1 ± 0 ．0 2 5 ） 0 ．0 0 4 ± 0 ．0 0 1

2 0 0 1 ．0　 ± 0 ．0 2 1 ．8　 ± 0 ．0 8 （ 0 ．0 2 8 ± 0 ．0 2 8 ） 0 ．0 18 ± 0 ．0 0 3

1 9 8 1 ．1　 ± 0 ．0 3 1 ．8　 ± 0 ．0 7 （ 0 ．0 5 8 ± 0 ．0 3 4　 ） 0 ．0 2 9 十 0 ．0 0 2

7 4 5 1 ．1　 ± 0 ．0 3 1 ．7　 ± 0 ．0 7 （ 0 ．0 1 0 ± 0 ．0 3 0 ） 0 ．0 3 5 ± 0 ．0 0 2

南 i ‾ 0 ．7 2 ± 0 ．0 2 1 ．2　 ± 0 ．0 6 （ 0 ．0 5 5 ± ロー0 3 1 ） 0 ．0 39 ± 0 ．0 0 2

】，9 8 7 0 ．3 9 ± 0 ．0 2 0 ．6 3 ± 0 ．0 5 （ 0 ．0 5 6 ± 0 ．0 3 4 ） 0 ，0 3 2 ± 0 ．0 0 2

2 ．9 7 5 0 ．6 （1 ± n ．0 2 n ．R 3 ± 0 ．0 7 （　 0 ，0 2 9 ± n ．0 2 6　 ） 0 ．0 3 2 ± 0 ，0 0 2

N 0 －7 4 1－2 6 ．9 】3 7 －2 3 ．0 2 0 0 5 ．1 0 ．1 3

l
＼

3 ，6 3 9

0 1．4　 ± 0 ．0 3 1．8　 ± 0 ．0 7 （ 0 ．0 5 0 ± 0 ．0 2 5 ） 0 ．0 0 7 ± 0 ．0 0 1

19 9 1．3　 ± 0 ．0 3 2 ．0　 ± 0 ．0 8 （ 0 ．0 2 6 ± 0 ．0 2 5 ） 0 ．0 1 6 ± 0 ．0 0 2

4 9 9 1．1　 ± 0 ．0 3 1．7　 ± 0 ．0 8 （ 0 ．0 2 3 ± 0 ．0 2 7 ） 0 ．0 2 4 ± 0 ．0 0 2

7 4 6 】．1 ± 0 ．0 3 1．7　 ± 0 ．【汀 （ 0 ．0 4 】 ± 0 ．0 2 7 ） 0 ．0 3 2 ± 0 ．0 0 3

盲由 ‾‾ 0 ．8 6 ± 0 ．0 2 1．3　 ± 0 ．0 6 （ 0 ，0 4 5 ± 0 ．0 2 5 ） 0 ．0 3 6 ± 0 ．0 0 3

1 ，9 8 6 0 ．3 4 ± 口．0 2 0 ．4 6 ± 0 ．n 6 （ 0 ．0 3 4 ± n ．0 2 7 ） 0 ．0 2 9 ± 0 ，0 0 3

2 ．9 7 6 0 ．2 6 ± 0 ．0 2 口．3 n ± 0 ．n 5 （　 0 ．0 3 9 ± n ．0 3 0　 ） 0 ．0 2 8 ± 0 ．0 0 2

N 0 －8 4 3 －0 0 ．0 1 3 7 －3 0 ．0 2 0 0 5 ．6 ．16 3 ，6 2 4

0 1．4　 ± 0 ．0 3 1 ．9　 ± 0 ．0 7 （ 0 ．0 0 0 ± 0 ．0 3 4　 ） 0 ．0 0 8 ± 0 ．0 0 1

2 0 0 1 ．2　 ± 0 ．0 3 1 ．9　 ± 0 ．0 7 （ 0 ．0 0 4 ± 0 ．0 2 7 ） 0 ．0 2 6 ± 0 ．0 0 3

4 9 8 1 ．2　 ± 0 ．0 3 1 ．8　 ± 0 ．0 6 （ 0 ．0 3 9 ± 0 ．0 2 8 ） 0 ．0 2 5 ± 0 ．0 0 2

7 4 5 1 ．0　 ± 0 ．0 2 1 ．6　 ± 0 ．0 7 （ 0 ．0 3 4 ± 0 ．0 2 7 ） 0 ．0 3 1 ± 0 ．0 0 3

9 9 3 0 ．8 4 ± 0 ．0 2 1 ．2　 ± 0 ．0 7 （ 0 ．0 3 5 ± 0 ．0 3 5 ） 0 ．0 3 4 ± 0 ．0 0 4

】，9 8 6 0 ．3 1 ± 0 ．0 2 0 ．4 8 ± 0 ．0 6 （ 0 ．0 3 3 ± 0 ．0 2 6 ） 0 ．0 3 4 ± 0 ．0 0 4

2 ．9 7 1 0 ．2 4 ± 0 ．0 2 0 ．2 6 ± 0 ．0 5 （　 0 ．0 2 2 ± 0 ．0 2 6　 ） 0 ．0 2 9 ± 0 ．0 0 4

N O 一勺 4 4 －2 0 ．0 1 4 0 －5 0 ．0 2 0 0 5 ．6 ．1 9 2 5 4
0 1 ．2　 ± 0 ．0 2 1 ．7　 ± 0 ．0 8 （ →0 ．0 1 2 ± 0 ．0 2 6　 ） 0 ．0 0 7 ± 0 ．0 0 1

▼ ‾‾‾面 0 1 ．3　 ± 0 ．0 3 1 ．9　 ± 0 ．0 7 （ －0 ．0 5 1 ± 0 ．0 2 4　 ） 0 ，0 0 9 ± 0 ．0 0 2

N 0 －10 4 4 －5 0 ．0 1 4 4 －0 0 ．0 2 0 0 5 ，6 ．2 1 1 8 3
0 0 ．7 2 ± 0 ．0 2 1 ，3　 ± 0 ．0 6 （ 0 ．0 3 5 ± 0 ．0 2 6 ） 0 ，0 0 3 ± 0 ．0 0 1

1 2 9 0 ．7 7 ■± 0 ．0 2 】．2　 ± 0 ．0 6 （　 0 ．0 1 3 ± 0 ．0 2 8　 ） 0 ．0 12 ± 0 ．0 0 2

※測定値が検出下限値未満の場合は（）を付記した。
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Ⅱ－3　日本海の深海流測定

海上保安庁海洋情報部環境調査課

鈴木和則、茂木由夫、杉本　綾、伊藤禎信

1．緒言

1993年に日本海・オホーツク海

において旧ソ連・ロシアは放射性
45N

廃棄物を金属コンテナに詰めて海

洋投棄していたことが明らかにな

ったことから、海上保安庁海洋情

報部では、放射性物質の拡散の可

能性を把握するため、1994年から

当該海域において毎年2測点の深　朝日

海流観測を実施している。今回は

2005年10月～2006年6月までの

約8か月間連続測定結果を報告す

る。
35N

130E　　　　　　　　135E　　　　　　　　140∈　　　　　　　　145E

130E　　　　　　　　135∈　　　　　　　　1峨　　　　　　　　145E

2．調査の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図1　深海流の測定点

係留系は、AANDERAA社製の流向流速計を測点N0－0及びNO－Pで海底上50mと100m

に直列に接続し、海上保安庁海洋情報部測量船「明洋」で設置揚収した（図1）。測定間隔

は60分間隔である。

〔調査結果〕

（1）流速ベクトル

25時間移動平均の流速ベクトルを図2に示す。

（2）平均流況

今回観測を実施した測点N0－0及びNO－P並びに以前に観測を実施した測点の平均流向・

流速図を底上50m（図3－1）、底上100m（図3－2）に示す。

（3）流向別流速頻度分布

測点N0－0及びNO－Pの流向別流速頻度分布をそれぞれ図4－1，図4－2に示す。

3．結語

測点N0－0、測点NO－Pともに3cm／sec前後の流れが多く、流向は測点N0－0、測点NO－P

ともに北北東から北東流が卓越し、特に測点NO－Pで顕著であった。また両測点ともに北東

～東方向に速い流速が出現する傾向が見られた。観測期間内における恒流は、測点NO＿0

では底上50m、100m層がそれぞれ北北東流1．4cm／sec、北東流1．3cm／sec、測点NO－Pでは底

上50m、100m層がそれぞれ北東涜2．0cm／sec、北東流2．3cm／secであった。

これまでの観測で、大まかな概況は把握できてきたが、さらなる日本海の流況把握のた

め、今後は空白部分の調査を実施する予定である。
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図2　流速ベクトル図（25時間移動平均）

11∝　　　　　　　　　145E

咄N NO一〇

1式に　　　－3張　　　一條（単位＝。ぷ邑。。）

図3－1度上50m層における平均流向・流速図

NO－P

図4－1底上50m層における流向別流速頻度分布

NO一〇

130E　　　135∈　　　　川た（単位‥Cぷ毘ec） NO－P

図3－2　底上100m層における平均流向・流速図　　図4－2　底上100m層における流向別流速頻度分布
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Ⅱ－4　海洋環境における人工放射性核種の長期挙動の研究

気象研究所地球化学研究部

青山道夫、広瀬勝己

1．緒言

海洋環境における人工放射性核種は1945年以前には全く存在しなかったものであり、

これらが数十年という期間に海洋環境においてどのように振る舞うかについて、気象研究

所地球化学研究部では約50年間の長期にわたり研究を実施してきた。環境中の人工放射

性元素の分布とその挙動の40年以上にわたる観測・研究の蓄積の結果、環境放射能につ

いて世界的にも他に類を見ない貴重な時系列データを内外に提供すると共に、様々な気象

学・海洋学的発見をもたらしてきている。

2．調査研究の概要

平成13年度から平成17年度の前の研究期間に引き続き、太平洋と縁辺海を広範囲にカ

バーする観測をおこない、137Csの3次元分布を得つつある。また、Mデータベース

（AoyamaandHirose，2004）として公表してきたデータベースの更新を行い、国際原子

力機関と協力して太平洋中心であったデータベースを全球へ拡張したM2007　Global

Vbrsion（Aoyama et al．，投稿準備中）を作成した。これらのデータを用いて、北太平洋

の海域毎の表面水中の137Cs濃度の時系列データを解析し、最近の濃度変動の特徴を抽出

した。

3．結語

1）137Csの表面海水中濃度の最近の変動

太平洋を12の海域にわけ、時系列データから1970年から2005年までのデータを

用い、見かけの半減時間を求めた。これらの海域の中で、日本に近い海域2（黒潮域、

図1）での表面海水中137Cs濃度の長期時系列を示す（図2）。

図1太平洋海域2のデータ分布
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図2　海域2での137Cs濃度の時系列

1990年代後半までは、すでに報告したように（Aoyamaeta1．，2006；Hiroseand

Aoyama，2003；青山・鹿瀬、2006）表面海水中137Csの濃度は見かけの半減時間15．7

年で減少しているが、最近の10年間を見るとほとんど減少していない。大気側から
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の新たな供給がない状況で、海洋表層での137Csの濃度を維持するためには、相対的

に高濃度の海水の移流がソースとして必要となる。すでに、海域2の南側の亜熱帯

域で半減時間が長くなることは著者らが報告しており（AoyamaandHirose，2004）、

サブダクションによる亜表層から中層における中緯度から低緯度側への南向きの内

部輸送の効果によることを明らかにしている。今回海域2で見られている濃度が減

少しない現象は、海洋表面に降下したのち南向きに輸送された137Csの一部が、亜熱

帯循環に乗って再び日本周辺に輸送されてきたためとすれば説明可能である。

2）M007　Gldbd V rsbnについて

lAEAが保有していた大西洋中心のデータベースMISの全データを取り込み、かつ

最近までの太平洋のデータを組み込んでM2007　Global Vbrsionを作成した。収

録されたデータ数は、137Cs，90Sr、Puの3核種ともに、それぞれ約4倍、2倍、1．5倍

に増加した。このデータベースは世界の海洋における放射能汚染の実態把握とともに、

海洋における人工放射性核種の長期挙動の研究および他の地球環境研究にも貢献できる

ものとなった。

表1　データベース中の海域毎の収録レコード数

地域コード　137cs　　　90sr　　　239r2qpu

Eastern North Pac嗣c NEP

Weもtern North Pacific NWP

Eastern South Pacific SEP

Western South Pacific SWP

SeaofJapan

Sea ofOkhtsk

EastChjna Sea

South China Sea

North Atlantic

SouthAtlantic

Indian Ocean

Antarctic

Arctic Ocean

Baltic Sea

Barents Sea

BerigngSea

Black Sea

EnglishChannel

Irish Sea

SOJ

SOO

ECS

SCS

NA

SA

IO

ANTO

AO

BALT

BARE

BERS

BLAS

ENGC

IRIS

Mediterranean Sea MEDS

Arabian Sea NtO

North Sea NORS

Southern Ocean SO

2

　

3

5
　
0
　
5
　
1
　
9

7

　

1

4

3
　
2
　
9
　
7
　
0
　
5
　
8
　
4
　
1
　
1
　
2

9
　
3
　
4
　
0
　
7
　
4
　
7
　
2
　
5
　
8
　
5

7
　
4
　
1
　
1

1
　
2
　
6
　
7

7
　
8
　
4

2

2
　
0
　
2
　
9

3

　

8

　

9

　

9

5

　

9

1

　

6

292

44

4837

47

465　　　　711

2079　　　1189

120　　　　　56

5　　　　　20

1842　　　1042

35　　　　　39

71　　　　　20

1　　　　　　6

724　　　　274

287　　　　118

13　　　　　　5

13　　　　16

′103　　　　　37

406　　　　　52

59　　　　　22

11　　　　　36

20　　　　　　0

23　　　　　　2

0　　　　　19

190　　　　164

71　　　　　1

515　　　　　30

9　　　　12

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　31378　　　7062　　　3871

－50－



Ⅱ－5　海産生物放射能調査

（独）水産総合研究センター　中央水産研究所　　森田貴己、藤本　賢、皆川昌幸
北海道区水産研究所　葛西広海、小埜恒夫、山村織生
酉海区水産研究所　西内　耕、長谷川徹、岡村和麿、田中勝久、

清水容子

日本海区水産研究所　山田東也、加藤修、広瀬太郎、渡連達郎
水産工学研究所　　　山崎慎太郎、松下吉樹、本多直人

1．緒　言
日本周辺海域（北海道周辺海域、太平洋沿岸海域、東シナ海海域、日本海沿岸海域、北千島・オホーツ

ク海・北海道北部沖合域、日本海深海域）に生息する主要海産生物の放射能水準とその経年変化を把握す

ることにより、水産資坂の安全性を確認し、不測の事態に備え本調査を継続している。平成17年度に実施
した生物調査の概要を報告する。

2．調査研究の概要
①採取試料

北海道周辺海域（魚類7種、頭足類1種、貝類2種、甲殻類1種と海藻類1種）、太平洋沿岸海域（魚類

7種、頭足類2種、貝類2種、甲殻類1種と海藻類1種）、東シナ海海域（魚類5種、貝類1種、頭足類1

種、海藻類1種と甲殻類1種）、日本海沿岸海域（魚類7種、頭足類2種、貝類2種、甲殻類2種、海藻類
1種）、北千島・オホーツク海・北海道北部沖合域（魚類6種）、日本海深海域（甲殻類2種）の合計56種

（185検体）の調査を行った。また、北千島・オホーツク海・北海道北部沖合域と日本海深海域を除くそれ

ぞれの海域で新たな指標生物を探索することを目的として、現在までに分析されたことがないか、あるい

は分析例が少ない種類を毎年新たに選択種として選定している。本年度は、各海域で共通して漁獲可能な
魚種であるヒラメを選択種として調査を行った。

②核種分析

試料は採集年月日、採集位置、平均体長、体重などを記録して、必要に応じて各部位（筋肉、内臓、肝

臓等）に分別し、摂氏450度以下で所定の換作を行い、灰化物を調製し分析に供した。

核種分析はGe半導休検出器を用い、計測時間16－32Ⅹ104秒で行った。分析対象核種は科学技術庁放射
能測定法シリーズ7に記載されている対象核種の中から、半減期が　30　日を越える13核種

7Be，54Mn，58co，60co，65zn，95zr，95Nb，103Ru，106Ru，125sb，134cs，137cs，144ceおよびこれに108nAg、11hAg、207Biの3核種
を加え16核種とした。

③分析結果

分析したほとんどの試料から137cs（半減期：30．1年）が検出されている。108％g（418年）は、軟体類の肝
臓もしくは内臓、及び甲殻類の肝膵臓から通常検出されているが、日本海深海域調査のズワイガニやベニ

ズワイの筋肉試料からも検出された（表－1）。これまでの調査では筋肉試料中から108nAgが検出されたことは

なく、今回検出された馳Ag濃度も低いことから、試料を部位別に分ける際、肝膵臓の一部が筋肉試料に混
入した可能性が考えられる。試料調製には細心の注意を払っているが、今後はより注意を要する必要があ

る。検出された108nAgはより短寿命核種の110nAg（249．8日）が検出されないことから、108nAgの汚染源は過去

の核実験やチェルノブイリ事故などであると考えられる。検出された137cs及び108甑gの濃度は、昨年度ま
での調査結果と同程度、もしくは減少傾向にあった。

選択種ヒラメは、日本海沿岸海域調査の青森県深浦沖産ヒラメ内臓試料から、若干高い濃度の137csが検

出された（図－1）。しかしながら、全体（除内臓）試料及び筋肉試料からは、そのような高い濃度の137csは
検出されていない。内臓試料のみから若干高い濃度の137csが検出されたことから、消化器中に餌生物が混

在していた可能性が考えられた。測定試料を調製する際、こうした餌生物は出来る限り取り除いているが、

本試料では十分に取り除けていなかったことが原因と考えられる。ヒラメ試料の海域間の比較からは濃度
差は見られなかった。例えばスケトウダラ試料では、日本海産の試料は日本海中・深層水の比較的高い137cs

の影響を受けて、他の海域産のものより137cs濃度が高くなる傾向があるが、ヒラメ試料ではそうした傾向

が見られなかった。単年度の結果であるので、今後、データを蓄積し検討していきたい。

太平洋沿岸海域調査のサクラエビ試料の137cs濃度（0．22±0．012Bq／kg－Wet）が前年までの過去5年平
均（0．070±0．0039Bq／kg，Wet）に比べ約3倍になっているが、この濃度上昇が単年度のものであるのか、そ
れとも上昇傾向にあるのか今後注意が必要である。

本年度も東シナ海海域調査のマダコ試料（農林漁区472区）の肝臓から60co（5．27年）が検出された。こ

の漁区はこれまで60coが検出された採取地点で最も南に位置している。一方、農林漁区237区の試料から
は60coが検出されなかった。当該海域におけるマダコ肝臓の60co濃度は減少傾向にあること、また本年度
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検出された濃度もこれまで検出された中で最も低い値であったことから、60coによる汚染は一過性であり、

放出された00coは拡散、希釈されマダコ肝臓中においても検出下限値未満の濃度になっていることが示唆
された。本海域で採取されたケンサキイカからは鮒coは検出されていない。

3．結　語
日本周辺の海域には、国内外の原子力関連施設、旧ソ連・ロシアによる放射性廃棄物、そして原子力潜

水艦の往来などの放射能汚染源が存在している。現在までのところ検出されている放射性核種の起源は、
過去の大気圏核実験のものが大部分である。60coのような半減期の短い核種も検出されているが、極めて

低い濃度であり、食しても人体に全く影響を及ぼすものではない。放射能汚染が生じた場合、それを正し
く評価するためには、平常時の調査結果の蓄積が重要であり、本調査の必要性は不測の事態に備えるもの

として今後益々増加すると考えられる。

表－1．日本海深海域調査結果
試料名　　　採集日　　　　緯度

水深　　　　　経度

放射能濃度（Bq／kg－Yet）

Cs－137　　　　　　　Ag－108m

ズワイガニ　2005．07．31　39－24．9N　　　筋肉　　　0．026±0・0049　　0・020±0・0043

256m　　135－15．7E　　　甲羅　　　　　　軋D．　　　　　　　N．D・

肝膵臓　　　　　N．D．　　　　　0．14±0．0098

べニズワイ　2005．07．29　　39－55．9N

1320m　　　136－06．2E

筋肉　　　　　　軋D．　　　　　0．012±0．0038

甲羅　　　　　　N．D．　　　　　　　N．D．

肝膵臓　　　0．017±0．0040　　　0．069±0．0040

卵巣　　　　0 019±0．0056　　　　　　N．D．

ベニズワイ　2005．07．28　　40－01．ON

1750m　　　137－05．9E

筋肉　　　　0．018±0．0048　　　　　軋D．

甲羅　　　　　　N．D．　　　　　　　N．D．

肝膵臓　　　0 013±0．0035　　　　0．11±0．0039

べニズワイ　2005．07．26　　43－01．ON　　　筋肉　　　0．019±0．0047　　　0・013±0・0042

1934m　　139－59．9E　　　甲羅　　　　　　N．D．　　　　　　　N．D・

肝膵臓　　　0 0035　　　　0．11±0．0038

ズワイガニ　2005．07．20　　44－27．1N　　　筋肉　　　0．015±0・0042　　　　　N・D・

213m　　144－06．6E　　　甲羅　　　　　　N．D．　　　　　　　N．D．

肝膵臓　　　0．014±0．0042　　　0．014±0．0035

N．D．：検出限界以下

福島沖　　　茨城県大洗　　　千葉沖　　　長崎県五島沖　青森県深浦沖　　新潟県沖

図－1．ヒラメ中のCs－137濃度の海域間の比較
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Ⅱ－6　日本局辺海域海底土の放射能調査

（独）水産総合研究センター　中央水産研究所　　　皆川昌幸
北海道区水産研究所　葛西宏海、小埜恒夫、川崎康寛、日下　彰
西海区水産研究所　　西内　耕、長谷川徹、田中勝久、岡村和麿

中川倫寿
日本海区水産研究所　山田東也、加藤　修、渡遵達郎

1＿　緒　言
日本周辺海域の漁場環境中に蓄積されている人工放射性核種の分布および変動傾向を知るため

に、昭和60年度から日本周辺の沿岸、沖合さらに外洋域の海底土の放射性核種の分析を行ってき
た。平成6年度から、旧ソ連・ロシアによる放射性廃棄物の海洋投棄が明らかになったことから日
本海側の調査地点を拡充し、オホーツク海、東シナ海及び北西太平洋海域側の地点の調査も随時
行うことにした。

2．調査研究の概要
（訂調査海域と試料

海底土試料は、平成17年度に、（独）水産総合研究センター調査船蒼鷹丸（892トン）、探海丸
（168トン）、みずほ丸（156トン）および陽光丸（499トン）を用いて、太平洋側の常磐沖、相模

湾、駿河湾、日本海側の佐渡海盆、岩内沖、後志海盆、大和海嶺、オホーツク海の斜里海底谷、
東シナ海大陸棚の各地点から、柱状採泥器を使用して採取した。
②核種分析

試料は表層から2cm毎に分画、乾燥処理し、各区分の試料について、高純度Ge半導体検出器によ
るγ線核種を分析した。また、一部地点の試料についてはPu同位体、90srの放射化学分析を行った。
③分析結果と考察

それぞれの地点の10cm層までの分析結果の一部を表に示した。
γ線核種の中で有意に検出されたのは、従来と同じく137csと207Biの2核種であった。表層の0～2

cm層における濃度は、太平洋側の6地点で137csは0．86～4．5Bq／kg、207Biは0．39～2．1Bq／kg、239・240pu
は1．3～5．O Bq／kgであった。日本海側の4地点で137csは2．0～6．7Bq／kg、239・240puは0．49～2．1Bq／kg
であった。207Biは佐渡海盆で検出され、0．44Bq／kgであった。90srは日本海とオホーツク海の3地点
（表層4cmまでの層について分析）で検出され、表層では0．78～1．2Bq／kgであった。
各層を含めて各核種の濃度と分布の特徴はこれまでと同様な傾向であった。また、日本海側の

地点では平成11年度以降末検出であった90srが再び検出された。90sr濃度は平成10年度以前（0．8～
1．9Bq／kg）と比べて変動の範囲内であり、特に異常な値ではない。
各層の濃度を含めたこれらの値は、中央水産研究所および諸機関による従来の調査結果の範囲

内にあり、旧ソ連・ロシアによる海洋投棄の影響は認められなかった。

3．結　語
平成17年度の調査において日本海側の地点で90srが再び検出された。90sr濃度はこれまでと比べ

て変動の範囲内であるが、今後も引き続き変動傾向の把握に努め、監視を行うとともに、汚染の
評価に必要な基礎データの蓄積を行っていく予定である。

表　　海底土の核種分析結果　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：Bq／kg乾土

深さ（cm）　　137c s　　　　　207Bi　　　　　239・240p u　　　　　90Sr

H17．7．12　常磐沖Ⅰ
0～

2～

4～

6～

2

4

6

8

36017’N，141007’E　　　　水深　703m
3．8　±0．16　　　　　0．97±0．10

4．0　±0．14　　　　1．1±0．09

3．7　±0．13　　　　1．1±0．09

2．3　±0．14　　　　　0．73±0．093

8～10　　　　　　0．96±0．11　　　　0．35±0．088

4．1　±0．21

4．1　±0．20

4．2　±0．20

2．8　±0．14

1．1　±0．06

H17．7．12　常磐沖Ⅱ　　　　　　36017’N，141042’E
O～　　2　　　　　　2．6　±0．13　　　　　0．64±0．086

2～　4　　　　　　　2．4　±0．13　　　　　0．68±0．088

4～　6　　　　　　0．98±0．11　　　　0．28±0．086

水深1726m
2．7　±0．14

2．3　±0．11

0．85　±0．046

6～　8　　　　　　0．20±0．088　　　　　　　＊　　　　　　　　0．23　±0．019

8～10　　　　　　　　　＊　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　0．068±0．0．0093

H17．7．13　常磐沖Ⅲ
0～　　2

2～　　4

4～　　6

6～　　8

8～10

36048，N，142013，E
4．5　±0．17　　　　　0．78±0．12

3．1±0．18　　　　　0．79±0．14

1．2　±0．12　　　　　0．39±0．13

1．3　±0．14　　　　　0．59±0．12

1．2　±0．14　　　　　　　　＊

水深　2663m
2．3　±0．11

1．9　±0．10

0．77　±0．045

0．86　±0．049

0．88　±0．052

（＊　検出下限値未満）
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表　　海底土の核種分析結果（つづき）　　　　　　　　　　　　　　　　単位：Bq／kg乾土

深さ（cm）　　137c s　　　　　207Bi　　　　　239・240pu　　　　　90Sr

H17．7．14　相模湾I
O～　　2

2～　4

4～　　6

6～　　8

8～10

35012’N，139●27’E　　　　水深　870m
0．86±0．10　　　　　0．39±0．079　　　1．3　±0．07

1．6　±0．13　　　　　0．82±0．098　　　1．9　±0．13

2．8　±0．13　　　　1．7　±0．096　　　　4．6　±0．21

3．9　±0．16　　　　1．8　±0．12　　　　　6．3　±0．28

3．8　±0．14　　　　　2．2　±0．10　　　　　6．0　±0．26

H17．7．11　相模湾Ⅱ
0～　　2

2～　4

4～　6

6～　　8

8～10

35●02’N，139026’E　　　　水深1219m
3．7　±0．18　　　　　2．1±0．13　　　　　5．0　±0．22

4．4　±0．20　　　　1．9　±0．15　　　　　5．4　±0．24

4．6　±0．17　　　　　2．4　±0．13　　　　　5．8　±0．28

5．2　±0．14　　　　　3．0　±0．10　　　　　6．3　±0．31

7．1±0．17　　　　　3．9　±0．12　　　　　6．6　±0．30

H17．7．12

0

2

4

6

8

湾河
2
4
6
8
0

駿
　
　
　
　
　
1

～
　
～
　
～
　
～
　
～

34●38’N，138●20’E　　　　水深　334m

3．6　±0．13　　　　0．60±0．078　　　1．3　±0．06

3．9　±0．14　　　　0．74±0．088　　　1．7　±0．08

4．4　±0．17　　　　　0．77±0．11　　　　2．0　±0．08

4．5　±0．10　　　　1．2　±0．06　　　　　2．6　±0．11

4．9　±0．17　　　　1．6　±0．11　　　　2．9　±0．11

H17．5．24　佐渡海盆
0～　　2

2～　4

4～　　6

8～10

37°48’N，138032’E　　　　水深　517m
6．7　±0．20　　　　　0．44±0．13　　　　　2．1　±0．13

8．5　±0．17　　　　　0．69±0．092　　　　3．1　±0．17

8．0　±0．21　　　　0．61±0．11　　　　3．2　±0．17
5．9　±0．19　　　　　0．50±0．11　　　　2．8　±0．14

2．6　±0．14　　　　　　　　＊　　　　　　　1．4　±0．07

H17．7．18　岩内沖
0～　　2

2～　4

4～　　6

6～　8

43°01’N，140°22’E　　　　水深　383m

2．8　±0．14　　　　　　　＊　　　　　　　2．1　±0．10　　　　0．84±0．21

3．0　±0．12　　　　　　　＊　　　　　　　1．9　±0．11　　　0．61±0．19

3．0　±0．10　　　　　0．25±0．058　　　　2．1　±0．13

3．3　±0．10　　　　　　　　＊　　　　　　　1．9　±0．11
3．0　±0．11　　　　　　　＊　　　　　　　1．8　±0．10

H17．7．18　後志海盆
0～

2～

4～

6～

8～

2

4

6

8

01

42058’N，139032’E　　　　水深3325m

2．2　±0．14　　　　　　　＊　　　　　　　0．64　±0．056　　　0．78±0．21

1．9　±0．16　　　　　　　＊　　　　　　　0．63　±0．054　　　0．89±0．20

2．2　±0．14　　　　0．36±0．094　　　　0．67　±0．056

2．1±0．13　　　　　　　　＊　　　　　　　　0．71±0．058
2．2　±0．11　　　　　　　＊　　　　　　　　0．67　±0．056

H17．7．30　大和海嶺
0～

2～

4～

6～

8～

2

4

6

8

01

39050，N，135053，E

2．0　±0．13　　　　　　　　＊

0．97±0．10　　　　　　　　＊

0．79±0．15　　　　　　　　＊

1．2　±0．14　　　　　　　　＊

水深1170m
0．49　±0．041

0．31±0．030

0．43　±0．032

0．31±0．023

＊　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　0．095±0．0011

H17．7．21斜里海底谷　　　　　45000’N，145001’E
O～　　2　　　　　　4．2　±0．16　　　　　　　　＊

2～　　4　　　　　　　3．2　±0．12　　　　　　　　＊

4～　　6　　　　　　　3．4　±0．16　　　　　　　　＊

6～　　8　　　　　　　2．0　±0．09　　　　　　　　＊

8～10　　　　　　0．86±0．092　　　　　　　＊

水深1862m
2．1　±0．11　　　1．2　±0．22

1．8　±0．09　　　　1．1±0．23

H17．7．12　東シナ海大陸棚　　　31030’N，126°50’E
O～　　2　　　　　　1．6　±0．14　　　　　　　　＊

2～　4　　　　　　1．4　±0．12　　　　　　　　＊

4～　　6　　　　　　1．7　±0．11　　　　　　　　＊

6～　　8　　　　　　1．7　±0．10　　　　　　　　＊

8～10　　　　　　1．5　±0．11　　　　　　　　＊

水深　　91m

（＊　検出下限値未満）
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Ⅱ－7海洋表層から深海へ鉛直輸送される人工放射性核種に関する研究

（独）水産総合研究センター中央水産研究所
皆川昌幸、森田貴己、藤本　賢

1．緒　言
旧ソ連・ロシアによる放射性廃棄物の海洋投棄の影響を調べるため、平成7年から日本海を中心とした

我が国周辺の深海域で生物・海底土中の放射能レベルのモニタリング調査を行っている。過去のチェルノ
ブイリ原発事故後の調査により、海洋へもたらされた放射性核種は沈降粒子に捕らえられて深海へ急速に

輸送されていることが明らかにされている。この沈降粒子は、主にプランクトン等の生物の遺骸と陸起源

物質から構成されており、深海域の放射能レベルを決める大きな役割を担うものと考えられる。そこで、
海洋表層から深海へ鉛直輸送される沈降粒子中の放射性核種レベルの把握とその経年変動を調べることを

目的として、平成11年より日本海盆に沈降粒子捕集装置（セジメントトラップ）を設置した調査を実施し

ている。なお、本調査は平成11年度から開始され、現在も継続中である。得られた試料中の放射性核種は、

逐次計測中である。今回は、平成18年までの全粒子束結果と平成16年度の核種の測定結果を報告する。

2．調査研究の概要

①調査航海と海域

（独）水産総合研究センター中央水産研究所所属調査船蒼鷹丸（892トン）により、平成17年7月11

日～8月8日の調査航海において日本海盆深部地点（41001’N，138000’E；水深3623m）に装置を設置し

（図1）、平成18年7月14日～8月11日の調査航海にて回収した。
②試料採集と保存

係留系は、装置本体が水深約1100mと　3500mに設置されるように設計した。装置の形状は、大口径

（0．5024m2）時間分画式のものを用いた。試料採取は、上下層とも約1月間隔で1年間行った。沈降粒子

を捕集する瓶には、10％中性ホルマリンとした5％塩化ナトリウム溶液を入れ、保存中の試料分解を防いだ。
回収後、試料を直ちに捕集瓶ごと冷蔵保存し研究室に持ち帰った。

③核種分析

沈降粒子試料は、生物（Swimmer）を取り除いた後0．4FLnlヌクレポアメンプランフィルターで吸引濾過

し、フィルター上に捕集した。試料は、凍結乾燥し重量測定した後メノウ乳鉢で粉砕して分析に供した。
核種分析は、高純度Ge半導体検出器によるγ核種分析により計測時間（8～13）×105秒で行った。測定対象

とした核種は、7Be，54Mn，58co，60co，65zn，95zr，95Nb，103Ru，106Ru，108hAg，110DAg，125sb，134cs，137cs，144ce，
207Biの16核種である。

④分析結果と考察

得られた全粒子束の結果を図2に示す。全粒子束は、年度により3～4月に増加する1極大パターンと、

11～12月と4～6月に増加する2極大パターンが見られた。これまでの全粒子束の年平均値は、上層で101
～218mg／m2／day、下層で84～140mg／m2／dayと約2倍程度変動していた。一般に全粒子束は、表層の生物

生産を反映して増減する。したがって、この変動は日本海中部から北部海域の生物生産の経年変動を反映
したものと考えられる。

平成16年度試料（2003～2004年）からは、これまでと同様に137csと207Biが検出された。137csフラッ

クス（図3）の平均値は、上層で0．94±0．04mBq／m2／day、下層で1．1±0．04mBq／m2／dayであった。これ
ら値は、大気から日本周辺への137cs降下量とほぼ同程度であり、季節的パターンも一致していた。2004

年3月～4月に採取された上・下層の試料から3mBq／m2／dayを超える137csフラックスが検出された。この
値は、2002年3月～4月に検出された値に次いで高く、春季の黄砂等の陸起源粒子の降下による影響であ

ると考えられる。137cs濃度の平均値は、上層で4．5±0．19mBq／g、下層で7．8±0．27mBq／gであった。こ

れら値は、日本海海底表層中の濃度の範囲内であった。

3．轄　語
日本海深海域へ沈降する粒子中の放射性核種の濃度、および沈降量の変動を把握し前年度と比較するこ

とができた。これまでのところ、137csフラックスはいずれの年度も春季に高くなる傾向が見られる。その

うち、平成16年度は平成14年度春季（2002年春季）に見られた値に次いで高い値が認められた。この春
季上昇の原因として、大気から降下する黄砂等の陸起源粒子による間欠的な上昇によるものが考えられる。

しかしながら、春季上昇する137csの起坂の詳細については不明である。現在のところ旧ソ連・ロシアによ

る放射性廃棄物の海洋投棄の影響は無いか、あっても極めて少ないと考えられる。沈降粒子を長期的に調
べることは、深海生物の放射能水準とその濃縮過程を把握するため極めて重要である。今後も引き続き得

られた試料の核種分析を継続し、不測の事態に備える基礎的データの蓄積を行っていく予定である。
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図1　セジメントトラップ係留地点
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Ⅱ－8海洋環境における核実験起源放射性炭素の中・長期挙動の研究

（独）海洋研究開発機構　地球環境観測研究センター

熊本雄一郎、村田昌彦、渡追修一、深澤理郎

1．緒言

1945年以降の大気圏中核実験により、大量の放射性炭素（14C、半減期約5730年）が大気

中に放出された。二酸化炭素ガスとして存在する大気中の14Cは、大気・海洋気体交換を通

じて、大気から海洋に移行する。そして海洋に移行した14Cは、海洋循環によって海洋内部

に徐々に拡がる。そのため核実験起源14Cは、海洋における人為起源二酸化炭素ガスの蓄積

量を把握するための有用なトレーサのひとつとなっている。海洋を含むグローバルな核実

験起源14C分布から推定される二酸化炭素ガスの大気・海洋間交換量、および核実験起源14C

による炭素循環モデル計算の検証等を通じて得られた知見は、人為起源二酸化炭素ガス濃

度の上昇が原因ではないかと危惧されている近年の地球温暖化問題に関する研究推進に多

いに資している。海洋における14Cは、1970年代のGEOSECS及び1990年代のWOCEプロジェ

クトにおいて全球規模で調査研究が行われた。しかしながら、WOCE以降、全球を対象とし

た組織的かつ大規模な調査研究は行われていない。（独）海洋研究開発機構地球環境観測

研究センターでは、平成9年以降、＿海洋地球研究船「みらい」を用いて太平洋を中心とし

た外洋域において調査研究を行い、過去約60年間の核実験起源14Cの蓄積量を明らかにし

てきた。また、それらのデータを過去のGEOSECSやWOCEのデータと比較することで、核実

験起源14Cの十数年規模の中期的変動を明らかにした。

2．調査研究の概要

これまでに、北西太平洋亜寒帯（平成9年～平成12年）、北東太平洋亜寒帯（平成13年）、

南太平洋、南大西洋、及びインド洋亜熱帯（平成15年度）、西部北太平洋及び北太平洋亜

熱帯（平成17年）において14C用海水試料の採取と14C分析を行ってきた。海水試料は「み

らい」搭載のニスキン採水器を用いて、表面（水深10m）から海底直上までの層で採取し

た。ガラス瓶に採取した海水は、防腐剤として塩化水銀溶液を添加して陸上の研究室に持

ち持ち帰った。陸上では海水試料から二酸化炭素ガスを抽出・精製後、二酸化炭素ガスを

グラファイト粉末に還元した。Hc分析は、国内外の加速器質量分析施設で行った。ここで

は、平成15年度に南太平洋（南緯32度）、南大西洋（南緯30度）、及びインド洋の各亜熱

帯域（南緯20度）で実施されたBEAGLE2003航海で得られた約3000試料のHc分析結果を

報告する。図1に、各海盆における核実験起源14Cの分布を示す。海水中の14Cは、人為的

な核実験起源と天然の宇宙線起源の2つの起源を持つ。両者を分けて個々に分析すること

はできないため、核実験起源Hcは測定されたHcから経験的に求められた天然起源11Cを差

し引くことで計算される。
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図12003年及び2004年に観測された南太平洋（南緯32度）、南大西洋（南緯30度）、及びインド洋亜熱帯（南
緯20度）における核実験起源の14C同位体比（A14C：標準物質】4C／12Cと試料14C／12Cの比、‰）の経度分布。

各海盆ともに、核実験起源14Cは水深500mより浅い層に多く蓄積されており、深さとと

もに徐々に減少している。インド洋における蓄積量は、南大西洋及び南太平洋のそれらに

比べて明らかに少ないが、これは核実験起源14Cの緯度分布の違いによるものと考えられる。

南大西洋と南太平洋における核実験起源14Cの分布はよく似ているが、前者では海盆西部に

最大値が見られるのに対して、後者では海盆東部にそれが現れている。また核実験起源Hc

の到達深度は南太平洋に比べて南大西洋で深く、その結果南大西洋の単位面積当たりの蓄

積量は南太平洋のそれに比して大きくなっていた。これらの結果は、一義的にはそれぞれ

一の海水がどのくらい長く大気との間で気体交換をしてきたかに依存しており、核実験起源

Hcの分布が海上風による水平的、鉛直的な海洋表層循環に強く支配されていることを示唆

している。各海盆の2003／2004年の核実験起源Hcを過去データと比較した結果、インド洋

と南太平洋における蓄積量の増加速度はほぼ同じであるのに対して、南大西洋ではそれら

の約2倍の速さで核実験起源14Cが蓄積されてきたことがわかった。大気中の核実験起源】4C

濃度は1980年代以降漸減しているため、海洋中の核実験起源Hcの増加速度も時間ととも

に低減していると考えられる。今回得られた結果はインド洋と南太平洋ではそれぞれ

1995－2004年、1992－2003年間での核実験起源Hcを比較しているのに対して、南大西洋で

は1988－2003年間で比較をしている。その結果、見かけ上南大西洋における増加速度が大

きくなったものと推察された。

3．結語

我々が新たに得たデータからも、海洋環境における核実験起源Hcの分布と挙動が、大気・

海洋間気体交換および海洋循環に強く支配されていることが推察された。今後のデータ蓄

積によって得られるそれら気体交換および海洋循環に関する知見は、グローバルな地球温

暖化聞題に関連する科学的な議論に貢献していくことが期待される。
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Ⅱ－9　平成18年度原子力発電所等周辺海域の海洋放射能調査

（財）海洋生物環境研究所

佐藤　肇、原　猛也、御園生　淳、鈴木　千吉、稲富　直彦、

磯山　直彦、太田　博、川辺　勝也、中村　良一、中村幸

雄、吉野　美紀、吉田　勝彦、河村　鹿巳、中原　元和、

久田　幸一、柴崎　道廣、渡追　剛幸

1．緒言

本調査は、文部科学省が行う海洋環境放射能の総合評価に必要な

基礎資料を作成することを目的として、昭和　58年度から原子力発

電所等周辺海域で海洋環境放射能調査を実施している。

2．調査の概要

1）調査方法
北海道、青森、宮城、福島（第1、第　2）、茨城、静岡、新潟、

石川、福井（第1、第2）、島根、愛媛、佐賀及び鹿児島海域の計

15　海域の主要漁場で漁獲された水産業にとって重要な海産生物

を各海域3魚種ずつ年2回（4～7月及び10～2月）収集した。

また、当該海域の各4測点において、海底土（海底表面から深さ

3cmまでの表層土）及び海水（表層水、下層水）を年1回（4月

中旬～6月中旬）採取した。

海産生物試料（肉部）は乾燥・灰化した後、海底土試料は乾燥

後、それぞれガンマー線放出核種を測定した。海水試料について

は化学分離後、90Sr、134Cs及び137Csを分析・定量した。

2）調査結果

①海産生物試料
魚類、イカ・タコ類及びエビ類計　90試料の放射性核種濃度

範囲を表1に示す。検出された人工放射性核種は137Csのみで

あり、濃度範囲は過去5年間の測定値の変動範囲内であった。

②海底土試料

海底土計60試料の放射性核種濃度範囲を表2に示す。検出

された人工放射性核種は137Csのみであり、濃度範囲は過去5

年間の測定値の変動範囲内であった。

③海水試料

表層水及び下層水計120試料の放射性核種濃度範囲を表3に

示す。検出された人工放射性核種は90Sr及び137Csのみであり、

濃度範囲は過去5年間の測定値と同程度であった。134Cs　は、
これまでと同様、検出されなかった。

－59－



3．結語

平成18年度に原子力発電所等周辺海域の主要漁場で実施した海

洋放射能調査の結果は上記のとおりであり、海産生物、海底土及び

海水試料の放射性核種濃度はいずれも、ここ数年間の本事業におけ

る調査結果と同程度であった。

表1　平成18度海産生物試料の137Cs濃度範囲
（単位：Bq／kg生鮮物）

年　　 度 試 料 名 試 料 数 137C s

平 成 1 8 年 度

魚　 類 7 5 0 ．0 3 9 ～　 0 ．2 4

イ カ ・タ コ 類 1 2 N D　 ～　 0 ．0 4 5

エ ビ 類 3 0 ．0 5 3 ～　 0 ．0 6 4

平 成 1 3 ～ 1 7 年 度

魚　 類 3 6 4 0 ．0 3 4 ～　 0 ．2 7

イ カ ・タ コ 類 5 8 N D　 ～　 0 ．0 6

エ ビ 類 16 0 ．0 4 1 ～　 0 ．0 7 2

NDは検出下限値以下を示す。

平成15年度以降の放射性核種濃度は有効数字2桁で示した。

表2　平成17度海底土試料の137Cs濃度範囲
（単位：Bq／kg乾燥土）

年　　 度 試 料 数 137C s

平 成 1 8 年 度 6 0 N D　～　 7 ．7

平 成 1 3～ 1 7 年 度 2 9 2 N D　～　 9 ．2

NDは検出下限値未満を示す。

平成15年度以降の放射性核種濃度は有効数字2桁で示した。

表3　平成17度海水試料の90Sr及び137Cs濃度範囲
（単位：mBq／L）

年　　 度 試 料 名 試 料 数 90 S r 137 C s

平 成 1 8 年 度
表 層 水 6 0 0 ．9 5　～　 1 ．7 1 ．2　　 ～　 2 ．4

下 層 水 6 0 0 ．4 0　～　 1 ．6 0 ．5 2　～　 2 ．3

平 成 1 3 ～ 1 7 年 度
表 層 水 2 9 2 0 ．9 5　～　 2 ．1 1 ．1　 ～　 2 ．9

下 層 水 2 9 2 0 ．3 7　～　 1 ．9 0 ．5 6　 ～　 2 ．9

平成15年度以降の放射性核種濃度は有効数字2桁で示した。
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Ⅱ－10平成18年度核燃料サイクル施設沖合海域の海洋放射能調査

（財）海洋生物環境研究所

佐藤　肇、原　猛也、御園生　淳、鈴木　千吉、稲富　直彦、

磯山　直彦、太田　博、川辺　勝也、中村　良一、中村幸

雄、吉野　美紀、吉田　勝彦、河村　虞巳、中原　元和、

久田　幸一、柴崎　道廣、渡追　剛幸

1．緒言

本調査は、文部科学省が行う海洋環境放射能の総合評価に必要な

基礎資料を作成することを目的として、平成2年度から核燃料サイ

クル施設沖合海域で海洋環境放射能調査を実施している。

2．調査の概要

1）調査方法

核燃料サイクル施設沖合海域の主要漁場で漁獲された水産業に

とって重要な海産生物を10魚種ずつ年2回（4～9月及び10～1

月）収集した。また、当該海域の16　測点において、海底土（海

底表面から深さ　3cmまでの表層土）を年1回（4月下旬～5月上

旬）採取した。さらに同測点において、海水（表層水、下層水）

を年2回（4月下旬～5月上旬及び10月中旬）採取した。

海産生物試料（肉部）と海底土試料については、90Sr、ガンマ

ー線放出核種及び239＋240Puを、海水試料については　3H、90Sr、

ガンマー線放出核種及び239＋240Puを分析・定量した。

2）調査結果

①海産生物

魚類及びイカ・タコ類計20試料の放射性核種濃度範囲を表1

に示す。検出された人工放射性核種は90Sr、137C占及び239＋240Pu

であり、濃度範囲は過去5年間の測定値と同程度であった。

なお、魚類で90Sr及び239＋240Puが検出されたのは、カタク

チイワシ1試料のみであった。これは、魚体が極めて小さいた

めに、骨等を含む全体を分析に供したことによると考えられる。

②海底土

海底土計16試料の放射性核種濃度範囲を表　2　に示す。検出

された人工放射性核種は90Sr、137Cs及び239＋240Puであり、濃

度範囲は過去5年間の測定値の変動範囲内であった。

③海水

表層水及び下層水計　64試料の放射性核種濃度範囲を表　3　に

示す。検出された人工放射性核種は　3H、90Sr、137Cs　及び
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239＋240Puであり、濃度範囲は過去5年間の測定値と同程度であ

った。

3．結語

平成18年度に核燃料サイクル施設沖合海域の主要漁場で実施し

た海洋放射能調査の結果は前記のとおりであり、海産生物、海底土

及び海水の放射性核種濃度は過去5年間の測定値と同程度であった。

表1　平成18年度海産生物試料の放射性核種濃度範囲
（単位：Bq／kg生鮮物）

年　　 度 試 料 名 試 料 数 90S r 137C s 239＋240P u

平 成 18 年 度
魚　 類 16 N D ～ 0 ．0 10 0 ．04 3 ～ 0 ．16 N D ～ 0 ．0 0 0 5 9

イ カ ・タ コ類 4 N D N D N D ～ 0 ．0 0 0 3 2

平 成 13～ 17 年 度
魚　 類 80 N D ～ 0．0 0 7 1 0 ．0 4 1～ 0 ．2 2 ■N D

イ カ ・タ コ・類 20 N D N D　～ 0 ．0 6 N D ～ 0 ．0 00 9 2

NDは検出下限値未満を示す。

平成15年度以降の放射性核種濃度は有効数字2桁で示した。

表2　平成18年度海底土試料の放射性核種濃度範囲
（単位：Bq／kg乾燥土）

年　　 度 試 料 数 90S r 137C s 239＋240P u

平 成 18 年 度 16 N D ～ 0 ．5 1 N D ～ 5．1 0 ．43 ～ 4 ．7

平 成 13 ～ 17 年 度 8 0 N D ～ 0 ．8 1 N D ～ 7．0 0 ．35 ～ 4 ．9

NDは検出下限値未満を示す。

平成15年度以降の放射性核種濃度は有効数字2桁で示した。

表3　平成18年度海水試料の放射性核種濃度範囲
（単位：mBq／L）

年　　 度 試 料 名 試 料 数 3H 90S r 137C s 239＋240P u

平 成 1 8 年 度
表 面 水 3 2 N D ～ 2 10 0 ．9 0 ～ 1．6 1．1～ 2 ．1 N D ～ 0 ．0 0 8 1

下 層 水 3 2 N D ～ 1 6 0 N D ～ 1．7 N D ～ 2．0 0．0 0 3 6 ～ 0．0 2 7

平 成 1 3 ～ 1 7 年 度
表 面 水 16 0 N D ～ 2 4 0 0 ．8 9 ～ 1．9 1．1～ 2 ．7 N D ～ 0 ．0 0 9 4

下 層 水 16 0 N D ～ 2 10 N D ～ 1 ．9 N D ～ 2 ．6 0 ．0 0 3 7 ～ 0．0 4 1

NDは検出下限値未満を示す。

平成15年度以降の放射性核種濃度は有効数字2桁で示した。
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Ⅱ－11マコガレイの成長に伴う137Cs濃度の濃度変動と変動幅

（財）海洋生物環境研究所

磯山直彦、吉田勝彦、御園生淳、

鈴木千吉、原猛也、佐藤肇

1．緒言

海産生物を調査対象とした海洋環境モニタリング調査で得られた137Cs濃度は、同一海防同一時期に採取し

た魚種でも、数倍の変動が見られる。そこで、成長に伴い放射性核種濃度がどのように変動するか、また、その

振れ幅がどの程度かを把握する調査を、調査対象魚種について順次行ってきた。

海産魚類の成長に伴う1釘Cs濃度変動は、魚種により異なる。カレイ類（異体類）に注目してみると、イシガレイ

は成長に伴い137Cs濃度が5倍程度高くなり、ソウハチ、ヒラメは2～3倍高くなるが、アカガレイは唯一成長に伴

い137Cs濃度が低くなる種であることがこれまでの調査で明らかとなった。しかし、主要な対象魚種であるマコガ

レイについては、詳細な調査は行われていない（日本沿岸海洋環境放射能調査．海生研，2000）。

そこで、茨城海域におけるモニタリング調査で対象魚としているマコガレイについて、成長に伴う137Csの濃度

変動及び同じ大きさにおける濃度の振れ幅を明確にするための調査、検討を平成17、18年度に行った。

2．調査研究の概要

（1）収集試料と方法

2005年5月、2∝椙年5月に常磐沖（茨城海域）採取されたマコガレイ（計214個体）を試料とした。凍結保存

された試料を半解凍し、全試料について全長、標準体長及び体重を測定するとともに、雌雄の判別を行った。

137Cs濃度を求めるには多くの試料量を必要とするので、採取年ごとに、全長別に分別して、計9群の筋肉の

コンポジット試料を調製した。各コンポジット試料は、灰化し放射化学分析後、137Csを測定するとともに、Csの安

定同位体（安定Cs）を測定した。さらに、個体別の安定Cs濃度を知るために、筋肉中の安定Csを測定した。

（2）結果

①群別の137Cs測定結果によると、成長（標準体長の増加）に伴い137Cs濃度は、明らかに高くなることが認

められた。その濃度は、0・053Bq晦－Wet（平均標準体長28．伽m）から0．13Bqn町Wet（平均標準体長

39．むm）に増加した。従って、漁獲対象となる大きさの範囲では、成長に伴う137Csの濃度変動は2．5倍程

度であった。また、安定Cs濃度でも同様な傾向が見られた。

なお、2005年と2∝椙年の茨城海域の海水中（採取水深83～111m）の137Cs濃度は、ほぼ同レベルで

あったので、マコガレイの137Cs濃度についても、2005年と2006年の直接比較が可能である。

②群別の137Csと安定Cs濃度を用いて、筋肉中の比放射能を算出した。比放射能は、若干ばらつきはある

ものの、成長にかかわらずほぼ一定の値であった。この知見により、マコガレイの筋肉中において、137Csと

安定Csは挙動がほぼ同一であると推定された。

③個体別に測定した筋肉中の安定Cs濃度を用いて、詳細に成長とCsとの関係を検討した。なお、2005年

の試料のうち1試料のみ、安定Cs濃度が48pgnig－Wet（標準体長44．0cm）と、他の同様な大きさの試料と

比較して明らかに高い値を示した。要因は明らかでないが、特異的な値とし参考値とした。

④標準体長と安定Cs濃度の関係を雌雄別に示した（図1）。雌雄とも、標準体長3伽m程度までの小さな個
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体では、成長に伴う安定Cs濃度の増加傾向は

見られずほぼ一定の濃度であったが、3お皿を

超える大きさから、成長に伴い安定Cs濃度は

高くなることが認められた。

平成15～17年度に調査したイシガレイでは、

雌雄で成長に伴う安定Cs濃度の増加傾向に

明らかな差が見られ、雌に比べて雄の方が、成

長に対する安定Cs濃度の増加傾向は大きかっ
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図1標準体長と安定Cs濃度の関係（雌雄別）

た。これに対しマコガレイでは、標準体長2鮎m

程度の大きさにおける安定Cs濃度は、雌雄とも13p釘kgwet程度であったが、33．5cm付近では、雌試料

で15pgnig－Wet程度、雄試料では2鵬－Wet程度であった。従って、安定Cs濃度は、標準体長3伽m

を超えると、一雄試料の方が高くなる傾向が見られるが、イシガレイほど明瞭な雌雄差は見られなかった。な

お、雄試料の大きさは、標準体長22．1～33．7cmで、雄の極限全長は31．1cmとされているので、本調査の

雄試料は、ほぼ最大体長の個体まで採取できたといえよう。

⑤広い範囲の大きさの試料をカバーしている雌

試料（標準体長22．0～45．伽m）のみを用いて、

成長と安定Cs濃度の関係を検討した（図2）。

雌における成長に伴う安定Cs濃度の増加傾

向は、標準体長3伽mまでは増加が見られず

ほぼ一定の濃度（約1和船wet）であったが、

これを超える大きさから安定Cs濃度は緩やか

に増加する傾向が見られ、3むmを超えると明

らかに安定Cs濃度の増加は認められた。
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図2　標準体長と安定Cs濃度の関係（雌）

成長に伴い安定Cs濃度は、9．1p師t

（標準体長22．伽m）から34pg瓜gwet（標準体長45．0cm）に増加している。従って、成長に伴う安定Csの

濃度変動は、3倍程度であった。

⑥　同一標準体長における安定Cs濃度は、標準体長31．お皿付近で最も振れ幅が大きく、9・6～

17pg瓜g－Wetの範囲であった従って、同一標準体長における安定Cs濃度の振れ幅は、雌試料に限れば、

最大1．5倍程度であり、大半は1．5倍以下であった。

3．結言

マコガレイの137Cs濃度は、標準体長22～3伽皿の大きさでは一定の値であるが、3お皿を超える大きさから

明らかに高くなる特性が見られた。雌試料に限れば、標準体長が22cmから4お皿に大きくなった場合の137Cs

濃度の濃度変動は、3倍程度であった。また、同一－標準体長における137Cs濃度の振れ幅は、雌試料に限れば

最大で1．5倍であり、大半はそれ以下であった。

従って、放射能モニタリング試料としてマコガレイを選定した際、標準体長3伽m以下と35cmを超え

る大きさの試料が混在した場合には、大きさ別に試料を分けて分析する必要があるといえよう。
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Ⅱ－12　原子力施設周辺海域から採取したヒラメの137cs濃度

財団法人　海洋生物環境研究所

中村良一、御園生　淳、鈴木千吉、河村虞巳

磯山直彦、佐藤　肇、原　猛也、鈴木奈緒子

1．緒言

当研究所は、文部科学省より、原子力発電所等周辺海域（以下「発

電所海域」という）及び核燃料サイクル施設沖合海域（以下「核燃

海域」という）における「海洋放射能調査」を受託し、行っている

が、毎年、全国16の海域から　39種、110試料の海産生物を採取し、

放射能濃度を分析している。

しかしながら、異なる海域間における海産生物の放射能濃度レベ

ルを比較しよう　とする場合には、基本的に、放射性核種の濃縮の程

度が生物種の違いによって異なるため、各海域から同じ生物種を調

査対象生物に選定し、その生物の放射能濃度レベルを直接比較する

必要がある。

そのため、調査初年度（平成16年度）に共通な生物種と　して選定

したヒラメを、平成18年度も各海域より採取し、137cs濃度を比較

した。

本調査の調査期間は、平成16年度から平成20年度までの5年間

である。

2．調査研究の概要

1）調査海域

「海洋放射能調査」の対象である全国16の海域のうち、北海道、

核燃、宮城、福島第2、茨城、静岡、新潟、石川、福井第1、島

根、佐賀、愛媛、鹿児島の各海域（13海域）及び近く　に原子力施

設のない四国沖海域の合計14　海域からヒラメを採取し、肉部の

137cs濃度を分析する。

2）平成18年度の結果

平成18年度のヒラメ肉部の137cs濃度、平均体重及び平均全長

を表1に示す。また、137cs濃度の数値は、正味の計数値と計数誤

差を表す。

平成18年度は、新潟及び福井第1海域からヒ　ラメを採取できな

かった。他方、核燃、茨城及び島根海域では、前期（4月～6月）

及び後期（10月）の各2試料があるため、合計15試料の分析を

行った。

ヒ　ラメ肉部の137cs濃度範囲は　0．071Bq／kg生鮮物（茨城海域、

後期）から　0．20Bq／kg生鮮物（島根海域、前期）であり、これま
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表1　ヒ　ラメ内部の137cs濃度

調 査 海 域 採 取　 日

137 c s 濃 度 （B q

／k g 生 鮮 物 ）

平 均 体 重 と

標 準 偏 差

（g ）

平 均 全 長 と

標 準 偏 差

（cm ）

北 海 道 （後 期 ）＊1 0 6 ．1 1．2 0 ．0 9 2 ± 0 ．0 1 2 6 1 3 ± 1 8 5 3 9 ．3 ± 3 ．5

核 燃 （前 期 ）＊1 0 6 ．6 ．2 8 0 ．1 4 ± 0 ．0 0 8 5 3 1 ± 1 3 2 3 6 ．4 ± 2 ．8

核 燃 （後 期 ）＊1 0 6 ．1 0 ．2 0 0 ．1 1 ± 0 ．0 0 9 5 6 8 ± 1 1 6 3 8 ．4 ± 2 ．4

宮 城 （前 期 ） 0 6 ．5 ．2 2 0 ．0 8 5 ± 0 ．0 1 1 5 8 0 ± 1 6 6 3 7 ．4 ± 3 ．0

福 島 第　 2 （前 期 ） 0 6 ．4 ．1 2 0 ．0 9 0 ± 0 ．0 0 9 9 5 9 0 ± 1 3 1 3 7 ．6 ± 2 ．6

茨 城 （前 期 ）＊1 0 6 ．4 ．1 1－5 ．3 1 0 ．0 9 0 ± 0 ．0 1 1 6 9 7 ± 7 6 3 9 ．2 ± 1．6

茨 城 （後 期 ）＊1 0 6 ．1 0 ．1 0 0 ．0 7 1 ± 0 ．0 1 1 4 6 0 ± 4 7 3 5 ．8 ± 1．4

静 岡 （後 期 ） 06 ．1 0 ．1 3 0 ．1 0 ± 0 ．0 1 1 6 5 9 ± 2 3 8 3 9 ．8 ± 3．6

新 潟 ー　＊2 ー　＊2 －　＊2 ー　＊2

石 川 （前 期 ） 06 ．6 ．2 3 0 ．1 5 ±0 ．0 1 1 1 0 7 5 ± 2 8 4 4 5 ．0 ± 4．1

福 井 第 1 ＊1 －　＊2 －　＊2 －　＊2 －　＊2

島 根 （前 期 ）＊1 0 6 ．4 ．7 －5 ．9 0 ．2 0 ± 0 ．0 1 2 1 2 4 1 ± 3 5 0 4 8 ．8 ± 4 ．1

島 根 （後 期 ）＊1 0 6 ．1 0 ．1 2－1 8 0 ．1 5 ± 0 ．0 1 1 1 3 3 0 ± 3 6 9 4 9．1 ± 4 ．1

愛 媛 （前 期 ） 0 6 ．4 ．1 0 0 ．1 5 ± 0 ．0 1 0 1 4 0 8 ± 1 1 2 7 4 8 ．6 ± 1 0 ．3

佐 賀 （前 期 ） 0 6 ．4 ．4 －8 0 ．1 8 ± 0 ．0 1 2 1 5 7 3 ± 5 7 4 5 2 ．9 ± 4 ．9

四 国 沖 （前 期 ） 0 6 ．4．2 0 －6 ．2 0 0 ．1 6 ± 0 ．0 1 0 1 9 9 9 ± 1 4 6 0 5 2 ．7 ± 9 ．8

鹿 児 島 （前 期 ） 0 6 ．4 ．4 －2 0 0 ．1 1 ± 0 ．0 0 8 7 9 1 ± 2 4 4 4 2 ．1 ± 3 ．7

＊1：定常調査海域、＊2：平成18年度のヒ　ラメ試料無し

での調査で得られたヒラメの測定値と同程度であった。

海域別のヒラメの137cs濃度については、北海道、宮城、福島、

茨城など、北・東日本の海域が相対的に低めの値を示し、石川、

島根、愛媛、佐賀、四国沖など、南・西日本の海域が高めの137cs

濃度を示した。

一方、各海域からのヒラメの137cs　漠′度をその試料中の魚体の

平均的な大きさ（平均体重及び平均全長）と付き合わせて調べる

と、137cs濃度が低めのヒラメの魚体は小さい傾向があり、反対に

137cs濃度が高めのヒラメは比較的大きい魚体であった。

3．結語

海域間のヒラメの137cs　濃度を比較するためには、各海域におけ

るヒラメの137cs　濃度が年度ごとにどの程度変動するかを見極める

ことが重要である。そのため、少なく　とも　5年間の濃度変動を解析

し、変動幅を明らかにする必要があるため、引き続き平成19年度以

降もヒラメのデータを必要とする。
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Ⅱ－13　海産生物の3H濃度レベル

（財）海洋生物環境研究所

御園生温太田　懐川辺勝也、

鈴木千吉、原猛也、佐藤肇

1．緒言

当研究所は、核燃料再処理施設運転開始前のバックグラウンド放射能のレベルを知るために、

平成3年より核燃料サイクル施設沖合の海域（以下「核燃海域」と言う）を対象とした調査を行

ってきた。海産生物の3H濃度については、平成13年度より組織自由水3H濃度及び有機結合型

3H濃度の測定を行っている。平成15年度からは、東通原子力発電所を対象として設定された青

森海域の定常調査で収集した海産生物試料についても3H濃度の測定を行った。平成13～17年度

の結果及び18年度試料のうち分析を終わった16試料の結果について報告する。

2．調査研究の概要

（1）試料と方法

核燃、青森両海域の調査で収集した海産生物試料のそれぞれから一部を取り、文部科学省放射

能測定法シリーズ9「トリチウム分析法」（平成14年度改訂）に準じて分析を行い、組織自由水

3H濃度及び有機結合型3H濃度を求めた。

（2）結果

淡水魚の組織自由水3H濃度（Bq／L）は環境水中の3H濃度（Bq／L）に速やかに追随して変化す

ることが報告されており（Blaylock＆Frank、1979）、海産生物についても同様な関係が成り立つ

とみなされている。平成18年3月31日に再処理施設でアクティヴ試験が開始されたのにともな

い3Hも放出されているが、表層水及び200m以浅の測点の下層水（海底より20m程度上の層で採

水）の3H濃度（Bq／L）には大きな変化は見られなかった（表1）。

平成13～17年度の海産生物の組織自由水3H濃度（Bq／L）を図1に示す。なお、×で示した平

成14年度のマイワシ（漁獲日‥10月5日）、スケトウダラ・キアンコウ（漁獲日：10月7日）の

3H濃度はそれぞれ1．2Bq／し、0．37Bq／し、0．42Bq／Lである。これら3試料は「時期同一冷凍庫に保

管されており、経路は不明であるが、この間に3Hで汚染された可能性も否定し得ない。

上記マイワシ等3試料を除いた13～17年度の海産魚87試料の組織自由永3H濃度は0．18±0．05

Bq／し、イカ・タコ類23試料の濃度は0．19±0．03Bq／Lである。組織自由水3H濃度は魚種間で大

きな差は見られず、3げの範囲を越えた1例（◇：15年度サクラマス　0．48Bq／L）を除けば、海

産魚、イカ・タコ類のいずれも0．11～0．30Bq／Lの範囲にあり、ほぼ海水の3H濃度に対応してい

るとみなせよう。＿

平成18年度試料のうち分析を終わった16試料の結果を表2に示す。公衆の被曝線量に影響を

与えるものではないが、後期のクロソイ（漁獲日‥11月30日）の3H濃度が他に比して高い。再

処理施設排水の影響とも考えられるが、不詳である。

3．結語

アクティヴ試験開始後の核燃海域の海産生物に、1例ではあるが、高い3H濃度を示す試料があ

った。再処理施設排水の影響も否定し得ず、引き続き調査する必要があろう。
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表1海水の3H濃度
（単位：mBq／L）

年　 度 試 料 名 春　 季 秋　 季

18 年 度
表 層 水 1 4 5 ± 3 9 14 1 ± 3 4

下 層 水 1 2 4 ± 2 1 1 1 0 ±　 7

1 3 ～ 1 7年 度
表 層 水 1 5 4 ± 3 1 14 2 ± 3 0

下 層 水 1 5 1 ± 2 2 1 2 9 ± 2 6
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図1．海産生物の組織自由水型3H濃度（平成13～17年度）

表2海産生物の3H濃度（平成18年度）

2009／1／1

生　 物　 種
採 取 日

（2006）

3H 濃 度 （Bq／L） 3H 濃度 （Bq／k g一生鮮物）

自由水型 有機 結合 型 自由水 型 有機結 合型

カ タクチイ ワシ 7． 5 0．34±0．030 0．35 ±0．097 0．2 5±0．0 22 0．058 ±0．0 16

サ クラマス 4．18 0．18±0．033 （0．23 ±0．096） 0．13±0．0 23 （0．042 ±0．0 18）

アイナ メ 5．16 0．17± 0．036 （0．35±0．13） 0．13±0．029 （0．044 ±0．0 16）

アイナ メ 11．17～ 18 8．1± 0．06 2．6　±0．1 1 6．2　±0．04 0．36±0．0 15

ホ ッケ 4． 6 0．22 ±0．036 （0．24 ±0．094） 0．17±0．028 （0．0 34 ±0．0 14）

クロ ソイ 5．23 0．13 ±0．035 （0．35±0．13） 0．098 ±0．02 7 （0．0 50±0．0 18）

クロ ソイ 11．30 0．13±0．03 5 （0．35±0．13） 0．098 ±0．02 7 （0．0 50±0．0 18）

マ ダラ 5．25 0．15±0．0 34 0．32±0．09 7 0．12±0．027 0．0 38±0．0 12

ス ケ トウダラ 5．25 0．19 ±0．0 32 （0．21±0．09 7） 0．16±0．026 （0．0 23±0．0 11）

マ コガ レイ 9． 2 0．21±0．0 35 0．32±0．09 8 0．16±0．027 0．0 42±0．0 13

ヒラ メ 6．28 0．15±0．0 31 （0．27±0．0 9 1） 0．12± 0．024 （0．0 36±0．0 12）

キア ンコ ウ（1） 5．2 3 0．22±0．0 36 0．48±0．093 0．18± 0．030 0．0 46±0．0 09

キア ンコ ウ（2） 5．14 0．21±0．0 30 （0．26±0．099） 0．18± 0．026 （0．023±0．009）

ミズ ダコ 5．22 0．13±0．0 26 （0．13± 0．095） 0．11± 0．02 1 （0．013±0．009）

スル メイ カ 7．3 1 0．17±0．035 0．30± 0．098 0．13±0．02 6 0．047±0．016

ヤ リイ カ 12．4 0．18±0．029 （0．0 43±0．08 3） 0．14 ±0．0 22 （0．006±0．0 12）

（ ）：検 出下 限値未満 を示す。

キアンコウ（1）：八戸沖（底曳き）キアンコウ（2）：六ヶ所沖（定置網）
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Ⅱ－14　海産生物の210po、210pb濃度と預託実効線量

（財）海洋生物環境研究所

吉田勝彦　川辺勝也　磯山直彦　御園生淳

鈴木千吉　原　猛也　佐藤　肇

1．緒言

被曝線量評価では、自然放射性核種の寄与が大きいことが知られているが、我が国で通

常行われている環境放射能調査では、40K以外ほとんど自然放射性核種は取り上げられて

いない。原子力施設排水の被曝線量評価をより適切に行うには自然放射性核種に関する知

見も必要不可欠である。

210poは40Kとほぼ同等の被曝線量をもつ核種と推定されている主要な自然放射性核種で

ある。しかも、海産生物に高く、海産食品から人体に取り込まれる経路が最も重要な経路

であると指摘されている（国連科学委員会報告‥2000）。

我が国の海産生物について、採取時における210po濃度の測定例は少ない。共存する210po

の実質的な親核種である210pbからの寄与分を補正した分析値はさらに少ない。

三陸海域で採取された、魚類、頭足類、貝類、甲殻類、および藻類について、210poおよ

び、210pb濃度を求め、210po濃度に寄与する210pb濃度を検討した。さらに、海産生物の210po

について預託実効線量を試算した。

2．調査研究の概要

1）採取試料と分析

可食部の濃度、および蓄積部位を確認するために、筋肉、肝臓、または内臓に加えて、

各種類に特異的な部位、蝕心臓、幽門垂などを分別して分析試料を調製した。

210po分析は208poを回収率補正用のトレーサとして加え湿式分解し、アスコルビン酸の

存在下で塩酸抽出液から電着してα線スペクトロメトリーを行った。生物試料は210pb濃度

が低く硫化物共沈一硫酸鉛法では分析値が得られないことが判明した。そこで210poの分

析過程で得られる塩酸抽出液から210poを取り除いた抽出液を数ヶ月放置して新たに生成

してくる210poを同様に計測することにより210pb濃度を求めた。以上の分析は（財）日本分

析センターに依頼した。

2）分析結果

①210pQ濃度が最も高かったのはスルメイカ肝臓で900～2，300Bq／kg－Wet、次いでカタ

クチイワシ内臓1，300±130Bq／kgTWet、マコガレイ幽門垂900±41Bq／kg－Wet、カツオ幽

門垂800±86Bq／kg－Wet、ホタテガイ中腸腺520±30Bq／kg－Wetなどの特定臓器であった。

②筋肉中の濃度はこれらの部位と比べて遥かに低い。カタクチイワシ、サンマがやや

高く20～90Bq／kg－Wetであるが、その他の魚介藻類は全て数Bq／kg－Wet以下であった。

③210pbの蓄積傾向は肝臓、中腸腺、鯉心臓に高く（10～90Bq／kg－Wet）、次いで脊椎骨、

表皮で（2～20Bq／kg－Wet）、筋肉は低かった（1Bq／kg－Wet程度）。また、ワカメも低く

筋肉と同レベルであった。

3）生物試料中の210po濃度に寄与する210pb濃度の検討

210Pbからの寄与分を補正した採取時の210Po濃度をPo（1）、非補正の210Po濃度をPo（2）、

210Pb濃度／210Po濃度（Po（1））をPb／Poとし、Po（1）／Po（2）とPb／Poの関係を図1に示した。
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図1　210pb濃度／210po濃度とPo（1）／Po（2）の関係

筋肉、肝臓、幽門垂、中腸腺、葉状体の210Pb濃度／210Po濃度（Pb／Po）は0．2以下と小さ

く、言い換えれば、210Pb濃度が低い。従って、210Pbからの寄与が小さい。この結果は20％

程度の誤差を認めれば必ずしも210Pbからの寄与を補正する必要はないといえる。

ただし、スルメイカ外套膜、シロザケ筋肉、ミズダコ蝕心臓で得られた結果は若干異な

り、Pb／Poが0．2以上になる。また、脊椎骨、表皮（鱗）のPb／Poは全て0．2以上であり、

2！OPo濃度をある精度以上で求めたい場合には210Pbからの寄与を補正する必要がある。

（4）海産生物による預託実効線量

本調査によって得られた海産生物の210po濃度をもとに、海産食品として摂取した210po

による被曝を評価するために、年実効線量（msv）の試算をした。なお、魚介藻類の年間

摂取量は国民栄養調査の現状（平成14年度）を参考にして大まかに推定した。

海産食品として摂取した210poによる年実効線量は、概ね0．5mSvから1．OmSvと試算さ

れた。本調査の試算は下記の日本分析センターによる試算を支持する結果であった。

日本分析センターにより試算された日本人一人あたりの海産食品の210poによる年実効

線量は0．63mSv、全食品摂取による210poのそれは0．73mSvである。また、全食品摂取によ

る全核種の年実効線量は0．97mSv、そのうち40Kの年実効線量は0．17mSv、その他の核種に

よるそれは0．07mSvである。（太田　FB News No．364：2007など）

参考までに、90sr、および137csの全食品摂取による日本人一人あたりの年実効線量の試

算（日本分析センター）を紹介すると、現在0．0016mSv、および0．00077mSvである。また、

239，240puによるそれは0．0000097mSvである。

3．結語

主要海産生物群（浮魚類、底魚類、頭足類、貝類、甲殻類、藻類、餌生物）について一通

り210po、及び210pb濃度の分析を終了し基礎的知見を得た。
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Ⅱ一15　スルメイカ肝臓の　239＋240pu　濃度レベル

（財）海洋生物環境研究所

御固生淳、吉田勝彦、磯山直彦

鈴木千吉、太田　博、川辺勝也

河村虞巳、鈴木奈緒子

1．緒言

当研究所は、平成3年来、該施設沖合の海域（以下「核燃海域」と言う）

で漁獲される種々の海産生物について放射性核種濃度を調べて来た。15年

度からは東通原子力発電所沖合海域（以下「青森海域」と言う）について

も調査を開始した。調査の対象と　した人工放射性核種中、239十240pu　は魚類

の筋肉中では濃度の低いことが知られており、当所の調査でも、延べ288試

料（核燃海域：268、青森海域　‥　20）中、10試料で検出されたに過ぎない。

しかるに、頭足類では、調査した70試料（核燃海域：66、青森海域：4）中、

23試料で検出されており、そのうちの21試料までがスルメイカであった。

これまでに、スルメイカの部位別の239十240pu濃度は、肝臓で最も高いこと、

同時期に漁獲されたものであれば、大きさや雌雄による差はほとんど認め

られないが、核燃海域に来遊する時季、経路によっては　239＋240pu　濃度にば

らつきの見られることがわかった。18年度は、来遊経路の違いよる差を検

討するため、大和堆、羅臼沖、四国沖等で漁獲されたスルメイカについて

も分析を行った。

2．調査研究の概要

（1）試料と方法

核燃海域、羅臼沖、大和堆等で漁獲されたスルメイカを試料と　し、それぞ

れから外套膜、腕足、肝臓を取り、灰化した後、文部科学省測定法シリー

ズの「プルトニウム分析法」に準拠して　239十240pu　濃度を求めた。

（2）結果

1）海域別に見たスルメイカ肝臓の　239十240pu濃度

外套長が200mm以上では、日本海側で漁獲されたスルメイカの方が太平洋

側の試料に比べて239十240pu濃度が高めとなる傾向が見られた。日本海で漁獲

されたスルメイカ．同士を比較すると、沿岸域で漁獲されたものより大和堆

で漁獲されたものの方が239＋240pu濃度が高く、また島根沖で得られた外套長

が100mm前後のスルメイカは、200mm以上のスルメイカと比べると、Pu濃度

が低いこ　とがわかった。これよ　り、日本海で漁獲されたスルメイカは、外

套長が200mmを超す頃から、成長と　ともに肝臓のPu濃度が増加するのではな

いかと思われる。

太平洋側で漁獲されたスルメイカのPu濃度は概して低いが、夏季に日本海

側から津軽海峡を通過し、核燃沖に到達する系群は、他の系群に比べてPu

濃度が高い傾向にある。他方、10月以降に核燃沖で漁獲されるスルメイカ

は、外套長は大きいが、Pu濃度は低い傾向が見られた。

2）240pu／239pu比

－71－



表1にスルメイカ肝臓の240pu／239pu比を示す。239＋240pu濃度には差が見られ

るが、240pu／239pu比はほぼ一定であった。

3．結語

核燃海域で漁獲されたスルメイカの肝臓の　239十240pu　濃度にはばらつきが

見られるが、これは来遊経路を反映している可能性もあり、さ　らに検討し

たい。
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図1スルメイカの外套長と肝臓の239十240pu濃度

表1スルメイカ肝臓の240pu／239pu

採 取 場 所 採 取 日
239p u

m g／k g－W e t

240p u

m g／k g－W e t

240p u／239p u

核 燃 沖
2 0 0 6．7．3 1 6．16 E－13　 ±　 3．9 6E －1 4 1．4 3 E－13　 ±　 7．15 E－15 0 ．2 3 2　 ±　　 0 ．0 19

2 0 0 6．10 ．2 2 2．55 E－13　 ±　 1．6 3E －1 4 8 ．10 E－14　 ±　 1．3 1E－14 0．3 18　 ±　　 0 ．0 5 5

釧 路 沖 2 0 0 5．1 0．20 2．33 E－12　 ±　 5．7 2 E－1 4 5 ．2 4 E－13　 ±　 1．0 7 E－14 0．2 2 5　 ±　　 0 ．00 7

四 国 沖
2 0 0 6．6．4～ 6．14 1．23 E－13　 ±　 2疇0 2 E－1 4 2 ．8 6 E－14　 ±　 4 ．5 3 E－15 0．2 3 2　 ±　　 0．0 5 3

20 0 6 ．6．2 6 3．25 E－13　 ±　 8．3 6 E－1 5 7．2 7E－14　 ±　 7．5 1E－15 0．22 3　 ±　　 0 ．0 24

舶 倉 島 沖 2 0 0 6 ．7 ．2 4 4．3 1E－13　 ±　 1．5 8 E－1 4 1．0 6 E－13　 ±　 1．79 E－14 0．24 6　 ±　　 0．0 4 2

島 根 沖 2 0 0 6．4．2 9～ 5．6 7．04 E－1 3　 ±　 2．2 0 E－1 4 1．6 7E－13　 ±　 1．4 3 E－14 0．2 3 7　 ±　　 0．0 2 2

越 前 岬 沖 2 0 0 6．5．8 1．3 6 E－1 2　 ±　 2．2 0 E－14 3．2 2 E－13　 ±　 1．19 E－14 0．2 36　 ±　　 0．0 1 0
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Ⅱ－16　日本周辺海域、深度500m以深の137cs／90sr比について2

（財）海洋生物環境研究所

稲富直彦　鈴木千吉　御園生淳　原　猛也

（財）日本分析センター

太田博

1．緒言

1984年より今日までのモニタリング結果から、日本周辺海域200m以浅の90sr，137cs濃度

は、いずれも20年程度の実効半減期で減少しており、同海水中137cs／90sr比は概ね1．4を維

持していることが明らかになった。一方で、海水から除去された放射性核種の最終的な到達

場所と考えられている海底土中の137cs／90sr比について、核燃海域等で採取されている結果で

は5～20程度と海水中の値に比べ高いことが明らかになり、137cs、90srの挙動を説明する上

で、水深200m以深から海底直上までの海水中のインベントリーを明確にすることが重要な

課題となっている。本研究は、検出下限値に近い低濃度域である深度500m以深の海水中の

137cs、90sr濃度分布を明らかにし、137cs、90srの挙動を説明するための基礎データを蓄積す

ることを目的としている。

2．調査研究の概要

図1に示す測点において継続されている、鉛直多層（8層）採取の内、深度500m以深から採

取される海水の90sr，137cs分析に用いる供試量を、通常の2倍（100L）とした。平成18年

度は対象に四国沖海域（KCl）測点を追加した。

90sr，137csの分析については何れも文部科学省放射能測定シリーズに基づき、化学分離後β

線計測を行った。また、放射線計測時間について、通常値（90sr，3600S、137cs，5400S）より

延長し、計数誤差の1倍以上の計数値が得られるよう配慮した。

表1　測点位置および調査項目

測 点

N o

位 置 水深

（m）

調 査 日
採 水

緯 度 経 度

Ell 41 0 12．0’N 143 0 20．0’E 2100 2004，2006 年 5 月 10 月 ・2005 年 10 月 鉛 直 8 層

MI18 380　0．3’N 1420　59．8 ’E 1800 2004 年 4 月 ・2005 年 4 月 鉛 直 8 層

MI19 390 19．5 ’N 1420　59．8 ’E 1800 2004 年 5 月 10 月 ・2005 年 4 月 10 月 鉛 直 8 層

IB17 360　24．7 ’N 1410　54．3 ’E 2400 2004，2006 年 4 月 10 月 ・2005 年 10 月 鉛 直 8 層

YR l 400　50．0 ’N 1380　00．0 ’E 3640 2004～2006 年、毎年 5 月 鉛 直 8 層

YR5 390　22．0’N 1360　30．0 ’E 2680 2004～2006 年、毎年 5 月 鉛直 2～8 層

KC l 320 13．4’N 1320　26．0’E 1730 2006 年 6 月 鉛 直 8 層

3．結語

青森沖～茨城沖、および四国沖の太平洋岸に配置した測点の深度1000m以深では、137cs／90sr

比が1以下になる事が示唆された（図2，4）。一方、日本海に配置した測点では太平洋岸配

置測点に認められた137cs／90sr比の減少は明確では無かった（図3）。

今後、他の日本周辺海域について同様の調査を行い、137cs／90sr比の詳細情報を蓄積する。
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図1　茨城、宮城、襟裳岬沖、大和対周辺、
四国沖、鉛直調査測点
（2004～2006年）
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Ⅱ－17　海底堆積物中の放射性核種の鉛直分布

一佐渡海盆における柱状採泥3　－

（財）海洋生物環境研究所

稲富直彦、吉野美紀、御園生淳、原　猛也

（財）日本分析センター

太田博

1．緒言

原子力発電所等周辺海域及び核燃料サイクル施設沖合海域の主要な漁場等における海底堆積物

中の137cs及び239＋240puの分布と蓄積全量を調べることを目的として、平成5年度より柱状採泥を

行っている。新潟沖佐渡海盆上ではこれまで鉛直擾乱の少ない柱状試料が採取され、海盆底部の

一測点（図1中S7）の海底下13．5～15cmに明確な137cs濃度のピークが認められている。本報告で

は、S7において不擾乱採泥器を用いて、これまで流出や擾乱等により評価が出来なかった近底層

を含めた採取を行った結果を報告する。

2．調査研究の概要

測点S7（表1、図1）において不擾乱採泥器（マルチプルコアラー、以下マルチと呼ぶ）にて採取

し柱状試料を2時間静置し、採取土上部に封入された海水（以下、直上水）を採取した。

直上水を、¢142mm孔径0．45〟mのミリポアh『フィルタにて濾過し、濾液、及び濾過物につい

て、137cs、90srの分析を行い、表層土の結果と比較した（表3）。

採取土については、15m厚に切断し、各層について、137cs、90sr、239＋240pu、210pb及び各種性状

分析を行った。

210pbが長期に渡り均一に沈降したと仮定し、その鉛直分布から堆積速度を見積もった（表2）。

3．結語

・鉛直分布（図2）マルチで採取された結果（以下、06－S7）では、210pb濃度は表層から4．5cmま

でほぼ均質であったが、それ以深では概ね指数関数的に減少していた。表層近傍の210pb濃度は

2003年、同測点においてボックスコアラーで採取された結果（以下03－S7）に比べ高い値であった。

その他の核種はいずれも深度9～13．5cmに濃度極大が認められたが、137csのみ7．5～9cm層にも

ピークが認められた。これらのピークの深度は03－S7に比べ浅い位置であった。

・蓄積全量、堆積速度（表2）平成14～18年に同海域で採取された結果を表2に示した。

測点S7では、これまで3回の採取を行ったが、06－S7の結果は、02－S7に類似した結果であ

った。これらの採取時の深度は、03－S7に比べ浅く、同一測点にあっても、狭い範囲で深度

や堆積環境が変化することが示唆された。また、蓄積全量が採取方法によらず同程度と見積

もられた結果については、表層に対応する近年のフォールアウトが過去に比べ相対的に小さ

いことによると推察される。

・直上居の放射性核濃度（表3）直上水中の海水および、懸濁物いずれにも137cs、90srが検

出された。137cs／90sr比について、直上水中の値は約1．0であり表層海水中の値（約1．4）より低く、

また懸濁物中の値は約3．6であり、海底土中の値より低い値であった。このことから、懸濁物の

起源として海底土の舞い上がり等、海底からの直接的な影響が小さいことが示唆された。
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表1　新潟海域の採泥測点

測 点 緯 度 （N） 経度 （E） 水 深 （m）

A l 370　5 6．3′ 13 80　36．6／ 3 76

A2 3ヂ　 5 0．2／ 13 80　34．8／ 49 8

A 3 370　4 4．2／ 13 80　26．8／ 5 25

A 4 370　37．2／ 1380　22．8／ 2 29

S 5 3ヂ　 4 0．2／ 1380　42．8／ 6 1

S 6 370　4 1．1／ 1380　39．7／ 129

S 7 370　4 2．2／ 13 80　34．8／ 5 20

S 9 370　4 2．2／ 1380　30．8／ 5 30

S lO 370　42．2／ 1380　36．8／ 5 00
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図2新潟海域、測点S7における堆積物中の放射性核種の鉛直分布

表2新潟海域の堆積物の放射性核種全量＊1と堆積速度

≡
p
b
　
（
ぎ
＼
訂
）

竺
二
ご
〓
〓
よ
．

．

．

．

1

1

．

■

．

．

■

1

1

」

測 点 採 取 年 採 泥 器 ●2
水 深 採 取 ピ ッチ

海 底 面 か ら

の深 さ
137c s 239＋240p u

P u ／C s
90s r

C s／Sr
堆 積 速 度

重 量

堆 積 速 度

（m ） （cm ） （cm ） （肥 q ／h 2） （舶 q／h 2） （肥 q／h 2） （c m ／y ） （g ／c m2 ・y ）

S6 2 0 02 50 B OX 12 9 3 107 ノ0 ．8 3 0 ．5 3 0 ．5 7

A 3

A l

3 0 ～ 3 0 34 8 1 62 0 ．3 1
・－．

2 0 04 5 0B OX 3 76 1 ．5 0 ～ 3 1．5 5 19 2 54 0 ．6 8 0 ．7 1 0 ．3 6

A2 2 0 04 5 0B OX 4 98 1 ．5 0 ～ 3 0 3 97 188 0 ．38 0 ．2 6 0 ．11

S9 20 04 ・5 0B O ‡ 4 98 1 ．5 0 ～ 3 3 3 30 15 3 0 ．3 1 0 ．3 1 0 ．12

S lO 20 04 5 0B O X 4 98 1 ．5 0 ～ 2 7 2 60 1 11 0．2 2 0 ．19 0 ．0 9

S7 20 02 5 0B O X 5 18 3 0 ～ 30 4 52 19 2 0．3 7 0 ．39 0 ．17

S 7 20 0 3 5 03 0 ‡ 5 40 1 ．5 0 ～ 36 5 52 2 4 2 0．4 5 0 ．40 0 ．17

S 7 20 06 マ ル チ 5 18 1 ．5 0～ 30 4 18 18 8 0．3 6 4 ．4 9 0 ．44 0 18

G l ob a l Fa l lo u t．3 （3 00 ～ 40 0 N ） 14 16 3 6 0 ．0 2 5

＊12006年5月の時点に補正，　＊2　50BOX；50cmボックスコアラー、マルチ；マルチプルコアラー

＊3UNSCEAR（1977，1982）

表3　海底直上層における137cs、90sr　濃度の比較

測点 採 取年 採泥 器 ■2 水 深 （m） 採 取層 （c m） 試 料 単位 137c s 90sr 137c s／90s r

S7 2 0 0 6 マル チ 5 18
直 上 0－30

直 上水 S S B q／k g 6．9 4　 ：±　 0．9 5 1．9 1　 ±　 0．7 8 3．6　　 ± 1．9

直 上 水 m B q／L 1．6 0　　 ±　 0．4 0 1．6 0　　 ±　 0．2 9 1．0　　 ±　 0．3

直下 1．5－4．5 表 層 土 B q／k g 5．4 0　　 ±　 0．1 9 0．5 7　　 ±　 0．0 6 9．6　　 ±　 3．2
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Ⅱ－18　核燃海域におけるアクティブ試験開始前までの、表層水、海産魚類の137cs

濃度、経年変動予測式、変動範囲、および開始後の分析値の検討

（財）海洋生物環境研究所

吉田勝彦　鈴木奈緒子　稲富直彦　御園生淳
鈴木千吉　原　猛也　佐藤　肇

1．緒言

核燃料サイクル施設沖合海域における海洋放射能調査により、毎年得られる環境試料の

放射能分析値を検討し異常値を適切に指摘すること、さらに平常状態で推移した場合に、

少なくとも数年先の放射能レベルを予測することは重要な課題である。

核燃料サイクル施設沖合海域における海洋放射能調査により、平成3年度（1991）から、

海水、海産魚類など主要環境試料について、137Csの分析値が継続して得られている。

平成18年度にはいよいよアクティブ試験が開始された。本格換業はまだ先であるが、
厳密に云えば平成17年度の調査で得られた分析値が事前調査の最終の分析値であると云

える。平成3年度から平成17年度までに得られた事前調査の分析値により、平常の経年
変動予測式とその変動範囲を求め、それらを基本資料として、平成18年度に得られた表層

水、海産魚類の137Csの分析値（アクティブ試験開始後）を検討評価した。

2．調査研究の概要

1）平常の経年変動傾向を示す予測式、変動幅の範囲、および分析値の検討評価
①平常の経年変動傾向を示す予測式

Y＝ao・Exp（－al・Ⅹ）　…　‥（1）

Ⅹ：1983年1月1日を基準年として、基準年から採取年（年月日を年単位に換算）
までの経過年数

Y：137Cs濃度（Bq／kg－Wet）、または（mBq／L）
②変動幅の範囲（lVrwl）

変動範囲（lVrwl）は残差（Vl・n）の標準偏差（Vs．D．＝α）の3倍以内と定義する。

V1－m＝Ybbs－Ybst　…　…　…（2）

lVrwl≦3×Vs．D＝3け　…　…　‥（3）

Ybbs：分析値

Ⅵ∋St：算出値〔（1）式に分析値のⅩ（基準年から採取年までの経過年数）を代入〕
③分析値の検討評価

経年変動予測式から求めた予測値と分析値との残差（Vl－n）と変動範囲（lVrwl）により分
析値を判定する。Vl・nが±Vfwをこえる分析値を異常値、以内の分析値を平常値とする。

2）核燃料サイクル施設沖合海域（全16測点）における、表層水の137Cs濃度の平常の経年

変動予測式と変動範囲

測点1から測点16まで、表層水の137Csについて平常の経年変動予測式、変動範囲（変

動幅3け）を求めた。さらに測点1から測点16までの全ての分析値を一まとめにして、平

常の経年変動予測式、変動範囲（変動幅3け）を求めた。それぞれの結果を表1に示した。

3）海産魚類の平常の経年変動予測式と変動範囲

平成3年度から継続して採取できた魚類5種の137Csの分析値について、平常の経年変
動予測式と変動範囲（3け）を求め、表2に示した。

ー77－



表1　平常の経年変動予測式・変動範囲（変動幅3げ）：核燃海域表層水・137cs

頴毎或　　　　　　　緯度　　　　　　経年変動予渕叫式　　　変動範囲（変動巾冨　3Cr）
二浪叫点1

測点2
測点3
測点4
湯叫点5
潰11点6
真砂1点7
測点8
測点9
測点10
潰u点11
二浪叫点12
5則点13
測点14
測点15
測点16

40－30N

40－45N

40－55N

41－00N
41－02N

41－16N

41－26N

y＝5．06exp（－0＿0468X）

y＝4．51exp（－0．0400X）

y＝4．63exp（－0．0461X）

y＝5．20exp（－0＿0435X）

y＝5．16exp（－0．0506X）

y＝4．96exp（－0．0476X）

y＝5．70exp（－0．0533X）

y＝4．78exp（－0●0443X）

y＝4．86exp（－0．0464X）

y＝4．20exp（－0．0414X）

y＝4＿63exp（－0．0415X）

y＝4＿97exp（－0．0457X）

y＝4＿20exp（－0＿0375X）

y＝4．67exp（－0．0408X）

y＝3．96exp（－0．0342X）

y＝4＿68exp（－0＿0403X）

0．839

0．889

0．699

0．728

0＿755

0＿974

0．889

1＿043

1＿243

1．282

1．097

0．870

1＿329

1．015

0．943

0．804

＝4．74exp（－0．0436X） 1．024全漁り点

表2　平常の経年変動予測式、変動範囲（3α）：核燃海域・海産魚類・137cs

変動範圃（3Cr）
0．038

0．119

0．082

0．055

0．062

経年変動予三見叫式
y＝0．21＊Exp（－0．0406＊X）

y＝0．33＊Exp（－0．0400＊X）

y＝0．33＊Exp（－0．0400＊X）

y＝0．24＊Exp（－0．0266＊X）

y＝0．19＊Exp（－0．0441＊X）

魚種
シ⊂コザケ
マダラ
スケトウダラ
ヒラメ
マ＝コガL′イ

4）平成18年度に得られた、表層水、海産魚類の137Cs濃度の検討評価

車成18年度に得られた全ての試料の137Csの分析値について、平常値の変動範囲（3け）

と予測値と実際に得られた分析値の残差により検討した。検討結果の一例を表3に示した。

分析値は全て平常の放射能レベルの変動範囲内であった。従って、異常値は認められず、

137Cs濃度は平常の放射能レベルで推移していると判断された。

表3　表層海水、及び魚類の分析値（137cs）の検討評価

海域名　　核燃海域：全測点：表面海水くCs－137）

核燃海域シロザケ

予測式　y＝0．21＊Exp（1．0406＊X）

採集年　X：1983（基準年）予測値（Yest）
2006．83　　　　　23．83　　　　　　0．079

採集年　分析値（Yobs）予測値（Yest）残差（Vl－n）
0．079　　　　　0．004

0．079　　　（0．007）

3J O．038

2006．83　　　0．083

2006．83　　　　23．83　　　　　0．079　　　　　　2006．83　　　0．072

3．結語

平成3年度から平成17年度までの事前調査で得られた分析値により求めた平常の経年

変動予測式とその変動範囲を、今後のモニタリングに活用していく所存である。
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Ⅱ－19　海洋環境中の　ヨ　ウ素－129

（財）海洋生物環境研究所

御園生淳、磯山直彦、佐藤　　肇

鈴木千吉、太田　　博、川辺勝也

原　　猛也

1．　緒言

六ヶ所村の原子燃料再処理施設の稼働に　と　もない海洋に放出　され

る129Ⅰは、半減期が1．57×107年と長いため、時間の経過と　と　もに

海洋に蓄積するのではないかと懸念されている。しかし、測定が困

難なこ　と　もあって、濃度レベルが十分に把握されている　と　は言い難

い。近年、加速器質量分析計（Accelerator Mass Spectrometer：以

下「AMS」と記す）によ　り　高感度で129Ⅰを分析する　こ　とが可能と　な

ったので、原子燃料再処理施設の沖合海域（以下、「核燃海域」と言

う）等の表下層で採取した海水の129Ⅰの分析を行い、その濃度レベ

ルと安定ヨ　ウ素と　の比（129Ⅰ／127Ⅰ比）を調べた。

2．調査研究の概要

（1）試料と方法

核燃海域等で採取した海水を分析に供した。129Ⅰは、アス　コルビ

ン酸還元法によ　り　海水中の　ヨ　ウ素酸イ　オンを　ヨ　ウ化物イ　オンに還元

した後、溶媒抽出法によ　り　ヨ　ウ化銀と　して回収し、測定に供した。

測定には、原子力機構むつ事業所に設置されている　AMS　を用いた。

また、安定ヨ　ウ素はアス　コルビン酸還元法を用いたイオンク　ロマト

グラ　フィ　ーによ　り　測定した。

（2）結果

春季に核燃海域の各測点で採取した海水の安定ヨ．ウ素及び129Ⅰの

濃度を表1に示■す。海水の安定ヨ　ウ素濃度は、表層で　51．2±1．3〃

g／L（47．0～54．8〃g／L）、下層で　54．5±3．2JL g／L（50．1～59．7p g／L）

となった。核燃海域では水深　500m付近に躍層が形成されるが、春季

は躍層の上部の安定ヨ　ウ素濃度はほぼ一定であったのに対し、躍層

よ　り　下部では、水深と　と　もに濃度が増す傾向が観察された。秋季も

基本的には春季と同様の傾向が認められたが、同一水深での振れ幅

がやや大き　め　と　なっ　た。

表層水の129Ⅰ濃度は12．5±1．3～28．4±1．4×106　atonlS／L（17・5±

1．8～39．8±2．OnBq／L）と　ば　らつき　が大き　かっ　たが、Shima et al・

（2006）が本海域の東で平成13年度10月及び平成14年度　6月に採

取した海水を分析して得た値（17±4～27±4×106　atoms／L）とほぼ

同程度となった。129Ⅰも躍層よ　り　上部ではほぼ一定の濃度を示した
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が、500m以深では、水深と　と　もに濃度が低下する傾向を示　した。そ

の結果、両者の比を　と　る　と、躍層よ　り　上部の混合層では表層　と　ほぼ

同程度であるのに対　し、躍層の下部では水深と　と　も　に低下する傾向

が見　られた。

3．結語

核燃海域等の表下層で採取した海水を主に安定ヨ　ウ素及び129Ⅰの

分析を行い、その濃度レベルを調べた。いずれの値も既報と　同程度

であ　り、再処理施設の稼働前のバック　グラ　ウ　ンド値と　みなすこ　と　が

でき　た。

表1海水の129Ⅰ濃度と全ヨウ素濃度

採 取 地 点 採 取 日時
採 取 深 度 全 ヨ ウ 素 濃 度 試 料 中 129Ⅰ濃 度 試 料 中 129Ⅰ濃 度 129Ⅰ／127Ⅰ

m
〃 g ／1 × 10 6 a t o m s ／1 n B q ／1 × 10 ‾10

A M O l 0 6 ． 5 ． 2 1 5 0 ．3　 ±　 0 ．12 15 ．0　 ±　 5 ．0 2 1 ．1　 ±　 0 ．8 0 ．6 3 1　 ±　 0 ．2 1 0

A M O2 0 6 ． 5 ． 2 1 5 1 ．3　 ±　 0 ．0 5 19 ．8　 ± 1．2 2 7 ．7　 ± 1 ．7 0 ．8 1 4　 ±　 0 ．0 4 9

A M O 3 0 6 ． 4 ．2 5 1 4 9 ．0　 ±　 0 ．16 15 ．2　 ±　 0 ．9 2 1 ．3　 ± 1 ．3 0 ．6 5 6　 ±　 0 ．0 4 1

A M O4 0 6 ． 5 ． 2 1 5 1 ．9　 ±　 0 ．15 15 ．8　 ± 1．5 2 2 ．2　 ±　 2 ．1 0 ．6 4 4　 ±　 0 ．0 6 1

A M O 5 0 6 ． 4 ．2 6 1 5 0 ．7　 ±　 0 ．0 8 12 ．5　 ± 1．3 1 7 ．5　 ± 1 ．8 0 ．5 1 9　 ±　 0 ．0 5 4

A M O 6 0 6 ． 4 ．2 5 1 5 0 ．7　 ±　 0 ．17 14 ．3　 ±　 0 ．8 20 ．0　 ± 1 ．2 0 ．5 9 4　 ±　 0 ．0 3 5

A M O 7 0 6 ． 5 ． 1 1 5 1 ．1　 ±　 0 ．12 14 ．0　 ±　 0 ．8 19 ．6　 ± 1 ．2 0 ．5 7 7　 ±　 0 ．0 3 5

A M O 8 0 6 ． 4 ．2 6 1 5 1 ．2　 ±　 0 ．13 15 ．7　 ±　 2 ．2 2 1 ．9　 ±　 3 ．1 0 ．6 4 5　 ±　 0 ．0 9 0

A M O 9 0 6 ． 4 ．2 5 1 5 1．5　 ±　 0 ．12 19 ．7　 ±　 2 ．5 2 7 ．6　 ±　 3 ．5 0 ．8 0 8　 ±　 0 ．10 2

A M lO 0 6 ． 4 ．2 9 1 5 1．9　 ±　 0 ．13 2 0 ．3　 ± 1．2 2 8 ．4　 ± 1 ．7 0 ．8 2 5　 ±　 0 ．0 5 0

A M l l 0 6 ． 5 ． 1 1 5 1．8　 ±　 0 ．0 7 2 4 ．7　 ± 1．1 3 4 ．5　 ± 1 ．6 1 ．0 0 4　 ±　 0 ．．0 4 7

A M 12 0 6 ． 5 ． 7 1 5 1．1　 ±　 0 ．2 2 19 ．7　 ± 1．4 2 7 ．5　 ±　 2 ．0 0 ．8 1 1　 ±　 0 ．0 5 9

A M 13 0 6 ． 4 ．2 6 1 5 1．6　 ±　 0 ．16 18 ．4　 ± 1．6 2 5 ．8　 ±　 2 ．3 0 ．7 5 2　 ±　 0 ．0 6 6

A M 14 0 6 ． 5 ． 7 1 5 1．8　 ±　 0 ．0 6 15 ．2　 ±　 0 ．8 2 1 ．3　 ± 1 ．2 0 ．6 2 0　 ±　 0 ．0 3 4

A M 15 0 6 ． 5 ． 9 1 5 1．7　 ±　 0 ．14 16 ．1　 ± 1 ．1 2 2 ．5　 ± 1 ．5 0 ．6 5 6　 ±　 0 ．0 4 4

A M 16 0 6 ． 5 ． 9 1 5 0 ．8　 ±　 0 ．16 19 ．2　 ± 1 ．8 2 6 ．9　 ±　 2 ．5 0 ．7 9 7　 ±　 0 ．0 7 4

A M O l 0 6 ． 5 ． 2 6 1 5 0 ．8　 ±　 0 ．0 4 10 ．0　 ±　 0 ．9 1 4 ．0　 ± 1 ．3 0 ．4 14　 ±　 0 ．0 3 9

A M O 2 0 6 ． 5 ． 2 9 8 5 1．7　 ±　 0 ．16 13 ．5　 ± 1 ．4 1 8 ．9　 ±　 2 ．0 0 ．5 4 9　 ±　 0 ．0 5 8

A M O 3 0 6 ． 4 ．2 5 2 68 5 0 ．7　 ±　 0 ．0 7 15 ．1　 ±　 0 ．8 2 1 ．2　 ± 1 ．1 0 ．6 2 9　 ±　 0 ．0 3 2

A M O 4 0 6 ． 5 ． 2 3 9 5 1．9　 ±　 0 ．14 18 ．2　 ± 1 ．3 ． 2 5 ．5　 ± 1．8 0 ．7 4 1　 ±　 0 ．0 5 3

A M O 5 0 6 ． 4 ．2 6 1 00 5 1．7　 ±　 0 ．1 1 17 ．1　 ± 1 ．4 2 4 ．0　 ±　 2 ．0 0 ．6 9 9　 ±　 0 ．0 5 9

A M O 6 0 6 ． 4 ．2 5 2 8 0 5 0 ．9　 ±　 0 ．0 6 14 ．9　 ±　 0 ．9 2 0 ．9　 ± 1．2 0 ．6 19　 ±　 0 ．0 3 6

A M O 7 0 6 ． 5 ． 1 1 5 7 5 1．5　 ±　 0 ．1 3 15 ．2　 ± 1 ．7 2 1 ．2　 ±　 2 ．4 0 ．6 2 1　 ±　 0 ．0 6 9

A M O g 0 6 ． 4 ．26 2 8 5 5 1．9　 ±　 0 ．0 5 1 5 ．2　 ± 1 ．6 2 1．3　 ±　 2 ．3 0 ．6 19　 ±　 0 ．0 6 6

A M O 9 6 6 ． 4 ．2 5 5 9 0 5 6 ．8　 ±　 0 ．2 5 6 ．1　 ± 1 ．0 8 ．5　 ± 1．3 0 ．2 2 5　 ±　 0 ．0 3 5

A M 10 0 6 ． 4 ．29 9 3 2 5 8 ．5　 ±　 0 ．1 8 N D N D N D

A M l l 0 6 ． 5 ． 1 3 0 5 5 1 ．4　 ±　 0 ．1 5 1 8 ．5　 ± 1 ．6 2 5 ．9　 ±　 2 ．2 0 ．7 5 8　 ±　 0 ．0 6 4

A M 12 0 6 ． 5 ． 7 4 8 5 5 4 ．1　 ±　 0 ．1 2 1 6 ．5　 ± 1 ．1 2 3 ．1　 ± 1．6 0 ．6 4 3　 ±　 0 ．0 4 4

A M 13 0 6 ． 4 ．2 6 9 10 5 7 ．0　 ±　 0 ．0 2 3 ．2 ． ±　 0 ．8 4 ．5　 ± 1．1 0 ．12 0　 ±　 0 ．0 2 8

A M 14 0 6 ． 5 ． 7 5 7 0 5 6 ．2　 ±　 0 ．0 0 9 ．6　 ± 1．4 13 ．4　 ±　 2 ．0 0 ．3 6 0　 ±　 0 ．0 5 4

A M 15 0 6 ． 5 ． 9 9 8 0 59 ．0　 ±　 0 ．0 3 2 ．6　 ±　 0 ．7 3 ．6　 ± 1．0 0 ．0 9 2　 ±　 0 ．0 2 6

A M 16 0 6 ． 5 ． 9 7 0 3 5 7 ．4　 ±　 0 ．1 1 5 ．7　 ± 1．3 8 ．0　 ± 1．9 0 ．2 1 1　 ±　 0 ．0 4 9
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Ⅲ．食品及び人に関する調査研究



Ⅲ－1輸入食品中の放射性核種に関する調査研究

（平成18年度）

国立保健医療科学院
杉山英男、寺田　宙、山口一郎

1．緒　　口

近年、近隣諸国を含む諸外国に存在する原子力関連施設における事故等
のみならず核・放射線テロ等の発生が憂慮される状況にある。従って、今

日、環境、と　く　に食品への放射能の影響調査は、国内の原子力関連施設を
主とするモニタリ　ングに加えて諸外国における原子力関連事象をも念頭に

おいた上で地球規模の放射能モニタリ　ングが重要と考えられる。

このため、平成18年度よ　り、放射線緊急時における食品の安全性確保対

策に資するこ　とを視野に入れて、わが国への輸入食品重量の大きい近隣国
等の農産品や水産品などを重点対象と　して放射性核種に関する調査研究を

実施していく。さ　らに、平成19年度からはいわゆる健康食品中の放射性核

種の存在実態の把握を並行して実施していく計画である。

2．調査研究の概要

（1）試料：平成18年度は主と　して近隣国の中国、ロシア、台湾などを生

産国とする野菜類（漬物）、魚介類（あさ　り、しじみ、まぐろ、かに、ウ
ニ、、しじみ）あるいは小麦粉などを試料（37試料）と　した。これらの輸

入食品は厚生労働省検疫所業務管理室ならびに（社）日本輸入食品安全推

進協会との調整をもとに日本国内の輸入業者よ　り直接購入した。

（2）分析方法：各種の食品は可食部を対象と　して、輸入時における形態
のまま、あるいは細断して脱水乾燥し450℃で灰化した。なお、しじみ（殻

付き）は煮沸後に可食部を取り　だし、濃縮した煮沸液と合わせて乾燥した

後に灰化処理した。本年度はγ線放出核種を対象と　した。灰化物はU－8容器

に充填し、HPGe半導体検出器を用いたγ線スペクトロメトリ　を行った。

（3）分析結果：結果を表1に示す。人工放射性核種では137csのみが検出
された（検出数：13／37試料）。最小値はN．D．（不検出）で、最大値は0．23　Bq／

kg（まぐろ）であった。N．D．であった試料の137cs検出限界値は0．014　Bq／

kg～0．103　Bq／kgであり、1試料（検出限界値：0．103　Bq／kg）を除いた他のす
べての試料は0．1Bq／kgを下回る値であった。また、40K－の濃度範囲は8　Bq／

kg（しじみ）～151Bq／kg（うに）であった。

3．結　語　対象と　した輸入食品からは人工放射性核種と　して137csのみが

定量された。検出された137cs放射能濃度は全般的に低く、全て1Bq／kgを

下回る値であった。これら輸入食品中の137cs濃度は、これまでに調査・報
告されている国内産食品の濃度と同レベルであり、生産国の違いによる放

射能濃度の大きな違いは認められなかった。前回の調査では137cs濃度の最

大値（156　Bq／kg）は乾燥キノコより検出されており、各種輸入食品の中でも

キノ　コ（最大値を示したものは、野生の菌根性）の137cs濃度が特異的に高い

傾向がうかがえた。なお、本年度ならびに平成19年度試料についてはウラ
ンの分析を実施する予定でいる。本調査研究では、これまで知見の乏しい

主に近隣諸国を対象とし、数多くの輸入畠目から輸入重量の大きい食品を

選択することから、食品の安全確保ならびに放射線緊急時における対応に

有益な情報を提供することが期待される。
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参考までに、厚生労働省はチェルノ　ブイリ原子力発電所事故発生（1986

年）直後から輸入食品の放射能検査（放射能暫定限度；137cs＋134csと　して37

0　Bq／kg）を継続実施している。現在の検査体制は、対象地域はヨーロ　ッパ

全域ならびに対象食品はキノ　コ、トナカイ肉やハーブなどに限定される。

表1．輸入食品中の主たるγ線放出核種濃度（平成18年度）

大 分 類 品 目 分 類 食 品 名 生 産 国 C s－13 7

（B q／kg） ＊

そ の 他 の 人 工

放 射 性 核 種

K －40

（B q／kg）

貝 類 二 枚 貝 類 あ さ り 中 国 0 ．0 34 ± 0．0 0 7 N ．D ．＊＊ 6 5 ＝ヒ0．4

貝 類 二 枚 貝 類 あ さ り 中 国 く0 ．0 27 N ．D ． 8 7 ± 0．6

貝 類 二 枚 異 類 しじみ 中 国 く0．0 3 N ．D ． 32 ± 0．4

貝 類 二 枚 具 類 しじみ 中 国 0 ．0 29 ± 0．00 3 N ．D ． 8 ± 0 ．1

魚 類 か つ お ・ま ぐ ろ ・さ ば 類 ま ぐ ろ 台 湾 0 ．2 32 ± 0 ．0 16 N ．D ． 10 7 ± 0 ．9

魚 類 か つ お ・ま ぐ ろ ・さ ば 類 ま ぐ ろ 台 湾 0 ．15 1 ± 0 ．00 7 N ．D ． 10 1 ± 0 ．4

魚 類 か つ お ・ま ぐ ろ ・さ ば 類 ま ぐ ろ 台 湾 0 ．176 ± 0 ．0 17 N ．D ． 12 0 ± 1

魚 類 か つ お ・ま ぐ ろ ・さ ば 類 ま ぐ ろ 台 湾 0 ．0 74 ：±0 ．0 1 1 N ．D ． 7 1 ± 0 ．7

魚 類 か つ お ・ま ぐ ろ ・さ ば 類 ま ぐ ろ 中 国 0．176 ± 0 ．0 1 1 N ．D ． 1 16 ：ヒ0 ．6

魚 類 か つ お ・ま ぐ ろ ・さ ば 類 ま ぐ ろ 中 国 0 ．12 4 ± 0．0 1 N ．D ． 8 9 ± 0 ．6

水 産 動 物 類 か に 類 ず わ い が に 米 国 く0 ．04 2 N ．D ． 7 3 ：±0 ．7

水 産 動 物 類 か に 類 す わ い が に 米 国 く0 ．03 3 N ．D ． 7 0 ± 0 ．5

水 産 動 物 類 か に 類 す わ い が に ロシ ア く0 ．03 2 N ．D ． 6 9 ± 0 ．6

水 産 動 物 類 一 か に 類 す わ い が に ロ シ ア く0 ．04 2 N ．D ． 115 ± 1

水 産 動 物 類 か に 類 た ら ば が に 米 国 く0 ．03 3 N ．D ． 6 0 ：±0 ．5

水 産 動 物 類 か に 類 た ら ば が に 米 国 く0 ．0 63 N ．D ． 11 1± 1．1

水 産 動 物 類 か に 類 た ら ば が に 米 国 く0 ．04 5 N ．D ． 8 3 ± 0 ．8

水 産 動 物 類 か に 類 た ら ば が に ロ シ ア く0 ．0 39 N ．D ． 8 6 ± 0．7

水 産 動 物 類　 － そ の 他 の 水 産 動 物 類 うに チ リ 0 ．0 44 ± 0 ．0 12 N ．D ． 130 ± 0．7

水 産 動 物 類 そ の 他 の 水 産 動 物 類 うに チ リ く0 ．103 N ．D ． 15 1 ± 1．8

水 産 動 物 類 そ の 他 の 水 産 動 物 類 うに チ リ く0 ．0 47 N ．D ． 134 ：±1 ．2

水 産 動 物 類 そ の 他 の 水 産 動 物 類 うに ロ シ ア く0 ．0 8 1 N ．D ． 137 ± 1 ．4

水 産 動 物 類 そ の 他 の 水 産 動 物 類 うに ロ シ ア 0 ．0 29 ± 0 ．00 9 N ．D ． 107 ± 0 ．6

水 産 動 物 類 そ の 他 の 水 産 動 物 類 うに ロ シ ア 0 ．0 52 ± 0 ．0 13 N ．D ． 14 5 ：±1

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 キ ム チ 中 国 く0 ．0 26 N ．D ． 74 ± 0 ．4

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 キ ム チ 中 国 0．0 25 ± 0 ．00 6 N ．D ． 66 ：±0 ．4

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 キ ム チ 中 国 く0．0 3 9 N ．D ． 69 ：ヒ0 ．8

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 キ ム チ 中 国 0．0 3 9 ：±0 ．0 12 N ．D ． 84 ± 0 ．6

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 キ ム チ 中 国 く0 ．0 2 7 N ．D ． 72 ± 0 ．5

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 き ゅ うり漬 物 台 湾 く0 ，0 3 N ．D ． 13 ± 0 ．3

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 き ゅ うり漬 物 台 湾 く0 ．02 1 N ．D ． 13 ± 0 ．3

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 き ゅ うり漬 物 中 国 く0 ．05 4 N ．D ． 11 ± 0 ．5

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 き ゅ うり漬 物 中 国 く0 ．0 15 N ．D ． 11 ± 0 ．2

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 高 菜 漬 物 台 湾 く0 ．02 8 N ．D ． 4 4 ± 0 ．4

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 高 菜 漬 物 中 国 く0 ．0 29 N ．D ． 2 0 ± 0 ．3

野 菜 の 調 整 品 野 菜 漬 け 物 高 菜 漬 物 中 国 く0 ．0 17 N ．D ． 2 2 ± 0 ．2

穀 類 の 調 整 品 麦 類 の 粉 小 麦 粉 豪 州 く0 ．0 14 N ．D ． 3 9 ± 0 ．2

＊　輸入時の生重量ベース

＊＊　検出下限値以下
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Ⅲ－2　牛乳中の放射性核種に関する調査研究

（独）農業・食品産業技術総合研究機構

畜産草地研究所

西村宏一・宮本　進

北海道農業研究センター

村井　勝・鎌田八郎・上田靖子

九州沖縄農業研究センター

田中正仁・神谷裕子・鈴木知之
1．緒言

前年に引き続き、わが国の牛乳中における放射能レベルの推移を調べるため、全

国各地から採取した原料乳中の90srおよび】37cs濃度を測定した。環境への人為的放

射性核種の放出レベルが減少していることから、牛乳中の放射能レベルも地域的な

変動は多少あるものの、経年的には横這いの傾向を示し、測定値自体も非常に低い

レベルになってきている。このような状況の中で、全国各地の原料乳中の放射能レ

ベルについて調査するとともに緊急時の測定にも対応する。また、乳牛が摂取して

いる飼料についても137cs濃度を測定し、飼料と牛乳の137cs濃度の関連について検

討する。

2．調査研究の概要

（1）牛乳中の90srおよび137cs濃度の測定

経常調査は例年と同様に、全国の10カ所の国公立研究機関（北海道、岩手県、

秋田県、福島県、茨城県（畜産草地研究所）、静岡県、福井県、香川県、福岡県、沖

縄県）から、春、夏、秋、冬の4回、測定用試料（原料乳）を採取して90srおよび

】37cs濃度の測定を行った。90sr濃度の測定は、牛乳2Lを濃縮した後、4500C以下

で灰化して塩酸抽出し、HI）EHP法により低バックグランドガスフローカウンタで測定

した。137cs濃度の測定は、牛乳4Lを濃縮した後、4500C以下で灰化し、灰を測定

用容器に詰めて、高純度ゲルマニウム半導体検出器を用いて測定した（測定時間は

15～56×104秒）。なお、∫飼料中の137csの測定は試料を乾燥後、粉砕しマリネリ容器

（2L）、あるいは箱型容器（3．5L）に入れ、牛乳の場合と同様に測定した。

平成18年度における牛乳中の90sr、137csの測定結果を表1、2に示した。

90srは、8．0～36．6mBq／L、137csは、N．D．～56．3mBq／Lと前年度までと同様に低い値

であった。年間を通して（5月、8月、11月、2月）の全国平均値は17．2～18．8

mBq／L（90sr）、12．3～14．7　mBq／L（137cs）で同様に低い値で推移し、季節による変

動はみられなかった。

（2）牛乳と飼料中の137cs濃度の関連の把握

（a）つくば（畜産草地研究所）、（b）札幌（北海道農業研究センター）、（C）熊本（九州

沖縄農業研究センター）の3ヶ所について、平成18年11～12月に原料乳と給与

飼料を採取し、それらの試料中の137cs濃度を測定した。牛乳の結果は、つくば10．

1、札幌　37．1、熊本　7．6mBq／Lで、飼料については混合飼料（TMR）（54．1、r、

37．3mBq／Kg乾物）、濃厚飼料（77．7、96．3、50．9mBq／Kg乾物）、コーンサイレージ（

45．0、－、76．1mBq／Kg乾物）、グラスサイレージ（176．3、750．0、104．2mBq／K色乾物）、

乾草（N．D．、1，126．7、143．2mBq／Kg乾物）であった。

現在までのデータの一部を用いて137cs濃度の牛乳と飼料間の相関について検討し

た結果、牛乳中の137cs濃度は飼料中の濃度を反映し、両者の相関は牛乳と粗飼料間

において高く、濃厚飼料間において低い結果を得ている。今後、測定点数を増やし、

牛乳と飼料中の137cs濃度の関連について、本格的な検討を進める。
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表1　平成18年度　牛乳中90sr濃度

（mBq／し，測定値±計数誤差）

18年5月　　　　18年8月　　　　　18年11月　　　　19年2月

A
 
B
 
C
 
D
 
E
 
F
 
G
 
H
 
I
 
J

25．6±4．1

36．6±4．4

28．5±4．0

19．3±3．3

8．4±2．5

8．5±2．6

17．7±3．4

11．9±2．9

12．4±2．9

18．9±3．6

16．4±3．3

28．8±4．0

28．5±3．7

13．2±2．5

11．9±2．4

10．5±2．2

14．7±2．6

22．3±3．3

11．9±2．8

13．5±2．8

23．2±3．2

29．5±3．8

32．6±3．9

17．5±3．2

18．1±3．1

8．0±2．2

12．5±2．5

6．8±2．0

15．7±2．8

16．1±3．1

21．8±3．3

31．6±4．1

32．9±4．3

15．2±3．3

8．5±2．3

13．2±2．8

15．8±3．2

11．7±2．4

13．3±2．9

10．0±2．5

平　均　　18．8±9．2＊　　17．2±6．9＊　　　18．0±8．4＊　　　17．4±8．6＊

＊　平均値±標準偏差，N．D．：検出不可

表2　平成18年度　牛乳中137cs濃度
（mBq／し，測定値±計数誤差）

18年5月　　　　18年8月　　　　　18年11月　　　　19年2月

A
 
B
 
C
 
D
 
E
 
F
 
G
 
H
 
I
 
J

12．9±2．0

56．3±2．3

5．2±2．1

32．7±1．8

9．9±2．1

9．2±2．O

N．D．

6．3±2．1

7．1±2．1

7．3±2．1

4．0±1．8

54．1±2．2

8．6±1．8

35．4±1．9

6．5±1．5

9．8±1．8

5．7±2．2

8．3±1．7

5．1±1．8

9．9±1．8

8．5±1．8

43．9±1．9

10．5±2．0

20．3±1．7

10．1±2．0

18．9±1．8

N．D．

N．D．

9．5±1．9

9．2±1．7

5．5±1．8

30．5±2．1

9．4±2．0

22．2±1．9

9．5±2．0

7．7±1．7

5．0±1．8

6．5±1．7

12．1±2．0

14．6±1．8

平　均　　14．7±17．0＊　　14．7±16．5＊　　13．1±12．7＊　　12．3±8．2＊

＊　平均値±標準偏差，N．D．：検出不可
3．結語

最近は、牛乳中の90srおよび137cs濃度は100～101mBq／Lの低いレベルで推移してい

る。地域による変動は、乳牛が摂取する飼料の汚染の程度等を反映しているものと

考えられる。次年度以降、全国10地点から牛乳（年に4回）、飼料（年に1回）を

採取し、所定の方法で90sr（牛乳、飼料の一部）と137cs（牛乳・飼料）を測定し、

牛乳中のレベルを調べると共に平常時における牛乳と飼料中の】37cs濃度との関連に

ついての検討を進める。

緊急時に備えては、畜産草地研究所、北海道農業研究センター、九州沖縄農業研

究センターが共同し、沖縄県畜産研究センターの協力のもとに、連絡を密にとり牛

乳及び飼料等の測定体制の整備を図り、対応する。

－86－



Ⅲ－3　家畜の骨中　90sr　濃度調査（2006年度）

（独）農業・食品産業技術総合研究機構

動物衛生研究所　北海道支所

渡部　淳、高橋雄治、近山之雄

1．緒言

家畜とその飼養環境における放射能汚染を把握するため、1957　年から家畜の

骨中　90sr　濃度を継続調査している。馬や牛などの家畜は放射性降下物（フォール

アウト）により汚染された飼料を直接採取する。フォールアウトの中でも　90sr　は

骨に蓄積するため、馬や牛などの骨中　90sr　濃度を測定することは、家畜とその飼

養環境の　90sr　汚染状況を知る良い指標となる。今年度も例年と同様に、北海道内

における牛の骨中　90sr　濃度の測定を行った。

2．調査研究の概要

1）材料と方法

材料として、2006　年度内に北海道各地から採取した牛　30　例の中手骨を用い

た。骨中　90sr　濃度は、ジー（2－エチルへキシル）リン酸を用いる　90Y　溶媒抽出法

により測定した。

2）測定結果

牛の骨中　90sr　濃度は　23．9　±　6．1mBq／g・Ca　であった（表1）。これは測定を開始

してから最も低い値を示した昨年の結果（23．5　±11．2　mBq／g・Ca）に近いものであっ

た（図1）。

3．結語

骨中　90sr　濃度は1965　年（馬）、1966　年（牛）をピークとして次第に減少し、

現在では低い水準で推移している。本年度における牛の骨中　90sr　濃度は測定開始

以来の最低値となった昨年の値とほぼ同じであった。

不測の事態に備え、基礎データを蓄積することは重要であると考える。
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表1牛骨中90sr濃度
No．　　年齢　90sr（mBq／g・Ca）
C－1　　　9．8

C－2　　　　6．9

C－3　　　　8．O

Cr4　　　　9．2

C－5　　　　7．3

C－6　　　10．3

C－7　　　　6．O

C－8　　　　8．3

C－9　　　　5．6

C－10　　　5．O

C－11　　　6．7

C－12　　　6．7

C－13　　　6．7

C－14　　　4．8

C－15　　　8．1

C－16　　　6．3

C－17　　　2．8

C－18　　　7．9

C－19　　　3．8

C－20　　　8．6

C－21　　　6．1

C－22　　　4．9

C－23　　　4．9

C－24　　　4．5

C－25　　　4．5

C－26　　　4．9

C－27　　　7．4

C－28　　　6．3

C－29　　　5．8

C－30　　　8．3

20．3

25．2

39．9

33．5

10．1

23．4

25．4

24．6

26．0

11．9

21．6

27．4

29．1■

24．7

25．3

22．3

19．6

16．5

21．5

24．2

19．1

23．9

28．1

30．6

24．7

27．1

29．8

23．8

13．8

23．6

平均±標準偏差　　　23．9　±　6．1

90sr（mBq／g・Ca）

3000

2000

1000

195519601965197019751980198519901995　2000　2005　2010

年次

図1馬および牛骨中90sr濃度の年次推移
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Ⅲ－4　緊急時に対応するための野菜等の農作物および土壌の放射能調査

独立行政法人　農業環境技術研究所

藤原英司、福山泰治郎、木方展治、山口紀子

1．緒言

農業環境技術研究所では野菜等の周年栽培を実施しており、これらは原子力関

連施設における災害発生時等の緊急時において、農作物の汚染状況を迅速に把握

するための測定用試料として用いられる。また、平常時においては、作物中131Ⅰ、

134csおよび137csのバックグラウンドレベルを把握するために用いられている。最

近では農業環境における人工放射性核種による汚染が極めて低い水準で推移して

いることをふまえ、従来の人工放射性核種に加え、ウラン系列核種や40Xなど天然

放射性核種についても平常時における測定対象とし、食物摂取にともなう人工お

よび天然放射性核種による被ばく線量の推定に資するためのデータを収集する。

今回は平成18年度に収穫した作物の測定結果について報告する。

2．調査研究の概要

1）材料および方法

農業環境技術研究所内の環境放射能調査圃場において、ホウレンソウおよびチ

ンゲンサイを栽培した。これら作物を収穫後、器官別に分け可食部のみ採取し試

料とした。試料を70℃で乾燥後、電気炉により450℃で40時間加熱し、残った灰化

物50～100gをとり乳鉢を用い粉砕して測定用容器に詰め、γ線スペクトロメトリ

により24万秒間測定した。

2）結果

①131Ⅰおよび134csはすべての作物で検出されなかった。

②一部の作物からウラン系列核種が検出された。作物による226Raの吸収および、

土壌中または大気中粒子の作物表面への付着が、この理由として考えられる。

3．結語

作物中の人工放射性核種濃度は極めて低い水準にあるが、緊急時への備えとし

て引き続きデータを収集する必要がある。

－89－



表1栽培作物の概要

播種日　　　　　　　　　　収連日

ウソンレウホl

ウ

　

ウ

　

ウ

ソ
　
　
ソ
　
　
ソ

ン
　
　
ン
　
　
ン

レ
　
　
レ
　
　
レ

ウ

　

ウ

　

ウ

ホ

　

ホ

　

ホ

2
　
　
　
3
　
　
　
4

イ
　
　
イ
　
　
イ

サ

　

サ

　

サ

ン
　
　
ン
　
　
ン

ゲ

　

ゲ

　

ゲ

ン

　

ン

　

　

ン

チ

　

チ

　

チ

5
　
　
　
6
　
　
　
7

ウ

　

ウ

　

ウ

ソ
　
　
ソ
　
　
ソ

ン
　
　
ン
　
　
ン

レ
　
　
レ
　
　
レ

ウ

　

ウ

　

ウ

ホ

　

ホ

　

ホ

8

　

9

　

1

0

潤

桝

研

輔

相

聞

ン

　

ン

　

〃

　

〟

ン
　
　
ン
　
　
ン

モ

　

モ

　

　

モ

ロ
　
　
ロ
　
　
ロ

ソ
　
　
ソ
　
　
ソ

2005．11．18

20胚．03．30

20∝i．05．15

20∝i．06．13

2000．06．20

20（袷．08．07

2∝絡．08．25

2006．09．25

2006．10．10

20（袷．11．14

2006．04．07

2006．05．30

2006．鵬．20

2006．07．14

2006．08．03

2006．09．19

2006．10．13

20鵜．11．14

2007．02．20

2007．03．27

表2　栽培作物中131Ⅰ，134cs，137cs，214Bi，210pbおよび40Kの放射能濃度

放射能濃度（Bq几9生重）

闇cs　　137cs　　　　　214Bi 210pb　　　　　　40K

1ホウレンソウ　　　ND

2　ホウレンソウ　　　ND

，3　ホウレンソウ　　　ND

4　ホウレンソウ　　　ND

5　テンゲンサイ　　　ND

6　テンゲンサイ　　　ND

7　チンゲンサイ　　　ND

8　ホウレンソウ　　　ND

9　ホウレンソウ　　　ND

lO　ホウレンソウ　　　ND

ND ND O．028■　±0．012　0．295　±0．015　198．4±0．45

ND ND O．050　　±0．016　　0．251　±0．009　　212．4　±0．47

ND ND O．039　　±0．012　　0．352　±0．007　　211．9　±0．46

ND ND O．027　　±0．008　　0．386　±0．010　　176．9　±0．39

ND O．007　±0．002　　0．075　　±0．009　　　　　ND　　　　　111．7　±0．30

ND ND O．∝娼　　±0．009　　0．360　±0．0【絡

ND ND O．049　　±0．0肪　　0．344　±0．005

ND ND O．036　　±0．011　　0．395　±0．010

ND ND O．041　　±0．016　　0．526　±0．008

ND ND O．041　　±0．016　　0．5述　±0．008

127．3　±0．31

100．3　±0．25

222．5　±　0．50

194．2　±　0．48

194．2　±0．48

注）＊参考値（計数誤差の3倍以下）
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Ⅲ－5　食品試料の放射能水準調査

財団法人　日本分析センター

太田智子、庄子隆、真田哲也

1．緒言

本調査は、チェルノブイリ事故（昭和61年）を契機に、環境放射能水

準調査の強化拡充の一環として、食品中の放射能レベルを把握するとと

もに、国民の食物摂取による内部被ばく線量の推定評価に資するデータ

を蓄積することを目的に、平成元年度より平成18年度まで実施された。

18年度は17年度に続き、欧州の原子力施設を考慮し、欧州方面から輸
入されている海産食品について放射能調査を実施した。

2．調査研究の概要

1）調査対象食品

欧州方面（欧州及び北アフリカ等）から輸入されている海産食品の

なかから、輸入量の多い50食品（平成16年度財務省貿易統計を参考）
を購入し、それらについて調査した。

2）調査対象核種

・γ線放出核種

・90sr、137cs、239＋240pu、210pb、210po、226Ra、232Th、238U

3）分析・測定方法

購入した食品の可食部について乾燥・灰化等の前処理を行ったのち、

γ線スペクトロメトリーを行い、また　90sr，137cs，210pb，210po，226Ra，

239＋240puは放射化学分析で、232Th，238UはICP－MSを用いて定量した。な

お、210poについては、乾燥・灰化等の前処理を行わず分析を行った。
4）調査結果

①γ線スペクトロメトリー

γ線スペクトロメトリーにより検出された主な核種は、人工放射性

核種の137cs、自然放射性核種の40K、214Biであった。．また、17年度同
様フランス産のつぶ貝から微量の60co、106Ru、108mAgが検出された。

②90sr及び137cs

90srは2試料で検出され、その濃度は0．029Bq／kg（ノルウェー産ア

トランティツクサーモン）、0．038Bq／kg（トルコ産赤にし貝）であった。

137csは38試料で検出され、その濃度範囲は0．017Bq／kg（グリーン

ランド産かれいえんがわ、モーリタニア産たこ）～0．34Bq／kg（クロア

チア産くろまぐろ）であった。

③239＋240pu

239＋240puは6試料で検出され、その濃度範囲は0．00044Bq／kg（ノル

ウェー産ししゃも）～0．0034Bq／kg（フランス産つぶ貝）であった。
④210pb

210pbは46試料から検出され、その濃度範囲は0．050Bq／kg（マルタ

産くろまぐろ、ロシア産ぎんざけ）～1．6Bq／kg（ロシア産筋子）であ
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った。

⑤210po

210poは49試料で検出され、その濃度範囲は0．018Bq／kg（イタリア

産くろまぐろ）～1．4Bq／kg（アイスランド産ししゃも）であった。210po

放射能濃度を、過去の調査結果とともに図1に示す。

⑥226Ra

226Raは4試料で検出され、その濃度範囲は0．043Bq／kg（ロシア産か

れい）～0．20Bq／kg（ロシア産ほっけ）であった。

⑦232Th及び238U

232Thは44試料で検出され、その濃度範囲は0．000022Bq／kg（ノルウ

ェー産ししゃも）～0．0067　Bq／kg（フランス産つぶ貝）であった。

238Uはすべての試料から検出され、その濃度範囲は0．00042Bq／kg（ス

ペイン産くろまぐろ）～0．30Bq／kg（フランス産つぶ貝）であった。

3．結語

平成17年度に引き続き、欧州方面から輸入されている海産食品（50
品目）について放射能調査を行った。その結果、いずれの核種も17年度

の調査結果と同程度であった。
平成17、18年度の調査において近年わが国の近海で獲れる海産食品で

検出された報告のない60co、106Ru、108mAgがフランス産のつぶ貝から検出

されたことから、欧州産の海産食品、特に貝類については今後も調査を

行う必要があると思われる。また、多くの原子力発電所の建設がすすめ

られ、わが国の主要な食品輸入相手国でもある中国を含む近隣諸国の輸
入食品についても調査を行うことが必要であると考える。
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Ⅲ－6　青森県における勤労世帯及び漁業世帯の天然放射性核種摂取量

財団法人　環境科学技術研究所
大塚良仁

1．緒言

本調査では、青森県民の天然放射性核種による内部被ばく線量を明らかにするた

めに、青森県六ヶ所村民及び青森市民の日常食中の天然放射性核種（23g0、232，22STも、

226228Ra、210pb、210po、87Rb、14C）を分析し、それらの年間経口摂取量を見積もった。

これまでの県内における食品摂取量調査により、食品摂取量や種類は世帯の業種に

よって異なることが判明しているため、本調査では業態別の調査を行うこととし、

初めに、勤労世帯（就労世帯と自営業者を含む）及び漁業世帯について調査を行っ

た。

2．調査研究の概要

（1）試料と分析

六ヶ所村及び青森市に在住する勤労世帯及び漁業世帯の各5名（計20名）から

陰膳法により試料を得た。試料採取は平成18年6月、8月、11月及び平成19年1

月の4回行った。得られた日常食試料は、各地域・各世帯毎（それぞれ5人分）を

一つの試料として取り扱った。これらの試料に混合・乾燥・灰化等の処理を行った

後、必要に応じて化学分離を行い、試料中の天然放射性核種を分析した。14Cにつ

いては、六ヶ所村の勤労世帯と漁業世帯、及び青森市の勤労世帯の日常食試料（平

成18年6月、8月及び11月の3回分）について分析を行った。

（2）預託実効線量の計算方法

40Kを除く天然放射性核種の年間経口摂取量にそれぞれの核種に対する線量換算

係数［1］を乗じ、六ヶ所村及び青森市の勤労世帯及び漁業世帯の預託実効線量を見積

もった。40Kについては、Uchiyamaらが日本人（成人）の40K負荷量から推定した

実効線量（0．17mSv／y［21）を用いた。

（3）結果

図1に六ヶ所村及び青森市の勤労世帯及び漁業世帯の天然放射性核種の年間平均

摂取量を示し、預託実効線量及び40Kによる実効線量を図2に示した。漁業世帯（六

ヶ所村：0．80mSv、青森市：0．70mSv）の線量は勤労世帯（六ヶ所村：0．64mSv、青

森市：0．47mSv）より高く、この一因として、漁業世帯の食事摂取量（乾物重量）

が勤労世帯よりも大きいことが上げられる。

我々が青森県内において行った食品摂取量調査結果により、漁業世帯は勤労世帯

よりも水産物の摂取量が大きいことが判明している［3，4］。一般的に、水産物中の

210po濃度は他の食品に比較して高いため、図2に示された勤労世帯と漁業世帯の

210poによる線量の差は水産物の摂取量の違いによると考えられる。

－93－



1E＋2

（

皿1E＋1

く1亡べI

gヽ
＿．．′

1
　
　
　
　
2
　
　
　
　
3

－

　

　

　

－

　

　

　

－

F
L
　
　
　
　
「
【
　
　
　
　
F
L

｝
葺
墜
官
許
巨
廿

≡　；≡　弓；　買

主　主　産　主

試　　買　　完　　弐　十三
N N N N l
l l l t　　　　　くつ

だ　　苫　　屋　　∈

●：3回分の平均

図1六ヶ所村及び青森市の勤労世帯及び漁業世帯の天然
放射性核種の年間平均摂取量

（
＞
S
E
）
｛
重
重
機
藍
壷

0
　
　
　
　
　
8

1
　
　
　
0
．

6
　
　
　
　
　
4

0
．
　
　
0
．

勤労世帯　　　漁業世帯　　　勤労世帯　　　漁業世帯

六ヶ所村　　　　　　　　　　　　青森市

●：体内の4坤（による実効線量【2搾使用

図2　六ヶ所村と青森市の勤労世帯及び漁業世帯の預託

実効線量及び40Kによる実効線量

210poによる線量は内部被

ばく線量の48％から65％を

占めており、14C、40K、210pb、

228Raがそれに続いている。

これらの核種と210poと合わ

せた線量は、全体の内部被

ばく線量の98％以上を占め

ることが分かった。

3．結語

青森県民の天然放射性核

種による内部被ばく線量を

明らかにするために、青森

県六ヶ所村民及び青森市の

勤労世帯及び漁業世帯の天

然放射性核種の摂取量を求

め、預託実効線量を見積も

った。今後、これらの世帯

について調査を継続して調

査件数を増やすと共に、他

の業態の世帯（農業及び酪

農）についても調査を行う

予定である。

参考文献

［1］htemationalCommission on Radio10gicalProtection（1995）ICRPAnnals oftheICRR

Publication72，

［2］M．Uchiyama，YNakamura，S．Kobayashi（1996）HealthPhys．，71，pP．320－325．

［3］五代儀貴，中村裕二（2002）保健物理，37（4），pp．335－349．

［4］五代儀貴，中村裕二（2002）保健物理，37（2），pp．143－152．－

［5］太田智子，庄子隆，盛本隆夫（2005）第47回環境放射能調査研究　成果論文抄録集，文

部科学省，pp．95－103．

本記載事項は、青森県からの受託事業により得られた成果の一部である
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Ⅲ－7　飲用水中におけるラドンの除去手法並びに定量的解析

福岡県保健環境研究所　楢崎幸範

神戸薬科大学　　　　　　安岡由美，志野木正樹

放射線医学総合研究所　石川徹夫，床次眞司

1．緒　言

ラドンは不活性な希ガスであるため，飲用水中における除去は．

化学的処理では難し　く，活性炭等によ　る吸着処理や煮沸あるいは

曝気による揮散処理等の物理的処理が一般的である。このうち，

家庭でも利用可能な方法と　して家庭用浄水器，加熱，曝気及びく

み置きによる除去の方法が考え　られ，これらの物理的処理方法を

検討した。また，除去の過程並びに寄与する各種パラメ　ータ　につ

いて定量的な考察を加え　た。

2．調査研究の概要

供試料には神戸薬科大学構内の地下水を用いた。実験開始時の

試料中ラドン濃度は165～211Bq／1であった。ラドン濃度はその

子孫核種が平衡状態に達する　4　時間後に液体シ　ンチ　レーシ　ョ　ン

カ　ウ　ン　タ（パーキンエルマーライ　フサイ　エンス社　M。de12300TR）を用い

て　測定　し　た。

3．結　果

1）ろ過材に粒状活性炭を使用　した浄水器（表1）では，短期的に

はラド　ンの除去効果が認められた。その効果は活性炭の量や質

に左右　さ　れ，処理水量の増加　と　共

に徐　々　に低下　し　た。ま　た，ろ　過　を

中　断す　る　こ　と　に　よ　っ　て　除去効果

の復元が確認された。

中　空繊維　型逆　浸透膜　を　用　い　た

浄水　器　で　は　実　用　上　ほ　と　ん　ど　ラド

ン　の　除去作用　は見　ら　れず．潅水式

の　逆　浸　透膜　を　利　用　し　た　浄水　器　に

は　除　去　効　果　は　認　め　ら　れ　な　か　っ　た

（図1）。表1家庭用浄水器の仕様

浄水器　　　　　　　　　　　ろ　過　材

A　　　　中空繊維型逆浸透膜

B　　　粒状活性炭（22．5g）中空糸

C　　　粒状活性炭（60．0g）中空糸　　セラミック

D　　　粒状活性炭（225．0g）不織布　　セラミック
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2）希　ガ　ス　であ　る　ラド　ン　は，加熱す

る　こ　と　に　よ　っ　て　溶　解度　は　低　下

す　る。そ　の　た　め溶存す　る　ラド　ン

の一部は気中　に除去　さ　れる。し

か　し，加熱操作　だけ　では　ラド　ン

の除去効果は不充分であ　り，沸

騰す　る　こ　と　に　よ　っ　て　内部気化

現象　の　促進　に　伴　い　ほ　ぼ完全　に

除去が可能と　なっ　た（図　2）。

3）ラドンを含む地下水の場合，

空気を水中に分散さ　る　こ　と　に

よ　っ　て，ラド　ン　を大気中へ

追い出す　こ　と　ができ　る。曝気

処理　に　お　け　る　ラド　ン　の　空気

中への揮散は効果的で，除去

率　は　流量　に　対　し　て　指数閑数

的に増加　した（図　3）。

4）蓋を　し　ない状態での　く　み置

き　に　よ　る　ラド　ン　の揮散は，界

面面積が大きいほ　ど進行する

ほか，容器の形状や深　さ　と　も

関係　し　た（図　4）。
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図　3　曝　気　に　よ　る　ラド　ン　の　除　去　効　果

各　流　速　に　お　け　る　ラト◆ンの　除去率　は　黒．総　曝

気量　は　白　で　示　す。0．5L／分（｛．□）．1．O

L／分（●，○），1．5　L／分（◆．◇）

4．　結　語

水中の　ラド　ン　を効率的に除去す　る

に　は，激　し　く　界面が乱れ，水中か　ら

泡と共に揮散　しやすい状態にする

と　が　ラド　ン　の低減化に　は有効であ

こ　と　がわか　っ　た。

気
　
こ
　
る

な　お，水　中　か　ら　大気へ揮散す　る　ラ

ド　ン　は屋内の　ラド　ン濃度を高め　る　こ

と　が知　られて　い　る。水中　ラド　ンの除

去方法　と　し　て　煮沸，曝気あ　る　い　は　く

み置　き等の揮散処理に　よ　る　手段を用
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いる場合は，室内の換気率の増加や図4　くみ置きによるラドンの除去効果

換気扇利用等の対策を講じなければ　差付のペットボトル（Ⅰ）．蓋無のペット

ならないこ　とは云う　に及ばない。　　ボトル（□）．カバ＿無のビーカー（。）
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Ⅳ・分析法、測定法等に関する調査研究



Ⅳ－1環境試料中のTc－99定量に関わるレニウムの影響研究

放射線医学総合研究所

田上恵子、内田滋夫

1．緒言

長半減期核種であるテクネチウムー99（99Tc）は核分裂収率が約6％

（137csと同程度）と高く、原子力の平和利用に伴い環境中に蓄積し

ていく。環境中での99Tcの挙動を知るために環境試料中の99Tc定量

分析を行うことは重要であるが、試料中の99Tc定量に影響を与える

要因の一つとして、天然に存在する安定元素レニウム（Re）が挙げ

られる。ReはTc　と同様の化学挙動を示すことが知られており、環

境試料中の濃度およびその存在形態の変化は、99Tcの環境挙動に影

響を与えるだけでなく、その分析法にも影響を及ぼす可能性がある

と考えられる。

本調査研究では、環境試料中の　Re定量を行って環境分布を明ら

かにするとともに、トレーサー実験により環境試料中のReと　Tcの

化学形態変化を調べ分析法への影響を明らかにすることを目的とす

る。また、Re濃度がTcの挙動および存在形態に及ぼす影響につい

てもトレーサー実験により検討する。

2．調査研究の概要

1）環境中のRe濃度分析

河川水40試料（4河川各10点）及び海水試料6点を用いた。試

料量は約100mLである。各水試料は濾過後、硝酸1mLを添加し、同

位体希釈法による測定を行うために濃縮185Re（安定同位体）溶液を

スパイクした。溶液をTEVAレジンカラムに通水後、0．8M硝酸でカ

ラムを洗浄し、8M硝酸5mLで溶離した。溶離液は80℃以下で減容

し、最終的に溶液量を5mLにメスアップした。溶液中の185Re及び

187Reを誘導結合プラズマ質量分析（ICP－MS）で測定した。本分析に

ょるReの回収率はほぼ100％であった。また、ICP－MS測定では低塩

濃度条件が必須であるが、最終的に得られた試料溶液中の主要元素

は十分に除去できており、Reの定量に影響を与えなかった。

定量の結果、河川水中のRe濃度は0．39－11．25ng／Lの範囲であり、

幾何平均値は1．13ng／Lであった。最大値は、電気伝導度の結果から、

海水くさびの影響と考えられた。また、海水中のRe濃度は7－8ng／L

であった。以上のことから、環境水中の99Tc定量に天然存在比のRe

をトレーサーとして用いる場合には、本調査で得られた濃度を十分

無視できる量の添加が必要である。最大値の100倍以上の濃度を考

慮すると、数pg／LのRe添加が■妥当である0
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2）Tc　と　Reの化学分離挙動の検討

河川水試料等から　Tcを濃縮する際に、Re濃度が影響するかどう

かについて市販されている2つの　Tc　濃縮用ディスクを用いて、Re

の溶液中濃度及び流速を変えてTcの回収率を調べた。1）の結果か

ら、Re　濃度として数Pg／し　のトレーサーを添加する必要があるとい

うことから、10　pg－Re／Lと、さらに1000倍の10mg－Re／Lを各200

mL　を用いた。結果を表1に示す。どのディスクを用いた場合でも、

流速が早くても、また、Re濃度が高くても、Tcはディスクに十分保

持されていたことがわかった。

表1　Re共存下における　Tcの水試料からの分離

エムポア・ラドディスク　　TEVAディスク

0．1M HNO。　　流速　　　　回収率　　　流速　　回収率

Re濃度　　　　mL／min　　　　（％）　　　mL／min　　（％）

10llg／L　　　179

10　Pg／L　　　　39

10　mg／L　　　　188

10　mg／L　　　　　48

100

102

100

100

214　　　　　　98

57　　　　　100

203　　　　　100

44　　　　　　99

3）Tc　と　Reの環境挙動の解明

土壌試料を、95mTc及びReを含む溶液（Re濃度0、0．1、10mg／L）

で湛水し、定期的に溶液をサンプリングして、Tc　の挙動に　Re濃度

が影響を与えるかどうか調べた。Tc　も　Re　も酸化的な水溶液中では

TcO4，または　ReO了で安定であるため、土壌表面の水溶液（土壌表面
水）中の濃度は変化しないはずであるが、土壌表面水中の　95mTc　濃

度は土壌に添加後すぐに低下し始め、14　日以降は2％程度しか存在

しなくなったが、Reは水溶液中にとどまり濃度変化がなかった。こ

のことから、湛水条件下ではTc　と　Reの化学形に違いが生じること

がわかった。

3．結語

本研究調査により、環境水中　99Tc定量に　Re　を回収率トレーサー

と　して用いる際の適正量が判明した。また、濾過濃縮操作上Reが妨

害しないことが明らかになった。一方、湛水条件下ではTc　と　Reの

挙動が異なるために、トレーサ」として利用する際には注意を要す

ることが分かった。

今後は、Re　をトレーサーと　して用いる際の　Tc分析法に関するデ

ータをさらに取得し、土壌・植物中のRe定量も行う。また、植物へ

のTc　と　Reの移行挙動についても検討を行う予定である。
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Ⅳ－2　放射性核種分析法の基準化に関する対策研究

－プルトニウム分析法改訂－

財団法人　日本分析センター

磯貝啓介、及川真司、阿部剛

津吹忠弘、佐藤兼章

1．緒言

文部科学省は、原子力施設立地道府県等が環境放射線モニタリング

等に用いる分析・測定法の斉．一化を図るため、技術的進歩や社会的状

況の変化に応じて放射能測定法シリーズを制定・改訂している。

日本分析センターは文部科学省の委託を受け、その分析・測定法マ

ニュアルの原案作成を行っている。平成18年度は「プルトニウム分析

法」の改訂に関する研究を行った。放射能測定法シリーズ12「プルトニ

ウム分析法」（平成2年）について、最新のプルトニウム分析技術を

追加することにより、現在の分析目標レベルを維持しつつ、かつ、分

析所要時間の短縮及び分析操作の簡便化を可能とした。さらに、プル

トニウム同位体の測定法として、現行マニュアルで採用されているα

線スペクトロメトリーに加え、I C P質量分析法及び液体シンチレー

ション測定法を新たに追加することにより環境中に存在するプルト

ニウム同位体（238pu、239pu、240pu及び241pu）の定量を可能とした。

2．調査研究の概要

1）対象試料

対象試料は、水試料、灰試料、土試料、降下物試料、大気浮遊じん

試料及び焼結プルトニウムを含む環境試料とした。

2）分析法の特徴

①焼結プルトニウムを含む環境試料の前処理法として、マイクロウェ

ーブ分解装置を用いる溶出法を採用した。

②プルトニウムの分離・精製条件を見直し、化学収率をより向上でき

るよう改良した。

③分析操作の簡便化及び迅速化のため、ミニカラムを用いた陰イオン

交換法、抽出クロマトグラフィー及び固相抽出法を用いた分離法を

追加した。なお、溶媒抽出法については、有機溶媒の使用に伴う分

析者の健康影響上の配慮及びプルトニウムを含む有機廃液の処分
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の手間を省く観点から削除し、解説にマニュアル形式で記載した。

④プルトニウム同位体の測定法として、従来のα線スペクトロメトリ

ー（測定対象核種：238pu、239＋240pu）に加え、ICP　質量分析法（測

定対象核種：239pu、240pu）及び液体シンチレーション測定法（測定

対象核種：241pu）を追加した。（図1参照）

3）マニュアル改訂案の作成

上記の調査・検討結果を踏まえ、現行マニュアルに該当部分を追加

したマニュアル改訂案を作成した。

試　料

l

前処理

分離二精製

（プルトニウムの分離Ⅰ）

フツ化ネオジム共沈

α線スペクトロメトリー

（238pu、239＋240pu）　　　α線スペクトロメトリー

化学収率測定　　　　　（238pu、239＋240pu）

酢酸系陰イオン交換樹脂カラム

（プルトニウムの分離Ⅱ）

l I誓器監禁
液体シンチレーション測定法

（241pu）

図1測定対象とするプルトニウム同位体と測定法の選択について

3．結語

環境試料を対象とした最新のプルトニウム分析技術を調査・検討

し、その結果を基にマニュアル改訂案を作成した。
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Ⅴ．都道府県における放射能調査



Ⅴ－1北　海　道　に　お　け　る　放　射　能　調　査

北海道立衛生研究所健康科学部放射線科学科
福田　一義、佐藤　千鶴子、市橋　大山

1．　緒　　口

前年に引き続き、文部科学省委託による平成18　年度の北海道における

環境放射能水準調査の概要を報告する。

2．調査の概要

1）　調査対象

降水（定時採取）については全ベータ放射能の測定、降下物（大型水盤に

よる1ケ月採取）・陸水・海水・海底土・土壌・農畜水産物・日常食につ

いては　Ge　ガンマ線スペクトロメータによる核種分析を行った。あわせ

て、．牛乳の131Ⅰの核種分析を行った。また、空間放射線量率調査を行っ

た。

2）　測定方法

測定は、科学技術庁編「全ベータ放射能測定法」、「ゲルマニウム半導体

検出器によるガンマ線スペクトロメトリー」に準拠して行った。なお、空

間放射線量率は、モニタリ、ングポストによる連続測定及びシンチレーシ

ョ　ンサーベイメータによる月に一度の測定を行った。

・3）　測定装置

GM計数装置；アロカ　TDC－103（GM－HLB－2501）

Geガンマ線スペクトロメータ；ORTEC GEM－25185P

低バックグラウンド放射能自動測定装置；アロカ　LBC－471Q

モニタリ　ングポスト；アロカMAR－21（10月　27　日まで）

MAR－22（10月　31日から）

サーベイメータ；アロカ　TCS－166

原子吸光分光光度計；Varian Spectr AA220

4）　調査結果

大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全ベータ放射能

調査結果を表Ⅰ、牛乳中の131Ⅰ分析結果を表Ⅱ、Ge　半導体検出器によ

る核種分析測定結果を表Ⅲ、空間放射線量率測定結果を表Ⅳに示す。

降下物4月分については、蒸発残留物が　4．1g、137Cs及び40Kがそれ

ぞれ　0．056MBq／km2、1．9MBq／km2であり、黄砂の飛来によるものと考

えられる。

3．　結　語

本年度の調査において、異常値は認められなかった。
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Ⅰ大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採取年月 降水量

降水の定時採取 （定時降水） 大型水盤による降下物

放射能濃度 はq几） 月間降下量 月間降下量

（m m ） 測定数 最低値 最高値 （M Bq瓜m 2） （M Bq瓜m 2）

2006年 4月 76．0 8 m N D N D
／

5月 42．0 9 N D N D N D
＼　　　 ／

6 月 75．0 11 N D N D N D
＼　　 ／

7月 120．5 5 m N D N D
＼　 ／

8月 38．0 6 N D N D N D
＼ ／

9月 54．0 8 m N D N D
＼ ／

10月 75．5 8 m m N D
∨

11月 148．0 13 N D N D m
∧

12月 74．0 10 m N D N D
／ ＼

皇007年 1月 72，5 11 m m m ／ ＼

2月 68．5 10 N D N D m
／　 ＼

3月 46．5 9 ND N D N D
／　　 ＼

年間値 890．5 108 m N D N D～m
／　　　 ＼

前年までの過去3年間の値 330 N D 5．0 N D～9．1
＼

Ⅱ　牛乳中の131Ⅰ分析結果

採　 取　 場　 所 札　 幌　 市　 北　 区
前 年 度 ま で

過 去 3 年 間 の値

採　 取　 年　 月　 日 H 18．5．10 H 18．7．4 H 18．9．5 H 18．11．7 H 19．1．10 H 19．3．6 最低値 最高値

放射能濃度 （B q几） N D N D N D N D N D N D m N D
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Ⅲ　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析調査結果

試　 料　 名
採 取

場 所

採 取

年 月

検

体

数

137C S
前 年 度 ま で

過去 3 年間の値

そ の 他 の

検 出 さ れ た

人口放射性核種

単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

降　 下　 物 札幌市 毎　 月 12 N D 0．056 m 0．19 M B q／km 2

陸

水

上 原　 水 札幌市 H 18．5 1 N D N D 0．57

m B q／L水 蛇 口水

淡　 水

稚内市 H 18．6 1 N D m N D

石狩市 H 18．7 1 m N D N D

土

壌

0～5cm 札幌市 H 18．8 1
19 19 3 2 B q此g 乾土

0．58 0．34 0．73 G B q此m 2

5～20cm 札幌市 H 18．8 1
12 10 17 B q肱g 乾土

1．3 0．97 1．6 G B q此m 2

精

米

生産地 石狩市 H 18．11 1 N D N D m
B q戊g 精米

消費地 札幌市 H 18．11 1 N D N D N D

野

菜

大　　　 根 恵庭市 H 18．8 1 0．046 N D N D
B q此g 生

ホ ウレン草 恵庭市 H 18．8 1 N D N D N D

牛

乳

生産地・W liO 札幌市 H 18．5 1 N D N D 0．08 2
B q几

消　 費　 地 札幌市 H 18．5 1 N D N D N D

淡水産生物 暮 鮒
石狩市 H 18．7 1 0．090 N D 0．050 B q／kg 生

日　 常　 食 札幌市
H 18．6

H 18．12
2 N D 0．02 3 N ．D ． 0．033 B q／人 ・日

海　　　 水 余市町 H 18．6 1 N D m m m B q／L

海　 底　 土 余市町 H 18．6 1 N D N D N D B q肱g 乾土

海

産

生

物

鮭 浦河町 H 18．9 1 0．053 0 ．06 9 0．08 6 B q肱g 生

真　　 鱈 釧路市 H 19．1 1 0．15 0．20 0．22 B q肱g 生

ホッキ貝 苫小牧市 H 18．8 1 N D N D 0．03 8 B q／k g 生

ホタテ貝 猿払村 H 18．8 1 0．03 1 N D N D B q／kg 生

コ　ン　プ 余市町 H 18．6 1 N D N D N D B q／kg 生
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Ⅳ　空間放射線量率測定結果

測　　 定　　 年　　 月
モニタリングポス ト （nG y瓜） サーベイメータ

（n G y瓜）最低値 最高値 平均値

20 06 年 4 月 24 3 5 25 7 1

5 月 24 34 2 6 70

6 月 24 4 0 2 6 8 0

7 月 2 5 4 4 26 7 7

8 月 2 5 36 26 74

9 月 24 4 2 2 7 74

10 月 2 6 5 3 29 74

1 1 月 28 60 3 1 6 9

12 月 26 63 3 0 6 9

20 0 7 年 1 月 25 5 1 2 9 6 2

2 月 2 3 7 1 28 63

3 月 2 4 45 29 74

年　　 間　　 値 23 7 1 2 8 62～80

前年度まで過去 3 年間の値 16 8 4 26 5 4～76

－108－



Ⅴ－2青森県における放射能調査

青森県原子力センター

工藤俊明三浦誓也※1阪崎俊璽※2
佐々木久美子　高橋秀昭

※1現青森県中南地域県民局地域連携部弘前環境管理事務所
※2　現青森県青書助二蛙県臣忘助成遺推新書姦潰唐等押立法話

1．緒　言

平成18年度に文部科学省の委託により実施した青森県における放射能調査の概要を報
告する。

2．調査の概要
（1）調査対象

①全ベータ放射能……降水（定時採取）
②131Ⅰ　分　析……牛乳

③γ線放出核種分析……降下物、上水（蛇口水）、土壌、精米、野菜類、牛乳、日常食、
海産生物、海水、海底土

④空間放射線量率……モニタリングポスト、サーベイメータ
（2）測定方法

試料の採取、前処理及び測定は「放射能測定調査委託実施計画書（平成18年度）」及
び放射能測定法シリーズ（文部科学省編）に準拠し実施した。

（3）測定装置
①全ベータ放射能

低バックグラウンド放射能自動測定装置（アロカ製LBC－472Q型）
、②131Ⅰ分析及びγ線放出核種分析

ゲルマニウム半導体検出器（SEIKOEG＆GORTEC製GMX－25190型）
③空間放射線量率

モニタリげポスト：空間放射線測定器（アロカ製MSR－R42型3¢×3inchNaI（Tl）シンチレーション検出器）

サーへヾィメータ‥NaI（Tl）シンチレーションサーベイメータ（アロカ製TCS－166型）
（4）調査結果

①降水の全ベータ放射能測定結果を表1に示す。

測定結果はすべて過去3年間の測定値の範囲内であった。
②牛乳中の131Ⅰ測定結果を表2に示す。

測定結果は過去3年間と同様、いずれも検出限界以下であった。
③各環境試料のγ線放出核種分析結果を表3に示す。

土壌（青森市）中の137cs測定結果が、過去3年間の測定値の範囲を外れたが、こ
れまでとほぼ同じ水準であり環境レベルの変動と考えられる。
④空間放射線量率測定結果を表4に示す。

調査結果（平成18年12月）が過去3年間の測定値の範囲を上回ったが、降雨雪によ
る影響と考えられる。

3．結　語

平成18年度の調査結果は、これまでとほぼ同じ水準であった。
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表1定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取

年　 月

降 水 量

（m m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q ／L） 月 間

降 下 量

（M B q ／kn 2）測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 1 7 年　 4 月 5 1 ．6 9 N ．D 2 ．3 14

5 月 5 7 ．4 8 N ．D 2 ．3 1 7

6 月 5 4 ．7 9 N ．D 0 ．9 9 ．6

7 月 9 7 ．1 7 N ．D 0 ．2 6 ．2

8 月 8 2 ．1 6 N ．D 0 ．6 4 ．4

9 月 9 0 ．8 7 N ．D 0 ．5 8 ．5

1 0 月 2 7 ．8． 3 N ．D 1．3 7 ．8

1 1 月 1 6 4 ．7 15 N ．D 1．5 8 0

1 2 月 19 9 ．5 1 1 N ．D 2 ．2 9 6

平 成 1 8 年　 1 月 1 17 ．6 8 N ．D 3 ．1 5 5

2 月 5 3 ．4 9 N ．D 5 ．8 5 6

3 月 5 7 ．6 14 N ．D 2 ．6 6 5

年　 間　 値 10 54 ．3 10 6 N ．D 5 ．8 4 ．4～ 9 6

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 3 8 3 N ．D 5 ．9 0 ．4 5 ～ 19 0

（注）N．D：検出限界以下（計数値がその計数誤差の3倍以下のもの）

表2　牛乳中の131Ⅰ分析結果

採 取 場 所 青　 森　 市 前年度まで過去 3 年間の値

採 取 年 月 日 H18．6．13 H18．7．18 H 18．8．22 H 18．10．25 H 18．11．22 H 18．12．12 最 低 値 最 高値

放 射 能 濃 度 （Bq／L） N．D N．D N．D N．D N．D N ．D N．D N．D

（注）N．D：検出限界以下（計数値がその計数誤差の3倍以下のもの）
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表3　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採取場所
採取

年月

検

体

数

137cs
前年度まで

過去 3 年間の値

その他の検出

さ れ た 人 工

放 射 性 核 種

単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

降　 下　 物 青森市
H18．4

～H 19．3
12 N．D 0．13 鱒．D 0．17 － MBq／km2

陸

水
上水 （蛇 口水） 青森市 H18．6 1 N．D N．D N．D － mBq／L

土

壌

0 ～ 5 cm

青森市 H18．7 1
5．4 5．8 6ご9 － 恥／短乾土

190 170 270 － h阻q／h 2

五所川原市 H18．7 1
2．5 2．3 3．8 － 恥／kg乾土

95 85 110 － MBq／km2

5 ～ 2 0 cm

青森市 H18．7 1
6．0 5．8 7．1 － 恥他乾土

690 630 660 － l但q／h 2

五所川原市 H18．7 1
2．9 N．D 6．3 － 恥几g乾土

330 N．D 930 － 肥q／h 2

精　　　 米 弘前市 H18．11 1 N．D N．D N．D － 恥／短精米

野

菜

ジャガイモ 五所川原市 H18．9 1 N．D N．D N．D －

Bq／kg生キャベツ
五所川原市 H18．9 1 N．D N．D N．D －

おいらせ町 H18．10 1 N．D N．D 0．053 －

大　　　 根 おいらせ町 H18．10 1 N．D N．D N．D －

牛　　　 乳 青森市 H18．8 1 N．D 0．031 0．23 － Bq／L

日　 常　 食 青森市
H18．6

H18．12
2 N．D N．D N．D 0．051 － Bq／人 目

海　　　 水

深浦町

（風合瀬沖）
H18．8 1 N．D N．D　● N．D －

mBq／L
平内町

（陸奥湾）
H18．8 1 N．D N．D N．D －

海　 底　 土

深浦町

（風合瀬沖）
H18．8 1 N．D N．D N．D ー

恥珠g乾土
平内町

（陸奥湾）
H18．8 1 N．D N．D 5．2 －

海

産

生

物

ワ　 カ　 メ

深浦町

（風合瀬沖）
H18．5 1 N．D N．D N．D －

Bq／kg生

今別町

（今別沖）
H18．5 1 N．D N．D N．D －

ムラサキイガイ
深浦町

（風合瀬沖）
H18．5 1 N．D N．D N．D －

カ　 レ　 イ
平内町

（陸奥湾）
H19．1 1 0．083 0．079 0．095 －

ホ　 タ　 テ
平内町

（陸奥湾）
H19．1 1 N．D N．D N．D －

（注）N．D：検出限界以下（計数値がその計数誤差の3倍以下のもの）
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表4　空間放射線量率測定結果

測　　 定　　 年　　 月

モ ニ タ リン グポス ト（nGy／h）
サ ーベ イ メー タ

（nGy／h）
最 低 値 最 高値 平 均値

平 成 1 8 年　 4 月 26 46 ・ 29 46

5 月 27 40 29 57

6 月 28 48 29 56

7 月 27 42 29 57

8 月 28 40 30 59

9 月 28 50 30 56

1 0 月 27 50 30 52

1 1 月 27 61 31 6 1

1 2 月 22 90 29 50

平成 1 9 年　 1 月 23 57 28 40

2 月 23 71 29 40

3 月 24 54 29 41

年　　 間　　 値 22 90 2 8 40～61

前年 度 ま での過 去 3 年間 の値 9 80 29 39～65

（注）モニタリンクヾポスト：3MeVを超える高エネルギー成分を含まない。

サーヾイメづ：3MeVを超える高エネルギー成分を含む。
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Ⅴ－3　岩手県における放射能調査

岩手県環境保健研究センター

松本　文雄　間山　秀信

1．緒言

平成18年度岩手県において実施した文部科学省委託による環境放射能水準調査

結果について報告する。

2．調査の概要

（1）調査対象

（∋　定時降水の全ベータ放射能

②　空間放射線量率

モニタリングポスト及びサーベイメータ

③　Ge半導体検出器による核種分析

大気浮遊じん、降下物、上水（蛇口水）、土壌、精米、野菜（大根、白菜）、牛

乳、日常食、海水、海底土、海産生物（昆布、はたて貝）

※海底土、海産生物（昆布）は18年度より開始

（2）測定方法

試料の採取、前処理及び空間放射能線量率の測定は、「放射線測定調査委託実

施計画書（文部科学省・平成18年度）」、全ベータ放射能測定は文部科学省　放射

能測定法シリーズ「全ベータ放射能測定法（昭和51年改定）」、核種分析は同シリ

ーズ「ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリ（平成4年改訂）」によ
り実施した。

（3）測定装置

①　全ベータ放射能：プラスチックシンチレ一夕ーALOKA製JDC－3201

②　空間放射能線量率：サーベイメータALOXA製TCSL171

モニタリングポストALOXA製M－21

③　Ge半導体核種分析装置‥SEIKO－EG＆G7700、ORTECGEM－15180P

（4）調査結果

①　定時降水の全ベータ放射能は表1に示した。月間降下量は過去3年間の値

と比較して3月に最高の値となったが、降水時の放射能濃度は例年と同レ

ベルであり、異常値は認められなかった。

②　空間放射線量率（サーベイメータ及びモニタリングポスト）の結果は表2に示し

た。例年通りで異常値は認められなかった。

③　Ge半導体検出器による核種分析の結果は表3に示した。降下物及び土壌

から137Csが検出された。降下物に関しては過去3年間での最高値付近、

土壌は最低値付近であった。過去3年間で137Csが検出された野菜、牛乳、

日常食、海産生物（帆立貝）は今年度は検出されなかった。

3．結語

平成18年度の岩手県における環境放射能のいずれの調査項目においても異常値

は認められず、過去3年とほぼ同程度の測定値であった。
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表1　大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取 年 月
降 水 量

（mm ）

降 水 の 定 時採 取 （定 時 降 水 ）
大型水盤 による　降下物

放 射 能 濃 度 （B q／1） l頂 南 面 〒盲

l （岨 q ／k I正）

月 間 降 下 量

（MB q ／k Iぜ）測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18 年 4 月 10 0 12 N ．D 2 ．7 19 ．1 －

5 月 115 ．7 6 N ．D ．N ．D N ．D

6 月 14 6 ．3 9 N ．D N ．D N ．D －

7 月 8 5 ．5 10 N ．D N ．D N ．D －

8 月 4 2 7 N ．D N ．D N ．D －

9 月 9 7 ．1 6 N ．D N ．D N ．D ー

1 0 月 12 6 ．3 5 N ．D N ．D N ．D －

1 1 月 14 7 ．8 12 N ．D N ．D N ．D －

1 ‾2 月 8 3 ．3 9 N ．D N ．D N ．D －

平 成 19 年 1 月 7 5 ．2 6 N ．D N ．D N ．D －

2 月 75 ．1 5 N ．D 2 ．1 2 1 ．2 －

3 月 13 4 ．4 10 N ．D 3 ．6 1 05 ．3 －

年 間 値 12 2 8 ．7 9 7 N ．D 3 ．6 14 5 ．6 －

前 年度 ま での過 去 3 年 間の値 2 9 8 N ．D 4 ．1 N ．D ～ 50 ．1
－

表2　空間放射線量率測定結果

測定年月
モニタ リングポス ト （nGy／h） サーベイ メー タ

（nG y／h）最高値 最低値 平均値

平成 18 年 4 月 38 2 1 2 3 3 4．4

5 月 2 9 20 2 2 3 4．6

6 月 4 9 2 1 2 2 3 5．2

7 月 38 2 1 2 3 3 2．8

8 月 33 2 1 2 2 3 0．6

9 月 38 2 1 2 3 3 7．8

1 0 月 33 2 1 2 3 3 5．8

1 1 月 4 8 2 1 2 4 亭6．4

1 2 月 4 9 2 1 2 4 3 2．4

平成 19 年 1 月 44 2 1 2 3 3 3．8

2 月 74 18 2 4 3 9．4

3 月 45 20 2 4 3 3．6

年間値 74 18 2 3．1 3 0．6 ～39．4

別年度までの過去

3 年間の値
76 14 2 3．6 2 3．0 ～48．2
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表3　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定結果

試料名

採
取
場
所

採
取
年
月

検
体
数

137c s
前年度までの

過去 3 年間の値 その他の

検出 され

た人工核

種

単位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 盛岡
4 回／

年
4 N ．D N ．D N ．D N ．D な し m B q／m 3

降下物 盛岡 毎月 12 N ．D 0．182 N ．D 0．173 な し
M B q此

m 2

上水 蛇 口水 盛岡 7 月 1 N ．D N ．D N ．D な し m B q／L

土
壌

0～5 cm 滝沢 8 月 1 4 7．5 4 6．2 7 0．9 な し
B q此g

乾土
5～20 cm 滝沢 8 月 1 7．26 6．65 14．4 な し

精米 滝沢 11 月 1 N ．D N ．D N ．D な し B q瓜g 生

野
菜

大根 盛 岡 11 月 1 N ．D N ．D 0．014 1 な し

B q肱g 生

白菜 盛岡 11 月 1 N ．D N ．D 0．04 3 な し

牛乳 原乳 滝沢 8 月 1 N ．D N ．D 0．09 1 なし B q／L

日常食 盛 岡
6 月

12 月
2 N ．D N ．D 0．0 13 5 0．04 0 9 なし

B q／人 ・

日

海水 洋野町 7 月 1 N ．D N ．D なし m B q／L

海産

生物

帆立貝 山田 1 月 1 N ．D N ．D 0．02 0 4 なし B q肱g 生

昆布 洋野町 8 月 1 N ．D － B q肱g 生

海底土 洋野町 7 月 1 N ．D －
B q／k g

乾土

注：計数値が計数誤差の3倍を下回るものについては「N．D」と表記している。
：海水については、平成15年度より実施している。
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Ⅴ一4　秋　田　県　に　お　け　る　放射能調査

秋田県健康環境センター

珍田　尚俊　柳田　知子

1．緒　言

文部科学省の委託により、秋田県における環境及び食品中の放射能レベルを把握し、

それらの変動を監視する環境放射能水準調査を毎年実施している。ここでは、平成18

年度（18年4月～19年3月）の調査結果について報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

a）全β放射能分析…・定時降水（原則として平日午前9時に採取した雨水）

b）γ線放出核種分析…・大気浮遊じん（3ケ月毎）、（月間）降下物、陸水（蛇口水、河川水）、
土壌、精米、野菜（大根、キャベツ）、牛乳（市販乳）、日常食、海産生物（アカモク）

C）空間放射線量率…・モニタリングポスト（連続測定）、サーベイメータ（月1回測定）

2）測定方法

試料の採取、調整及び測定は、文部科学省編「環境放射能水準調査委託実施計画

書（平成18年7月）」と、旧科学技術庁編の「全β放射能測定法（昭和51年改訂）」、
「環境試料採取法（昭和58年）」、「ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペ

クトロメトリー（平成2年改訂）」に準拠して行った。

3）測定装置

a）全β放射能分析…・低バックグランド自動測定装置：アロカ製LBC－471－Q

b）γ線放出核種分析…・ゲルマニウム半導体核種分析装置：
セイコーEG＆G製MCA－7700、EG＆Gオルテック製GEM－20P

c）空間放射線量率…・モニタリングポスト：アロカ製MAR－22
シンチレーションサーベイメータ：アロカ製TCS－166

4）調査結果

a）全β放射能分析（表1）

試料の全量から年間降水量は約1517mm、定時降水の年間試料数は133試料で

あり、全試料中72試料で全β放射能が検出（濃度の最高値は4月17～18日間の

15．6Bq／L）された。また、全β放射能の年間降下量は約996MBq／km2であった。
b）γ線放出核種分析（表2及び表3）

牛乳中の131Ⅰ分析の結果、全て不検出であった。また、月間降下物（18年4～6

月分）、河川水、土壌及び日常食（18年6月分）から137Csが検出されたが、137Cs

以外の人工放射性核種は全ての試料について検出されなかった。

C）空間放射線量率測定（表4）

今年度は積雪がほとんどなかったため、冬期間における例年のような低値（積雪

が地面・建物からの放射線を一部吸収することが原因）は観測されなかった。月間

及び年間平均値は36nGy／h前後で、過去3年間と同様のレベルであった。

3．結 壬丘

4月17～18日間の定時降水の全β放射能濃度が例年よりも高値であったのは、試料

中に黄砂が多く混入していたため、その放射線の影響によるものと推察された。また、

試料から検出された137Csは過去の核実験等により生成し、その半減期が長いために

現在も検出されているものと考えられるが、その量は極めて低いレベルであった。
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表1．定時降水試料中の全β放射能調査結果
採 取 場 所 ： 秋 田市

採 取

年 月

降 水 量

（m ）

降 水 の 定 時 採 取　 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q 几 ）
月 間 降 下 量

（M B q／k m 2）
測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18 年 4 月 9 5 ．2 1 3 N ．D 1 5 ．6 1 2 6 ．5

〝　　 5 月 12 3 ．2 10 N ．D 5 ．8 6 9 ．1

〝　　 6 月 76 ．1 8 N ．D 1．5 1 2 ．1

〝　　 7 月 2 4 9 ．4 1 1 N ．D N ．D N ．D

J／　　 8 月 8 2 ．1 5 N ．D N ．D N ．D

77　　 9 月 6 5 ．7 7 N ．D N ．D N ．D

77　 1 0 月 1 1 5 ．4 （76 ＿．8） 8 （4） N ．D 1．2 （1．1） 15 ．4 （3 ．3）

〝　 1 1 月 2 3 5 ．4 16 N ．D 3 ．0 2 0 2 ．7

〝　 12 月 13 2 ．0 1 3 N ．D 3 ．7 1 8 0 ．8

平 成 19 年 1 月 13 6 ．6 1 4 N ．D 7 ．0 8 4 ．0

〝　　 2 月 6 4 ．5 1 1 0 ．8 9 5 ．1 12 8 ．4

〝　　 3 月 14 1．0 1 7 N ．D 6 ．9 1 7 6 ．9

年　 間　 値 15 16 ．6

（14 7 8 ．0 ）
13 3 （1 2 9 ） N ．D 1 5 ．6 9 9 5 ．9 （9 8 3 ．8 ）

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の値 4 2 4 N ．D 4 ．8 3 9 8 ～ 8 4 2

：カ ッ コ 内 の 測 定 値 は 北 朝 鮮 核 実 験 に よ る 放 射 能 緊 急 調 査 実 施 時 （10 月 10 ～ 2 5 日分 ）を 除 い た 値

表2．牛乳中の131Ⅰ分析結果

採 取場所 秋 田市 秋 田市 秋 田市 秋 田市 秋 田市 秋 田市
前年 度 まで過 去

3 年 間の値

採 取 年月 日 H 18．4．10 H 18．6 ．19 H 18．8．14 H 18．10．罰 H 18．12．13 H 19．2．2 2 最 低値 最 高値

放 射能 濃度

（B q几）
N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D
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表3．ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試 料 名 採 取 場 所

採

取

年

月

検

体

数

137 C s
前 年 度 ま で の

過 去 3 年 間 の 値
そ の 他 の

検 出 され

た 人 工 放

射 性 核 種

単　 位

最 低 値 最 高 値 最 低 値 最 高 値

大 気 浮 遊 じん 秋 田 市

H 18 ．4

～
H 19 ．3

4 N ．D N ．D N ．D N ．D な し m B q／m 3

降 下 物 J／

H 18 ．4

～
H 19．3

12 N ．D 0 ．2 9 N ．D 0 ．25 な し M B q ／k m 2

陸

水

蛇 口水 ／／ H 18．6 1 N ．D N ．D N ．D

な し m B q几
淡 水

（河 川 水 ） ／／ H 18．9 1 0 ．39 N ．D 0 ．42

土

壌

0 ～ 5 cm JJ H 1 8 ．9 1

2 8 2 3 5 1 な し B q／k g 乾 土

6 80 5 50 2 2 0 0 な し M B q／k m 2

5 ～ 2 0cm JJ H 1 8 ．9 1

23 18 2 4 な し B q／k g 乾 土

3 00 0 17 0 0 2 0 0 0 な し M B q ／k m 2

精 米 ／／ H 18 ．10 1 N ．D N ．D N ．D な し B q／k g 精 米

野

菜

大 根 JJ H 18 ．10 1 N ．D N ．D N ．D

な し B q／k g 生

キ ャベ ツ ／J H 18 ．10 1 N ．D N ．D N ．D

牛 乳 （市 販 乳 ） ／J H 18．8 1 N ．D N ．D 0 ．08 5 な し B q／L

日常 食 秋 田市 H 18 ．6

H 18．12
2 N ．D　　 O ．0 62 N ．D 0 ．0 30 な し B q／人 ・目

海 産 生 物 （アカモク） 男 鹿 市 H 19 ．2 1 N ．D － ー
な し B q／k g 生
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表4．空間放射線量率測定結果

測定場所：秋田市

測　 定　 年　 月

モ ニ タ リ ン グ ポ ス ト （n G y 几 ）

サ ー ベ イ メ ー タ

（n G y 仇 ）

最 低 値 最 高 値 平 均 値

平 成 1 8 年 4 月 3 3 ．6 5 3 ．7 3 5 ．8 5 6 ．0

〝　　 5 月 3 3 ．6 4 6 ．9 3 5 ．4 5 2 ．6

JJ　　 6 月 3 3 ．5 4 8 ．6 3 5 ．3 4 8 ．8

〝　　 7 月 3 3 ．7 5 4 ．4 3 6 ．2 5 3 ．0

〝　　 8 月 3 3 ．8 5 2 ．9 3 5 ．7 5 4 ．4

〝　　 9 月 3 3 ．7 4 5 ．8 3 5 ．9 5 4 ．8

JJ　 10 月 3 3 ．9 4 3 ．4 3 5 ．9 5 2 ．2

〝　 1 1 月 3 3 ．9 5 8 ．4 3 7 ．2 5 4 ．4

〝　 1 2 月 3 3 ．1 6 7 ．2 3 7 ．2 5 1 ．0

平 成 1 9 年 1 月 3 3 ．4 5 4 ．0 3 6 ．2 5 1 ．2

〝　　 2 月 3 3 ．8 6 2 ．1 3 6 ．9 4 7 ．2

〝　　 3 月 3 2 ．9 6 3 ．7 3 6 ．5 4 8 ．4

年　　 間　　 値 3 2 ．9 6 7 ．2 3 6 ．2 5 2 ．0 （平 均 値 ）

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 2 1 ．8 8 6 ．0 3 5 ．8 3 4 ．4 ～ 5 9 ．6
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Ⅴ－5　山　形　県　に　お　け　る　放射能調査

山形県衛生研究所

伊藤　健，高年美穂子，笠原義正

1．緒言

前年度に引き続き、平成18年度に山形県が実施した文部科学省委託環境放射能水準調

査の結果について報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

定時降水の全β放射能および降下物・陸水（上水）・土壌・精米・野菜・牛乳・日常食・

海産生物（魚類，貝類，海藻類）の各々の核種分析，並びにサーベイメータ，モニタリン

グポストによる空間放射線量率を測定した。

2）測定方法

試料採取，前処理，全β，γ放射能測定及び空間放射線量率の測定は、文部科学省編

『環境試料採取法（昭和58年）』，『全ベータ放射能測定法（昭和51年）』，『ゲルマニウ

ム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー（平成2年）』及び平成16年度放射能

測定調査環境放射能水準調査委託実施計画書により行った。

3）測定装置

a．全β放射能

b．γ線核種分析

C．空間放射線量率

GM自動測定装置（Aloka製JDC－163）

Ge半導体核種分析装置（セイコーEG＆G製ORTECGEM15180）

シンチレーションサーベイメータ（Aloka製TCS－171）

モニタリングポスト（Aloka製M－21）

4）調査結果

a．定時降水の全β放射能調査結果を表Ⅰに示した。例年と同様のレベルであった。

b．γ線核種分析調査結果を表Ⅱに示した。例年と同程度の値であった。

C．空間放射線量率測定結果を表Ⅲに示した。例年と同程度の値であった。

3．結　語

平成18年度の山形県の環境放射能レベルは、前年度までの過去3年間の本県における

放射能レベルと同程度であった。
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（Ⅱ）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試料名 採取場所 採取年月
検

体
数

137c s 前年度まで
過去 3 年間の値 その他の検出 され た

人工放射性核種
単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 山形市 18．4～
19 ．3

4 N ．D N ．D N ．D N ．D － m B q′m 3

降下物 山形市 18 ．4～
19 ．3

12 N ．D 0 ．11 N ．D 0 ．13 － M B q此m 2

陸

水

上水　 源水

m B q／L蛇 口水 山形市 18．6 1 N ．D N ．D －

淡水

土

壌

0～5cm 山形市 18．8 1

1．9 18 23 － B q此g乾土

750 76 8 1130 － M B q此m 2

5～20cm 山形市 18．8 1

4 ．2 4 ．2 8．3 － B q此g乾土

450 472 846 － M B q此m 2

精　 米 山形市 18．11 1 N ．D N ．D N ．D － B q耽g精米

野　　 大嘩 山形市 18．10 1 0 ．04 8 N ．D N ．D －
B q此g生

菜　 ホウレン草 山形市 18．10 1 N ．D N ．D N ．D －

茶 B q此g乾物

牛　 乳 山形市 18．8 1 N ．D N ．D N ．D － B q／L

淡水産生物 B q此g生

日常食 山形市 18．6，11 2 N ．D 0．038 N ．D 0．043 － B q／人 ・日

海水
m B q／L

海底 土 B q此g乾土

海

産

生

物

サザェ 酒 田市 18．6 1 N ．D N ．D N ．D －

B q耽g生ワカメ 酒 田市 18．6 1 N ．D N ．D N ．D －

イ ワシ 山形市 18．8 1 0．057 N ．D 0．058 －
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（Ⅰ）大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取

年 月

降水 量

（m m ）

降水 の定時採 取 （定 時 降水） 大型 水盤 に よ る降 下物

放 射 能濃 度 （B q／L ）
月 間 降下 量

（M B q此m 2）

月 間降下 量

（M B q此m 2）
測 定数 最低 値 最 高値

平 成 18 年 4 月 5 9．6 8 N ．D N ．D N ．D －

5 月 4 1．0 7 N ．D N ．D N ．D －

6 月 8 6．0 9 N ．D N ．D N ．D －

7 月 2 4 2．5 12 N ．D N ．D N ．D －

8 月 16 3．0 6 N ．D N ．D N ．D －

9 月 16 2．5 9 N ．D N ．D N ．D －

10 月 2 5 9．0 5 N ．D N ．D N ．D －

11 月 12 4 ．0 12 N ．D N ．D N ．D －

12 月 14 8 ．5 13 N ．D N ．D N ．D －

平成 19 年 1 月 9 9 ．0 10 N ．D N ．D N ．D －

2 月 6 6 ．5 7 N ．D N ．D N ．D －

3 月 6 0．0 13 N ．D N ．D N ．D －

年　 間　 値 15 1 1．6 1 1 1 N ．D N ．D N ．D －

前 年度 ま での過 去 3 年 間の値 3 4 3 N ．D N ．D N ．D －
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（Ⅲ）空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月

モニタ リングポス ト（nG y几） サーベイメー タ

最低値 最高値 平均値 （nG y仙）

平成 18 年　 4 月 37 5 1 3 8 8 6

5 月 3 7 5 0 3 9 84

6 月 3 7 4 7 3 9 84

7 月 3 7 5 5 3 9 8 7

8 月 3 7 5 6 3 9 84

9 月 3 6 5 4 3 8 9 7

10 月 3 6 4 7 3 8 9 0

11 月 3 7 5 8 3 9 9 6

12 月 3 5 5 9 3 9 8 5

平 成 19 年 1 月 34 5 5 3 8 8 1

2 月 3 6 6 6 3 9 9 3

3 月 3 5 4 9 3 8 9 2

年　 間　 値 34 6 6 3 9 8 1～ 9 7

前年度 までの過去 3 年 間の値 25 7 3 4 0 54 ～ 9 7
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Ⅴ－6　宮城県における放射能調査

宮城県原子力センター

高橋正人　　　面川和信
木村昭裕　　　伊藤節男
石川陽一　　　佐藤博明

1．緒　　口

前年度に引き続き、平成18年度に文部科学省の委託を受けて宮城県が実施した「環境放射
能水準調査」の結果を報告する。

2．調査概要

1）調査対象

定時降水については全ベータ放射能の測定、降下物、陸水、土壌、日常食、農畜産物、海
産生物、及び牛乳についてはゲルマニウム半導体検出器による核種分析を行った。

また、サーベイメータによる空間線量率を毎月1回、モニタリングポストによる空間線量
率を周年連続で測定した。

2）測定方法

全ベータ放射能は文部科学省編「全ベータ放射能測定法」（昭和51年改訂）、核種分析
は同省編「ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー」（平成4年改訂）、
サーベイメータ及びモニタリングポストによる空間線量率は「放射能測定　調査委託実施計
画書（平成18年度）」に基づいて行った。

3）測定装置

①全ベータ放射能オートサンプルチェンジャー付β線自動測定装置

②核種分析　オルテック。。半導踪諾JDC‾3201）
セイコーEG＆G多重波高分析装置

③サーベイメータによる空間線量率
NaI（Tl）シンチレーション式サーベイメータ

（アロカ製TCS－166）
④モニタリングポストによる空間線量率

4）調査結果

NaI（Tl）シンチレーション式モニタリングポスト
（アロカ製MAR－21）

表－Ⅰに定時降水試料の放射能測定結果を示す。
表－Ⅱに牛乳（原乳）の131Ⅰの分析結果を示す。
表－Ⅲに降下物、陸水、土壌、農畜産物、日常食及び海産生物の核種分析結果を示す。
表－Ⅳにサーベイメータ及びモニタリングポストによる空間線量率の測定結果を示す。

3．結　　語

定時降水試料の放射能測定結果は、例年よりもやや高いレベルであった。これは4月から5
月にかけて放射能濃度の高い降雨が多く出現したためである。ゲルマニウム半導体検出器によ
る核種分析結果及び空間線量率の測定結果については、特に異常な値は認められなかった。
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表－Ⅰ定時降水試料中の全ベータ放射能調査結果

採取年月
降水量
（m m ）

降水 の定 時 採 取 （定 時 降水 ）

放射能濃度 （B q／L）
月間降下量

（M Bq／km 2）
測定数 最低値 最高値

平成 18年 4月 9 4．3 8 N D 65．2 2，19 7．3

5月 15 7．3 8 N D 11．4 66 0．3

6月 14 8．3 6 N D 1．2 46．8

7月 23 2．5 10 N D 1．6 8．5

8月 4 4．7 4 N D N D N D

9月 2 36．5 9 N D 2．0 10 7．9

10月 2 69．6 7 N D 2．3 29 5．9

1 1月 162．2 7 N D 6．8 6 12．4

12月 10 5．7 4 N D 2．1 10．0

平成 18年 1月 69．1 2 N D 1．1 3．8

2月 5 3．4 6 N D 1．7 12．6

3月 36．0 5 N D N D N D

年 間値 1，609．7 76 N D 6 5．2
N D ～

2 197．3

前年度までの過去 3年 間の値 189 N D 7．4
N D ～

8 48．9

表－Ⅱ　牛乳中の131Ⅰ分析結果

採 取場所 宮城 県畜産試 験場 （岩 出山町）
前年度までの過去 3　年 間の値

採取年月 日 H 18．5．11 H 18．6．27 H 18．7．18 H 18．8．24 H 18．9．7 H 18．10．12 最低値 最高値

放射能濃度 N D N D N D N D N D N D N D N D
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表－Ⅲ　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試料名 採取 場所 採 取年 月
検
体

数

137c s
前年 度 まで

過 去3 年 間の値
そ の他 の
検 出 され

た人 工放
射性 核種

単位

最 低値 最 高値 最 低値 最 高値

降 下物 女川 町 18．4～ 19．3 12 N D N D N D N D な し 肥 q／km2

陸水 （蛇 口水 ） 仙 台 市 H18．6 1 N D N D N D N D な し mBq／L

土
壌

0 － 5 cm 大崎 市 H18．9 1

2．8 2．8 4．2 5．3 な し Bq／kg 乾土

124 124 157 200 な し 肥 q／km2

5 － 2 0 cm 大崎 市 H18．9 1

1．9 1．9 1．8 3．9 な し Bq／kg 乾土

346 346 301 730 な し 蝿 q／km2

精 米 石 巻 市 H 18．11 1 N D N D N D N D な し Bq／kg精 米

野
菜

ホ ウ レン草 利 府 町 H18．7 1 N D N D N D N D な し

Bq／kg生

大根 利 府 町 H18．9 1 N D N D 0．019 0．046 な し

牛乳 （市販 乳 ） 利 府 町 H18．7 1 N D N D N D N D な し Bq／L

日常食 石巻 市他 H 18．7，11 2 N D 0．018 N D 0．024 な し Bq／人 ・目

海 産生物

（カ レイ）
利 府 町 H18．7 1 0 ．066 0．066 0．04 1 0．072 な し Bq／kg生
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表－Ⅳ　空間放射線主宰測定結果

測 定 年 月

モ ニ タ リ ン グ ポ ス ト （n G y ／ h ） サ ー ベ イ メ ー タ

（n G y／h ）最　 低　 値 最　 高　 値 平 均 値

平 成 1 8 年 4 月 1 8 ．9 3 4 ．1 2 0 ．1 6 6 ．8

5 月 1 8 ．9 2 8 ．8 2 0 ．1 7 7 ．4

6 月 1 9 ．2 2 1 ．2 19 ．9 6 2 ．6

7 月 1 9 ．3 3 3 ．5 2 1 ．7 6 7 ．2

8 月 19 ．3 3 6 ．1 2 0 ．6 6 4 ．8

9 月 19 ．4 3 5 ．9 2 1 ．2 6 9 ．0

1 0 月 19 ．6 3 4 ．6 2 1 ．4 7 1 ．0

1 1 月 1 9 ．3 3 6 ．1 2 0 ．6 6 7 ．0

12 月 1 9 ．4 4 8 ．3 2 1 ．4 6 5 ．8

平 成 1 9 年 1 月 1 9 ．0 3 6 ．2 2 0 ．7 6 7 ．8

2 月 1 9 ．2 4 2 ．3 2 1．2 6 6 ．6

3 月 1 8 ．9 3 4 ．0 2 0 ．4 6 4 ．2

年 間 値 1 8 ．9 4 8 ．3 2 0 ．9 6 2 ．6 ～ 7 7 ．4

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の

値
1 6 ．4 4 5 ．4 2 1 ．4 6 1．4 ～ 7 8 ．6
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Ⅴ－7福島県における放射能調査

福島県原子力センター

佐々木信博　景山博　伊藤繁　西　典嗣

梅田光裕　加藤謙太郎　富士原昌之

1　緒言

文部科学省委託により、福島県が平成18年度に実施した環境放射能水準調査結果を
報告する。

2　調査の概要

（1）調査対象

①　全β放射能　定時降水

②　－31Ⅰ分析　牛乳（原乳）

③　核種分析　大気浮遊じん、降下物、陸水（上水（蛇口水）、淡水）、土壌（0～5cm、5

～20cm）、精米、野菜（大根、ほうれん草）、牛乳（市販乳）、淡水

産生物（いわな）、日常食、海水、海底土、海産生物（あいなめ）

④　空間線量率　モニタリングポスト、NaI（Tl）シンチレーションサーベイメ
ータ

（2）測定方法

試料の採取及び前処理は、環境放射能水準調査委託実施計画書に準拠して行った。
①　全β放射能
②131Ⅰ分析

③　核種分析

④　空間線量率
（3）測定装置

①　全β放射能
②131Ⅰ分析

③　核種分析
④　空間線量率

文部科学省マニュアルによりGM自動測定装置にて測定した。

牛乳（原乳）をGe半導体検出器により直接測定した。

乾燥後又は直接灰化装置で450℃で灰化するか蒸発乾固後にGe半
導体検出器で測定した。

環境放射能水準調査委託実施計画書に準拠して測定した。

GM自動測定装置（ALOKA製JDC－161）

Ge半導体検出器（CANBERRA製　GC－3018－7500RPC）

Ge半導体検出器（CANBERRA製　GC－3018－7500RPC）

NaI（Tl）シンチレーション検出器（ALOKA製　ADP－112）

NaI（Tl）シンチレーションサーベイメータ（ALOKA製
TCS－166）

（4）調査結果

①　定時降水の全β放射能は、119試料中1試料から検出された。

②　牛乳（原乳）の131Ⅰは、全て検出限界未満であった。

③　核種分析では、137csが降下物、土壌（0～5cm、5～20cm）、淡水産生物（いわ

な）、日常食、海産生物（あいなめ）から検出された。

④　空間線量率は、モニタリングポストで38～69nGy／h（年間平均値41nGy／h）
の範囲で、サーベイメータで76～87nGy／hであった。

3　結語

平成18年度の当県の調査結果は、例年と同レベル、かつ、全般的に低レベルで推移
しており、異常は認められなかった。

－129－



（1）定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取年月

降水 量

（m ）

降水 の定 時採取 （定時降水）

放射能濃度 （Bq ／L ） 月間降下量

（MBq／km J）測定 数 最低値 最 高値

平成 18 年 4 月 108 ．0 14 N D N D N D

5 月 12 5．0 12 N D N D N D

6 月 2 61．0 14 N D N D N D

7 月 329 ．5 17 N D N D N D

8 月 59．0 12 N D N D N D

9 月 302．0 12 N D N D N D

10 月 532．0 6 N D N D N D

11 月 10 1．5 9 N D N D N D

12 月 125．0 5 N D N D N D

平成 19 年 1 月 35．0 4 N D N D N D

2 月 3 1．0 8 N D N D N D

3 月 36．5 6 N D 7．9 0．0

年間値 2045 ．5 119 N D 7．9 N D ～ 0．0

前年度 まで の過去 3 年間 の値 N D
5．9

（H 15）

N D ～ 1．2

（H 16 ）

（2）牛乳（原乳）中の131Ⅰ分析結果

採 取 場 所 大 熊 町 大 熊 町 大 熊 町 大 熊 町 大 熊 町 大 熊 町
前 年度 まで の

過 去 3 年 間 の 値

採 取 年 月 日
H 18 H 18 H 18 H 18 H 18 H 19

最 低 値 最 高 値
4．25 6 ．7 8 ．9 10．10 12．26 2．8

放 射 能 濃 度

（Bq／L ）
N D N D N D N D N D N D N D N D
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（3）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試料 名
採取

場所

採取

年月

検

体

数

1・17 c s
前年度 までの

過去 3 年間の値

その他の

検 出 され

た人工放

射性核 種

単位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 大熊 町 四半期 4 N D N D N D N D N D mBq舟 う

降下物 大熊 町 毎月 12 N D 0．048 N D
0．18

（H 15）
N D MBq／血 2

陸

水

上水蛇 口水 福 島市 H18．6 1 － N D N D N D N D

mBq／L

淡水 福 島市 H18．9 1 － N D N D N D N D

土

壌

0 ～ 5cm 福 島市 H18．6 1

－ 20
2 1

（H 17）

26

（H 15）
N D Bq／kg 乾土

－ 750
620

（H 17）

9 70

（H 15）
N D MBq／km 2

5 ～ 20cm 福 島市 H 18．6 1
－ 5．7

12

（H 16）

15

（H 15）
N D Bq／kg 乾土

－ 440
980

（H 16）

1500

（H 15）
N D MBq／km 2

精米 福島市 H 18．11 1 － N D N D N D N D Bq／短 精米

野

菜

大根 福島市 H 18．11 1 － N D N D N D N D

Bq／kg 生

ほ うれ ん草 福島市 H 18．11 1 － N D N D N D N D

牛乳

（市販乳）
福島市 H 18．6 1 － N D N D N D N D Bq／L

淡水産生物

（いわな）
福島市 H 18．9 1 － 0．067

0．11

（H 17）

0．13

（H15朋）
N D Bq／kg 生

日常食 福島市
H 18．6

H 18．1 1
2 0．0 19 0．080 N D

0．038

（H 15）
N D Bq／人 ・日

海水 相馬市 H 18．7 1 － N D N D N D N D m Bq／L

海底土 相馬市 H 18．7 1 － N D N D N D N D Bq／短 乾土

海産 生物

（あいなめ）
相馬市 H 18．9 1 － 0．14

0．11

（H 16）

0．14

（H 15）
N D Bq／kg 生
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（4）空間放射線量率測定結果

採 取 年 月

放 射 能 濃 度 （nGy ／h ） サ ー ベ イ メー タ

（nGy／h ）最 低 値 最 高 値 平均 値

平 成 18 年 4 月 40 69 4 1 7 7

5 月 39 5 1 4 1 7 7

6 月 39 55 4 1 78

7 月 ‘39 58 42 83

8 月 38 57 41 78

9 月 39 56 41 77

10 月 39 60 42 81

11 月 39 56 4 1 80

12 月 40 62 4 1 87

平 成 19 年 1 月 39 56 4 1 79

2 月 40 52 4 1 77

3 月 39 54 4 1 76

年 間 値 38 69 4 1 76 ～ 8 7

前 年 度 まで の 36 73 4 1 65 ～ 8 3

過 去 3 年 間 の 値 （H 16 ） （H 17） （H15・16・17） （H 16 ）叩17）
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Ⅴ－8　茨城県における放射能調査

茨城県環境監視センター

滝口修平　平井保夫　橋本和子

石崎孝幸外山浩司　曽根原真由美

1　緒　言

平成18年度に茨城県で実施した文部科学省委託の環境放射能水準調査結果について報告

する。

2　調査結果の概要

1）調査対象

①全β放射能：定時降水；水戸市石川

②核種分析：降下物，大気浮遊じん，陸水（蛇口水），農産物（精米，大根，ホウレン草），

陸水（淡水），水産生物（アメリカナマズ）；霞ヶ浦

畜産物（原乳）；水戸市見川

土壌；東海村石神

海水，海底土；東海沖

水産生物（シラス）；大洗沖

日常食；水戸市

空間放射線量率；水戸市石川

2）測定方法

試料の前処理，全β放射能測定及び核種分析は，主として文部科学省マニュアルに従って

実施した。

3）測定装置

①全β放射能：低バックグランドβ線測定装置　アロカLBC－472Q

②核種測定：ゲルマニウム半導体検出器　　　キヤンヘうGC－4019

③空間放射線量率：車載エリアモニタ　　アロカASM－R74－21922－1（3〝¢NaI（Tl）検出器）

モニタリングステーション　アロカMAR－R74（2〝¢NaI（Tl）検出器）

4）調査結果

①表1に定時降水の全β放射能を示した。107試料中31試料で検出された。

②表2に原乳中の13】Ⅰの分析結果を示した。全試料検出限界値未満であった。

③表3にゲルマニウム半導体検出器による核種分析結果を示した。土壌，アメリカナマズ，海底

土で微量の137csが検出された。

④表4に空間放射線量率を示した。異常は認められなかった。

3　結　語

平成18年度の本調査に係わる環境中の放射能水準は，例年とほぼ同レベルであり，異常は

認められなかった。
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（表1）定時降水試料中の全β放射能調査結果（水戸市石川）

採　 取 降 水　 量

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q ／L ） 月 間 降 下 量

月　　 日 （m m ） 測 定 数 最 低 値 最 高 値 　　 2
（M B q／k m ）

平 成 1 8年　 4月 1 1 4 ．0 9 N ．D ． 1．2 9 3 4 ．9

5 月 1 1 3．5 1 2 N ．D ． 0 ．9 8 2 9 ．5

6 月 18 3．5 1 0 N ．D ． 2 ．2 5 4 ．3

7 月 3 5 8．0 16 N ．D ． 0 ．4 8 4．0

8 月 5 2．0 9 N ．D ． 2．5 4 1 2．8

9 月 1 9 6．0 10 N ．D ． 1．8 0 9 ．4

1 0月 2 2 9 ．0 7 N ．D ． 0．5 2 2 ．3

1 1 月 1 1 2 ．0 9 N ．D ． 0．5 4 8 ．5

1 2 月 1 8 0 ．0 9 N ．D ． 1．9 0 9

平 成 1 9 年 1月 3 9 ．0 4 N ．D ． 0．8 1 6 ．2

2 月 4 0 ．0 7 N ．D ． 1．3 0 1 0

3月 1 3．5 5 N ．D ． N ．D ． N ．D ．

年　 間　 値 10 1 3．0 1 0 7 N ．D ． 2 ．5 4 1 3 0．9

前 年 度 ま で の 過 去 3年 間 の 値 8 4 ～ 10 7 N ．D ． 1．1～ 1．9 N ．D ．～ 7 6 ．6

（表2）牛乳中の131Ⅰ分析結果

採　 取　 場　 所 水　 戸　 市　 見　 川 過 去 3 年 間 の 値

採　 取　 年　 月　 日 1 8 ．4 ．1 8 18 ．7．1 3 1 8 ．9 ．2 6 1 8 ．1 0．3 0 19 ．1．1 7 19 ．3 ．2 最 低 値 最 高 値

放 射 能 濃 度 （B q／L ） N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

－134－



（表3）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試 料名 採 取 場 所

採
取
年
月

日

検
体
数

137c s
前 年 度 まで

過 去 3 年 間 の値

そ の 他 の
検出された
人 工 放 射

性 核 種

単位

最 低 値 最 高 値 最 低 値 最 高値

大 気 浮 遊 じん
水 戸 市

石川
1 回／3 ケ月 4 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ． ー m B q／m 3

降　 下　 物
水 戸 市

石川
1 回／月 12 N ．D ． N ．D ． N ．D ． 0 ．12 －

M B q／km 2

陸

水

上 水 蛇 口水
水 戸 市

石川
6 月 1 － N ．D ． N ．D ． N ．D ． －

m B q／L

淡　 水 霞 ケ浦 5 月 1 － N ．D ． N ．D ． 0 ．69 ー

土

壌

0 ～ 5c m
東 海 村

石神
5 月 1

ー 39 18 3 9 －
B q／kg 乾 土

－ 150 0 5 7 0 15 0 0 － M B q／km 2

5 ～ 20 cm
東 海 村

石神
5 月 1

－ 9 ．1 2．3 1 1 － B q／kg 乾 土

－ 110 0 5 4 0 19 0 0 － M B q／km 2

精　　　 米
水 戸 市

石 川
10 月 1 － N ．D ． N ．D ． N ．D ． － B q／kg 精 米

野

菜

大　　　 根
水 戸 市

石 川
11 月 1 － N ．D ． N ．D ． N ．D ． －

B q／kg 生

ホウレン草
水 戸 市

石 川
11 月 1 － N ．D ． N ．D ． 0 ．04 ー

牛　　　 乳
水 戸 市

見 川
8 月 1 － N ．D ． N ．D ． N ．D ． － B q／L

淡 水 産 生 物

（アメリカナマスり
霞ケ浦 7 月 1 － 0 ．6 7 0 ．19 0 ．67 － B q／kg 生

日　 常　 食 水 戸 市 6 月 ，12 月 2 N ．D ． N ．D ． N ．D ． 0．0 12 － B q／人 ・日

海　　　 水 東海 村 沖 7 月 1 － N ．D ． N ．D ． N ′D ． ー m B q／L

海　 底　 土 東海 村 沖 7 月 1 － 0 ．35 N ．D ． 0．35 －
B q／kg 乾 土

－135－



（表4）空間放射線量率測定結果（水戸市石川）

測　 定　 年　 月

モ ニ タリン グ ポ ス ト（n G y／h） サ ー ベ イメー タ

最 低 値 最 高 値 平 均 値
（除 宇 宙 線 ）

（n G y／h）

平 成 1 8年　 4月 4 4 ．7 6 6 ．7 4 6 ．5 3 1．4

5月 4 4 ．5 7 0 ．3 4 6 ．0 3 2 ．1

6月 4 4 ．1 6 0 ．2 4 5 ．8 3 1．5

7 月 4 4 ．0 6 5 ．6 4 6 ．7 3 3．0

8 月 4 3 ．9 5 4 ．6 4 5．0 3 2．5

9 月 4 3 ．9 6 2 ．5 4 5．8 3 2．6

1 0 月 4 4 ．1 5 7 ．3 4 5．7 3 5．5

1 1月 4 4 ．3 6 0 ．2 4 6．2 3 4．2

1 2 月 4 4 ．6 6 1．5 4 6．5 3 2．8

平 成 18 年 1月 4 4 ．8 5 4 ．6 4 6 ．0 3 2 ．0

2 月 4 4．8 6 2 ．9 4 6 ．3 3 3 ．9

3 月 4 4 6 0 4 6 3 2 ．1

年　 間　 値 4 4．4 6 2．5 4 5 ．7 3 1．4～ 3 5 ．5

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 4 1．9 9 2．3 4 5．7～ 4 7 ．4 2 6～ 3 8

－136－



Ⅴ－9　栃木県における放射能調査

栃木県保健環境センター大気環境部

斎藤由実子　鹿田久美子　見目ススム

1　緒　言

平成18年度に実施した文部科学省委託による環境放射能水準調査につ

いて、その結果を報告する。

2　調査の概要

（1）調査対象

降水（定時降水）、大気浮遊じん、降下物、陸水（蛇口水）、精米、

野菜（大根及び白菜）、牛乳、土壌、日常食及び空間線量率

（2）測定方法

試料の採取、前処理及び測定は文部科学省の放射能測定マニュアル

及び平成18年度放射能測定調査委託実施計画書に従い行った。
（3）測定装置

ア　全β放射能　　GM式全β自動測定装置

（アロカJDC－163型）

イ　γ線核種分析　Ge半導体核種分析装置

（ORTEC GEM－15）

り　空間線量率　　NaI（Tl）シンチレーションサーベイメータ

（アロカ　TCS－166）

モニタリングポスト

（アロカ　MAR－21）

（4）調査結果

ア　全β放射能　　結果を表1に示した。2回の検出値は、本県の

過去の検出例と比較しても特異的な値ではなかっ

た。

イ　γ線核種分析　結果を表2に示した。降下物、土壌、野菜、日常

食から137csが検出された。土壌と野菜は前年度と同

程度の水準であった。降下物と日常食はそれぞれの

直近の検出例である平成11年度及び平成13年度と同

程度であった。

り　空間線量率　結果を表3に示した。サーベイメータ、モニタリング

ポストの値とも、ほぼ前年度同様の水準で推移した

3　結　語

各種環境試料中の放射能濃度は、前年度までの調査結果とほぼ同程度

で、全般に低レベルで推移しており、異常は認められなかった。
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（表－1）大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取　 年　 月

降 水量

（m m ）

降　 水　 の　 定　 時　 採　 取　 （定時 降水）

放 射能 濃度 （B q／L） 月間 降下量

（M B q／km 2）測 定数 最低 値 最 高値

平 成 18年　 4月 8 4．3 9 N D 3．3 5．2

5月 112．5 8 N D N D N D

6月 22 8．6 9 N D 2．3 10

7月 29 3．5 7 N D N D N D

8月 14 2．9 9 N D N D N D

9月 178．8 11 N D N D N D

10月 2 62．8 6 N D N D N D

11月 1 14．1 6 N D N D N D

12月 157．0 4 N D N D N D

平成 19年 1月 4 1．4 2 N D N D N D

2月 30．5 6 N D N D N D

3月 4 3．8 5 N D N D N D

年　 間　 値 169 0．2 82 N D 3．3 N D ～ 10

前年度 までの過 去3年 間 の値 2 53 N D 1．9 N D ～ 2 7

ND：不検出
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（表－2）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定結果

試 料名 採 取場所 採取年 月
検
体

数

137c s
前年度 まで

過 去3年 間の値 その他の検出され
た人工放射性核　種 単位

最低 値 最高値 最 低値 最 高値

大 気 浮 遊 塵 河内 町 H 18．4～ H 19．3 4 N D N D N D N D なし m B q／m 3

降　 下　 物 河内町 H 18．4～ H 19．3 12 N D
0．23 ±
0．027

N D N D なし M B q／k m 2

陸

水
蛇 口水 河内町 H 19．1．5 1 N D N D N D なし m B q／L

土

壌

0～ 5cm 日光市 H 18．8．21 1 48 ± 1．2 3 7± 1．1 4 1± 1．1 なし B q／kg乾土

5～ 20c m 日光市 H 18．8．2 1 1 15± 0．68 5．7±0 ．66 2 0± 0．83 なし Bq／kg乾土

精　　　 米 宇都 宮市 H 18．1 1．17 1 N D N D N D なし Bq／kg精米

野
菜

大根 宇都 宮市 H 18．10．2 6 1 0．0 2 6± 0．005 7 N D
0．02 4 ±
0．006 2

なし B q／kg生

白菜 宇都 宮市 H 18．11．17 1 0．13 ±0．00 7 5 N D
0．0 4 4±

0．0 11
なし Bq／kg生

牛　　　 乳 那須塩 原 H 18．11．2 9 1 N D N D N D なし B q／L

日　 常　 食 宇都宮 市 H 18．6．11

H 18．12．10
2

N D　 0㌔岩…妄
N D N D なし B q／人 ・日

ND：不検出
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（表－3）空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月
モニタリングポスト （nG y ／h） サーベ イメータ

最低 値 最 高値 平均値 （nG y／h）

平 成 18年　 4月 36 54 37 58

5月 36 56 3 7 58

6 月 36 50 3 7 60

7 月 36 55 38 58

8月 36 5 1 37 60

9 月 36 57 38 54

10 月 36 5 9 38 6 0

11月 35 49 38 60

12月 3 6 48 38 58

平成 19年 1月 36 44 37 56

2月 36 58 3 7 54

3月 36 5 3 3 7 56

年　 間　 値 35 59 37 54　　 ～　　 6 0

前 年度 までの過去 3年 間の値 33 63 37 52　　 ～　　 6 2
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Ⅴ－10群馬県　にお　け　る　放射能調査

群馬県衛生環境研究所

須藤和久　　冨岡　　淳

1．緒言

平成18年度に群馬県で実施した文部科学省委託環境放射能調査

の結果　につ　いて報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

定時降水、大気浮遊じん、降下物、陸水、土壌、穀類、野菜

類、牛乳、日常食及び空間放射線量率

2）測定方法

放射能測定調査委託実施計画書（平成18　年度）及び科学技

術庁編放射能測定法シリ　ーズに準じて行っ　た。

3）測定装置

ア　全β放射能調査　　　　　GM　自動測定装置

（ア　ロ　カ　JDC・163）

イ　γ線核種分析調査　　　　Ge半導体核種分析装置

（セイコー　GEM・20190・S）

り　空間放射線量率調査　　モニタリ　ングポスト

（ア　ロ　カ　MAR・15及び　MAR－22）

シ　ンチ　レー　シ　ョ　ンサーベイ　メ　ー　タ

（ア　ロ　カ　TCS－151）

4）調査結果

ア　全　β　放射能調査

イ　γ　線核種分析調査

り・空間放射線量率調査

別紙（1）の　と　お　り

別紙（2）の　とお　り

別紙（3）の　と　お　り

3．結語

いずれの試料につ　いて　も放射能濃度は過去の結果　と　同　レベルで

あ　り、異常値は認め　ら　れなか　っ　た。
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（1）大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取　 年　 月
降水 量

降水 の定時採取 （定時降水） 大型水盤 による降下物

放 射能 濃度 （Bq／L） 月間降下量 月間 降下 量

（m m ） 測 定数 最低値 最 高値 （M Bq／km 2） （M B q／km 2）

18　年　 4　月 54．5 8 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

5　月 77．5 11 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

6　月 139．5 8 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

7　月 376．0 11 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

8　月 136．5 6 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

9　月 202．0 8 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

10　月 116．5 7 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

11 月 94．5 7 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

12　月 114．5 5 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

19　年　 1 月 21．5 4 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

2　月 9．5 3 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

3　月 18．5 4 N ．D ． N ．D ． N ．D ．
＼

年　 間　 値 1361．0 82 N ．D ． N ．D ． N ．D ．～N ．D ．
＼

前年度までの過去3年間の値 213 N ．D ． 2．9 N ．D ．～2．9
＼

N．D∴　検出されず
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（2）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試料名 採取場 所 採取 年月
検体

数

137c s 前年度まで

過去3年間の値 その他 の検出

された人工放
射性核種

単　 位

最低値 最 高値 最低 値 最 高値

大 気浮遊じん 前橋 市 H 18．4 ～

H 19．3
4 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ． m B q／m 3

降下物 前橋 市 H 18．4 ～
H 1 9．3

12 N ．D．
0．094

±0．02
N ．D ．

0．24

±0．03
M B q／km 2

陸

水

上水　 源　 水

m B q／L蛇 口水 前橋市 H 18．6 1 N ．D ． N ．D ． N ．D ．

淡　 水

土
壌

0～ 5c m 前橋市 H 18．8 1

3．0 ±0．4 1．9 ±0．2 2．7±0．3 白q／kg乾土

150 ± 18 1 10 ± 10 14 0± 16 M B q／km 2

5～ 20 cm 前橋市 H 18．8 1

N．D ． 0．67 ±0．2 1．8±0．4 B q／kg乾 土

N ．D ． 50 ±15 18 0±4 0 M B q／km 2

精　 米 前橋市 H 18．12 1
0．15±
0．02 6

N．D ． N ．D． B q／k g精 米

野
菜

大　 根 前橋市 H 18．12 1 N ．D ． N ．D ．
0．01 1±

0．00 3
B q／kg生

ホウレン草 前橋市 H 18．12 1 N ．D ． N ．D ， N．D ．

茶 B q／kg乾物

牛　 乳 富士見村 H 18．8 1 N ．D ． N ．D ． N．D ． B q／L

淡水産生物 Bq／kg生

日常食 前橋 市 H 18．6 ，

H 18．1 2
2

0．0 25 ±

0．00 6
0．03 2±
0．00 7

N ．D ．
0．07 2

±0．00 7
B q／人・日

海　 水 m B q／L

海底土 B q／kg乾土

海
産

生

物

B q／kg生

N．D∴　検出されず（計数値がその計数誤差の3倍未満）
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（3）空間放射線量率測定結果

＊平成18年4月1日～11月19日はアロカ社製MAR－15で測定し（表1）、

機器更新後の平成18年12月1日～平成19年3月31日はアロカ社製MAR－22で測定した（表2）。

表1空間放射線量率測定結果（アロカ社製　MAR－15）

測　 定　 年　 月
モニタリングポ ス ト （cp s） サー ベ イメータ

最 低 値 最 高 値 平 均 値 （n G y／h）

平 成 18　年　 4　月 7．3 15 ．7 8 ．0 5 9

5　月 7．3 13 ．8 8 ．0 6 1

6　月 7．2 12 ．8 7 ．9 6 3

7　月 7．1 14 ．1 8 ．1 6 1

8　月 6．9 16 ．9 7 ．7 6 3

9　月 7．3 12 ．5 8 ．0 6 1

10　月 7．3 1 1．5 8 ．1 63

1 1 月 7．5 12 ．0 8 ．3 5 9

12　月 － － － 62

1 9　年　 1 月
－ － － 63

2　月 － － － 6 1

3　月 － － － 6 1

年　 間　 値 6．9 16 ．9 8 ．0 5 9 ～ 63

前 年 度 までの 過 去 3年 間 の値 6．7 20 ．6 8 ．0 5 6 ～ 8 0

表2　空間放射線量率測定結果（アロカ社製　MAR－22）

測　 定　 年　 月
モ二 9 リングポ スト （nG y／h） サ ーベ イメー タ

最 低 値 最 高 値 平 均 値 （n G y／h）

平 成 18　年　 4　月
－ － － 5 9

5　月
－ － － 6 1

6　月 － － － 6 3

7　月
－ － － 6 1

8　月 － － － 6 3

9　月
－ － － 6 1

10　月 － － － 6 3

1 1 月
－ － － 5 9

12　月 17．0 30 ．0 19 ．3 62

19　年　 1 月 17．0 30 ．0 18 ．5 63

2　月 17．0 28 ．0 18 ．6 6 1

3　月 17．0 33 ．0 18 ．4 6 1

年　 間　 値 17．0 33 ．0 18．7 5 9 ～ 6 3

前 年度 まで の 過 去3 年 間 の値
－ － － 5 6～ 8 0
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Ⅴ－11埼　玉　県　に　お　け　る　放　射　能　調　査

埼玉県衛生研究所

飯島正雄　三宅定明　浦辺研一

1　緒　言

平成18年度に埼玉県で実施した文部科学省委託による環境放射能水準調査の結果について

報告する。

2　調査の概要

（1）調査対象

定時降水、降下物、陸水、土壌、精米、野菜（大根・ホウレン草）、茶、牛乳、淡水産生物

（ニシやマス）、日常食及び空間放射線量率。

（2）測定方法

環境放射能水準調査委託実施計画書（平成18年度）及び各種放射能測定法シリーズ

（文部科学省縮）に基づいて行った。

（3）測定装置

全β放射能

核種分析

空間放射線量率

GM自動測定装置：AlokaJDC＿161

Ge半導体検出器：CANBERRAGC1518

波高分析器　　：CANBERRADSA2000A

シンチレーションサーへやイメータ：AldkaTCS＿166

モニタルクやホ○スト　　：創成aMAh15、皿＿22

（4）調査結果

ア全β放射能測定結果

定時降水の全β放射能測定結果を表1に示した。90検体中2検体から検出されたが、

異常値は認められなかった。

イ　牛乳中の131Ⅰ分析結果

牛乳中の131Ⅰの分析結果を表2に示した。全検体が検出限界値未満であった。

ウゲルマニウム半導体検出器による核種分析結果

ゲルマニウ皐半導体検出器による核種分析結果を表3に示した。降下物、土壌、茶及び淡水産

生物から137csが検出されたが、異常値は認められなかった。

エ空間放射線量率の測定結果

サーベイメータ及びモニタリングポストによる空間放射線量率の測定結果を表4に示した。

異常値は認められなかった。

3　結　語

調査結果は前年度までの過去3年間の値とほぼ同程度の値であり、異常値は静められなかった。

－145t



表1　定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取　年　 月 降水量

降水 の定時採 取 （定 時降水） 大型水盤による降下物

放射能濃度 （B q／L ） 月間降下量 月間降下量

（皿） 測定数 最低値 最高値 （M B q瓜m 2） （M B 小皿 2）

平成 18年 4 月 122．3 S N ．D ※ 3．2 174

5 月 145．7 12 N ．D N ．D N ．D
＼

6月 150．3 10 N ．D N ．D N ．D
＼

7月 200．2 11 N ．D 2．2 4．9
＼

8月 136．0 8 N ．D N ．D N ．D
＼

9 月 263．5 12 N ．D N ．D N ．D
＼

10 月 194．1 5 N ．D N ．D N ．D
＼

11 月 112．5 ＄ N ．D N ．D N ．D
＼

12 月 204．1 5 N ．D N ．D N ．D
＼

平成 19 年 1月 45．7 3 N ．D N ．D N ．D
＼

2 月 51．0 4 N ．D N ．D N ．D
＼

3 月 51．2 4 N ．D N ．D N ．D
＼

年間値 1676．6 90 N ．D 3．2 N ．D ～ 174
＼

前年度までの過去 3 年間の値 225 N ．D 3．3 N ．D ～ 11．1

※N．Dとは、計数値がその計数誤差の3倍以下のものとする。

表2　牛乳中の131Ⅰ分析結果

採　 取　 場　 所 江 南 町 江 南 町 江 南 町 江　 南　 町 江 南 町 江 南 町 前年度まで退去3 年間の草

採　 取　 年　 月　 日 H lg ．5．23 H 18．7．20 H l＄．9．14 H lS．11．2 8 H 19．1．25 H 19．3．13 最低値 最高値

放射能濃度 （B 吋L ） N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D
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表3　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採取場所 採 取 年 月

検

体

数

137 c s

前 年 度 ま で

過去 3 年間の値

その他の検出

され た 人 工

放 射 性 核 種

単　　 位

最低値 最革値 最 低 値 最 高 値

大気浮遊 じん m B q／m 3

降 下 物 さいたま市 H lS．4 ～H 19．3 12 N ，D 0．17 N ．D 0．067 M B q几m 2

陸

水

上水 源　 水 さいたま市 H l巷．6 1 N ．D N ．D N ．D

m B q／L蛇口水 さいたま市 H l客．6 1 N ．D N ．D N ．D

淡　 水

土

壌

0 ～5cm さいたま市 H l＄．8 l 6．0 6．0 S．7 8 扉短乾土

180 180 230 M B 扉血 2

5 ～20q n さいたま市 H IS．＄ l N ．D N ．D N ．D B q／短乾土

N ．D N ．D N ．D M B 扉血 2

精　 米 さいたま市 H l＄．10 1 N ．D N ．D 、N ．D B q／短精米

野

菜

大　 根 さいたま市 H lS．＄ 1 N ．D N ．D 0．4 1 B 極 生

ホウレン草 さいたま市 H l＄．8 1 N ．D N ．D N ．D

茶 所沢市他 H lS．6 2 0．17 0．23 N ．D 1．5 B q／鹿乾物

牛　 乳 さいたま市 H l＄．8 1 N ．D N ．D N ．D B q／L

淡水産生物 熊谷市 H 18．10 l 0．079 0．14 0．35 B q／k 生

日常食 さいたま市 H 18．6，H IS．11 2 N ．D N ．D N ．D 0．065 B 扉人 ・日

海　 水 m B q／L

海底土 B q／短乾土

海

産

生

物

B q他 生
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表4　空間放射線量率測定結果

測　　 定　　 年　　 月

モニタリングポス ト （（n G y ／h ）） サーベイメータ

最　 低　 値 ＿ 最　 高　 値 平　 均　 値 （n G y ／い

平成 1 8 年　 4 月 3 2 5 2 3 5 3 1

5 月 3 2 5 6 3 4 3 4

6 月 3 2 4 8 3 3 3 4

7 月 3 2 5 2 3 4 3 6

8 月 3 1 4 1 3 3 3 5

9 月 3 2 4 7 3 4 3 1

1 0 月 3 2 4 8 3 4 3 3

1 －1 月 3 2 5 5 3 4 3 3

1 2 月 3 2 4 8 5 4 3 3

平成 1 9 年　 1 月 3 2 4 3 3 4 3 3

2 月 3 2 4 1 3 4 3 4

3 月 3 2 4 4 3 3 3 4

年　　　 間　　　 値 3 1 5 6 3 4 3 1 ～ 3 6

前年度までの過去 3 年間の値 3 2 5 3 3 5 3 3 ～ 4 9

モニタリングポストの機器を平成17年12月16日に更新したため、全年度までの過去3年間の値は

機器更新以降の計測値を使用した。
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Ⅴ－12千葉県における放射能調査

千葉県環境研究センター

猪野正和　井上智博　内藤季和
押尾敏夫　中西　基晴

1．緒言

千葉県は、前年度に引き続き平成18年度文部科学省委託の環境放射能水準調査を

実施したので、その結果について報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

a．全β放射能：定時降水

b．γ線核種：大気浮遊じん・降下物・土壌・陸水（源水、蛇口水）・精米・

牛乳・野菜類（ダイコン、ホウレンソウ）・日常食・海水・

海底土及び海産生物（カツオ）

C．空間線量率：モニタリングポスト及びサーベイメータによる測定

2）測定方法

試料の採取及び前処理は、「平成18年度放射能測定調査委託実施計画書」に基

づき行った。測定は旧科学技術庁編の各種放射能測定法シリーズに基づいて行っ

た。

3）測定装置

a．全β放射能

b．γ線核種分析

GM式全β自動測定装置：アロカ　JDC－163

G e半導体検出器：．ORTEC GEM－15180P

波高分析装置：SEIKO EG＆G MCA－7700

C．空間線量率　　モニタリングポスト：アロカ　MAR－21

シンチレーション式サーベイメータ：アロカ　TCS－151

4）調査結果
a．全β放射能調査　　定時降水中の全β放射能調査結果を表1に示した。

b．γ線核種分析調査　測定結果を表2に示した。

C．空間線量率調査　　測定結果を表3に示した。

3．結語
平成18年度の調査結果は以下のとおりである。定時降水試料中の全β放射能調査で

は平成18年4月、5月、12月及び平成19年2月の各1試料から放射能が検出され、

γ線核種分析調査では水産生物から137Csが検出されたが、特に異常値と認められ

るものではなかった。空間放射線量率についても異常値は認められなかった。
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表1　大型水盤による月間降下物試料および定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取

年 月

降 水 量

（m m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降水 ） 大 型 水 盤 に よ る 降 下物

放 射 能 濃 度 （Bq／1） 月 間 降 下 量

（MBq／km 2）

月 間 降 下 量

（MB q／km 2）測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18年　 4 月 1 1 3 ．1 1 1 N ．D ． 2 ．1 2 ． 8 －

5 月 9　6 ．8 1 0 N ．D ． 1 ．5 2 5 ． 9 －

6 月 1 0 8 ．4 6 N ．D ． N ．D ． N ．D ． －

7 月 1 2 8 ．7 9 N ．D ． N ．D ． N ．D ． －

8 月 1 3 1 ．0 1 1 N ．D ． N ．D ． N ．D ． －

9 月 2 0 4 ．2 1 0 N ．D ． N ．D ． N ．D ． －

1 0 月 2 8 8 ．0 5 N ．D ． N ．D ． N ．D ． －

1 1 月 1 2　5 ．5 6 N ．D ． N ．D ． N ．D ． －

1 2 月 2 0 9 ．3 5 N ．D ． 1 ．6 1 5 ． 6 －

平 成 19 年　 1 月 4　3 ．1 5 N ．D ． N ．D ． N ．D ． －

2 月 7　7 ．0 7 N ．Ⅰ）． 1 ．4 1 3 ． 0 －

3 月 5　3 ．9 6 N ．D ． N ．D ． N ．D ． －

年　 間　 値 1 5　7　9 ．0 9 1 N ．D ． 2 ．1 5　7 ．3 －

前 年 度 まで の 過 去 3 年 間 の値 80 ～8 7 N ．D ． 4 ．0 22．0－562．4 －
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表2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採取場所

採

取

年

月

検

体

】37c s

前年度まで

過去 3 年間の値

その他の検 出さ

れた人工放射能

核種 （数値）

単　 位

数 最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 市原市
H18． 4

～
H19． 3

4 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ． mBq／m 3

降　 下　 物 市原市
H18． 4

～
H 19． 3

12 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ． MBq／km 2

陸

水

上水　 源水 木 更津市 H 18． 7 1 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

mBq／1蛇 口水 市原市 H 18．6 1 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

淡水 － － － － －

土

壌

0 ～ 5 cm 市原市 H18．7 1
N ．D ． 1．5 1．8 Bq／kg乾土

N ．D ‘． 76 81 MB q／km 2

5 ～ 2 0 cm 市原市 H 18． 7 1
N ．D ． N ．D ． 1．7 Bq／kg乾土

N ．D ． N ．D ． 250 MBq／km 2

精　　　 米 千葉市 H 18．10 1 N ．D ． N ．D ． N ．D ． B q／kg精米

野

菜

ダイ コン 千葉市 H 18．11 1 N ．D ． N ．D ． N ．D ．

Bq／kg生
ホ ウレン草 千葉市 H 18．11 1 N ．D ． N ．D ． N ．D ．

茶 － － － － － Bq／kg乾物

牛　　　 乳 八街市 H18 ．8 1 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ． Bq／1

淡水産生物
－ － － － － Bq／kg生

日　 常　 食 千葉市
H18． 6

H 18．12
2 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ． Bq／人 ・日

海　　　 水 市原市 H 18． 7 1 N ．D ． N ．D ． N ．D ． mBq／1

海　 底　 土 市原市 H 18． 7 1 N ．D ． N ．D ． 3．1 Bq／kg乾土

水産生物 （カツオ） 南房総　　　　市 H 19．3 1 0．26 0 ．07 1 0．14 Bq／kg生

※例年水産生物の対象としているゴマサバは採取できなかったので平成18年度はカツオとした。

※水産生物の過去3年間の値はゴマサバである。
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表　3　　空間放射線量率測定結果

測　　 定　 年　 月

モ ニ タ リン グポ ス ト（nG y／h） サーベイ メー タ

（nG y／h）最　 低 値 最　 高　 値 平 均　 値

平　 成 1 8　 年　　 4　 月 2　2 4 1 2 4 5　0

5　 月 2　2 4　8 2 4 4　9

6　 月 2　3 3　9 2 4 4 4

7　●月 2　3 4　3 2 4 4　7

8　 月 2　3 3　8 2 4 4　6

9　 月 2　3 、4　2 2 4 4　7

1 0　 月 2　2 3　7 2 4 4 4

1 1 月 2　2 3　7 2　4 4 4

1 2　 月 2　2 3　9 2 4 4　5

平 成 1 9　年　　 1 月 2 ＿2 3　4 2 4 ．4　6

2　 月 2　2 5　0 2　4 4　5

3　 月 2　2 4　3 2 4 4　5

年　　　　 間　　　　 値 2　2 5　0 2　4 4　4　 ～　 5　0

前年度 まで の過 去 3 年 間の値 2 1 7　7 2　5 4 4　 ～　 6 1
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Ⅴ－13東京都におけ　る放射能調査

東京都健康安全研究センター

富士栄聡子　小輪瀬勉　　高橋保雄
小杉有希　　小西浩之　　猪又明子
榎田隆一　　矢口　久美子

栃本博
武藤千恵子

1．緒　言

東京都において平成18年度に実施した放射能測定調査に
ついて報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

定時降水、降下物、陸水、土壌、農畜産物、日常食、海産生物
及び空間放射線量率

2）測定方法

環境放射能水準測定調査委託実施計画書（平成18年度）並びに
文部科学省編各種放射能測定法に準じた。

3）測定装置
GM計数装置
シンチレーションサーへリーター

モニタリンク～ポスト

核種分析装置

ALOKA TDC－511

ALOKA TCS－166

12／11まで　ALOKA　仙は－15

12／20から　富士電機システムズ　TB24469

CANBERRA Genie2000System

4）調査結果

定時降水甲全β放射能測定結果を表Ⅰに示す。
表Ⅱに核種分析結果を示す。

表Ⅲに空間放射線量率測定結果を示す。

3．結　語

平成18年度の東京都における放射能測定調査では、特に異常は
認められなかった。
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Ⅰ　定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取 年 月
降 水 量

（m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q／L ）
月 間 降 下 量

（腫 q／k Id ）
測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成　 18 年　 4 月 1 1 7 1 1 N．D N ．D N．D

5 月 1 3 7 9 N．D N ．D N．D

6 月 15 5 7 N ．D N ．D N．D

7 月 18 5 9 N ．D N ．D N ．D

8 月 16 2 8 N ．D N．D N ．D

9 月 19 3 9 N ．D N．D N ．D

10 月 2 2 8 5 N ．D N．D N ．D

1 1 月 13 6 7 N ．D N ．D N ．D

12 月 14 4 6 N．D N ．D N ．D

平 成　 19 年　 1 月 50 4 N．D N ．D N．D

2 月 5 3 6 N．D N ．D N．D

3 月 7 5 5 N ．D N．D N．D

年　 間　 値 16 3 6 8 6 N ．D N．D N ．D

前 年 度 ま で 過 去 3 年 間 の 値 2 13 N ．D 4 N ．D ～ 5 9
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Ⅱ　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名
採取

場所
採　 取　 年　 月

検

体
数

137cs 前年度まで

過去 3 年間の値

その他検
出された

人工放射
性核種

単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 嘘q／m3

降　 下　 物 新宿区 H 18 ．4～H 19 ．3 12 N．D N．D N．D N．D MBq／knf

陸

水

上水 源　 水 葛飾区 H 18 ．6 1 N．D N．D N．D

mBq／L蛇口水 葛飾 区 H 18 ．6 1 N．D N．D N．D

淡　 水

土
壌

0　～　5　cm 新宿区 H 18 ．8 1
3．7 ■　3．7 4．7 Bq／kg乾土

8 1 119 154 MBq／k nf

5　～20　cm 新宿区 H 18 ．8 1
3．4 3．2 5．6 Bq／kg乾土

171 268 394 MBq／knf

精　　　 米 新宿区 H 18 ．11 1 0．20 N．D 0．14 Bq／kg精米

野
菜

大　 根 新宿区 H 18 ．11 1 N．D N．D N．D
Bq／kg生

ホウレン草 新宿区 H 18 ．11 1 N．D N．D N．D

茶 Bq／kg乾物

牛　　　 乳
八丈島 H 18 ．8 1 N．D N．D N．D

Bq／L
新宿区 H 18 ．8 1 N．D N．D N．D

淡水産生物 Bq／kg生

日　 常　 食 新宿区 H 18 ．6，H 18 ．12 2 N．D N．D N．D Bq／人 ・日

海　　　 水 mBq／L

海　 底　 土 Bq／kg乾土

海

産
生
物

むろあじ 八丈島 H 18 ．10 1 0．071 0．078 0．13

Bq／kg生
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Ⅲ　空間放射線量率測定結果

測 定年 月

モ ニ タ リン グ ポ ス ト

（cp s ま た は nG y／h）
サ ーベ イ メ ー タ （nG y／h）

最 低 値 最 高値 平均 値 八 丈 島 新 宿 区

平 成　 18 年　　 4 月 13．7 18．0 14 ．2 3 8 5 6

5 月 13．6 2 1．2 14 ．1 4 0 6 6

6 月 13．6 16．1 14 ．0 4 0 6 0

7 月 13．4 19．0 14．1 4 0 6 2

8 月 13．4 18．7 13．8 4 0 64

9 月 13．5 17．9 14 ．1 3 8 6 0

10 月 13．6 2 3．4 14．2 4 0 6 6

1 1 月 13．7 18．3 14．4 4 0 6 0

平 成　 18 年　 12／1～ 11 14．0 18．3 14．1

4 0 6 2
1 2／2 0 ～ 3 1 2 9．7 4 4．7 3 4．3

19 年　 1 月 29．8 4 6．0 3 4．3 4 0 6 0

2 月 2 9．7 4 9．3 3 4．7 4 0 6 0

3 月 3 0．0 4 8．1 3 4．4 4 0 6 0

年　 間　 値 （～ 12／11） 13．4 2 3．4 14．1

3 8　～　 4 0 5 6　～　 66
年　 間　 値 （12／2 0～ ） 29．7 4 9．3 3 4．4

前 年 度 ま で の過 去 3 年 間 の 値 13．4 2 6．7 14．2 4 0　～　 48 54　～　 76

モニタリングポストの単位は、12／11まで及び前年度までの過去3年間の値はcps、
12／20以降はnGy／h。
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Ⅴ－14　神奈川県における放射能調査

神奈川県衛生研究所

飯島　育代、桑原　千雅子

中ロ　幹雄、勝部　　貢治

1　緒言

文部科学省委託により2006（平成18）年度に実施した環境放射能水準調査の概要を報告
する。

2　調査の概要

1）調査対象

全ベータ放射能：定時降水

ガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析：定時降水、浮遊じん、降下物、陸水、土

壌、精米、野菜類、牛乳、日常食、海水、海底土、海産生物

ウラン分析：河川水、土壌、河底土、海水、海底土、海産生物

空間放射線量率：横須賀市長坂、足柄下郡箱根町、茅ヶ崎市下町屋
2）測定方法

ガンマ線スペクトロメトリー、全ベータ放射能及び空間放射線量率：放射能調査委託

実施計画書（平成18年度）に準じた。

ウラン分析：固体ケイ光光度法を用いた。

3）測定装置

①全ベータ放射能：アロカ製JDC－3301型αβ測定装置

②ガンマ線スペクトロメトリー：PGT社製Ge半導体検出器及びマルチチャンネルアナラ
イザー

③ウラン分析：アロカ製FMT－3B型フリオリメータ

④空間放射線量率：アロカ製TCS－171型シンチレーションサーベイメータ、同MAR－22型
モニタリングポスト

3）調査結果

①定時降水：111試料について計測した。ND～2．7Bqハであったが、人工放射性核種は
全て不検出であった。

②環境試料：土壌、海底土、4月・1月の降下物から137Csが検出された。

③食品試料：精米、日常食、牛乳、マアジから137Csが検出された。

④ウラン濃度：測定を行った50試料とも前年度と同様の値であり、環境における平常

の範囲内であった。

⑤空間放射線量率：サーベイメータによる測定結果では3地点とも、ほぼ過去3年間の

測定値の範囲内であった。モニタリングポストによる空間放射線量率は年間を通して

月毎の平均値には変化がなかった。

⑥国外における原子力関係事象に対応したモニタリングの強化：2006年10月9日より

北朝鮮の核実験実施に伴い、乾性降下物、大気浮遊じん、モニタリングポストの監視

について強化したモニタリングを実施したが、人工放射性核種は不検出、空間放射線

量率も実験に起因するような上昇は認められなかった。
3　結語

県内の環境放射能レベルは前年同様、食品試料、土壌等に137Csが断続的に検出され、

降下物から3年ぶりに137Csが検出された。一定の濃度で推移しつつも全体的には漸減傾向

が認められる。北朝鮮地下核実験の影響は認められなかった。核燃料加工工場周辺のウ

ラン濃度は平常の範囲で推移している。原子力艦寄港地周辺の陸上調査を含め、今後も

継続した調査が必要である。
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表1定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取 年 月 降 水 量

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ） 大 型 水 盤 に よ る 降 下 物

放 射 能 濃 度 （B qハ） 月 間 降 下 量 月 間 降 下 量

（m m ） 測 定 数 最 低 値 最 高 値 M B q ／k m 2 M B q ／k m 2

2 0 0 6 年 4 月 1 9 1．8 1 5 N D 1．2 2 ．1 －

5 月 1 3 8 ，5 1 5 ／J 1．3 5 ．3 －

6 月 1 6 8 ．9 8 ／J N D N D －

7 月 2 1 6 ．7 1 1 ／／ J／ ／J －

8 月 1 2 8 ．5 1 1 ／／ 0 ．8 5 5 ．3 －

9 月 1 1 4 ．7 10 ／／ N D N D －

1 0 月 ＊ 1 9 9 ．9 9 ／J ／／ ／／ －

1 1 月 1 2 8 ．3 8 ／J JJ ／J －

1 2 月 1 4 0 ．8 8 ／／ ／J ／J －

2 0 0 7 年 1 月 5 9 ．2 5 ／J ／J ／／ －

2 月 4 5 ．5 6 ／／ ／／ JJ －

3 月 7 8 ．8　 ＿・ 5 ／／ 2 ．7 2 ．6 －

年 間 値 1 6 1 1．6 1 1 1 N D 2 ．7 N D ～ 5．3 －

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 3 0 1 N D 6 ．1 1 0 －

＊北 朝 鮮 核 実 験 ニお け る モ ニ タ リン グ の 強 化 時 に 測 定 した 2試 料 を 含 む

表 2　 牛乳中の ト131分析結．左果

採取場所 藤尺市 藤沢市 藤沢市 藤沢市 藤沢市 藤沢市 前年度までの過去3年間の値 l

採取年月日 200 6／5／16 2∝給〃／19 200 6／9／5 200 6／11／15 2（氾7／1／10 2（カ7／3／7 最低値 最謝直　 t

放射能濃度 伽 ／l） ND ND ND M） l心 トの ND ND
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表3　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定結果

試料名 採取場所 採取月 検体数
Cs－13 7

前年度まで過去

3年間の値
その他の検出
された人工放
射性核種

単位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 茅ヶ崎市 4～3 4 ND ND ND ND －
m Bq／m3

降　 下　 物 茅ヶ崎市 4～3 12 ND 0．087 ND 0．069 －
MBq／km2

陸水
上水 （原水） 津久井郡 6 1 － ND ND ND ー mBq／l

（蛇口水） 横須賀市 6 1 － ND ND ND － mBq／l

土壌

0～5 cm 横須賀市 8 1
－ 5．2 2．0 5．4 ー Bq／kg乾土

－ 210 60 230 ー
MBq／km2

5～20cm 横須賀市 8 1
－ 4．4 1．4 6．1 － Bq／kg乾土

－ 590 140 870 －
MBq／km2

精　　 米
茅ヶ崎市、

横須賀市
11 2 ND 0．032 HD 0．024 － Bq／kg精米

野菜
ダイコン 横須賀市 1 1 ー ND ND ND － Bq／kg生

ホウレンソウ 横須賀市 1 1 － ND ND ND － Bq／kg生

牛　　 乳
茅ヶ崎市、

藤沢市
8 2 0．028 0．032 0．0 20 0．0 45 ー Bq／I

日　 常　 食 平塚市 7，12 2 0．0 30 0．0 76 0．028 0．0 74 －
Bq／（入 日）

海　　 水 横須賀市 8 1 － ND N D ND － m Bq／l

海　 底　 土 横須賀市 8 1 － 1．8 1．5 2．2 － Bq／kg乾土

海産

生物
マアジ 小田原市 10 1 － 0．19 0．15 0．22 － Bq／kg生

表4　ウラン分析結果

試料 名 採取 場所 採 取年 月 試料 数
ウラ ン濃度 過去 3年 間の値 単 位

最低値 最 高値 最低値 最高値

河 川水 横須 賀市 2006年 7月．2007年1月 11 0．3 1．0 0．2 1．3
〟gハ

海水 横須 賀市 2007年2月 4 2．6 2．9 2．4 3．3

土壌 横須賀市 200 6年9月，2007年3月 8 0．2 0．9 0．2 1．3

mg／kg乾 土河底土 横 須賀市 2006年5，7．11月．2007年1月 20 0．6 2．3 0．3 2．8

海底土 横 須賀市 2007年2月 4 0．9 1．9 0．8 2．2

海産生 物 横 須賀市 2007年2月 3 0．0 1 0．03 0．01 0．02 mg／kg生
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表5　空間放射線量率測定結果

モニタ リングポス ト（nGy／h）　　茅 ヶ崎市
サー ベイメー タ （nGy／h）

測定年月 最低値 最高値 平均値 茅 ヶ崎市 横須賀市 箱根 町

2006年4 月 35 57 37 53 5 8 4 7

5月 35 62 37 5 5 5 9 4 8

6月 35 48 37 5 3 5 8 48

7月 35 60 37 5 5 5 9 48

8月 35 51 36 5 6 5 7 48

9月 35 51 3 7 5 6 5 8 48

10月 35 49 3 7 5 1 57 4 7

11月 36 54 3 7 5 4 57 4 7

12月 36 54 3 8 5 4 58 4 8

20 0 7年 1月 35 49 3 7 5 3 58 4 8

2月 36 59 3 7 5 4 57 4 7

3月 36 49 3 7 5 4 58 4 6

年間値 35 62 3 7 54 58 4 8

前年度までの過
去3年間の値

35 61 3 7 5 1～59 57～64 46～57

注二サーベイメータの測定値には宇宙線の寄与分（27．8nGy／h）を付加している。

表6　北朝鮮核実験に伴うモニタリング調査結果

採取期間
二タ リングボス ド 人工放射性核種

（nGy／h） 降下物ヰ2 大気浮遊 じん

10／8 ～　 10／9 36－37 － －
10／9 ～ 10／10 36－37 － －
10／10 ～ 10／11 35－37 ND ND

10／11 ～ 10／12 35－37 ND ND
10／12 ～ 10／13 36－37 ND ND
10／13 ～ 10／14 36－37 ND ND
10／14 ～ 10／15 36－37 ND ND

10／15 ～ 10／16 36－37 ND ND
10／16 ～ 10／17 36－37 ND ND

10／17 ～ 10／18 36－38 ND ND
10／18 ～ 10／19 36－37 ND ND
10／19 ～ 10／20 36－37 ND ND
10／20 ～ 10／21 36－38 ND ND
10／21 ～ 10／22 37－37 ND ND

10／22 ～ 10／23 36－49 ND ND

10／23 ～ 10／24 36－45 ND ND
10／24 ～ 10／25 36－38 － －

前年度までの過去　3年間の値
35－61 ND ND

＊1：前日09：00～当日09：00の24時間の値を読み取った。

＊2：前日15：00～当日15：00の降下物を採取した。
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Ⅴ－15新潟県における放射能調査

新潟県放射線監視センター

小林　正、霜鳥　達雄、笠原　貢、春日　俊信、山崎　興樹

加藤　健二、藤巻　広司、坂上　央存、中山　久雄、殿内　重政

1．緒　　　口

前年度に引き続き、平成18年度に実施した文部科学省委託の環境放射能水準調査及び放射線監視等交付金による
原子力発電所周辺の環境放射線監視調査の概要を報告する。

2．調査の概要

1）調　査　対　象

環境放射能水準調査は、降水、大気浮遊じん、降下物、陸水、土壌、精米、野菜、牛乳、淡水産生物、日常
食、海水、海底土、海産生物、空間線量率を対象とした。

原子力発電所周辺の環境放射線監視調査は、空間線量率、積算線量、大気浮遊じん、大気、降下物、陸水、
土壌、農産物、畜産物、海水、海底土、海産生物、指標生物を対象とした。

2）測　定　方　法

試料の採取、前処理、調製及び測定は、文部科学省編の各種放射能測定法シリーズ、「放射能測定調査委託実

施計画書（平成18年度）」及び「柏崎刈羽原子力発電所周辺環境放射線監視調査年度計画書（平成18年度）」
に基づいて行った。

3）測　定　装　置

ア．全ベータ放射能

ィ．空間線量率

ウ．核種分析

エ．積算線量

自動サンプルチェンジャー付きGM計数装置：アロカ社製∬C－163

低線量率測定器：DBM方式2〝　¢×2〝NaI（Tl）シンチレーション検出器

モニタリングポスト：アロカ社製　仙IR－21

シンチレーションサーベイメータ：アロカ社製　TCS－166

ゲルマニウムガンマ線分光分析装置：検出器　キャンベラ社製

γ線解析システム　セイコーEG＆G社製

低バックグランド液体シンチレーションカウンター：アロカ社製　LSC－LB5

低バックグランドGM計数装置：アロカ社製LBC－4211

α線エネルギー分析装置：キャンベラ社製　シリコン半導体検出器、Genie2000

蛍光ガラス線量計素子、リーダ：旭テクノグラス社製　SC－1、FGD－202

4）調　査　結　果

ア．全β放射能（表1）

定時降水について測定したが、例年と同レベルであった。

ィ．空間線量率（表2、3）

柏崎刈羽原子力発電所周辺地域及び新潟市において測定したが、各地点とも例年と同レベルであった。
ウ．核種分析（表4、5）

大気浮遊じん他、農産物、海産物等についてゲルマニウムガンマ線分光分析装置を用いて測定した結果、
海底土、魚類等に137csを検出した。

放射化学分析により90sr、3H、239＋240puを検出した。これら検出された人工放射性核種は、いずれも
例年と同レベルであった。

エ．積算線量（表6）

原子力発電所周辺地域及びその対照地点において測定したが、各地点とも例年と同レベルであった。
3．結　　　語

平成18年度の調査結果からは、一部の試料から過去に行われた核実験等の影響によるものと判断される人工
放射性核種が検出されたが、これらはいずれも極めて低い値であり、異常値は認められなかった。
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表1大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全ベータ放射能調査結果（環境放射能水準調査）

採 取 年 月

I

降水 量

（m ）

降水 の定時採 取 （定時採水） 大型水盤 による降下物

放射能濃度 （Bq／L） 月間 降下量
（M Bq／km2）

月間降 下量
（MBq／km2）

測定数 最低値 最高値

H 1 8 年　 4 月 65．9 13 ＊ 4．5 8 7

5 月 97．5 8 ＊ ＊ ＊
＼

6 月 59．8 5 ＊ ＊ ＊
＼

7 月 375．5 17 ＊ ＊ ＊
＼

8 月 9 1．5 4 ＊ 1．7 33
＼

9 月 100．5 9 ＊ ＊ ＊
＼

1 0 月 159．5 8 ＊ ＊ ＊
＼

1 1 月 249．3 16 ＊ 4．0 59
＼

1 2 月 298．7 14 ＊ 1．4 81
＼

H 1 9 年　 1 月 111．2 15 ＊ 1．8 15
＼

2 月 50．4 12 ＊ 1．9 2．7
＼

3 月 106．1 11 ＊ 5．4 41
＼

年　 間　 値 1，835．9 132 ＊ 5．4 ＊　～　 87
＼

前年度 までの過去 3 年間の値 5　～ 18 ＊ 3．6 ＊　～ 119

（注）1　調査地点は新潟市
2　＊は検出下限値未満

表2　低線量率測定器による空間線量率（原子力発電所周辺監視調査）

測　 定　 地　 点 測　 定　 年　 月

空間線 量率 （nG y／h）

平均値 最高値 最低値

柏崎市街局 H 1 8年 4 月～ H 1 9年 3 月 42 10 0 36

荒　 浜　 局 H 1 8年 4 月～ H 1 9年 3 月 39 104 33

下 高 町 局 H 1 8年 4 月～ H 1 9年 3 月 38 111 30

刈　 羽　 局 H 1 8年 4 月～ H 1 9年 3 月 38 12 1 29

勝　 山　 局 H 1 8年 4 月 ～H 1 9年 3 月 37 122 28

宮　 川　 局 H 1 8年 4 月 ～H 1 9年 3 月 40 117 35

西　 山　 局 H 1 8年 4 月～H 1 9年 3 月 42 123 3 1

赤 田町方局 H 1 8年 4 月～H 1 9年 3 月 42 137 34

土　 合　 局 H 1 8年 4 月～H 1 9年 3 月 38 96 33
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表3　　空間放射線量率測定結果（環境放射能水準調査）

測　　 定　　 年　　 月
モ ニ タ リン グ ポ ス ト（nGy／h） サ ー ベ イ メ ー タ

最 低 値 最 高 値 平均 値 （nG y／h）

H 1 8 年　 4 月 46 7 4 4 8 9 5

5 月 45 6 2 4 8 9 5

6 月 46 6 9 4 7 9 5

7 月 46 7 4 4 9 9 3

8 月 46 6 1 4 8 8 9

9 月 46 6 9 4 8 9 3

1 0 月 4 6 6 9 4 8 9 5

1 1 月 4 6 8 2 5 0 9 1

1 2 月 4 6 9 2 5 1 9 1

H 1 9 年　 1 月 46 8 4 4 9 8 9

2 月 4 7 7 8 5 0 9 5

3 月 45 7 5 4 9 9 1

年　　 間　　 値 45 9 2 4 9 9 3

前 年 度 まで の 過 去 ．3 年 間 の値 38 1 0 1 4 9 8 4　 ～　 9 6

（注）1　測定場所は新潟市
2　サーベイメータ測定値は宇宙線を含む。
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表4－1　放射化学分析結果（90sr）（原子力発電所周辺監視調査）

試　 料 名 採 取 年 月 検 体数 最 低 値 最 高値 過 去 3 年 の値 単　 位

精　　 米 H 18．10 3 0 ．0 1 6 0 ．0 17 ＊　 ～　 0 ．0 1 7 B q／k g生

大 根 （根 ） H 18．1 1 2 0．0 3 8 0 ．0 3 9 0 ．0 2 0　～　 0．15 B q／k g生

原　　 乳 H 18．4，7，10 ，

H 1 9．1

4 0．0 2 4 0．0 3 2 0 ・0 1 5 ㌻ 0・0 5 1 B q／L

貝 類 （ササヾェ） H 18．7 1 ＊ ＊ ＊　■ B q／k g生

海 産 生 物

（ホンタやヮラ）
H 1 8．5，10 4 0 ．0 6 0 0．0 7 3 0．0 4 8　～　 0 ．0 8 0 B q／k g生

表4－2　放射化学分析結果（3H）（原子力発電所周辺監視調査）

試 料 名 採 取年 月 鱒 体 数 最 低 値 最 高値 過 去 3 年 の値 単　 位

大

気

監 視 地域 毎 月 （3か所） 36 ＊ 0 ．0 15 ＊　　 ～　 0．0 1 9

B q／m 3

対 照 地域 毎 月 （1か所） 12 ＊ 0．0 1 1 ＊　 ？ 0．0 1 1

陸 一

■水

上　 水
H 18 ．6 ，9 ，1 2

H 19 ．3
12 ＊ 0．8 5 ＊　　 ～ 1．1

B q／L

河 川 水 H 18．6，12 2 0．6 1 0．7 6 ＊　　 ～　 0．9 8

海　　 水 H 18．5，10 10 ＊ ＊ ＊　　 ～　　 ＊ Bq／L

表4－3　放射化学分析結果（239＋240pu）（原子力発電所周辺監視調査）

試 料 名 採取年月 検 体数 最低 値 最高値 過去 3 年 の値 単　 位

浮遊 じん
H18．7

H19．1
2 ＊ ＊ ＊ Bq／m3

降 下 物
H18．7

H19．1
2 ＊ ＊ ＊ Bq／m2

海 底 土 H18．5，10 4 0 ．11 0．15 0．079　～　 0．17 B q／kg乾

（注）＊は検出下限値未満
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表5－1　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果（原子力発電所周辺監視調査）

試 料 名 採　 取　 場　 所 採 取 年 月

検

体

数

137cs 前 年 度 ま で

過 去 3 年 間 の 値
そ の他 の 検 出
され た 人 工 放

射 性 核 種

単　 位

最 低 値 最 高 値 最 低 値 最 高 値

大 気 浮遊 じん 柏崎 市 （2 地 点 ）

刈 羽村

毎 月 36 ＊ ＊ ＊ ＊ Bq／m3

降　 下　 物 柏崎 市 ・刈 羽 村 毎 月 24 ＊ 0．31 ＊ 0．19 B q／m2

陸

水

上　 水
柏崎 市 （2 地 点 ）

刈 羽 村

H 18．6 ，9，12

H 19．3
12 ＊ ＊ ＊ 0．00 12

Bq／L

河 川 水 柏 崎 市 H 18．6 ，12 2 ＊ ＊ ＊ ＊

土

壌
0～ 5cm

柏 崎 市

刈 羽 村 （2 地 点）
H 18．7，11 6 2．3 34 1．7 39 Bq／k g乾

精　　　 米
柏 崎 市 （2 地 点 ）

刈 羽 村
H 18．10 3 0，0 15 0．049 ＊ 0．055 Bq／k g生

大　 根 （根 ） 刈 羽 村 （2 地 点） H 18．11 2 0 ．0 15 0．035 0．0 16 0．055 Bq／kg生

大 ．根 （葉 ） 刈 羽 村 （2 地 点 ） H 18．11 2 0．063 0：15 0．11 0 ．34 Bq／kg生

キ ャ ベ ツ 刈 羽 村 （2 地 点 ） H 18．11 2 0 ．043 0．064 ＊ 0 ．15 Bq／kg生

牛

乳
原　 乳 柏 崎 市 （2 地 点 ）

H 18 ．4，7，10

H 19 ．1
、8 ＊ ＊ ＊ ＊ Bq／L

松　　　 葉 柏 崎 市 （2 地 点 ） H 18 ．7，11 4 ＊ 0 ．075 ＊ 0．094 B q／kg生

海　　　 水
前 面 海 域 （3地点）

放水 口付近 （2鮎）
H 18 ．5，10 10 0 ．00 15 0 ．0 020 0 ．0016 0．0029 Bq／L

海　 底　 土
前 面 海 域 （3地点）

放 水口付近 （2鮎 ）
H 18 ．5 ，10 10 ＊ ＊ ＊ ＊ Bq／k g乾

海

産

生

カ レイ 柏崎 市 H 18 ．5 1 0．070 0．0 70 0 ．0 66 0．087 Bq／k g生

マ ダ イ 柏崎 市 H 18．6 1 ■0．12 0．12 0 ．11 0．15 Bq／k g生

ヒ ラメ 柏崎 市 H 18．10 1 0．072 0．072 0 ．12 0．15 Bq／k g生

サ ザ ェ 柏崎 市 H 18．7 1 ＊ ＊ ＊ ＊ Bq／kg 生

ワカ メ＿ 柏崎 市 H 18．5 1 ＊ ＊ ＊ ＊ Bq／kg生

ホンダ ワラ
放 水 口付近 （2鮎 ） H 18．5，10

12 ＊ ＊ ＊ ＊ Bq／kg生
柏崎 市 （2 地 点） H 18．5，10，

12．H 19．1．3

（注）1　＊は検出下限値未満
2　　　　　は検出されなかったことを示す。
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表5－2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果（環境放射能水準調査）

試 料 名 採　 取　 場　 所 採 取 年 月

検

体

数

137c s 前 年 度 ま で

過 去 3 年 間 の 値 －

そ の 他 の 検

出 さ れ た 人

工 放 射 性 核
種

単　 位

最 低値 最 高 値 最 低 値 最 高 値

大気 浮 遊 じん 新 潟 市 毎 月 4 ・＊ ＊ ＊ ＊ mBq／m 3

降　 下　 物 新 潟 市 毎 月 12 ＊ 0 ．14 ＊ 0 ．16 M B q／km 2

陸

水

上　 水 新 潟 市 H 18 ．6 ．1 ＊ ＊ ＊ ＊
mBq／L

淡　 水 新 潟 市 H18．11 1 ＊ ＊ ＊ ＊

土

壌

0 ～ 5 c m 柏 崎 市 H 18．7 1

5．7 5．7 11 16 B q／kg乾

330 3 3 0 5 10 9 8 0 肥 q／km2

5 ～20c m 柏崎 市 H 18 ．7 1

5．6 5．6 5．9 14 B q／k g乾

750 7 5 0 5 3 0 2 3 0 0 舶 q／h 2

精　　　 米 新潟 市 H 18 ．10 2 ＊ ＊ ＊ ＊ Bq／kg生

大　 根 （根 ） 新 潟 市 H 18 ．11 1 ＊ ＊ ■ ＊ 0．022 B q／kg生

ホ ウ レン 草 新潟 市 H 18 ．6 ． 1 ＊ ＊ ＊ ＊ Bq／kg生

牛

乳

原　 乳 新 潟 市 H 18 ．8 1 ＊ ＊ ＊ ＊

Bq／L

市販 乳 新 潟 市 H 18 ．8 1 ＊ ＊ ＊ ＊

淡 水 産 生物

（フナ ）
新 潟 市 H 18 ．11 1 0 ．11 0 ．11 0．12 0 ．15 B q／kg生

日　 常　 食 新 潟 市 H 18 ．6 ，12 2 ＊ ＊ ＊ 0．0 33 B q／入 日

海　　　 水 新 潟 港 沖 H 18 ．7 1 ＊ ＊ ＊ ＊ mBq／L

■海　 底　 土 新 潟 港 沖 H 18 ．7 1 1．8 1．8 1．2 1．9 Bq／kg乾

海

産

生

物

カ レイ 新 潟 市 H 18 ．11 1 0 ．11 0 ．11 0．074 0 ．10 B q／kg生

サ ザ ェ 佐 渡 市 H 18 ．4 1 ＊ ＊ ＊ ＊ Bq／kg生

ワカ メ 佐 渡 市 H 18．4 1 ＊． ＊ ＊ ＊ Bq／kg生

（注）1　＊は検出下限値未満
2　　　　　は検出されなかったことを示す。

表6　積算線量（原子力発電所周辺監視調査）（単位：mGy／91日）

　　　 四 半 期

測 定 地 点
第 1 四 半 期 第 2 四 半 期 第 3 四 半 期 第 4 四 半 期 年 間 積 算 線 量

監　 視　 調　 査　 地　 域 0 ．1 3 0．13 0 ．13 0．12 0．5 1

対　　 照　　 地　　 点 0 ．14 0．14 0．14 0．13 0 ．5 5

（注）1　年間積算線量の単位は、mGy／365日
2　測定地点数は、監視調査地域20か所、対照地点5か所
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Ⅴ－16富　山　県　に　お　け　る　放　射　能　調　査

富山県環境科学センター

奥村秀一　高田忠幸

1．緒　言

前年度に引き続き、富山県において平成18年度に実施した文部科学省委託による

環境放射能水準調査の結果について報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

降水（定時降水）、大気浮遊じん、降下物、陸水（蛇口水）、土壌、精米、野菜（大

根、ホウレン草）、牛乳（生産地）、日常食、空間放射線量率

2）測定方法

試料の採取、前処理及び測定は文部科学省編の各種放射能測定法シリーズ及び「環

境放射能水準調査委託実施計画書（平成18年度）」に準じて行った。

3）測定装置

①全ベータ放射能

②　γ線核種分析

③空間放射線量率

ベータ線自動測定装置（AlokaJDC－3201）

Ge半導体検出器（CANBERRA GC－2519）

モニタリングポスト（Aloka MAR－21）

シンチレーションサーベイメータ（Aloka TCS－166）

4）調査結果

①全ベータ放射能

測■定結果を表1に示す。測定した130検体中、8検体で検出された。

②　γ線核種分析

測定結果を表2に示す。降下物、土壌及び日常食でCs－137が検出されたが、

異常値は、認められなかった。

③空間放射線量率

測定結果を表3に示す。モニタリングポスト、サーベイメータとも例年と

同程度の値であった。

3．結　語

平成18年度の富山県における調査結果は例年とほぼ同程度の値であり、異常は認
められなかった。
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（表1）定時降水試料中の全ベータ放射能調査結果

採 取 年 月
降 水 量

（m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q／L ） 月 間 降 下 量

（M Bq／km 2）
測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18 年 4 月 1 6 7．5 14 N ．D 7．5 8．7

5 月 16 7．9 10 N ．D 1．7 9 7．0

6 月 12 7．6 6 N．D N ．D N．D

7 月 4 7 8．9 15 N．D N ．D N．D

8 月 8 4．6 4 N．D N ．D N ．D

9 月 －3 2 0．0 12 N ．D N ．D N ．D

10 月 96 ．0 5 N ．D N．D N ．D

1 1 月 2 7 1．0 15 N ．D 2 ．2 3 5．0

1 2 月 19 1．9 13 N ．D 1．6 2 2．0

平 成 19 年 1 月 18 6．3 13 N．D N ．D N．D

2 月 14 2．6 12 N．D 1．8 6．6

3 月 15 2 ．8 1 1 N ．D 3．6 5 8．4

年 間 値 2，3 8 7．1 1 30 N ．D 7．5 22 7．7

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 4 04 N ．D 4．2 N ．D ～ 76 ．0

注　N．Dとは、計数値がその計数誤差の3倍を下回るものを示す。
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（表2）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試料名 採取場所 採取年月

検

体

数

137c s
前年度まで

過去3 年間の値

その他の

検出され

た人工放

射性核種

単位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 小杉町 H 18．4～H19．3 4 N．D N．D N．D N．D －
鵬q／m3

降 下 物 小杉町 H 18．4～H19．3 12 N．D 0．10 N．D 0．14 － MBq／km2

陸

水

上水

蛇 口水
小杉町 H18．6 1 N．D N．D N．D － 鵬q／L

土

壌

0～5cm

小杉町 H 18．8

1

1．2 N．D 1．4 － Bq／kg 乾土

63 N．D 67 － MBq／km2

5～20cm 1

N．D N．D N．D － Bq／kg 乾土

N．D N．D N．D － MBq／km2

精　 米 小杉町 H18．10 1 N．D N．D N．D －
Bq／kg 精米、

野

菜

大　 根 小杉町 H18．11 1 N．D N．D N．D －
Bq／kg 生

ホウレン草 富山市 H18．11 1 N．D N．D N．D －

牛　 乳 砺波市 H18．8 1 N．D N．D N．D － Bq／L

日常食 富山市他 H18．6、H 18．11 2 N．D 0．026 0．022 0．044 － Bq／人 ・日

注　N．Dとは、計数値がその計数誤差の3倍を下回るものを示す。
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（表3）空間放射線量率測定結果

測 定 年 月

モ ニ タ リン グポ ス ト （nG y／h） サ ー ベ イ メー タ

（nG y／h）最 低値 最 高値 平 均値

平成 18 年 4 月 4 7 7 8 5 1 9 2．8

5 月 4 7 7 1 50 9 9．1

6 月 4 8 6 9 50 10 1．8

7 月 4 8 8 5 5 2 9 9．7

8 月 4 9 7 1 5 1 9 7．2

9 月 4 4 8 6 5 2 9 6．5

10 月 4 8 7 2 5 1 9 8．1

1 1 月 4 7 9 9 5 2 9 7．7

1 2 月 4 2 9 5 52 9 9．2

平成 19 年 1 月 4 7 10 6 5 1 9 8．5

2 月 4 4 9 3 5 2 9 3．0

3 月 4 3 76 50 9 2．9

年 間 値 42 10 6 5 1 9 2．8～ 10 1．8

前年度 までの過去 3 年間の値 29 10 8 50 8 2．7～ 10 3．6

－170－



Ⅴ－17　石川県における放射能調査

石川県保健環境センター

小浦　利弘・園本　佐恵・小森　正樹

1．緒言

前年に引き続き、平成18年度に実施した文部科学省委託環境放射能水準調査結果

について報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

定時降水、降下物、陸水、土壌、日常食、農畜産物、海産生物、空間線量率

2）測定方法

試料の調製および測定は、文部科学省マニュアルに準じている。

3）測定装置

全ベータ放射能　　　　アロカ（株）製JDC－3201

核種分析　　　　　　　ゲルマニウム半導体検出器：C心拍ER鮎製

モニタリングポスト　　Nai（Tl）シンチレーション式：アロカ（株）製舶R－21

サーベイメータ　　　　　NaI（Tl）シンチレーション式：アロカ（株）製TCS－166

4）調査結果

・定時陸水試料中の全ベータ放射能については、調査期間中の試料数は118であり、そ

のうち全ベータ放射能が検出されたのは1試料であった。これは1月に確認された。

・牛乳中の131Ⅰについては、6試料（奇数月）全てが検出限界未満であった。

・ゲルマニウム半導体検出器による核種分析については、降下物、土壌、日常食、

フクラギ試料から137csが検出されたが、例年と同レベルの濃度であった。

137cs以外の人工放射性核種は、全ての試料から検出されなかった。

・空間線量率については、サーベイメータによる測定は例年と同レベルを示した。

モニタリングポストによる連続測定についても、例年と同レベルの範囲で推移し

た。

3．結語

各試料の放射能分析及び線量率モニタリング結果において、異常は観測されず、例年

と同レベルであった。
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（1）定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取　 年　 月
降 水 量

（m m ）

降 水 の定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q／L）

月 間 降 下 量 （M B q／k m 2）

測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18 年　 4 月 18 6 ．0 15 － N ．D N．D

5 月 19 1．5 10 － N ．D N．D

6 月 55．0 7 － N ．D N．D

7 月 5 56 ．5 14 － N ．D N．D

8 月 4 9．0 3 － N ．D N．D

9 月 2 35 ．0 8 － N ．D N ．D

10 月 147 ．0 5 － N ．D N ．D

11 月 2 85 ．0 12 － N．D N ．D

1 2 月 2 54 ．0 14 － N．D N ．D

平 成 19 年　 1 月 155 ．0 1 1 N ．D 1．7 9．2

2 月 118 ．0 9 － N．D ・N ．D

3 月 165 ．0 10 － ・ N．D N ．D

年　 間　 値 23 97 ．0 1 18 N ．D 1．7 N．D　～　 9．2

前 年 度 ま で の過 去 3 年 間 の値 35 4 N ．D 10 N ．D　～ 2 90

（2）牛乳中の131Ⅰ分析結果

採 取 場 所 羽 咋 郡 宝 達 志 水 町 坪 山　 石 川 県 畜産 総 合 セ ン タ ー
前 年 度 まで

過 去 3 年 間 の 値

採 取 年 月 日 H 18 ．5 ．9 H 18 ．7．2 1 H 18 ．9 ．2 5 18 ．11．14 H 19 ．1．16 H 19 ．3．12 最 低 値 最 高 値

放 射 能 濃 度

（B q／1）
N．D N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D － N．D
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（3）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試 料 名 採取場所 採取年月

検

体

数

137c s
前年度まで

過 去 3 年間の値

その他 の

検 出 され

た人 工放

射性核種

単位

最低値 最 高値 最低値 最高値

降下物
金 沢市

太 陽が丘
毎　 月 12 N．D 0．15 N．D 0．23 な し MBq／km2

陸

水

上 水

（蛇 口水）

金沢市

太陽が丘 H 18．6 1 N．D N ．D な し mBq／L

土

壌

0～5cm
金沢市

末町
H 18．8 1

－ 31 26 31 な し Bq／kg 乾土

－ 780 1200 1700 な し MBq／kn 2

5～20cm
金沢市

末町 H 18．8 1
－ 27 21 39 な し Bq／kg 乾土

－
280b 1600 4600 な し MBq／km2

精　 米
内灘町

向粟崎
H 18．10 1 N ．D N．D な し Bq／kg 精米

野

菜

大　 根
金沢市

西念町

H 18．10 1 － N．D － 0．027 な し

Bq／kg 生

ホウレン草 H 18．10 1 － N．D － N．D な し

牛　 乳

由咋郡

宝達志水

町坪 山

H18．8 1 N．D N．D な し Bq／L

日常食 金沢 市

H18．6

2
－ 0．16

N ．D 0．17 な し Bq／人 ・日

H19．1 － N．D

海

産

生

物

ワカメ

輪 島市

門前町

鹿磯

H 18．4 1 － N．D － N．D な し

Bq／kg 生サザェ H 18．6 1 － N．D － N．D な し

フクラギ H 18．10 1 － 0．16 0．15 0．17 な し
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（4）空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月

モ ニ タ リン グ ポ ス ト（n Gy ／h ）
　 ＊1 ）

サー ベ イ メー タ

（nG y／h）最 低 値 最 高 値 平均 値

平 成 18 年　　 4 月 48 72 5 1 92

5 月 4 8 6 7 50 92

6 月 4 8 6 5 50 94

7 月 4 7 7 9 5 1 9 2

8 月 4 8 6 8 5 0 9 6

9 月 47 78 50 98

10 月 4 7 64 50 92

1 1 月 4 7 7 8 5 1 9 0

12 月 4 0 9 5 5 2 9 6

平成 19 年　 1 月 42 10 1 5 1 9 0

2 月 45 83 5 1 9 2

3 月 39 79 50 92

年　　 間　　 値 3 9 10 1 5 1 90 ～ 98

前 年 度 まで の

過 去 3 年 間 の値
24 1 19 4 9 76 ～ 100

＊1）宇宙線寄与分30nGy／hを含む。
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Ⅴ－18　福井県における放射能調査

福井県原子力環境監視センター
松井亮　松浦康幸

1．緒言

前年に引き続き、福井県が平成18年度に実施した文部科学省委託の「放射能測
定調査」の結果について、その概要を報告する。

2．調査の概要
（1）調査対象

定時降水、降下物、浮遊じん、土壌、陸水、各種食品、空間線量率
（2）測定方法

放射能調査委託実施計画書（平成18年度）によった。
（3）測定装置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

①全β放射能調査：アロカ　J DC－3201

②核種分析調査　：HP G e検出器（相対効率　約30％）
③空間線量率調査：サーベイメータ；アロカTC S－171

モニタリングポスト；アロカ　MAR－21

（4）調査結果一

平成18年度の調査結果の概要は、以下のとおりである。なお、調査結果の詳細
については別添の表を参考にされたい。

①定時降水

前年と同様に大気中での核実験はなかった。測定した106試料のうちで4試料か
ら全β放射能が検出されたが、検出された数値はバックグランドを僅に越えたもの

であった。

②牛乳中の131Ⅰ分析の結果

前年と同様に大気中での核実験はなく、131Ⅰは検出されなかった。
③核種分析調査

（a）浮遊じん

3ケ月ごとのコンポジット試料を測定したが、人工放射性核種は検出されなかっ
た。

（b）降下物

降水（1ケ月間採取）を蒸発乾固した試料の測定を行ったが、人工放射性核種は
検出されなかった。

（C）陸水

蛇口水と淡水（それぞれ100リットル）を蒸発乾固した試料について測定を行

った結果、淡水中から従来と同レベルで137c sがわずかに検出された。
（d）土壌

0～5cm及び5～20cmの2層から採取した試料について測定を行った結果、

いずれも従来と同レベルで137c sがわずかに検出された。
（e）食品

食品については、淡水産生物、日常食、海産生物から、従来と同レベルで137c s

がわずかに検出された。

④空間線量率

空間線量率の調査結果は、モニタリングポスト及びサーベイメータとも従来と同程
度であった云

3．結語

全β放射能及び空間線量率については従来と同程度であり、核種分析の結果も陸

水、土壌、及び食品の一部から従来と同レベルの137c sがわずかに検出されたの

みであった。
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別添

Ⅰ．定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取

年 月

降 水 量

（m m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q／L ）
月 間 降 下 量

（M B q ／k m 2 ）
測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 1 8 年 4 月 139 ．3 12 N ． D 5 ．1 14 0

1 8 年 5 月 3 5 7．1 ・8 N ． D N ． D N ． D

1 8 年 6 月 18 7．6 4 N ． D N ． D N ． D

1 8 年 7 月 198 ．6 10 N ． D N ． D N ． D

1 8 年 8 月 98 ．0 3 N ． D N ． D N ． D

1 8 年 9 月 4 24 ．9 10 N ． D N ． D N ． D

1 8 年 10 月 2 45 ．8 7 N ． D N ． D N ． D

1 8 年 1 1月 160 ．1 12 N ． D N ． D N ． D

1 8 年 12 月 2 56 ．6 11 N ． D 3 ．9 50

1 9 年 1 月 3 88 ．2 12 N ． D 2 ．3 10

1 9 年 2 月 2 08 ．0 8 N ． D N ． D N ． D

1 9 年 3 月 176 ．6 9 N ． D N ． D N ． D

年　 間　 値 284 0 ．8 10 6 N ． D N ． D N ． D ～ 14 0

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 3 08 N ． D 11．7 N ． D ～　 6 5 6

Ⅱ．牛乳中の131Ⅰ分析結果

採 取 場 所
奥 越

高 原 牧 場
／J JJ JJ ／J ／J

前 年 度 ま で の

過 去 3 年 間 の 値

採 取 年 月　日
H 1 8 ．5 ．1 7 1 8 ．6 ．1 2 1 8．7 ．1 1 1 8 ．8 ．8 18 ．9 ．1 2 1 8 ．1 0 ．1 3 最 低 値 最 高 値

放 射 能 濃

度

（B q／L）

N ．D N ．D N ．D N．D N ．D N ．D N ．D N ．D
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Ⅲ．ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採 取場 所 採 取 年 月

検

体

数

1 3 7 c s
前 年 度 ま で の

過 去 3 年 間 の 値

そ の他 の

検 出 され た

人 工 放 射 性

核 種

単　　 位

最 低 値 最 高値 最 低 値 最 高値

大 気 浮 遊 じん
福 井 分 析 管 理

室 屋 上
18．4～ 19．3 4 N．D N ．D N．D N ．D mBq／m 3

降　 下　 物 ／／ 18．4～ 19．3 12 N．D N ．D N．D N ．D MB q／km 2

陸

水

蛇 口水 福 井 市 原 目町 18．6 1 － N ．D N．D N ．D

mBq／L

淡　 水 敦 賀 市 猪 ヶ池 18．8 1 － 1．2 1．3 1．8

土

壌

0 ～ 5 cm 福 井 市 原 目町 18．8 1

－ 1．6 1．0 5．4 Bq／kg 乾 土

－ 109 160 240 MBq／km 2

5 ～ 20cm ／J 18．8 1

－ 1．7 1．1 2．4 B q／kg乾 土

－ 484 200 530 MBq／km 2

精　 米 福 草 市 18．10 1 － N．D N ．D N ．D B q／kg精 米

野

菜

大　 根 あ わ ら市 18．11 1 － 0．02 1 N ．D N ．D

Bq ／kg生

ホウレン草 坂 井 郡 18．11 1 － N．D N ．D N ．D

牛　 乳
、勝 山市

福 井 市

18． 8

18． 9
2 N ．D N．D N ．D 0．02 Bq／L

淡 水 産 生 物

（フ ナ ）
三 方 町 三 方 湖 18．12 1 － 0 ．12 0．12 0．14 Bq／kg生

日常 食

福 井 市 18． 8 1－ － 0．020 0．0 15 0．023

Bq／人 ・目

福 井 市 18．11 1 － 0．0 14 0．0‾16 0．026

海 産 生 物

（カ レイ ）
福 井 市 18 ．11 1 0．11 0．10 0．13 Bq／kg生
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Ⅳ．空間放射線量率測定結果

測　 ′定　 年　 月

モ ニ タ リン グ ポ ス ト　　　 （n G y ／ h ） サ ー ベ イ メ ー タ

最　 低　 値 最　 高　 値 平　 均　 値 （n G y ／ h ）

平 成 1 8 年　 4 月 4 6 5 4 4 7 100．3

1 8 年　 5 月 4 5 5 2 4 7 84．7

1 8 年　 6 月 4 6 4 9 4 7 88．0

1 8 年　 7 月 4 6 6 1 4 9 82．3

1 8 年　 8 月 4 7 4 9 4 8 84．9

1 8 年　 9 月 4 5 1 5 9 4 9 8 1．6

1 8 年 1 0 月 4 5 4 8 4 6 86．6

1 8 年 1 1 月 4 5 5 1 4 7 82．2

1 8 年 1 2 月 4 0 5 8 4 7 85．7

1 9 年　 1 月 4 4 6 0 4 7 8 3．3

1 9 年　 2 月 4 3 5 9 4 7 86．5

1 9 年　 3 月 4 0 5 1 4 6 8 6．9

年　 間　 値 4 0 6 1 4 7 8 1．6～ 100．3

前 年 度 ま で の

過 去 3年 間 の 値
1 9 10 7 4 6 68．8～9 9．0
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Ⅴ－19　山　梨　県　に　お　け　る　放　射　能　調　査

山梨県衛生公害研究所

石井　洋亨　　江頭　恭子

1　緒言
平成18年度に山梨県で実施した文部科学省委託の環境放射能調査結

果について、その概要を報告する。

2　調査の概要
1）調査対象

降水、大気浮遊じん、降下物、陸水（蛇口水）、土壌、精米、
野菜（大根、ホウレン草）、牛乳、日常食及び空間放射線量率

2）測定方法
試料の採取、前処理及び測定は文部科学省編「全ベータ放射能測定

法（1976）」「ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメト

リー」及び同省防災環境対策室編「放射能測定調査委託実施計画書
（平成18年度）」により行った。

3）測定装置
ア）全ベータ放射能

GM計数装置：AIokaJDC－163型
イ）核種分析

G e半導体核種分析装置：SEIKOEG＆G
ウ）空間線量率

シンチレーションサーベイメータ：AlokaTCD－166型

モ　ニ　タ　リ　ン　グ　ポ　ス　ト：M－21型．

4）調査結果
定時降水の全ベータ放射能測定結果を表（Ⅰ）に、ゲルマニウム半導

体検出器による核種分析結果を表（Ⅱ）に、空間放射線量率の測定結果
を表（Ⅲ）に示した。

3　結語
いずれの調査項目も昨年度とほぼ同じレベルにあり、異常値は認めら

れなかった。
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（Ⅰ）大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　　 取
降 水 量

（m m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ） 大 型 水 盤 による 降 下 物

放 射 能 濃 度 （B q／L） 月 間 降 下 量

（M B q／k ポ）

月 間 降 下 量

（M B q ／k ポ）測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18 年 4 月 68．5 7 N ．D N ．D N ．D －

平 成 18 年 5 月 49．5 10 N ．D N ．D N ．D －

平 成 18 年 6 月 9 1．5 9 N ．D N ．D N ．D －

平 成 18 年 7 月 19 1．0 1 5 N ．D N ．D N ．D －

平 成 18 年 8 月 96．0 10 N ．D N ．D N ．D －

平 成 18 年 9 月 13 1．0 1 3 N ．D N ．D N ，D －

平 成 18年 10 月 9 5．5 7 N ．D N ．D N ．D －

平 成 18年 11 月 6 9．5 5 N ．D N ．D N ．D －

平 成 18年 12 月 8 3．0 5 ． N ．D N ．D N ．D －

平 成 19 年 1月 33．0 4 N ．D N ．D N ．D －

平 成 19 年 2 月 3 2．0 5 N ．D N ．D N ．D －

平 成 19年 3 月 3 5．0 5 N ．D N ．D N ．D －

年 間 値 9 7 5．5 9 5 N ．D N ．D N ．D －

前 年 度 まで の 過 去 3年 間 の 値 16 2 N ．D N ．D N ．D －
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（Ⅱ）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試 料 名 採 取 場 所

採

取

年

月

検

体

数

13 7 C s
前 年 度 まで

過 去 3 年 間 の 値 その 他の検

出され た人工
放射 性核 種

単 位

最 低 値 最 高 値 最 低 値 最 高 値

大 気 浮遊 じん 甲 府 市 H 18．4 ～

H 19．3
4 N ．．D N ．．D N ．．D N ‥D － m B q／m 3

降 下 物 甲 府 市 H 18．4 ・－

H 19．3
12 N HD N ‖D N ．．D N ．．D － M B q／k ポ

陸

水

上 水　 源 水 － ー － － － － － －

m B q／L蛇 口7 甲 府市 H 18．6 1 N ．．D N HD N ‥D N ‥D －

淡 水 － － － － － － － －

土

壌

0 ～ 5 c m
北 杜 市

高 根 町 H 18．8 1

2 2．0 ± 0．79 ー B q／k g乾 土

37 3．7 ± 13．4 － M B q／k ポ

5 ～ 2 0 c m
北 杜 市

高 根 町 H 1 8．8 1

1 1．7± 0 ．57 － B q／kg乾 土

67 0．7 ± 32．7 － M B q／k rTf

精 米 北 杜 市

高 根 町 H 18．12 1 N ‥D N ‥D N ‖D N ．．D － B q／k g精 米

野

菜

大 根
北 杜 市

高根 町 H 18．12 1 N ‥D N ．．D N ．．D N ‥D －
B q／k g生

ホ ウ レン草
北杜 市

高根 町 H 1 8．12 1 N ‥D N ‥D N HD N ‥D －

茶
－ － － － － － － － B q／kg乾 物

牛 乳
北杜 市

高 根 町 H 1 8．8 1 N ‥D N ．．D N ‥D N HD － B q／L

淡 水 産 生 物
－ － － － － － － － B q／kg生

日常 食 甲府 市 H 18．6

日18．1 2
2 N ‥D 0．0 3 ±0．0 1 N ‥D ．04± 0．00 － B q／人 ・日

海 水
－ － － － － － － － m B q／L

海 底 土
－ － － － － － － －

B q／kg乾 土

海

産

生

物

－ － － － － － － － －

B q／kg生
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －
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（Ⅲ）空間放射線量率測定結果

測 定年 月
モニタリングポス ト（nG y／h） サ ーベイメータ

最 低値 最 高値 平 均値 （nG y／h）

平 成 18 年 4 月 49 70 5 1 7 9

平 成 18 年 5 月 49 72 5 1 8 1

平 成 18 年 6 月 4 9 8 4 52 88

平成 18年 7 月 5 0 72 52 84

平成 18年 8 月 5 0 6 7 52 85

平成 18年 9 月 5 0 6 7 52 88

平 成 18 年 10 月 50 58 52 83

平成 18 年 1 1月 50 70 53 84

平成 18年 12 月 50 67 53 83

平 成 19 年 1月 50 7 1 5 3 78

平 成 19 年 2 月 50 65 5 2 8 4

平 成 19年 3 月 50 73 5 2 8 1

年間値 5 0 70 52 78 ～ 88

前 年度 までの過去 3 年 間の 値 4 5 70 4 9 79 ～ 92
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Ⅴ－20　長野県における放射能調査

長野県環境保全研究所

中込和徳　川村　寅　佐々木一敏

1．緒　言

前年度に引続き、長野県において平成18年度に実施した文部科学省委託に

よる環境放射能水準調査の結果について報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

定時降水の全β放射能、大気浮遊じん・降下物・陸水（源水、蛇口

水、淡水）・土壌・精米・野菜類（大根、ホウレン草）・牛乳・淡水産生

物（ワカサギ）・日常食・海産生物（イワシ）の核種分析、サーベイメ

ータおよびモニタリングポストによる空間放射線量率

2）測定方法

試料の調整と測定は科学技術庁編「全ベータ放射能測定法（1976）」、

「ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スぺクトロメトリー

（平成2年改訂）」および文部科学省防災環境対策室編「放射能調査委

託実施計画書（平成18年度）」によって行った。

3）測定装置

GM計数装置　　：ALOKA Jt）C・163

Ge半導体検出器　：SEIKO EG＆G GEM－20180・P

シンチレーションサーベイメータ　：ALOKA TCS・166

モニタリングポスト：三菱電機　EM・L・CO1

4）調査結果

定時降水の全β放射能の測定結果を表1に、Ge半導体検出器による

核種分析結果を表2に、空間放射線量率の測定結果を表3に示す。

3．結　語

平成18年度の長野県における調査の結果、環境試料中の放射能および空間

放射線量率ともに平常時のレベルにあり、異常値は認められなかった。
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表1定時降水試料中の全β放射能調査結果

採取 年月
降水量

（皿 ）

降水 の定時採取　 （定時降水 ）

放射能濃度（Bq／1）
月間降下量

（H Bq／血 2）
測定数 最低値 最高値

平成 18年 4月 70．8 10 N ．D N ．D N ．D

5月 8 3．6 8 N．D N ．D 村．D

6月 48 ．5 7 N．D N ．D N．D

7月 24 9．3 14 N ．D N ．D N．D

8月 15．4 5 Ⅳ．D N ．D N．D

9月 151．9． ▼　8 Ⅳ．D N ．D 村．D

10月 86 ．9 6 Ⅳ．D N．D N．D

11月 54 ．0 9 Ⅳ．D N．D N．D

12月 76 ．5 7 N．D N．D N．D

平成 19年 1月 36 ．0 6 N．D N．D Ⅳ．D

2月 33．6 8 Ⅳ．D N．D Ⅳ．D

3月 46 ．9 7 N．D N．D N．D

年間値 953．2 95 Ⅳ．D N．D Ⅳ．D

前年度 までの過去 3年間の値 312 Ⅳ．D 7．2 N ．D～8．1

N．D：計数値がその計数誤差の3倍を下回るものを示す
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表2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試 料 名
採 取

場 所
採取年月

検

体

数

137c s
前年度まで

過去 3年間の値
その他の

検出され

た人工放
射性核種

単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 長野市 18 ．4、 19．3 4 Ⅳ．D N ．D Ⅳ．D N．D
－

嘘q／m 3

降下物 長野市 18 ．4～ 19．3 12 村．D 0．14 打．D Ⅳ．D － 膿 q／血 2

陸

水

上水　 源　 水 長野市 18．7 1 Ⅳ．D Ⅳ．D Ⅳ．D －

嘘 q／1上水　 蛇口水 長野市 18．6 1 Ⅳ．D Ⅳ．D Ⅳ．D －

淡　 水 諏訪湖 18．10 1 Ⅳ．D Ⅳ．D Ⅳ．D －

土

壌

0～5 cm 長野市 18．8 1

77 9．2 58 － 的／kg乾土

1400 22 0 120 0 ー
蝿 q／血 2

5～2 0 cm 長野市 18．8 1

14 Ⅳ．D 6．0 － B q／kg乾土

960 Ⅳ．D 33 0 －
弧 q／h 2

精　 米 安曇野市 18．10 1 Ⅳ．D Ⅳ．D Ⅳ．D － B q／kg精米

野

菜

大　 根 佐久市 18 ．11 1 Ⅳ．D Ⅳ．D Ⅳ．D －
B q／kg生

ホ ウレン草 佐久市 18 ．11 1 Ⅳ．D Ⅳ．D Ⅳ．D －

牛　 乳 信濃町 18．8 1 Ⅳ．D Ⅳ．D Ⅳ．D ・ －
Bq／1

淡水産生物（ワカサキや）諏訪湖 18．1 1 1 0．10 0．0 82 0．0 98 － Bq／kg生

日常食 長野市 18．6，18．1 1 2 Ⅳ．D Ⅳ．D Ⅳ．D 0．05 1 － Bq／人 ・日

海産生物（イワシ）長野市 18．11 1 0．044 Ⅳ．D 0．0 70 －
Bq／kg生

Ⅳ．D：計数値がその計数誤差の3倍を下回るものを示す
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表3　空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月

モニ タ リングポス ト（n Gy／h ）
サーベ イメ ータ＊1

（nGy／h ）
最低値 最高値 平均値

平成 18年 4月 33．7 56．8 35．9 84

5月 33．6 52．1 35．4 82

6月 33．2 5 5．1 35．4 84

7月 32．7 5 5．3 35．6 82

8月 31．1 4 3．9 34．9 82

9月 31．0 53．7 34．4 86

10月 32．．6 4 9．6 35．6 80

11月 34．5 46 ．6 37．5 80

12月 34．2 58．0 38．2 84

平成 19年 1月 32．3 77．8 37．4 82

2月 34．8 58．5 37．5 86

3月 34．5 6 1．3 37．2 ’82

年　 間　 値 3 1．0 77．8 36．3 80～86

前年度 までの 10．3‡2 24 ．2‡2 13．6＊2
70・～ 98

過去 3年間の値 （cps） （cps） （cp s）

＊1宇宙線寄与分（30nGy／h）を含む

＊2　モニタリングポスト機器更新（平成18年4月）以前の旧設機器による測定値
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Ⅴ－21岐阜　県　に　お　け　る　放射能調　査

岐阜県保健環境研究所

南　部　敏　博

1．緒言

平成18年度岐阜県において実施した、文部科学省委託の環境放射能水準調査の結果に

ついて報告する。

2．調査の概要

（1）調査対象

降水（定時降水）、大気浮遊じん、降下物、陸水（蛇口水）、土壌、精米、

野菜（ダイコン、ホウレンソウ）、茶、牛乳（生産地）、日常食及び空間線量率

（2）測定方法

試料の調整及び測定は、科学技術庁編「全ベータ放射能測定法（昭和51年）」、

「ゲルマニウム半導体検出器ガンマ線スペクトロメトリー（平成2年改訂）」及び

「環境放射能水準調査委託実施計画書（平成18年）」に準じて行った。

（3）測定装置

1．全ベータ放射能

低バックグラウンド自動測定装置：キャンベラS5X2050E－S型

2．核種分析

Ge半導体核種分析装置：セイコーEG＆G製

3．空間線量率

エネルギー補償型γ線用シンチレーションサーベイメーター

アロカ製TCS－166

モニタリングポスト：アロカ製MAR－21

（4）調査結果

表－1定時降水試料中の全ベータ放射能の測定結果を示す。

表－2　環境試料の核種分析結果を示す。

表－3　空間線量率の測定結果を示す。

3．結　語

平成18年度の調査結果は、前年度とほぼ同様、異常値は認められなかった。
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表－1　定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取

年 月

降水量

（m m ）

降　 水　 の　 定　 時　 採　 取 （定時降水 ）

放射能濃度 （B q／L ） 月間降下量

（M B q／血 2）1

測定数 最低値 最高値

平成 18 年　 4 月 176．1 6 N ．D 0．6 8 11

5 月 3 0 S．7 10 N ．D 3．5 39

6 月 2 06．6 5 N ．D N ．D N ．D

7 月 4 56．S 6、・ N ．D 1．1 3．0

8 月 70．3 3 N ．D N ．D N ．D

9 月 2 57．1 ■5 N ．D 0．39 15

10 月 172．6 3 N ．D 0．32 2．5

11 月 93．8 4 N ．D 0．72 2．7

12 月 11 1．3 5 N ．D N ．D N ．D

平成 19 年 1 月 64．3 l N ．D N ．D N ．D

2 月 1 13．3 6 N ．D 2．5 63

3 月 133．9 3 N ．D 1．4 20

年　 間　 値 2164．S 57 N ．D 3．5 N ．D ～ 63

前年度までの過去 3 年間の値 19 9 N ．D 7．8 N ．D ～ 2 00
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表－2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 ・採取場所

採

取

年

月

検

体

数

137c s 前年度まで

過去 3年間の値

その他の検出された

人工放射能性核種

単 位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊じん 各務原市 毎月 4 N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D 　　 3
m B q／m

降　 下　 物 各務原市 毎月 12 N ．D 0．12 N ．D N ．D N ．D M B q侃m 2

陸

水

蛇 口水 各務原市 6 月 l N ．D N ．D N ．D N ．D m B q／L

土

壌

0 ～ 5　cm 岐阜市 7 月 1

5．0 4．2 8．5 N ．D B（匹g 乾土

24 2 3 6 8 － N ．D 　　　 2M B q／K m

5 ～2 0　cm 岐阜市 7 月 1

4．9 5．1 8．1 N ．D B（咋g乾土

32 2 7 5 1 N ．D M B q侃m 2

精　　 米 岐阜市 9 月 1 N ．D N ．D N ．D N ．D B（匹g精米

野

菜

大　 根 各務原市 11 月 1 N ．D N ．D N ．D N ．D B q耽g 生

ホウレン草 各務原市 11 月 l N ．D N ．D N ．D N ．D B q耽g 生

茶

白川町 5 月 1 N ．D N ．D N ．D N ．D B（匹g乾物

池 田町 5 月 l N ．D N ．D N ．D N ．D B q咋g乾物

牛　 乳 笠松町 8 月 l N ．D N ．D N ．D N ．D B q／L

日　 常　 食

岐 阜 市

と

各務原市

6 ・12 月 2 N ．D 0．09 5 N ．D N ．D N ．D B q／人・日
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表－3　空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月

モニ タ リングポス ト（nG y几） サーベイ メー タ

最低値 最高値 平均値 （nG y几）

平成 1 8 年　　　　 4　月 65 g9 6 7 94

5　月 65 80 6 7 94

6　月 64 8 1 6 7 94

7　月 64 S7 68 9 6

8　月 6 5 72 67 9 0

9　月 6 5 90 6 8 9 2

10 月 6 5 77 6 S 9 6

1 1 月 66 84 69 SS

12 月 60 96 6 7 100

平成 1 9 年　　　　 1 月 60 110 6 3 94

2 月 60 80 6 3 92

3 月 6 0 79 6 2 92

年　　　 間　　　 値 60 110 66 S8～10 0

前年度 まで の過去 3 年 間の値 58 100 66 90～10 0
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Ⅴ－22　静　岡　県　に　お　け　る　放　射　能　調　査

静岡県環境放射線監視センタ一

息明雄、山口善三郎、太田充（現　農林技術研究

所）、鈴木敦雄、鈴木真紀（現　中部健康福祉セン

ター）、鈴木喬大

1．緒　言

静岡県では、昭和36年度より文部科学省委託環境放射能水準調査を実施している。

今回は、平成18年度に実施した調査結果の概要を報告する。

2．調査の概要

1）　調査対象

ア　放射能

イ　放射線量

・全β放射能（定時降水）

・核種分析（浮遊塵、降下物、陸水、土壌、農畜産物、海産生物及

び日常食）

・空間放射線量率

2）　測定方法

放射能測定調査委託実施計画書（平成18年度）によった。

3）　測定装置

ア　全β放射能　　　・GM測定装置

イ　核種分析　　　　・G e半導体検出器を用いた波高分析装置

ウ　空間放射線量率　・N al式モニタリングポスト（DBM方式）

・N aI式サーベイメータ（DBM方式）

4）　調査結果

ア　全β放射能調査

定時降水試料の全β放射能は、表1に示すとおり、すべて検出限界以下であり、

過去3年間と同様であった。

イ　核種分析

牛乳中の1311は、表2に示すとおりすべて検出限界以下であり、過去3年間

と同様であった。

その他の環境試料の調査結果は、表3に示すとおりであり、137c sのみが検出

されたが、過去3年間と比較して大きな変動はなかった。

ウ　空間放射線量率

空間放射線量率の調査結果は、表4に示すとおりであり、モニタリングポスト

による線量率は年間を通じて大きな変動はなかった。

3．結　語

今年度の調査結果は、従来の値と同程度であり、異常は認められなかった。
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表1　定時降水中の全β放射能調査結果

採　 取　 年　 月 降水量

【m m ］

降水の定時採取（定時降水）

放射能濃度［Bq／L］ 月間降下量

［M B q／km 2］測定数 最低値 最高値

平成18年　　　　 4月 229．5 13※1 ND N D ND

5月 293．0 11 ND ND ND

6月 233．5 10 ND ND ND

7月 212．0 12※2 ND ND ND

8月 274．5 8 ND ND ND

9月 17650 5 N D ND ND

10月 89．5 6 N D ND N D

11月 131．0 7 N D ND N D

12月 66．5 7 N D N D ND

平成19年　　 1月 36．0 6 ND ND ND

2月 91．5 8 ND ND ND

3月 125．5 7 ND ND ND

年　 間　 値 1958．5 100 ND ND ND
前年度までの過去3年間の値 　／

ND ND ND

表2　牛乳中の131Ⅰ分析結果

※1：測定機器の不調による欠測1回含む

※2：測定機器の不調による欠測2回含む

採　 取　 場　 所
浜松 市 御殿 場市 御殿場 市 浜松 市 浜松市 御殿場 市 御 殿場市 浜松市

採　 取　 年　 月　 日
H 18．4．5 H 18 ．4．6 H 18．7．5 H 18．7．6 H 18．10．3 H 18．10．4 H 19 ．1．11 H 19．1．24

放 射能濃 度［B q／L】
N D N D N D N D N D N D N D N D
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表3　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採取 場所 採取 年月

検

体

数

137c s

その他の

検 出され
た人工 放
射性 核種

単　 位
本 年度 前年度 までの

過 去3年間の 値

最低 値 最 高値 最 低値 最高値

大 気浮遊 じん 御前崎市 4 回／年 4 N D N D N D N D N D m Bq／m 3

降　 下　 物 静 岡市 毎月 12 N D 0．091 N D 0．047 N D M B q／km 2

陸 水 蛇 口水 静岡市 6 1 N D － N D N D N D m B q／L

土

壌

0 ～5cm 御殿 場市 8 1
12 － 7．0 11 N D Bq／kg乾土

390 － 160 420 N D M B q／kポ

5一一20cm 御殿場 市 8 1
6．1 － 1．9 6．0 ND Bq／kg乾土

480 － 160 900 ND M B q／kn了

精　 米 静 岡市 11 1 N D － N D N D N D B q／kg生

野

菜

大　 根
浜松市 11 1 N D － N D N D N D

B q／kg生御殿 場市 11 1 0．12 － 0．038 0．13 N D

ホウレン草 御殿 場市 11 1 0．059 － N D 0．041 N D

茶
磐 田市 5 1 0．0 15 － N D ND N D

B q／kg生
伊 豆市 5 1 0．088 － 0．085 0．13 N D

牛　 乳 静 岡市 8 1 N D － N D 0．026 N D B q／L

日　 常　 食 静 岡市 6．11 2 0．016 0．017 0．0 11 0．048 N D Bq／人・日

海 産生 物 l ぁじ 静 岡市 11 1 0．094 － 0．062 0．13 N D B q／kg生

松　 葉
浜松市 6，9，12，3 4 N D 0．028 N D 0．036 N D

B q／kg生
沼津市 6，9，12，3 4 ND 0．029 N D 0，025 N D
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表4　空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月

モニ タ ）ン グ ポ ス ト［n G y／h］
サーベイメータ

lnG y／h］

最 低 値 最 高 値 平 均 値

平 成 18 年　　　　 4 月 2 9．0 54 ．3 3 2．3 96

5 月 2 9．2 53 ．8 3 1．9 8 0

6 月 2 9．6 47 ．2 3 3．0 8 0

7 月 3 0．0 56 ．4 3 3．2 76

8 月 2 9．4 48 ．8 3 2．0 96

9 月 2 9．7 55 ．4 3 2．2 9 4

10 月 2 9．1 42 ．8 3 1．5 70

1 1月 2 8．1 49 ．3 3 1．3 9 6

12 月 2 8．6 48 ．0 3 0．9 74

平 成 19年　　　 1月 2 9．2 52 ．9 3 2．1 8 4

2 月 29 ．2 56 ．8 3 2．4 72

3 月 29 ．3 46 ．2 3 1．9 78

年　 間　 値 28 ．1 5 6．8 3 2 ．1 7 2 ～ 96

前年度までの過去3 年間の値 27 ．9 72 ．7 3 2．5 70 ～ 100
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Ⅴ－23愛知県における放射能調査

愛知県環境調査センター

吉田　豊　中根　知康　角脇　怜

1緒言
愛知県は文部科学省（旧科学技術庁）の委託により、昭和35年度より核実験等によるフォールアウ

ト調査を実施してきたが、昭和62年度より原子力発電所等立地県の隣旋県として「環境放射能水準調

査」を実施することになった。ここでは平成18年度の放射能調査結果について報告する。

2　調査の概要

（1）調査対象

定時降水、降下物（大型水盤）、大気浮遊じん、上水、土壌、穀類（精米）、野菜、牛乳、日

常食、海水、海底土、海産生物、空間放射線量率（サーベイメータ）等合計126件と、空間放

射線量率（モニタリングポスト）について通年測定1件。

（2）測定方法

試料の採取、前処理及び測定は、「放射能測定調査委託実施計画書」及び文部科学占腐各種放
射能測定法シリーズに従った。

（3）測定装置

低バックグラウンドGM計数装置：Al．OKA製LBC－472－や，SC－511，FC－512

ゲルマニウム半導体核種分析装置：mM肥Ⅲ仏製∝3518－7915－30、肛Aシリーズ35プラス

‡三言；；完三て一句メータ；≡霊貰志警1肝135
（4）調査結果

1）全β放射能

測定結果を表1に示した。本年度当初より測定装置を低バックグラウンド型のものに変更し

たため、定時降水試料83件中38件で検出された。

2）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析

測定結果を表2に示した。lTcsの検出は、降下物の1／12検体、土壌の0－5cmと5－20cm

の両者とも1／1検体、日常食の1／2検体であったが、いずれも通常測定される値であった。ま

た、その他の人工放射性核種はいずれの試料にも検出されなかった。
3）空間放射線量率

名古屋市内の定点（北区辻町、当所敷地内）で測定した結果を表3に示した。シンチレー

ションサーベイメータによる測定は月1回で、それらの測定値の平均は95nGy／h（変動係数

2．8％）、モニタリングポストによる測定は通年で、それらの月間平均値の平均は40nGy／h（変
動係数1．7％）で、いずれも通常測定される値であった。

3　結語

本年度は、いずれの調査項目においても特に異常は認められなかった。
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表1定時降水試料中の全β放射能測定結果

採　 取　 年　 月 降 水 量

（m m ）

降　 水　 の　 定　 時　 採　 取 （ 定　 時　 降　 水 ）

放　 射　 能　 濃　 度 （B q几 ） 月 間 降 下 量

（M B q／ k m 2 ）

測 定 数 最 低 値 最 高 値

18 年　 4 月 8 6．4 7 N ．D 0 ．4 0 8 ．9

5 月 1 9 1．5 1 1 N ．D 2 ．4 1 2

6 月 2 2 9 ．8 7 N ．D 0 ．6 3 2 4

7 月 2 7 4 ．3 1 2 N ．D 1．2 8 9

8 月 1 5 2 ．3 7 N ．D 0 ．6 8 5 7

9 月 1 3 9．8 8 N ．D 1．5 4 6

10 月 7 5 ．4 5 N ．D 1．2 4 ．1

1 1 月 6 9 ．8 6 N ．D 7 ．0 1 7

12 月 1 0 6 ．8 5 N ．D N ．D N ．D

1 9 年　 1 月 4 3 ．5 3 N ．D 1．1 2．6

2 月 5 9 ．2 6 N ．D 2 ．2 2 1

3 月 8 6 ．2 6 0 ．3 3 3 ．4 8 1

年　 間　 値 1 5 1 5．0 8 3 N ．D 7 ．0 N ．D ～ 8 9

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 2 5 6 N ．D N ．D N ．D

「N・D」は不検出。（平成18年度当初から測定装置を変更したため、検出下限値は前年度までと比較しておよそ1／6となった。）

表3　空間放射線量率測定結果

却　　 定　　 年　　 月
モ ニ タ リ　ン グ ポ ス ト （n G y 瓜 ） サーベイ メー タ

（n G y瓜 ）

最 低 値 最 高 値 平 均 値

平成 18　 年　　 4　 月 3 7 50 3 9 9 2

5　 月 3 7 47 3 9 10 0

6　 月 38 53 4 1 9 8

7　 月 3 7 52 40 98

8　 月 37 59 39 9 5

9　 月 37 5 2 40 96

10　 月 37 5 1 40 95

11　 月 37 5 5 40 95

12　 月 36 5 5 40 93

19　 年　 1　 月 37 74 39 92

2　 月 37 52 39 9 4

3 1月 37 52 39 9 2

年　　　　 間　　　　 値 36 74 4 0
92 －100　95 ＊

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 3 3 6 1 39
87 －10 1　9 5 ■

＊平均値
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表2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採 取 場 所 採取年月

検

体

数

137C s

前年度までの

過去 3 年間の値

その他

の検 出

され た

人 工放

射性核

種

単　 位

最低値 最高値 最 低値 最 高値

大気浮遊 じん 名 古屋 市北 区 18．4～19．3 4 N ．D N ．D N ．D N ．D m B q／m 3

降　 下　 物 名 古屋 市北 区 18．4～19．3 12 N ．D 0．0 95 N ．D 0．0 58 M B q／k m 2

陸

水

上水 源水 犬 山市継鹿尾 18．6 1 N ．D N ．D N ．D

m B q／L

蛇 口水 名古屋市北 区 18．6 1 N ．D N ．D N ．D

土

壌

0　～　 5 cm 田原市 18．5 1

5．8 9．1 12 B q佗g 乾土

2 90 2 40 59 0 M B q／km 2

5～2 0 cm 田原市 18．5 1

5．5 11 14 B q／k g 乾土

6 00 770 16 00 M B q／k m 2

精　　　　 米 名 古屋 市北区 18．12 1 N ．D N ．D N ．D B q耽g 生

野

菜

大　　 根 田原 市 18．5 1 N ．D N ．D N ．D

B q 此g 生

ホウレン 草 田原 市 18．5 1 N ．D N ．D N ．D

牛　　　　 乳 名古屋市北 区 18．8 1 N ．D N ．D N ．D B q／L

日　 常　 食 名古屋市 18．6， 11 2 N ．D　　　 O．0 38 N ．D 0．05 2 B q／人 ・日

海　　　　 水 常滑市小鈴谷沖 18．9 1 N ．D N ．D N ．D m B q／L

海　 底　 土 常滑市小鈴谷沖 18．9 1 N ．D N ．D 3．2 B q／k g 乾土

海

産

生

物

き　　 す 知多郡南知 多町 18．6 1 N ．D N ．D 0．0 65

B q此g 生あ　 さ　 り 知 多郡 南知 多町 18．6 1 N ．D N ．D 0．0 42

わ か　 め 知 多郡南知多 町 19．2 1 N ．D N ．D 0．02 4

「N．D」は不検出。
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Ⅴ－24　三　重　県　に　お　ける　放　射　能　調　査

三重県科学技術振興センター　保健環境研究部

小川　正彦　森　康則　橋爪　清

1．緒　言

三重県では、昭和63年より文部科学省の委託による環境放射能調査

を行っている。今回は、平成18年度に実施した調査についての概要を

報告する。

2．調査の概要

1）　調査対象

降水（定時採取）86試料の全β放射能、大気浮遊じん（3ケ月単

位及びモニタリング強化中は24時間）、降下物（月間採取及びモニ

タリング強化中は1日）、陸水（上水、淡水）、土壌、精米、野菜類

（大根、ほうれん草）、茶、牛乳、日常食及び海産生物（鯛、あさ

り、わかめ）計59試料のγ線スペクトロメトリーによる核種分析、

サーベイメータ（月1回）及びモニタリ　ングポスト（周年連続）によ

る空間放射線量率を対象に測定した。

2）　測定方法

試料採取、前処理、全β放射能、γ線核種分析および空間放射線

量率の測定は、文部科学省編「環境試料採取法」、「全ベータ放射能

測定法」、「ゲルマニウム半導体検出器等を用いる機器分析のための

試料の前処理法」、「ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペ

クトロメトリー」、「連続モニターによる環境γ線測定法」および平

成18年度放射能測定調査委託実施計画書（モニタリ　ング強化時の調

査内容を含む）に従った。

3）　測定装置

GM計数装置：アロカGM自動測定装置TDC－511，SC－756B

Ge半導体検出器：CANBERRA GC2519－7500S／RDC

NaIシンチレーショ　ンサーベイメータ：アロカTCS－171

モニタリ　ングポスト：アロカMAR－21

4）　調査結果

全β放射能調査結果は表Ⅰに、空間放射線量率測定結果は表Ⅱに、

ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果は表Ⅲに示

3．結
した。

語

本年は黄砂が多く、降下物で137csが平成6年以来の値となった他は、

10月の国外における原子力関係事象の発生に伴うモニタリング強化期

間の内容を含め、環境試料等の放射能および空間放射線量率は、とも

に前年度まで過去3カ年の値とほぼ同程度の値を示し、特に異常な値は

認められなかった。
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（表－Ⅰ）大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取

年　 月
降 水 量

（m ）

降水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q／L ） 月 間 降 下 量
（MB q ／k m 2）

測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18年 4 月 2 6 9 ．0 9 N ．D 1 ． 0 4 ． 3

5 月 2 4 7 ．5 1 1 N ．D N ．D N ．D

6 月 4 0 4 ．0 7 N ．D N ．D N ．D

7 月 3 1 6 ．0 1 3 N ．D 0 ． 7 1 0 ． 8

8 月 7 8 ．5 6 N ．D N ．D N ．D

9 月 2 1 6 ．5 8 N ．D N ．D N ．D

1 0月 1 8 8 ．0 5 ＊ N．D N ．D N ．D

1 1月 6 6 ．5 6 N．D N ．D N ．D

1 2月 1 0 3 ．5 7 N ．D N ．D N ．D

平 成 19 年 1 月 4 5 ．5 3 N ．D N ．D N ．D

2 月 9 0 ．5 7 N ．D N ．D N ．D

3 月 2 6 ．0 4 N ．D N．D N ．D

年　 間　 値 2 0 5 1 ．5 8　6 N ．D 1 ． 0 N ．D　～ 1 0 ． 8

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の値 2 9 4 N ．D 2 ． 6 N ．D　～ 1 8 ． 5

（表一耳）空間放射線量率測定結果
＊10月は、モニタリング強化に対応したため、4試料欠測

測　　 定　　 年　　 月
モ ニ タ リングポ ス ト （nG y／h ） サ ーベ イ メー タ

（nG y ／h ）最 低値 最 高値 平均 値

平成 1 8 年　 4 月 4　7 ． 4 6 7 ． 2 4 7 ． 4 5 7

5 月 4 4 ． 4 6 2 ． 9 4 6 ． 9 6 3

6 月 4 5 ． 0 6 4 ． 0 4 7 ． 2 6 0

7 月 4 4 ． 7 6 4 ． 4 4 7 ． 6 5 5

8 月 4 5 ． 2 5 4 ． 5 4 6 ． 6 5 7

9 月 4 5 ． 0 7 3 ． 1 4 7 ． 6 6 2

1 0 月 4　5 ． 4 6 5 ． 6 4 7 ． 1 5 4

1 1 月 4　5 ． 7 6 6 ． 2 4 7 ． 8 5 8

1 2 月 4 1 ． 2 7 3 ． 8 4 8 ． 0 5 6

平成 1 9 年　 1 月 4 4 ． 5 8 8 ． 4 4 7 ． 6 5 2

2 月 4　5 ． 5 7 6 ． 2 4 7 ． 6 5 9

3 月 4 5 ． 0 5 9 ． 2 4 6 ． 8 5 0

年　　 間　　 値 4 1 ． 2 8 8 ． 4 4 7 ． 4 5 0 ～ 6　3

前年 度 まで の過 去 3 年 間の値 4 2 ． 1 7 9 ． 8 4 7 ． 7 4 7 ～ 6 0
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（表－Ⅲ）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試 料 名 採 取 場 所

採

取

年

月

検

体

数

1 3 7 c s
前 年 度 ま で

過 去 3 年 間 の 値

そ の他 の

検 出 され

た 人 工放

射 性 核 種

単　 位

最 低 値 最 高 値 最 低 値 最 高値

大気 浮遊 じん 四 日市 市
18 ．4

～19 ．3

16

★
N ．D N ．D N ．D N ．D － mB q／m 3

降　 下　 物 四 日市 市
18 ．4

～19 ．3

2 6

★
N ．D 0 ．3 1 7 N ．D 0 ．0 8 4 － M B q ／km 2

陸

水
蛇 口水 四 日市 市 18 ．6 1 N ．D N ．D N ．D － mB q／L

土

壌

0 ～ 5

c m

三 重 郡

菰 野 町
18 ．7 1

1．2 N ．D 1．0 ー Bq／k g乾 土

69 N ．D 4 7 － M B q／km 2

5 ～ 2 0

cm

三 重 郡

菰 野 町
18 ．7 1

N ．D N ．D N ．D － Bq／k g乾 土

N ．D N ．D N ．D － MB q／k m 2

精　　　 米 松 阪 市 18 ．9 1 N ．D N ．D N ．D － B q／k g精 米

野

菜

大　 根
多 気 郡

明 和 町
18 ．1 1 1 N ．D N ．D N ．D －

B q／k g生

ホウレン草 四 日市 市 18 ．1 1 1 N ．D N ．D 0 ．0 5 8 －

茶

多 気 郡

一大 台 町

18 ．5 1

N ．D 0 ．1 5 9 N ．D 0 ．1 5 1 B q／k g乾 物

亀 山市 18 」5 1

牛　　　 乳
度 会 郡

大 紀 町
18 ．8 1 N ．D N ．D N ．D － Bq／L

日　 常　 食 津 市
18 ．6

1 8 ．1 2
2 N ．D N ．D N ．D 0 ．0 5 0 B q／人 ・日

海

産

生

物

魚 類

（鯛 ）

度会郡大鹿

町沖熊野灘
18 ．4 1 0 ．0 9 0 0 ．1 1 8 0 ．1 4 8 －

B q／k g生
貝類

（あ さ り）

伊 勢 市

沿岸
18 ．5 1 N ．D N ．D N ．D －

藻類

（わ か め）

鳥 羽 市

沿岸
19 ．2 1 N ．D N ．D N ．D －

＊大気浮遊じん、降下物は、モニタリング強化時の14検体を含む
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Ⅴ－25滋賀県における放射能調査

滋賀県衛生科学センター
橋本敏江　坪田てるみ　山中直

1．緒言

前年度に引き続き、滋賀県が平成18年度に実施した文部科学省委託に

よる環境放射能水準調査の結果を報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

①　全ベータ放射能　定時降水

②　核種分析調査　　大気浮遊じん、降下物、陸水、土壌、穀類（精米）、

野菜類（大根、ホウレン草）、牛乳、日常食（都市部）

③　空間放射線量率

2）測定方法

測定方法等は、平成18年度環境放射能水準調査委託実施計画書に

従い行った。

3）測定装置

①　全ベータ放射能

GM計数装置（ALOKAJDC－163）

②　核種分析調査

ケ●ルマ二ウム半導体核種分析装置（ORTEC GEM－15180P、SEIKO MCA7700）

③　空間放射線量

サーベイメータ（ALOKA TCS－166）

モニタリングポスト（ALOKA MAR－21）

4）調査結果

（D　全ベータ放射能

定時降水における測定結果を表（1）に示す。すべての試料で検出下

限値未満であった。

②核種分析調査

ゲルマニウム半導体検出器を用いた環境試料中137csの測定結果を表

（2）に示す。過去3年間には降下物、土壌および日常食から低レベルの

137csが時折検出されているが、平成18年度は土壌の検体から低レベル

の137csが検出された。

③空間放射線量率

大津市における測定結果を表（3）に示す。前年度と同程度の値であっ

た。

3．結語

調査結果は前年度とほぼ同程度あり、特に異常値は認められなかった。
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（1）定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取　 年　 月
降水 量

（m m ）

降水 の 定 時採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q ／ L ） 月 間 降下 量

（M B q ／ k n l）測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 1 8 年 4 月 12 6 10 N ．D　　 N ．D N ．D

5 月 15 9 9 N ．D ・ N ．D N ．D

6 月 23 3 8 N ．D N ．D N ．D

7 月 40 4 10
　 1　】
N ．D 】 N ．D N ．D

8 月 8 6 5 N ．D
L
・ N ．D N ．D

9 月 16 2 8 N ．D N ．D N ．D

1 0 月 19 3 N ．D N ．D N ．D

1 1 月 8 4 5 N ．D N ．D N ．D

1 2 月 1 12 9 N ．D N ．D N ．D

平 成 1 9 年 1 月 2 5 4 N ．D N ．D N ．D

2 月 7 8 8
N ．D 弓 N ．D

N ．D

3 月 7 3 5 N ．D
1　N ．D

N ．D

年　 間　 値
1，56 1 8 4 N ．D N ．D N ．D

前 年 度 までの 過去 3 年 間 の 値
28 2 N ．D 5 ．9 N ．D ～ 30 ．1

（2）ゲルマニウム半導休検出器による核種分析測定調査結果

試料名 採取場所
採取
年月

検
体
数

137c s

盲高遠丁哀話

前年度まで
過去3年間の値

ーtVノ115
検出された
人工放射

性
七女権

単位
最低値 ぎ最高値

大気浮遊じん 大津市 四半期 4 N．D N．D N．D i N．D

】

　／ m B q／m 3

降　 下　 物 大津市 毎月 12 N．D N．D N．D 0．092
　／ M B q／km 2

陸水 上水（蛇口水） 大津市 H18．6 1 N．D
∃　／

N．D 　N．D
！

　／ m B q／L

土壌

0 ～5 cm

野洲市 H18．7

1
18 N．D 13 B q／kg乾土

970
【

N．D ‡900
l

M B q／km 2

5 ～2 0 cm 1
3．7

450

2．3

310

！ 4．5
⊥＿＿＿＿＿＿＿＿；830
l

B q／kg乾土

M B q／km 2

精　 米 大津市 H18．10 1 N．D 　／ N．D 【N．D
【

　／ B q／kg精米

野菜
大　 根 高島市 H18．11 1 N．D N．D N．D

B q／kg生
ホウレン草 安土町 H18．12 1 N．D N．D N．D

牛　 乳 日野町 H18．8 1 N．D 　／ N．D N．D 　／ Bq／L

日常食
大津市
（都市部）

H18．6

日18．12
2 N．D N．D N．D 0．049 B q／人・日
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（3）空間放射線主宰測定結果

採　 取　 年　 月
モニ タリン グ ポ ス ト（nG y ／h ） サ ー ベ イメー タ

最 低 窟 「－一‾－ ‾－‾‾‾「最 高 値 ∈平 均 値 （n G y ／ h ）

平 成 1 8 年

平 成 1 9 年

▼＿＿4 月 33　　　　 4 9
l∃　3 4．8

98 ．6

5 月 32 4 9 1 34 ．4 9 8 ．0

6 月 j 3 50 34 ．9 94．8

　」　 男． 32 56 35 ．1 9 8．2

8 月 蔓2 50 34 ．1 9 5．0

9 月 3 1 5 8 3 4 ．7 96 ．8

1 0 月 3 2 4 5 3 4．5 10 1．0

1 1 月 32 4 8 3 5．0 95 ．4

1 2 月 33 53 3 5．3 100 ．4

1 月 33 6 1 35 ．2 103 ．8

2 月 33 59 35 ．4 102 ．2

3 月 32 4 8 34 ．6 9 7．2

年　 間　 値 3 1 6 1 34 ．8 94 ．8 ・－ 103 ．8
前 年 度 ま で の 過 去

3 年 間 の 値 32 72 35 ．2 93 ．2 ～ 108 ．2
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Ⅴ－26　京都府における放射能調査

京都府保健環境研究所

前田高志、宮島直人、荒木智徳

藤波直人、田村義男

1　緒　言

京都府では、平成17年度に引き続き平成18年度も文部科学省委託による環境放射能水準調査を行

ったので、その概要を報告する。

2　調査の概要

（1）調査対象

浮遊じん、降下物（定時及び月間）、陸水（上水及び淡水）、土壌、農畜水産物（精米、茶、

大根、ほうれん草、牛乳、ふな、さば）、日常食及び空間線量率

（2）測定方法

試料の調製及び測定方法は、科学技術庁編『全ベータ放射能測定法』及び『ゲルマニウム半導体

検出器を用いた機器分析法』等に準じた『京都府環境放射能測定法（改訂Ⅱ）』によった。

（3）測定装置

ア）全ベータ放射能

イ）核種分析

り）空間線量率

プラスチックシンチレーション検出器

ゲルマニウム半導体検出器

モニタリングステーション：DBM方式NaI（Tl）シンチレーション検出器

サーベイメータ：NaI（rn）シンチレーションサーベイメータ

（4）調査結果

表Ⅰ～Ⅳに調査結果を示す。

定時採水を除く環境試料について、ゲルマニウム半導体検出器による核種分析調査を行ったと

ころ、土壌、日常食及びさばから137Csが検出された。

3　結　語

平成18年度の調査結果は、前年度と同程度のレベルにあり、特に異常値は認められなかった。
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Ⅰ定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取 年 月 降 水 量

（m m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降水 ）

放 射 能 濃 度 （B q ／ L ）
月間 降 下 量

（M B q／ k m 2）
測 定数 最 低 値 最 高 値

平 成 18年 4月 116．5 9 N ．D 7．2 3．6

5月 15 2．0 8 N ．D N ．D N ．D

6月 18 7．5 7 N ．D 3．0 4．4

7月 3 9 1．0 11 N ．D N ．D N ．D

8月 84．5 5 N ．D 2．2 5 1．5

9月 9 6．0 8 N ．D 1．3 10．9

10月 3 1．5 3 N ．D 2．2 1．1

11月 66．0 4 N ．D 1．5 1．5

12月 9 7．0 8 N ．D 1．6 4．0

平成 19年 1月 15．5 2 N ．D 1．5 11．6

2月 60．5 6 N ．D 5．3 3 4，8

3月 75．5 7 N ．D 2．1 2．1

年 間値 13 73．5 78 N ．D 7．2 N 二D ～ 5 1．5

前 年 度 までの 過 去 3年 間 の値 25 8 N ．D 6．4 N ．D ～ 110．6

採 取 地 点 ：京都 市 伏 見 区 村 上 町3 95　 京 都 府 保 健 環 境 研 汽 所屋 上

Ⅱ　牛乳中の131扮析結果

採取場所 京都市 前 年度まで過去3 年間の値

採取年月 日 H 18．12．8 最低値 最高値

放 射能濃度 （B q／ L ） N ．D N ．D N ．D
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Ⅲ　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試 料 名 採 取 場 所 採 取年 月 検体 数

137C 8 前 年 度ま で過 去 3 年 間 の値

その 他 の検 出 され た

人 工 放射 性 核 種

単位

最 低 値 最 高値 最 低 値 最 高値

大 気 浮 遊 じん 京 都 市 H 18．4 一一日19 ．3 4 N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D m B q ／ m 3

降下 物 京 都 市 H 18．4 一一日19 ．3 12 N ．D N ．D N ．D 0 ．0 44　士　 0 ．0 13 N ．D M B q ／ k m 2

陸

水

源 水 京都 市 H 18 ．6 1 N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D m B q ／ 」

蛇 口水 京都 市 H 18 ．6 1 N ．D N ．D N ，D H ．D N ．D

地 下水 宇治 市 H 18 ．12 1 N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D

土

壌

0 ・－5 c m 京都 市 H 18 ．7 1

3．3　 士　 0 ．2 8 3 ．3　 士　 0 ．28 2．5　 士　 0 ．2 9 3 ．1　 ±　 0，30 N ．D B q ／ k g 乾 土

66　 士　 5 ．6 66　 ±　 5，6 5 3　 士　 6 ．1 ＿73　 ±　 8，2 N ．D M B q ／ k m 2

5 ・－2 0 cm 京都 市 H 18 ．7 1

4．4　 ±　 0 ．2 8 4 ．4　 土　 0 ．28 N ．D 2 ．3　 土　 0 ．28 N ．D B q ／ k g 乾 土

87 0　 ±　 5 5 8 70　 ±　 5 5 N ．D 3 50　 ±　 42 N ．D M B q ／ k m 2

精 米 京 都市 H 18 ．12 1 N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D B q ／ k g 精 米

野

菜

大根 （根 ） 京 都 市 H 18 ．12 1 N ．D N ．D N ．D 0．02 9　± 0．00 57 N ．D B q ／ k g 生

ほうれ ん 草 京 都 市 H 18 ．12 1 N ，D N ．D N ．D N ．D N ．D

茶

宇 治 市 H 18 ．5 1 N ．D N ．D N ．D N ．D N ．D B q ／ k g 乾物

和 束 町 H 18 ．5 1 N ．D ． N ．D N ．D 0．17　 土　 0．03 9 N ．D

牛乳 京 都 市 H 18 ．12 1 H ．D N ．D N ．D N ．D N ．D B q ／ L

淡 水 産 生物 （フナ ） 宇 治 市 H 18．12 1 N ．D N ．D H ．D N ．D N ．D B q ／ k g 生

日常 食 京 都 市 H 18．8 ．H 相．12 2 0 ．00 9 4 ± 0．0 02 9 0 ．0 15　± 0 ．00 3 9 N ．D 0 ．0 25　士 0 ．00 5 1 H ．D B q ／ 人 ・日

海 産 生物 （サ バ ） 京 都 市 H 18．1 1 1 0 ．0 89　± 0．00 87 0 ．0 69　土 0 ．0 08 7 0 ．07 6　土 0．00 59 0 ．0 95　± 0 ．0 07 0 N ．D B q ／ k g 生
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Ⅳ　空間放射線量率測定結果

測 定 年 月

モニタリングポ ス ト（n G y ／ h ） サーへ●ィメータ

・最 低 値 最 高 値 平 均 値 （n G y ／ h）

平 成 18年 4月 39 6 7 4 1 84

5 月 39 58 4 1 80

6 月 39 59 4 1 80

7月 39 7 1 4 2 79

8 月 39 60 40 80

9 月 39 7 1 4 1 80

10 月 39 56 4 1 8 1

11月 39 63 4 2 82

12月 40 72 4 3 79

平 成 19年 1月 40 76 42 82

2 月 39 67 42 85

3 月 39 60 4 1 8 1

年　 間　 値 39 76 4 1 7 9 ～ 85

前年度までの過去3年間の値 38 87 4 1　　　　　 79 ～ 8 6

測 定 地 点 ：京都 市 伏 見 区 村 上 町 395　 京 都 府保 健 環 境 研 究 所 屋 上

－210－



Ⅴ－27大阪府における放射能調査

大阪府立公衆衛生研究所
味村　真弓　肥塚　利江　渡遺　功

1緒言

大阪府では、昭和35年度より文部科学省（旧科学技術庁）の委託により放射能調査を
実施している。今回は、平成18年度に実施した調査結果について報告する。

2調査の概要
（1）調査対象
・全ベータ放射能：降水（定時）
・核種分析：大気浮遊じん、降下物、上水（原水・蛇口水）、土壌、精米、
野菜（タマネギ・ダイコン・ホウレンソウ・キャベツ）、牛乳（原乳・市販乳）、
日常食、海水、海底土、海産生物（サバ）

・空間放射線量率：モニタリングポスト（1地点）、シンチレーションサーベイメータ（5地点）
（2）測定方法
平成18年度放射能測定調査委託実施計画書に準じて行った。

（3）測定装置
・全ベータ放射能：低バックグラウンド放射能自動測定装置

（アロカ製LBC－472－Q型およびキャンベラ製S5X2050E型）
・核種分析：ゲルマニウム半導体検出器（東芝製IGC－20175SD型）
・空間放射線量率：モニタリングポスト（アロカ製MAR－22型）

シンチレーションサーベイメータ（アロカ製TCS－166型）
（4）調査結果
・全ベータ放射能：定時降水試料中の全β放射能調査結果を表1に示す。

78件中14例検出したが異常値は認められなかった。
・核種分析：環境及び食品試料中のゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定

調査結果を表2に示す。上水（原水）試料より、昨年厚と同様、微量の131Ⅰ
が検出された（0．95mBq／1）。

その他の試料に異常値は認められなかった。

・空間放射線量率：モニタリングポスト及びシンチレーションサーベイメータによる空間
放射線量率測定結果を表3に示す。異常値は認められず、昨年度までと
同程度の値であった。

3結語

平成18年度の大阪府における放射能調査結果は、昨年度と同様、平常値であり、人工
放射性物質の新たな環境への放出は無いことが確認された。

昨年度に続き今年度も上水道原水に微量の131Ⅰを検出したが、飲料水の摂取制限に

関する指標の約1／105のレベルであり、府民への健康影響はない。
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表1定時降水試料中の全β放射能調査結果

採取年月 降水量

m m

降水の定時採取 （定時降水）

放射能濃度（B q／L） 月間降下量

（M B q／km 2）測定数 最低値 最高値

平成 18年 4月 140 8 N D 0．29 8．39

平成 18年 5月 151 8 N D 1．03 1．15

平成 18年 6月 177 7 N D N D N D

平成 1・8年 7月 322 10 N D 0．32 4．44

平成 18年 8月 43 3 N D 0．64 18．22

平成 18年 9月 90 6 N D N D N D

平成 18年 10月 75 4 N D N D N D

平成 18年 11月 82 7 N D 0．73 1．40

平成 18年 12月 99 9 N D 0．42 3．88

平成 19年 1月 22 4 N D 0．45 3．06

平成 19年 2月 43 6 N D 0．39 2．20

平成 19年 3月 76 6 N D 0．47 4．71

年間値 1320 78 N D 1．03 N D ～ 18．22

前年度までの過去3年間の値 255 N D 1．22 N D ～6．58
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表2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試料名 採取場所 採取年月

検
体

数

137c s

その他の検出
された人工放
射性核種

単位平成 18年度
前年度まで過
去3年間の値

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊じん 大阪市 H 18．4　～　 H 19．3 12 N D N D N D N D m B q／m 3

降下物 大阪市 H 18．4　～　 H 19．3 12 N D 0．05 N D N D M B q／k m 2

陸

水

上水・原水 守 口市 H 18．6 1 N D N D N D 131Ⅰ：0．9 5

m B q／L
蛇 口水 大坂市 H 18．6 1 N D N D ・ N D

土
壌

0～ 5cm 大阪市

H 18．8 1
1．5 2．1 3．3 B q／kg乾土

78 130 2 50 M B q／k m 2

5～20cm 大阪市

H 18．8 1
3．7 2．9 3．9 B q／kg乾土

54 0 490 69 0 M B q／k m 2

精米 大阪市 H 18．11 1 N D N D N D B q／kg精米

農

産

物

ダイコン 大阪市 H 18．11 1 N D N D N D
B q／kg生

ホウレン草 大阪高 H 18．11 1 N D N D N D

タマネギ 熊取町 H 18．7 1 N D N D N D
B q／kg生

キャベツ 熊取町 H 19．1 1 N D N D N D

牛
乳

原乳 堺・羽曳野市 H 18．8 1 N P N D N D
B q／L

市販乳 大阪市 H 18．8 1 N D N D N D

日常食 大阪市 H 18．6 ， H 18．12 2 N D N D 0．049 B q／人／日

海水 大阪港 H 18．9 1 N D N D N D m B q／L

海底土 大阪港 H 18．9 1 2．1 2．0 3．0 B q／kg乾土

海

産

生

物

サバ 大阪市 H 18．11 1 0．07 0．0 6 0．1 1

B q／kg生
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表　3　空間放射線量率測定結果

測 定年 月

モニタリングポスト（nG y／h r） サー ベイメータ （n G y／hr）

最低値 最 高値 平均 値 当所 中庭 大 阪城 公 園 熊 取 町3 地 点

平成 18年　 4月 4 1 55 4 2 117 8 5．1

同　　　 5月 40 55 4 2 114 86．4

同　　 6月 40 5 5 4 2 114 9 1．1

同　　　 7月 39 6 4 4 2 117 83．4 76．8　～ 104

同　　　 8月 39 4 8 4 1 1 15 86．2

同　　　 9月 4 0 6 3 4 2 1 15 86．8

同　　 10月 40 4 8 4 2 1 18 8 9．0

同　　 11月 40 5 8 4 2 1 15 8 7．3

同　　 12月 4 0 58 42 122 8 8．8

平成 19年 1月 4 0 66 42 120 8 7．0 78．9　～ 10 3

同　　　 2月 4 0 53 42 120 8 5．6

同　　　 3月 4 0 58 42 119 8 6．0

年 間値 3 9 66 42 1 14　～ 122 83　～ 9 1 77 ～ 10 4

前年 度 までの

過 去3年 間の値 34 72 4 1 112　～ 126 8 1 ～ 92 7 2 ～ 115
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Ⅴ－28兵庫県における放射能調査
兵庫県立健康環境科学研究センター

磋村公部．平木隆年

1．緒言

前年にひき続き，平成18年度に兵庫県が実施した文部科学省委託による環境放

射能水準調査結果について報告する．

2．調査の概要

（1）調査対象

定時採取した降水，大型水盤による降下物，大気浮遊塵，上水（蛇口水），土壌，日

常食，牛乳（生産地），野菜（生産地），米（生産地、消費地），海産生物（生産地），
空間γ線線量率

（2）調査方法

試料の前処理，全ベータ放射能測定及び核種分析は，文部科学省のマニュアルに

準拠した．．

（3）測定機器

アロカ　LBC472

東芝　高純度ゲルマニウム半導体γ線核種分析装置

アロカ　MAR－21

アロカ　TCS－171

3．調査結果

（1）定時採取による降水の全ベータ放射能測定結果を表1に示す．過去3年間とほ

ぼ同様のレベルにあり異常値は認められなかった．．

（2）ゲルマニウム半導体γ線核種分析装置を用いた137csの測定結果を表2に示

す．137cSは土壌，日常食，降下物に検出されたが土壌，日常食の結果は過去3

年間と比べて差は認められなかった．降下物は4月分に検出されたが過去3年

間に全国で検出された値と大きく異ならなかった．その他131Ⅰなどの人工放射性

核種は全て認められなかった．

（3）サーベィメーター及びモニタリングポストによる空間γ線線量率測定結果を表3

に示す．サーベィメーターによる空間線量率は過去3年間と比べて差は認めら

れなかった．モニタリングポストによる空間線量率も過去3年と比較したがこれ

も差は認められなかった．

（4）結語

平成18年度兵庫県における放射能調査において土壌，日常食及び降下物に人

工放射性核種である137cSが検出されたが，その値は過去3年間の値と，もしく

は過去3年間に全国で検出された値と大きく異なることなく異常値は認められな

かった．他の試料は137csを検出しなかった．サーベィメータおよびモニタリング

ポストによる空間線量率測定値についても異常値は認められなかった．
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表1定時採取による降水の全ベータ放射能（神戸市）

採 取 降 水 量 降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ） 月 間 降 下 量 （M B q／km 2）

年 月 （m m ） 放 射 能 濃 度 くB q／L ）

測 定 数　 最 低 値　 最 高 値

（γ線 核 種 定 性 分 析 ）

20 0 6．0 4 1 15 ．1 1 0 N ．D ．　　　　 2．1 5 ．5（人 工 核 種 検 出 しな い）

20 0 6．0 5 2 3 7 ．1 9 N ．D ．　　　　 N ．D ． N ．D ．

2 0 0 6．0 6 1 8 0 ．2 8 N ．D ．　　　　 1．5 2 ．5（人 工 核 種 検 出 しな い）

20 0 6．0 7 2 7 2 ．0 9 N ．D ．　　　　 N ．D ． N ．D ．

2 0 0 6．0 8 5 2 ．2 5 N ．D ．　　　　 7．0 2 0 2（人 工 核 種 検 出 しな い ）

20 0 6．0 9 1 14 ．4 6 N ．D ．　　　　 0．8 2 7．3く人 工 核 種 検 出 しな い ）

20 0 6．10 4 7 ．3 7＊ N ．D ．　　　　 N ．D N ．D

2 0 0 6．1 1 6 4 ．4 5 N ．D ．　　　　 2．0． 8 ．0 （人 工 核 種 検 出 しな い ）

20 0 6．12 8 0 ．7 9 N ．D ．　　　　 5．0 2 1．2（人 工 核 種 検 出 しな い）

20 0 7．0 1 2 0 ．5 3 N ．D ．　　　　 N ．D N ．D

2 0 0 7．0 2 3 8 ．0 6 N ．D ．　　　　 0．9 4 ．5 （人 工 核 種 検 出 しな い）

20 0 7．0 3 5 8 ．8 7 N ．D ．　　　　　 0 ．3 9 ．5（人 工 核 種 検 出 しな い ）

年 間 値 12 8 0 ．7 8 4 N ．D ．　　　　 7．0 2 8 0 ．5 （年 間 合 計 ）

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 の 値 2 4 0（過 去 3

年 の 合 計 ）

N ．D ．　　　　 3．6 3 9 6．9（過 去 3 年 間 の 合 計 ）

注：降水量は1mm以下の全ベータ測定を行わなかった降水も含む

＊7検体のうち4検体は核種分析を実施したために全ベータ放射能は測定しない

表2　ゲルマニウム半導休検出器による核種分析測定調査結果

試料 名　 採 取 場所採 取 年 月

検

体

数

137C ＄　 過去 3 年 の値

最 低 値 最 高値 最 低値 最 高値

その他 検 出

され た人工

放 射性 核種

単 位

大 気浮遊 塵神 戸市 20 06．0 4－20 07．0 3 4 N ．D ．　　 N ．D ．　 N．D．　 N ．D ． 検 出しない m B q／M 3

豊 岡市 20 06．0 4－20 07．0 3 4 N ．D ．　　 N ．D ．　 N．D 二　　N ．D ． 検 出しない m B q／M 3

降下 物　　 神 戸市 20 06．0 4－20 07．0 3 12 N ．D ．　 0．09 3　 N．D．　 N ．D ． 検 出しない M B q／km 2

蛇 口水　　 神 戸市 20 06．0 6 1 N ．D ．　　 N ．D ．　 N．D ．　 N ．D ． 検 出しない m B q／l

土壌 0－5cm 加 西市 2006．07 1 9．5　　　 9．5　　 11　　 2 6 検 出しない B q／kg 乾 土

土壌 5－20c m 加 西市 20 06．0 7 1 1．0　　 1．0　　 1．1　　 5．5 検 出しない B q／kg 乾 土

生産 地米　 加 西市　 2006．1 1 1 N ．D ，　　 N ．D ．　 N．D ．　 N ．D ． 検 出しない B q／kg 精 米

消費 地米　 神 戸市　 2006．1 1 1 N ．D ．　　 N ．D ．　 N．D ．　 0．054 検 出しない B q／kg 清 米

大根　　　 加 西市　 2006．1 1 1 N ．D ．　　 N ．D ．　 N．D ．　 N ．D 検 出しない B q／kg 生

ホウレン草　 加 西市　 2006．1 1 1 N ．D ．　 N ．D ．　 N．D ．　 N ．D 検 出しない B q／kg 生

牛乳　　　 三原 町　 2006．08 1 N ．D ．　　 N ．D ．　 N．D ．　 N ．D ． 検 出しない B q／l

日常食　　 加 古 川市 20 06．0 6．20 06．12 2 N ．D ．　 0．0 18　 N．D ．　 0．03 1 検 出しない B q／人 目

海産 生 物　 明石市　 2006．04 1 38　　　 38　　　 N．D．　 54 検 出しない m B q／kg 生
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表3．　　空間γ線線量率測定結果（神戸市）

測定 年 月 モニタリングポスト（n G y／h r） サ ーベイメータ（n G y／h）

エネルキ●－補正 型最 低値　　 最高 値　　 平 均値

200 6．04 3 5　　　　　 55　　　　　 3 7 102

2 006．05 3 5　　　　　 47　　　　　　 3 7 106

2 006．06 3 6　　　　　 50　　　　　 38 10 0

2 006．07 35　　　　　 67　　　　　　 38 10 9

20 06．08 36　　　　　 53　　　　　　 38 10 3

20 06．09 36　　　　　 6 1　　　　　 38 10 8

20 06．10 36　　　　　 45　　　　　 38 10 5

20 06．11 35　　　　　 52　　　　　 38 10 1

200 6．12 35　　　　　 58　　　　　 38 10 1

200 7．0 1 35　　　　　 77　　　　　　 38 10 2

200 7．02 35　　　　　 48　　　　　 38 10 6

200 7．03 35　　　　　 52　　　　　　 37 10 2

年間 値 35　　　　　 77　　　　　　 38 10 1－109

前 年 度までの 過 去 3 年 の値

9 7－1 10過 去 3 年 の値 34　　　　　 77　　　　　　 4 1
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Ⅴ－29奈良県　にお　ける放射能調査

奈良県保健環境研究センター

奥野頼夫　清水敏男

1．緒言

前年度に引き続き、平成18年度に実施した文部科学省委託による

環境放射能水準調査の結果を報告する。

2．調査の概要

（1）調査対象

全β放射能：定時降水

核種分析：大気浮遊じん、降下物、上水（蛇口水）、土壌、精米、

ホウレン草、大根、茶、牛乳、日常食

空間線量率：モニタリングポスト（奈良市）

サーベイメータ（大和郡山市）

（2）測定方法

試料の採取，前処理及び測定方法については文部科学省「環境放射能
水準調査委託実施計画書」等に準じて実施した。

（3）測定装置

全β放射能：全βGM自動測定装置（アロカLBC＿4202型）

核種分析：ゲルマニウム半導体検出器（東芝NAIGIGC16180SD型）

空間線量率：モニタリングポスト（アロカMAR＿21型）

シンチレーションサーベイメータ（アロカTCS＿171型）

（4）調査結果

定時降水試料中の全β放射能調査結果を表1に示した。

ゲル々ニウム半導体検出器による核種分析結果を表2に示した。

空間放射線量率測定結果を表3に示した。

3．結語

平成18年度の調査結果は、過去の調査結果と同程度の値を示し特に

異常値は認められなかった。なお10月の北朝鮮核実験実施に関わる

測定強化体制時においても異常値は認められなかった．今後も、環境

での動態、摂取量などについて継続した調査が必要と考える。
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表1定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取 年 月 降 水 量

（m m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 濃 度 （B q／L）
月間 降 下量

（M B q／km 2）
測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18 年 4 月 15 6．6 9 N D 1．2 3 7．4

5 月 17 6．3 8 N D N D N D

6 月
J　 2 9 7．1

7 N D N D

／

N D

7 月 4 1．3．3 9 N D N D N D

8 月 76．6 、　　 5 N b N D N D

9 月 14 7．4 9 N D 0．4 0．4

1 0 月 8 0．9 7 ． ■N D N D N D

1 1 月 12 5．9 6 N D N D N D

1 2 月 173．8 10 N D 1．2 10．0

平 成 1 9 年 1 月 3 8．1 4 N D 0．4 2．4

2 月 9 1．3 6 N D 0．4 13．4

3 月 8 4．4 7 N D N D N D

年　 間　 値 18 6 1．7 8 7 N D 1．2 N D ～ 37．4

前 年 度 までの 過 去 3 年 間 の 値 2 75 N D 3．2 N D ～ 29．1
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表2ゲルマニウム半導体検出器による核種分析調査結果

試料名 採取場所 採取年月

検

体

数

137c s 前年度までの
過去3年間の値

単位

最低値 最高庖 最低値 最高値

大気浮遊じん 琴良市 18．4～19．3 4 N D N D N D N D m Bq／m 3

降下物 奈良市 18．4‾～19．3 12 N D N D N D 0．16 M Bq／km 2

陸水（蛇口水） 奈良市 18．6 1 N D N D N D m B q／L

土

壌

表層

（0～5cm ）

橿原市 18．7 1

4．1 3．7 4．4 Bq／kg乾土

230 190 286 M Bq／k m 2

下層

（5～20cm ）

橿原市 岬．7 1

4．7 3．9 4．7 Bq／kg乾土

445 351 530 M Bq／km 2

精米 橿原市 18．11 1 N D N D ND B q／kg清米

野

菜

大根 宇陀市， 18．12 1 N D N D N D

B q／kg生

ほうれん草 宇陀市 18．12 1 N D N D N D

茶 奈良市 18．5，6 2 N D 0．26 N D 0．30 Bq／kg乾物

牛乳 宇陀市 18．8 1 N D ■ND N D Bq／L

日常食 橿原市 18．6，18．11 2 N D ND N D 0．034 Bq／人・日
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表3　空間放射線量率調査結果

調　 査　 年　 月
モニ タリングポ スト（n G y／h） サ ー ベ イメー タ

最 低 値 最 高 値 平 均 値 （nG y／h）

平 成 1 8 年　 4 月 47 64 50 62

5 月 47 64 50 70

6 月 47 6 1 50 68

7 月 48 73 50 70

8 月 48 6 7 5 1 8 2

9 月 4 8 74 5 1 72

1 0 月 48 57 50 62

1 1 月 47 63 50 78

1 2 月 4 7 65 4 9 76

平成 1 9 年 1 月 4 6 75 4 9 6 8

2 月 4 7 68 4 9 6 6

3 月 4 6 58 4 9 66

年　 間　 値 4 6 75 50 6 2～82

前 年 度までの 過 去 3 年 間の 値 4 5 8 0 5 1 6 2～72
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Ⅴ－30和歌山県における放射能調査

和歌山県環境衛生研究センター

麓　岳文　　丸井　章

勝山　健

1．緒　言

前年度に引き続き、平成18年度文部科学省委託による放射能水準調査について報告する。

2．訴　査　の　概　要

1）調査対象

降水（全β測定）、大気浮遊塵、降下物、蛇口水、日常食、土壌、各種食品（牛乳、白

菜、大根、鯵、米、茶）の核種分析、及び空間線量率測定を行った。

2）測定方法

試料の調整及び測定方法は、「平成18年度環境放射能水準調査委託実施計画書」、昭

和51年改訂「全β放射能測定法」、平成4年改訂版「G e半導体検出器によるガンマー

線スペクトロメトリー」に基づいて行った。

3）測定装置

・核種分析　：G e半導休検出器（SEIKO EG＆G製　GEM20P4－Ⅹ型）

・全β放射能：低バックグランド全β放射能測定装置（アロカ社製　LBC－452U型）

・空間線量率：シンチレーションサーベイメータ（アロカ社製　TCS－166型）

モニタリングポスト（アロカ社製　MAR－21型）

4）調査結果

表1に定時降水試料中の全β放射能測定結果を示した。

表2に陸水、土壌、日常食、精米、野菜等のγ線核種分析結果を示した。

表3に空間線量率測定結果を示した。

3．結　語

今年度の調査結果は、過去の調査結果とほぼ同程度で特に異常は見られなかった。
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放射能の測定調査

表1　　定時降水試料中の全β放射能測定結果

採　 取　 年　 月 降 水 量

（皿 ）

降水 の 定時 採 取 （定 時降水 ）

月 間降 下物

（MB q／km 2）放射 能 濃 度 （B q ／　 凰）

測 定数 最低 値 最 高値

平成 1 8 年 4 月 1 6　2 ． 0 9 ND 1．23 24 ．5

5 1 2　2 ． 0 7 ND N D ND

6 1 8 8 ． 0 6 ND N D N D

7 2 1 8 ． 5 9 N D ND N D

8 8　5 ． 5 1 N D ND N D

9 1 2 4 ． 0 6 N D ND N D

1 0 6　2 ． 0 7 ND N D N D

1 1 8　5 ． 0 5 ND N D N D

1 2 9 0 ． 0 7 ND N D ND

平成 1 9 年 1 月 9 ． 0 3 ND 0 ．64 1．6 1

2 3　5 ．　5 6 ND 1．66 5．09

3 4　8 ． 0 6 N D N D ND

年　 間　 値 9．0～ 2 18 ．5 1～ 9 N D 1．6 6 N D～ 24 ．5

前 年 ま での過 去

3 年 の値

8．8～ 278 ．0 2 ～ 1 1 N D 2．0 4 N D ～ 22 ．5
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表2　　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定結果

試 料 名 採取場所 採取年月 検体

数

セシウム137

（1 3 7 C s ）

前年度までの過

去 3 年間の値

その他検

出された

人工放

射性核種

単 位

最低値 最高値 最低値 最高値

大 気 浮 遊 塵 和歌山市 3 ケ月毎 4 N D N D N D N D mBq／m 3

降　　 下　　 物 JJ 毎　 月 1 2 N D N D N D N D MBq／k mf

陸水 （蛇口水） 新宮市 ’06　 09 1 N D N D N D N D mBq／L

土

壌

深さ0～5cm

新宮市 ’06　 08 1

2．17 1．70 2．75 Bq／kg乾土

78．4 8 80．2 99．5 hB q／k d

深さ5～20cm

新宮市 ’06　08 1

N D N b N D Bq／kg乾土

N D N D N D h阻q／kd

精　　　　 米 新宮市 ’06 10 1 N D N D N D Bq／kg生

野

菜

大　　 根 新宮市 ’07　01 1 N D N D N D

Bq／kg生

白　　 菜 新宮市 ’07　01 1 N D N D N D

牛乳 （市販乳） 新宮市 ’06　 10 1 N D N D N D N D Bq／L

日　 常　 食 和歌山市 ’06 0 7

06 11

2 N D 0．0330 N D 0．0635 Bq／人 ・日

魚類 （アジ） 那智勝浦町 ’06　04 1 0．206 0．133 0．185 Bq／kg生

茶 那智勝浦町 ’06　06 1 0．354 0．409 0．563 Bq／kg乾
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表3　　空間放射線量率測定結果

測 定 年 月 モニタリングポス ト （nGy／h） サーベイメータ

最 低 値 最 高 値 平 均 値 （n G y ／ h r ）

平成 1 8 年　 4 月 3 2 ． 4 3 7 ． 9 3 4 ． 4 7 8 ． 0

5 3 2 ． 3 3 8 ． 9 3 3 ． 7 7 0 ． 6

6 3 3 ． 1 3 9 ． 1 3 4 ． 3 6 4 ． 4

7 3 2 ． 0 4 6 ． 3 3 4 ． 2 6 6 ． 8

8 3 2 ． 8 3 9 ． 0 3 4 ． 0 7 0 ． 0

9 3 2 ． 8 3 9 ． 4 3 4 ． 3 6 9 ． 0

1 0 3 3 ． 0 3 6 ． 1 3 4 ． 2 6 4 ． 4

1 1 3 3 ． 1 3 8 ． 3 3 4 ． 8 6 5 ． 4

1 2 3 2 ． 8 3 8 ． 9 3 4 ． 7 6 7 ． 8

平成 1 9 年 1 月 3 3 ． 3 3 8 ． 3 3 4 ． 2 6 6 ． 6

2 3 3 ． 1 3 6 ． 0 3 4 ． 3 6 2 ． 4

3 3 2 ． 9 3 6 ． 1 3 3 ． 6 6 4 ． 2

年　　 間　　 値 3 2 ． 0 4 6 ． 3 3 4 ． 2 6 4 ． 2 ～ 7 8 ． 0

前年までの過去 3 年間

の値

2 8 ． 0 5 3 ． 0 3 1 ． 0 5 3 ． 8 ～ 7 0 ． 4
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Ⅴ一31鳥取県における放射能調査結果について

鳥取県生活環境部衛生環境研究所
洞崎和徳

1．緒　　　口

鳥取県において平成18年度に実施した文部科学省委託による

環境放射能水準調査結果の概要について報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

定時降水、大気浮遊じん、降下物、陸水（蛇口水）、土壌、
精米、野菜（大根・ホウレン草）、牛乳、日常食、海産生物（さば）及

び空間放射線量率

2）測定方法

「平成18年度環境放射能水準調査委託実施計画書」及び
文部科学省放射能調査測定法シリーズに基づいて行った。

3）測定装置

（1）全β放射能　・GM計数装置（ALOKA TDC－511）
（2）γ線核種分析・G e半導体検出器（ORTEC GEM－15180－P）

（3）空間放射線量率・モニタリングポスト（ALOKA MAR－21）
・サーベイメータ（ALOKA TCS－151）

4）調査結果

（1）定時降水試料中の全β放射能調査結果を表1に示す。

検出回数は16回と前年度（14回）とほぼ同程度であった。
また降下量は例年に比べると9月、7月が多かった。

（2）牛乳中の131Ⅰ調査結果を表2に示す。

前年度と同様全て検出されなかった。
（3）ケ～ルマニウム半導体検出器による核種分析調査結果を表3に示す。

降下物（H18年4月分）及びさばから137c sが低レベルで検

出された。降下物、さばとも前年度とほぼ同程度の値であっ
た．。

（4）空間放射線量率測定結果を表4に示す。

前年度とほぼ同程度の値であり、年間を通じて異常値は認
められなかった。

13．結　　　語

鳥取県における放射能調査結果は、平成18年度も過去の調査
結果と同程度の値であり特に異常値は認められなかった。
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表1　定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　　　　 取 降　 水　 量

降　 水　 の　 定　 時　 採　 取　 （定時降水）

放射能濃度 （Bq／L） 月　 間　 降　 下　 量

年　　　　 月 （m ） （MB q／km 2）

測定数 最低値 最高値

平成18年4 月 62．0 9 ND ND ND

5月 13 1．0 10 N D 4．4 178

6月 97．0 7 N D ND ND

7月 409．5 9 N D 4．2 257

8月 15．5 1 － ND ND

9月 174．5 11 N D 8．0 5 19

10月 103．0 ．7 ND ND ND

11月 123．0 11 ND 3．5 17

12月 120．5 11 ND 3．6 62

・平成 19年 1月 115．5 11 ND 3．7 88

2月 118．0 9 ND N D ND

3月 66．0 12 ND 4．4 4 0

年　　 間　 値 1535．5 108 ND 8．0 N D～ 519

前年度 までの過去 3 年間 の値 94～ 111 ND 6．8 ND　～213

表2　牛乳中の131Ⅰ調査結果

採 取　場　所
東伯郡 東伯郡 東伯郡 東伯郡 東伯郡 東伯郡 前年度までの

琴浦町 琴浦町 琴浦町 琴浦町 琴浦町 琴浦町 過去3年間の値

採取年月日 H 18．5．15 H18．7．19 H18．9．20 H18．11．21 H19．1．15 H 19．3．6 最低値 最高値

放射能濃度（Bq／L） ND ND ND ND ND ND ND ND
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表3ゲルマニウム半導体検出器による核種分析調査結果

試　 料　 名 採 取 場所

採

取

年

月

日

検

体

数

137C s

前年度までの

過去 3 年間の

値

その他

の検出

された

人工放

射惟核

種

単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊じん

東伯郡

湯梨浜町

H 18．4～

H 19∴3 4 ND ND ND ND なし mBq／m3

降　 下　 物 東伯郡

湯梨浜町

H18．4～

H19．3

12 ND 0．094 ND 0．25 なし MBq／km2

陸

水

上　 水

（蛇口水）

東伯郡

湯梨浜町

H 18．6．15 l ND ND ND なし mBq／L

土

壌

0～5cm 鱒吉市

大原

H 18．7．27 1

ND ND ND なし Bq／短乾土

ND ND ND なし MBq／km2

5～20cm 倉吉市

大原

H 18．7．27 1

ND ND ND なし Bq／kg乾土

ND ND ND なし MBq／km 2

精　　　 米 倉吉市

秋喜

H 18．12．11 1 ND ND 0．059 ＿なし Bq／短精米

野

菜

大　 根 鳥取市

河原町

H18．12．11 1 ND ND ND なし

Bq／kg生

ホウレン草 東伯郡

湯梨浜町

H 18．11．20 1 ND ND 0．052 なし

牛　　　 乳 東伯郡

琴浦町

H 18．8．21 1 ND ND ND なし Bq／L

日常食 鳥取市 H 18．6．25

H18．11．26

2 ND ND ND 0．057 なし Bq／人・日

海産 さば

生物

境港市 H19．2．2 1 0．092 0．073 0．10 なし Bq／kg生
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表4　空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月

モニ タ リング ポス ト（nGy／h） サーベ イ メータ

（nG y／′h）最　 低　 値 最　 高　 値 平　 均　 値

平 成 18 年　 4 月 54 7 1 56 149

5　月 54 74 56 14 5

6　月 5 2 70 58 132

7　月 5 7　－ 82 60 116

8　月 58 6 8 60 128

9　月 56 79 59 127

10　月 57 71 59 130

11 月 56 78 59 117

12　月 56 83 59 129

平 成 19 年 1 月 56 115 59 126

2　月 50 9 5 58 124

3　月 56 79 ′　58 134

年　　　 間　　　 値 50 115 58 116 ～ 149

前年度までの過去3年間の値 4 2 117 58 ～ 62 80 ～ 14 7
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Ⅴ－32島根県における放射能鍋査

島根県保健環境科学研究所
生田美抄夫、山根宏、藤井幸一、江角周一、伊藤準

1．緒言
平成18年度に島根県が実施した文部科学省委託の環境放射能水準調査結果及び原子力
発電所周辺の環境放射能鍋査結果の概要を報告する。

2．鍋査の概要
日）鍋査対象

7．文部科学省委託環境放射能水準調査　虔時降水、降下物、陸水、土壌、精米、野菜
類、牛乳、日常食、海産生物、空間放射線量率

ィ．原子力発電所周辺環境放射能鍋査
空間放射線積算線量、空間放射線量率、大気浮華塵、降下物、陸水（水道原水、蛇　口

水、池水）、海水、植物（松葉）、農畜産物（精米、大根、ほうれん草、キヤベlソ、′1、
松葉、茶、牛乳）、海産生物（かさご、なまこ、さざえ、むらさきいがい、あらめ、岩
のり、わかめ、はんだわら類）、土壌、海底土

（2）測定方法
「平成18年度環境放射能水準鍋査委託実施計画書」及び「平成18年度島根原子
力発電所周辺環境放射線等測定計画」に基づき、測定は文部科学省編各種放射能測定法
シリーズに準じて行った。

（3）測定装置

測 定　区 分 使 用 機 器

全　β　放 射 能 低バ lソクグラウンド2 冗ガスフロー計数装置

核

種

分

析

90s r 〝
3 H 低バ・ソクグラウンド液体シンチレーション計数装置

そ の 他 G e 検出器付き4 0 0 0 チャンネル波高分析装置

堂 線
モニタリングポスト

原発監視 ：D B M 回路付き 3’¢球形 N d H T L）検出器

間

線

量

量
率

委託鍋査 ：D B M 回路付き 2 N¢×2’N d J（T L）検出器

サーベイメータ 1－¢×1〝N d H T H

積 算 線 量 熟ルミネセンス線量計

（4）鍋査結果
7．全β放射能

虔時降水の全β放射能の測定結果は、前年度と同程度であった。
ィ．核種分析環境試料の核種分析の結果、徴霊の137cs、90sr及び3Hが検出された。

1311はいずれの牛乳からも検出されなかった。
ウ．空間放射線

年間積井線量は、県下28地点で0．44～0．83mGyであり、平均は0．59mGyであっ
た。モニタりングポスト及びサーベイメータによる線量率の測定結果も合わせて前年度と
同程度であった。

3．結語

平成18年度の島根県下の環境放射能調査結果において、核種分析からは過去の核美浜
等の影響が見られたげ、全体としては前年度と同程度のレベルであり、特異な傾向は諌
められなかった。10月の北朝鮮核実験の影馨もなかった。

－231－



l．大型水盤による月間降下物拭料及び定時降水拭料中の全β放射能調査結果（媒　場所：松江市西浜佐陀町

採　 取　 年　　 月 件水量

tm m I

降水の定時採喉 （定時降水I 大型水盤による降下物

別納 濃度 軸／L I 月 間 降 下 量

（帽q／扉 ）

月間膵下量 l扉68

M れ他出測 真 数 最 低 値 最 高 値

平成 用 年　 4 月 71，8 12 旺） 乙07 lL 7 0．21

5 月 沌5．9 12 旺） 0．9 1 15．5 0．糾

6 月 1弘 2 9 帽） 0．83 21．1 川）

7 月 474．1 12 帽） lの Iの 帽）

8 月 24．8 4 個 0．82 L 7 ND

9 月 軋 3 11 は） 0．糾 l．4 沌）

1 0 月 （嵐7 8 帽） 0．38 乱も 川）

1 1 月 14乙3 12 帽） 0．91 28．4 ND

1 2 月 も7．4 18 帽） l．鍾 弧 2 ND

平成 19 年　 1 月 121．7 17 Iの 乙05 8已0 川）

2 月 凪 5 12 lW 4．03 もa Z 帽）

3 月 29．3 10 仇 19 t．55 29．8 0．の

年　　　 間 ‘　 債 川71．8 133 旺） 4．03 ；犯2 0．28

前年度までの過去3 年間の価 123 ～ 1城 冊 日．0 263～ 384 0．39～ 1．14

岨：検出下鵬

II．放射化学分析結果

試　 科　 名 採 取 場 所 採 取 年 月 検体赦
90 s r

単　　 位
最 低 位 最 高 位 過　 去　 の　 任

土　 叫 0 － 5 ⊂【 松江市 H l＆7 l 12 0 1 11 ～ 2 20 陥 研ば

植　　 物 （松　 葉 ） 松江市 刑 8 ．4 l 皐．7 5．1 － 7．2

軸／鵬 生野　　　 菜　　　 類 松江市 日仏 12 l 0．柑 0．1 1～ 0．14

茶 松江市 H l＆も 1 1．4 0．75～ 1．3

海　　　　　　　　 水 原発沖 H l＆4 l 川） 柑）～ 乙2 咄 ／L

海

産

生

物

さ ざ え （筋 肉 ） 原発沿岸 ＝＆4 1 N D 帳）
軸／ね 生

わ　　 わ 　ヽ　 め 原 発沿岸 ＝＆4 1 川） 川）

冊：検出下限酎楓　　　　　過去の価：前年度までの過去3年間の嵐

日．トリチウム分析結果

拭　 科　 名

＊

採 取 場 所 採 取 年 月 検体数
用

単　　 位
最 低 値 最 高 値 過 去 の 僅

月　 間　 障　 水 松江市 l ＝＆4 ～ H 19．3 12 岨 0．82 欄 ～ 0．94

軸／L

表　 層　 海　 水

原 発沖 4

原発放水 口 3

億椰 水 口 l

m a 4～ H肱 10 ほ 帽） 膵） 川）～ 1．32

池　　　　　　　 水 松江市 l H 18．を、ノ附＆11 2 0．4も 0．59 N D ～ 0．bl

水　 運　 原　 水 松江市 2 H 18．5～ 日仏 11 4 0．38 0．47 0．31 ～ 0．的

＊：数字は地点軋　　　　岨：検出下脾値未温　　　　　　　　　過去の値：前年度までの過去3年間の胤
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lU．ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測度飼査結果

試　　　 料　　　 名

＊

採坂場所 採 取 年 月

検

体

赦

137c S
前 年 度 ま で の

過 去 3 年 間 の 債 その他の人工

放 射性 核種
単　　　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

大　 気　 浮　 華　 墨 松江市 3 ＝＆4、 Ht9．3 弘 川） ND 川〕 ND ND 劇吋が

陣　　　 下　　　 物 松江市 1 〟 12 NO 0．21 ND 0．71 ND 腫〟血2

陸

水

上　 水　 原　 水 松江市 2 州8 5～＝8 11 4 ND ND ND ND Iの

咄 ／L蛇　　 口　　 水
松江市 1

浜田市 1
Hl＆ふ～“肱9 3 ND 帽） 川） NO ND

池　　　　　　 水 松江市 1 M a 5 l ND 川） 川） ND

土

壌

0 ～ 5 C疇
松江市 3

大田市 1
H a 7～ m a 8 4

1．も 21．1 柑） 23．5 川） W Ig艦土

83 4∽ － 550 NO 勒 ／血2

5 一一 20 CM
松江市 3

大田市 1
M a 7～‖＆8 4

NO l乙も NO 14．0 ND 軸／桓範士

－ 1320 － 980 NO 帽q／h Z

精　　　　 米 松江市 Z H a lト ＝＆12 2 ND ND ND 0．087 沌） 軸／ho積米

野

菜

大　 ・根 日射
松江市 2

大田市 1
‖8 7～ H a lZ 3 柑） 0．21 ND 仇27 ND

恥／埴生

ほ　 う　 れ　 ん　 草 松江市 2 H18．は 2 ND 沌） ND ND ND

キ　 ャ　 ベ　 ツ 松江市 2 H a 5 2 ND 祀） ND 0．α近 lW

′小　　 松　　 菜 大田市 1 Hl＆7 1 0．60 0．33 t．33 ND

茶 松江市 1 Hl＆8 1 0．03も 川） 仇038 ND

松　 葉

12 年葉l
松江市 3 ‖＆4－ Hla 10 3 、0．抑 0．059 ND 帽） ND

牛

乳

原　　　　　　 乳 松江市 2 H a 5－日9．2 IO ND ND ND 0．020 川）

恥／L

市　　 販　　 乳 松江市 1 H a 8 l 帽） ND ND 川）

日　　　 常　　　 食 松江市 1 H aJ ～ M a ll 2 川） 0．∝沖 ND M ） 岨 軸／人・日

海　　　　　　　　 水
原発沖 3

億発放水口3
H肱4、 m 8 10 9 1．4 2．2 1．5 乙7 ND 咄 ／L

海　　　 底　　　 土 原発沖 4 M a 4－ H肱柑 4 ND 1．柑 柑） 0．87 帽） 的／l射敗土

海

産

生

物

か　　 さ　　 ご 浜田市 1 Hla 4 l 川） 0．07 0．15 帽）

軸／h中生

な　　　 ま　　　 し 原発沿岸 1 H19．2～‖9．3 l 柑） 帽） 岨 帽）

き ざえ （筋 肉 ） 原発沿岸 1 州＆4一一日9．3 4 ND ND ND ND 帽）

さ さえ （内瞞 I ／／ 〝 4 ND ND ND ND ND

む らさ き いがい

原発沿岸 l

松江市 1

浜田市 1

H肱7　　 ゝ 3 ND ND ND ND ND

わ　　　 か　　　 め 原発沿岸 1 M a 4 Ⅰ ND 岨 lW ND ND

い　 わ　 の　 り 原発沿岸 t M n l l M ） 腫） 柑） NO ND

あ　　　 ら　　 の 原発沿岸 3 H a 8・一日9．2 5 帽） 0．の0 川） 0．は lの

ほ ん だ わ ら 頼
原籍印章3

松江市 1
‖＆4－日9．2 5 川） ND ND 川） NO

＊：数字は地点枚，　　　　冊：検出下限値税
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U．牛乳中の1311分析結果

採　 取　 場　 所 松江市 ▲ 松江市 l 松江市 l 松江市 l 松江市 l 松江市 ▲ 松江市 t
前 年度 ま で の過 去

3 年 間 の 値

採　 取　 年　 月　 日 H肱乙9 M ＆7．3 Hl＆＆8 H a l仇30 H a lt．8 ‖9．乙5
‖8 4．は一
日9．1．柑

最低値 最高値

放射 能 濃 度 t8q／L I 川） ND M ） 川） 帽） 川） 旺） 川） 川）

測　 虔　 年　 月

モニタ りングポ ス ト くれGy／hI サーベイメータ　h Gy／h）

最　 低　 値 最　 高　 値 平　 均　 値

平成 18 年　　 4 月 35 58 37．3 55

5 月 35 52 37．3 59

6 月 38 48 38．1 53

7 月 38 糾 38．7 55

8 月 37 47 39．も 57

9 月 3も 47 38．7 55

1 0 月 3も 48 39．1 84

1 1 月 35 59 3＆9 55

1 2 月 35 53 38．4 55

平成 1 9 年　 1 月 35 72 38．1 53

2 月 34 57 37．4 55

3 月 35 56 弧 8 51

年　　　　　 間　　　　　 値 34 72 38．2 5tI

前 年 度 ま での 過 去 3 年 間 の値 30 9 1 37．3～；妬．1 51 ～　 馳

b．原発監視モニタリングポスト（2分値）　　　　　　　　　　単位：nGy／h

地　　 点 最　 低　 値 最　 高　 値 平　 均　 値

西 浜 ‘佐　 陀 42 133 51

御　　　　 津 34 94 40

吉　　　　 浦 34 93 40

深　 田　 北 22 72 28

片　　　　 句 38 95 41

北　 績　 武 30 94 35

佐 陀 本　 郷 2tl 89 31

末　　　　 次 29 88 34

大　　　　 声 32 100 37

上　 溝　 武 Zも 96 34

手　　　　 結 39 107 44

地点は全て松江市

Ⅶ．空間放射線棟叢線量　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：四半納：鵬y／90臥年間：鵬y／弘5日

地　 域 地 点 数 区　　　 分 第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期 年間線量

県下全域 2 8

平　 均　 値 0．川 0．川 0．15 0．は 0．59

最　 低　 値 0．11 0．10 0．11 仇1 1 0．44

最　 高　 値 0．20 0．2 1 0．2 1 0．20 0．83
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Ⅴ－33　岡山県における放射能調査

岡山県環境保健センター

森上嘉亮　宮崎　清　清水光郎

道広憲秀　小倉肇

1．緒　言

岡山県において平成18年度に実施した、文部科学省委託による環境放射能水準調査結果について報
告する。

2．調査の概要
1）調査対象

降水（定時降水）、大気浮遊じん、降下物、陸水（上水・蛇口水）、土壌（0～5cm、5～20cm）、精米、
野菜（大根・ホウレン草）、牛乳（原乳市販乳）、日常食、海産生物（ボラ）、空間放射線量率及びウラ
ン分析（河川水）

2）測定方法

試料の採取、前処理及び測定方法は文部科学省編「放射能測定調査委託実施計画書（平成18年
度）」及び文部科学省編の各種放射能測定シリーズに基づいて実施した。

3）測定装置
①　全β放射能：GM自動測定装置（アロカ製TDC－511・GM－5004型）

②　γ線核種分析：ゲルマニウム半導体検出器（キャンベラ製GC－1520型）
③　空間放射線量率：モニタリングポスト（アロカ製MAR－22型）

シンチレーションサーベイメータ（アロカ製、TCS－166型）

④　ウラン分析：ICP質量分析法（島津製、ICPM－8500型）
4）調査結果

①　定時降水試料中の全β放射能調査結果を表1に示す。定時降水（84件）及び大型水盤による降
下物の測定値は、全てにおいて検出下限値未満であった。また、過去3年間の測定値も検出下限
値未満である。

②　牛乳（原乳）中の1311の分析結果を表2に示す。全試料（6回／年）とも検出下限値未満であった。
また、過去3年間の測定値も検出下限値未満である。

③　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定結果を表3に示す。環境及び食品の試料につい
て調査を行った。大気浮遊じん、陸水（上水）、土壌（5～20cm）、精米、野菜（大根）、、牛乳（市販乳）

及び日常食の試料からは、137cs等の人工放射性核種はいずれも検出されなかった。
一方、降下物、土壌（0～5。m），野菜（ホウレン草）及び海産生物の試料からは137csが微量検出さ

れた。これらの値は、過去3年間の測定値あるいは全国の測定値（環境放射能調査研究成果論文
抄録集）と比較しても同程度の値である。

④　空間放射線量率調査結果を表4に示す。モニタリングポストによる線量率は、43～104nGy／h（平
均49nGy／h）の範囲であり、シンチレーションサーベイメータによる年間の線量率は86～96nGy／h
の範囲であった。いずれの線量率も過去3年間の測定値と同程度である。これらの値は全国の測
定値（環境放射能調査研究成果論文抄録集）と比較して同程度の値である。

⑤（独）日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センター周辺及び吉井川流域における河川水中
のウラン分析結果を表5に示す。全試料（24検体）とも検出下限値未満であった。

3．結　語
平成18年度に岡山県において実施した環境及び食品中の放射能調査結果は、過去の調査結果及び

全国の調査結果と比較しても同程度の濃度レベルであり、異常値は認められなかった。
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表1．大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取　 年　 月

降水量

（m m ）

降水の定時採取 （定時降水） 大型水盤による降下物

放射能濃度（B q／L） 月間降下量 －

（M B q／km 2）

月間降下量

（M B q／km 2）測 定数 最低値 最高値

平成18年　 4月 90．4 10 N D N D N D N D

5月 87．8 12 N D N D N D N D

6月 195．8 9 N D N D N D N D

7月 221．8 9 N D N D N D N D

8月 52．0 2 N D N D N D N D

9月 117．0 8 N D N D N D N D

10月 28．8 2 N D N D N D N D

11月 65．6 6 N D N D N D N D

12月 71．8 8 N D N D N D N D

平成19年 1月 22．3 6 N D N D N D N D

2月 51．8 5 N D N D N D N D

3月 49．4 7 N D N D N D N D

年間値 1054．5 84 N D N D N D ～N D N D ～N D

前年度までの過去3年間の値 257 N D N D N D ～N D N D ～N D

（注）計数値が計数誤差の3倍を下回るものについては「ND」とした。

表2．牛乳中の131扮析結果

採 取 場 所 美咲町 美咲町 美咲町 美 咲町 美咲町 美 咲町 前年度まで過去3年間の値

採 取 年 月 日 H 18．5．30 H 18．7．27 H 18．9．27 H 18．11．7 H 19．1．31 H 19．3．7 最 低値 最高値

放射能濃度（Bq／L） N D N D N D N D N D N D N D N D

（注）計数値が計数誤差の3倍を下回るものについては「ND」とした。

表3．ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試 料　 名 採取場所 採取年月

検
体

数

137c s
前年度まで過
去3年間の値

その他検出
された人工
放射性核種

単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊塵 岡山市 H 18．4～H 19．3 4 N D N D N D N D 検 出されず m B q／m 3

降　 下　 物 岡 山市 H 18．4～H 19．3 12 N D 0．139 N D 0．037 検 出されず M B q／km 2

陸水 ■蛇 口水 岡 山市 H 18．6 1 N D N D N D 検 出されず m B q／L

土

壌

0～5cm 美咲町 H 18．7 1
N D N D 2．1

検 出されず
B q／kg乾土

N D N D 150 M B q／km 2

5～20cm 美咲町 H 18．7 1
N D N D N D

検 出されず
B q／kg乾土

N D N D N D M B q／km 2

精　　 米 一淑 戸町 H 18．11 1 N D N D N D 検 出されず B q／kg生

聖

采

大 岡山市 H 18．11 1 N D N D N D 検 出されず B q／kg生

ホウレン草 岡山市 H 18．11 1 0．034 N D N D 検 出されず B q／kg生

牛　　 乳 岡山市 H 18．8 1 N D N D ND 検 出されず B q／L

日　常　 食 岡山市 H 18．6，日18．11 2 N D N D ND 0．021 検 出されず B q／人 ・日

海産生物 瀬戸内市 H 18．11 1 0．081 0．058 0．088 検 出されず B q／kg生

（注）計数値が計数誤差の3倍を下回るものについては「ND」とした。
－236－



表4．ウラン分析結果

試 料 名 採 取 場 所 採 取 年 月 日
ウ ラン 濃 度

（∪－23 8）

前 年 度 ま で の

過 去 3 年 間 の 値 単 位

最 低 値 最 高 値

河 川 水 吉 井 川 水 系

H 18 ．5 ．22 ～

H 18 ．5 ．23
く0．2 く0 ．2 2 ．9

〃g／L
H 18 ．12．19 ～

H 18 ．12．2 0
く0 ．2 く0．2 1．6

（注）測定数：24検体（12地点×2回）

平成17年度からU－238の分析法をICP－MS法（高周波誘導結合プラズマ質量分析装置）に変更した。

表5．空間放射線量率調査結果

測　 定　 年　 月

モニタリング ポス ト サ ー ベ イメー タ
（nG y ／h） （エネルギー補償型による直読法）　（n G y ／h）

最 低 値 最 高 値 平均 値

平 成 18年　 4 月 4 3 7 1 4 9 8 9

5 月 4 6 63 4 9 86

6 月 4 6 6 2 49 8 6

7 月 4 5 7 9 48 96

8 月 4 5 68 48 90

9 月 4 5 80 48 8 9

10 月 4 6 5 6 4 9 88

11 月 4 7 7 2 50 87

12 月 4 7 7 7 50 88

平 成 19 年 1月 4 7 104 50 8 7

2 月 4 7 6 7 50 93

3 月 4 7 7 1 4 9 86

年　 間　 値 4 3 104 49 86 へ′96

前年度までの過去3年間の値　（nG y／h）
4 5 77 4 9 88 ～ 98

（注）サーベイメーターの値は宇宙線を含む（直読値＋30nGy／h）
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Ⅴ－34広　島　県　に　お　け　る　放　射　能　調　査

広島県立総合技術研究所

保健環境センター

松尾　健　　窮池千恵子

1．緒　言

平成18年度に広島県が実施した文部科学省委託による環境放射能水準調査の測定結果
について報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

降水（定時降水），降下物，大気浮遊塵，陸水（蛇口水，淡水），土壌，日常食，牛

乳（原乳，市販乳），野菜（ダイコン，ホウレン草），精米，水産生物（コィ，カレイ，

カキ，ワカメ）及び空間放射線量率（サーベイメータ，モニタリングポスト）

2）測定方法

試料の採取，調製および測定は，文部科学省編「放射能測定調査環境放射能水準調査委

託実施計画書（平成18年度）」，「全ベータ放射能測定法（昭和51年2訂）」及び「ゲルマ

ニウム半導体検出器を用いた機器分析法（平成4年3訂）」にしたがって行った。

3）測定機器

GM計数装置：アロカ社製　TDC－511型

Ge半導休検出器‥セイコーEG＆Gオルテック社製　GEM15180P型

シンチレーションサーベイメータ：アロカ社製　TCS－166型

モニタリングポスト‥アロカ社製　MR－21型

4）調査結果

ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定結果を表1に，大型水盤による月間降下

物試料及び定時採水試料中の全ベータ放射能調査結果を表2に，空間放射線量率測定結果

を表3に示した。

全ベータ放射能が全86試料中5試料から検出されたが，過去3年間の測定値の範囲内

であった。

3．結　語

今年度の調査結果は，全項目について過去の測定値とほぼ同程度であり，特に異常値は認

められなかった。
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表1　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定結果

試料名 採 取場所 採 取年月

検

体

数

137c s
前年度 までの

過去3年 間の値

その他検

出 され た

人 工放射

性 核種

単位

最低値 最高値 最 低値 最高値

大気浮遊塵 広 島市 18． 4～ 19． 3 4 N．D N．D N．D N ．D 嘘 q／m3

降下物 広 島市 18． 4～ 19． 3 12 N．D 0．12 N．D N ．D 肥 q／km2

陸

水

蛇 口水 広 島市 18． 6 1 － N ．D N ．D N ．D mBq／L

淡水 庄原市 18．10 1 － N ．D　‾ N．D N．D mBq／L

土

壌

0－5cm 広 島市 18． 7 1
－ 6．7 N．D 4．0 Bq／kg乾土

ー 450 N．D 2 90 肥 q／km2

5－20cm 広 島市 18． 7 1
－ 5．4 1．9 7．6 Bq／kg乾土

－ 840 5 10 130 0 肥 q／km2

精米 広島市 18．10 1 － N．D N．D N．D Bq／kg生

野

菜

ダイ コン 広島市 18．11 1 － N．D N．D N．D Bq／kg生

ホ ウ レン ソウ 広島市 18．12 1 － N．D N．D N．D Bq／kg生

牛

乳

消費地 広島市 18．■8 1 － N．D N．D N．D Bq／L

生産地 北広 島町 18．8 1 － N．D N．D N．D Bq／L

淡水産生物（コイ） 広 島市 18．10 1 － 0．083 0．11 0．12 B q／kg生

日常食 広 島市 18．6， 18．12 2 N．D 0．019 N．D N．D Bq／人 ・日

海

産

生

物

カ レイ 大竹市 19． 2 1 － 0．08 1 N．D N．D Bq／kg生

ワカ メ、 広 島市 19． 2 1 － N．D N．D N．D Bq／kg生

カ キ 廿 日市市 19． 2 1 － N．D N．D 0．12 B q／kg生
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表2　大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取 年 月 降 水 量

（m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ） 大 型 水盤 に よ る降 下物

放 射 能 濃 度 （B q ／1） 月 間 降 下 量

（肥 q／km 2）

月 間 降 下 量

（肥 q／km 2）測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18 年 4 月 2 54 ．4 10 N ．D N ．D N ．D 2 10

5 月 3 27 ．9 12 N ．D N ．D N ．D 2 50

6 月 3 97 ．6 8 N ．D N ．D N ．D 180

7 月 2 26 ．1 10 N ．D N ．D N ．D 2 20

8 月 137 ．0 9 N ．D 1．9 4 1 140

9 月 2 34 ．0 7 N ．D N ．D N ．D 110

10 月 1 5．4 2 N ．D N ．D N ．D 4 3

1 1月 76 ．7 7 N ．D 2 ．2 14 7 5

12 月 6 3．7 7 N ．D 1．9 3 7 6 9

平 成 19年 1月 17．1 3 N ．D N ．D N ．D 5 0

2 月 6 5．3 5 N ．D 1．7 13 14 0

3月 94 ．4 6 N ．D N ．D N ．D 22 0

年 間 値 190 9．6 86 N ．D 2．2 N ．D ～ 4 1 43 ～ 25 0

前 年 度 ま で の 過 去 3年 間 の 値 2 4 5 N ．D 5．0 N ．D ～ 4 5 9 ．0 ～ 28 0

表3　空間放射線量率測定結果

測定年月
モ ニタ リングポス ト（nGy／h） サーベイ メー タ

最低値 最高値 平均値 （nGy／h）

平成 17年4月 37 46 39 86

5月 37 54 39 87

6月 37 52 39 86

7月 37 60 39 83

8月 36 49 38 83

9月 35 47 38 84

10月 36 44 38 78

11月 35 51 39 88

12月 35 57 39 92

平成 18年 1月 36 45 38 84

2月 36 54 39 75

3月 36 5 1 38 85

年 間 値 35 60 39 75　～　 92

前年度 までの過去3年 間の値 35 62 42 81 ～　 95
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Ⅴ－35　山　口　県　に　お　け　る　放　射　能　調　査

山口県環境保健研究センター
佐野　武彦，嘉村久美子
松田　義彦，光井　常人

1．諸　言
平成18年度に実施した文部科学省委託「環境放射能水準調査」の調査結果について、そ

の概要を報告する。

2．調査の概要

1）　調査対象

①　全β放射能測定試料（調査地点：山口市）
定時降水

②　137cs，131Ⅰ及び40K等の核種分析（採取場所：表3に記載）

大気浮遊じん、降下物、陸水（蛇口水）、土壌、精米、野菜（大根，ホウレン草）
牛乳（市販乳）、日常食、海水、海底土及び海産生物（メバル）

③　空間γ線々量率調査（調査地点：山口市）
シンチレーションサーべィメータ及びモニタリングポスト

2）　測定方法

①　全β放射能測定
文部科学省編「全β放射能測定法」（昭和51年）及び放射能測定調査委託実施計

画書（平成18年度）に準じて行った。

②　137cs，131Ⅰ及び40K等の核種分析
文部科学省編「ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー」（平成2

年）及び放射能測定調査委託実施計画書（平成18年度）に準じて行った。

③　空間放射線量率調査
放射能測定調査委託実施計画書（平成18年度）に準じて行った。

3）　測定装置
①　低バックグラウンド放射能自動測定装置：アロカ　　LBC－4202

②　Ge半導体検出器
③　モニタリングポスト

④　シンチレーションサーベイメータ

ORTEC GEM－15180－P

アロカ　　MAR－21

アロカ　　TCS－171

4）　調査結果

表1，2，3に、定時降水試料中の全β放射能調査結果、空間放射線量率測定結果及
びゲルマニウム半導体検出器による核種分析の結果を示す。

3．結　語
平成18年度に行った全ての調査項目は前年度と同レベルであり、異常値はなかった。
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表1定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取年月 日
降水量

匝Ⅲ）

降　 水　 の　 定　 時　 採　 取 （定時降水）

放 射 能 濃 度 （B q／L ） 月 間降下量

即B q／k碕測 定 数 最 低 値 最 高 値

平成 18年　 4月 232．5 11 N．D 15 145

5月 302．0 12 N．D 1．8 118

6月 593．0 10 N．D 1．7 113

7 月 368．5 13 N．D 1．7 152

8 月 203．0 12 N．D 4．5 168

9 月 165．0 7 N．D 1．7 8．4

1 0 月 65．0 5 N．D 1．9 7．2

1 1月 88．0 8 N．D 5．5 57

1 2月 7 1．0 10 0．5 1 16 139

平成 1 9年 1月 29．5 6 0．84 3．5 42

2月 73．0 7 N．D 6．5 62

3月 97．5 ． 5 N．D 1．7 70

年　　 間　　 値 2，288．0 106 N．D 16 7．2～ 168

前年度までの過去 3年間の値 316 N．D 20 0．4 1～ 274 ′

表2空間放射線量率測定結果

測定年月
モニタリングポスト （nGy／h） サーベイメータ

（nG y／h ）最 低 値 最 高 値 平 均 値

平成18年　 4月 85 129 89 134

5月 84 133 89 133

6月 85 118 91 130

7月 84 130 91 128

8月 88 122 94 130

9 月 87 112 91 127

10月 91 103　■ 95 137

1 1月 86 114 92 131

12 月 85 120 90 131

平成19年 1月 85 112 89 135

2月 84 114 88 133

3月 84 125 88 132

年　 間　 値 84 133 91 127～137

前年度までの過去3年間の値 80 138 90 122～136
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表3ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試料名 採取場所 採取年月
検体

数

137c s 前年度まで

過去3年間瑚直
その他か樅き

た人工鮒 生 単　位

鮒 直 最高値 最低値 最高値

大気浮遊じん 山 口市 H 18．4～

H 19．3
4 ＊ ＊ ＊ ＊ － m Bq／m 3

降下物 山 口市 H 18．4～

H 19．3
12 ＊ ＊ ＊ ＊ － M Bq／km 2

陸

水
蛇 口水 宇部 市 H 18．6 1 － ＊ ＊ ＊ － m Bq／L

土

壌

0～ 5 cm 萩 市 H 18．8 1
－ 2．4 5 5．8 － B q／kg乾土

－ 165 390 390 － M B q／km 2

5～20 cm 萩　 市 H 18．8 1
－ 2．0 3．8 3．8 － B q／kg乾土

－ 440 970 970 － M B q／km 2

精米 山 口市 H 18．10 1 － ＊ ＊ ＊ ＊ B q／k 精米

野

菜

大根 長 門市 H 18．12 1 － ＊ ＊ ＊ －
B q／k 生

ホウレン草 長 門市 H 18．12 1 － ＊ ＊ ＊ －

牛乳 山 口市 H 18．8 1 － ＊ ＊ ＊ － B q／L

日常食 山 口市 H 18．6 ，

H 18．12
2 ＊ ＊ 0．028 0．039 － B q／人・日

海水 山 口市 H 18．8 1 ー ＊ ＊ ＊ ー m B q／L

海底土 山 口市 H 18．8 1 － 3．5 2．5 3．2 － Bq／k 乾土

海 産生物（メハ●ル）山 口市 H 19．2 1 － ＊ 0．13 0．15 － B q／k 生

注：＊印はND
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Ⅴ－36徳島県における放射能調査

徳島県保健環境センター

新居厚子、森吉通博

1．緒　言

徳島県において平成18年度に実施した文部科学省委託による環境放射能水準調査

結果について報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

定時降水の全ベータ放射能測定、大気浮遊じん・降下物t陸水（蛇口水）・土壌・

清米・野菜・牛乳・日常食の核種分析を行うとともに、サーベイメータ、モニタリ

ングポストにより空間放射線量率を測定した。

2）測定方法

試料の採取や前処理及び測定は、「平成18年度放射能測定調査委託実施計画書」及

び文部科学省の各放射能測定法シリーズに準じて行った。

3）測定装置

①全β放射能の計測：フ○ラスチックシンチレーション検出器（アロカ製JDC－3201）

②γ線核種分析　：Ge半等休核種分析装置（セイコーイーシ●－アンドシ◆－製GE】－15180－S）

③空間放射線量率：O Nal（Tl）シンチレーションサーへ◆ィメータ

叩力製　TCS－171

0　にタリンク◆ホ○スト

叩力製　】AR－21

4）調査結果

①全β放射能

表1に測定結果を示す。全試料において検出限界以下であった。

②γ線核種分析

表2に測定結果を示す。土壌試料で－37Csが検出されたが、特に異常値とは認めら

れなかった。

③空間放射線量率

表3に測定結果を示す。前年度とほぼ同程度の数値であった。

3．結語

いずれの調査結果においても、特に異常値は認められなかった。
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表1　定時降水試料中の全β放射能調査結果

採取年月 降水量

（mm）

降水の定時採取 （定時降水）

放射能濃度 （Bq／L）

月間降下量

（】Bq／km2）測定数 最低値 最高値

平成 18年　 4月 193．8 9 ND ND ND

5月 103．1 10 ND ND ND

6月 132．0 8 ND ND ND

7月 141．6 12 ND ND ND

8月 100．9 4 ND ND ND

9月 107．6 6 ND ND ND

10月 69．7 3 ND ND ND

11月 110・．3 5 ND ND ND

12月 54．9 7 ND ND ND

平成19年　 1月 5．3 2 ND ND ND

2月 33．2 4 ND ND ND

3月 29．3 6 ND ND ND

年間値 1081．7 76 ND ND ND

前年度までの過去 3 年間の値 227 ND ND ND

計数値がその計数誤差の3倍以下のものについてNDと表示

ー248－



表2　ゲルマニウム半専休検出器による核種分析測定調査結果

試料名 採取場所

採

取

年

月

検

体

数

137C s 前年度 まで過

去 3 年間の値

その他の

検出され

た人工放

射性核種

単位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 徳島市 Ht8．4－日19．3 4 ND ND ND ND mBq／m 3

降　 下　物 石井町 H18．4－日19．3 12 ND ND ND 0．39 MBq／km2

陸水 （蛇 口水） 徳島市 H18．6 1 ND ND ND mBqハ

土

壌

0～5cm 上板町 H18．7 1

ND 2．3 2．8 Bq／kg乾土

ND 150 372 】Bq／km2

5～20cm 上板町 H18．7 1

2．0 ND 3．5 Bq／kg乾土

206 ND 336 “Bq／km2

精米 石井町 H19．1 1 ND ND ND Bq／kg精米

野

菜

大根 石井町 H19．1 1 ND ND ND

Bq／kg生

ホウレン草 石井町 H19．1 1 ND ND ND

牛乳 上板町 H18．8 1 ND ND ND Bq／l

日常食 徳島市 H18．6．12 2 ND ND ND ND Bq／人．日

計数値がその計数誤差の3倍以下のものについてNDと表示
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表3　空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月　 日

モニタ リングポス ト（nGy／h） サーへ◆ィメータ

最低値 最高値 平均値 （nGy／h）

平成 18年　　　　　 4月 38 61 42 78

5月 40 56 42 74

6月 40 56 43 78

7月 40 65 43 76

8月 40 51 42 78

9月 41 61 43 72

10月 41 51 43 74

11月 40 60 43 78

12月 40 56 43 76

平成 19年　　　　 1月 40 59 42 76

2月 40 57 42 74

3月 40 55 42 76

年間値 38 65 42 72～ 78

前年度までの過去 3年間の値 38 68 42 70～ 90
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Ⅴ－37香川　県　における放射能調査

香川県環境保健研究センター
壷井　明彦　　日野　康良

1．緒言
文部科学省委託による平成18年度環境放射能測定調査結果の概要について報

告する。

2．調査の概要
（1）調査対象

定時降水の全ベータ放射能・大気浮遊じん・降下物・陸水（蛇口水）・土
壌・精米・野菜（大根・ホウレン草）・牛乳・日常食・海産生物（カレイ）
の核種分析及び空間放射線量率について、調査を行ったものである。

（2）測定方法
試料の前処理及び測定は、「環境放射能水準調査委託実施計画書（平成18

年度）」及び文部科学省編各種放射能測定シリーズに準じて実施した。

（3）測定装置
1）全ベータ放射能

アロカJDC3201

2）核種分析
キャンベラGC1518

3）空間放射線量率
アロカTCS－131（シンチレーションサーベイメーター）

アロカMAR－21（モニタリングポスト）

（4）調査結果
1）定時降水の全ベータ放射能は、表1のとおりである。
2）Ge半導体検出器による核種分析結果は、表2のとおりである。
3）空間放射線量率の結果は、表3のとおりである。

3．結語
平成18年度の環境放射能調査結果は、Cs－137が土壌及び海産生物から検

出されたが、これまでの調査結果とほぼ同程度の値であり、異常値は認めら
れなかった。
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表1定時降水試料中の全β放射能

採　 取　 年　 月 降水 量

（m ）

降水 の 定時採 取　 （定時 降水 ）

放射 能 濃度 （Bq／也 ） 月 間 降下 量

（MB q／km 2）

測定数 最 低値 最 高値

平成 1 8 年　 4 月 8 5 ． 5 1 1
N ．D 3 ． 8 5 ． 7

5 月 1 0 0 ． 5 1 0
N．D N ．D N ．D

6 月 1 5 3 ． 5
8

N．D N ．D N ．D

7 月 2 3 2 ． 0
9

N ．D N ，D N ．D

8 月 6 3 ． 0
2

N．D N ．D N ．D

9 月 1 2 4 ． 5
7

N．D N ．D N ．D

1 0 月 3 8 ． 5 4
N．D N ．D N ．D

1 1 月 5 4 ． 0
5

N．D N ．D N ．D

1 2 月 7 5 ． 5
9

N．D N ．D N ．D

平 成 1 9 年　 1 月 2 7 ． 0 3
N．D N ．D N ．D

2 月 5 8 ． 0 4
N．D N ．D N ．D

3 月 3 0 ． 5 6
N．D N ．D N ．D

年　 間　 値 1 0 4 2 ． 5
7 8

N．D 3 ． 8 N ．D　～　 5 ． 7

前年 度 まで の過 去 3 年 間 の値 2 4 0 N．D 3 ． 8 N ．D　～ 9 ． 5
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表2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採取場所 採取年月

検

体

数

137c s 前年度まで過去

3 年間の値

その他の

検出され

親 適

単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 高松市 4 半期毎 4 N．D N．D N．D N．D 嘘q／m3

降　 下　 物 高松市 毎月 12 N．D N．D N．D N．D
M Bq／km2

陸

水

上水 源水

mBq／也蛇　 口　水 高松市 18．6．14 1 N．D N．D N．D

淡　 水

土

壌

0 ～ 5 cm 坂出市 18．7．26 1

8．1 5．8 7．8 Bq／kg乾土

250 2 10 3 20 M Bq／km 2

5 ～ 2 0 cm 坂出市 18．7．26 1

N．D N．D 2．0 Bq／kg乾土

N．D N．D 14 0
M Bq／km 2

精　　　 米 三木町 18．10．17 1 N．D N．D N．D Bq／kg精米

野

菜

大　 根 高松市 18．11．16 1 N．D N．D N．D
B q／kg生

ホウレン草 高松市 18．11．16 1 N．D N．D N．D

茶 Bq／kg乾物

牛　　 乳 高瀬町 18．8．23 1 N．D N．D N．D Bq／8

淡水産生物 Bq／kg生

日　 常　 食 高松市
18．6．25

18．12．17 2 N．D N．D N．D 0．025 Bq／人 ・日

海　　　 水 mBq／但

海　 底　 土 Bq／kg乾土

海

産

生

物

カ レイ 庵治町 18．11．22 1 0．056 0．049 0．056－

Bq／kg生
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表3　空間放射線量率測定結果

測　　 定　　 年　　 月

モ ニ タ リング ポ ス ト（nGy／h） サ ーベ イ メ ー タ

最低値 最高値 平均値 （nGy／h）

平成 1 8 年　 4 月 5 7 7 9 6 0 7 8

5 月 5 6 7 3 6 1 7 6

6 月 5 6 7 3 6 0 7 6

7 月 5 8 8 4 6 1 7 6

8 月 6 1 8 6 6 3 7 8

9 月 6 0 9 2 6 4 7 7

1 0 月 6 0 7 7 6 4 7 7

1 1 月 5 8 7 5 6 2 7 6

1 2 月 5 8 7 8 6　3 7 7

平成 1 9 年　 1 月 5 8 9 1 6 1 7 6

2 月 5 9 7 2 6 2 7 8

3 月 5 7 7 4 6 2 7 9

年　　　　 間　　　　 値 5 6 9 2 6 2 7 6 ～ 7 9

前年度までの過去 3 年間の値 5 1 9 6 5 9 6 9 ～ 8 2
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Ⅴ－38愛媛県における放射能調査
愛媛県立衛生環境研究所

吉野内　茂・余田　幸作・篠崎　由紀
滝山　広志・宇高　真行・松本　純子

1　緒言
平成18年度に、愛媛県が主として西宇和郡伊方町及び松山市において実施した原子力発

電所周辺環境放射線等調査と、文部科学省委託の環境放射能水準調査の結果について報告す
る。

2　調査の概要
（1）調査対象

ア　全ベータ放射能
大気浮遊じん、降下物、陸水、土壌、農産食品、植物、海水、海底土、海産生物

イ　核種分析

大気浮遊じん、降下物、陸水、土壌、農産食品、植物、牛乳、日常食、海水、
海底土、海産生物

ウ　空間放射線量率

工　積算線量
（2）測定方法

試料の採取、前処理及び測定は、文部科学省の放射能測定法シリーズと「環境放射能
水準調査委託実施計画書（平成18年度）」に準じて行った。

（3）測定装置
ア　全ベータ放射能

イ　核種分析

ウ　空間放射線量率

エ　積算線量

低バッククやラウンド放射能自動測定装置：アロカLBCt4202

高純度ゲルマニウム半導体検出器：オルテックGEM－40180

低ハやッククやラウンド液体シンチレーションカウンタ：アロカLSC－LB5

NaI（Tb）シンチレーション検出器：アロカADP－122Rl、アロカMAR－15

応用光研MSP－20＋8B8、応用光研　S－2685

加圧型電離箱検出器：アロカRIC－328、GERSS－131

NaI（T也）シンチレーションサーへやイメづ：アロカ　TCS－166

蛍光ガラス線量計：千代田テクルSC－1

（4）調査結果
ア　全ベータ放射能

環境試料の全ベータ放射能調査結果は表1に、降下物の全ベータ放射能調査結果
は表2に示すとおりであり、過去3年間の値と同レベルである。

イ　核種分析
90s rの放射化学分析結果は表3に示すとおり、ほとんどの試料が過去3年間の

値と同レベルである。降下物等一部試料において、過去3年間の値より大きい値が
みられるが、いずれも過去の測定値（昭和52年度～平成14年度）の範囲内である。
131Ⅰの分析結果は表4に示すとおりであり、全試料とも検出されていない。また、

3Hの分析結果についても表5に示すとおり過去3年間と同レベルである。ゲルマ
ニウム半導体検出器を用いた核種分析結果は表6のとおりであり、137csが微量
検出されている。

り　空間放射線量率
モニタリングステーション、モニタリングポスト及びサーベイメータによる空間

放射線量率測定結果は、表7のとおりであり、いずれも過去3年間の値と同レベル
である。

エ　積算線量
モニタリングポイント（30地点）における積算線量測定結果は表8に示すとおりで

あり、いずれも過去3年間の値と同レベルセある。

3　結語
平成18年度の環境放射線等のレベルは、過去の調査結果と比較して同レベルであり、異
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常は認められなかった。なお、一部の試料から検出された人工放射性核種は、過去における
大気圏内核爆発実験等の影響と考えられる。
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表1　全ベータ放射能調査結果

試　 料　 名 採 取 場所 採取 年 月

検

体

数

放 射能 濃度 （含 4 0 K ） 前年度まで過去3年間の値

単位

最低 値 最 高値 最低 値 最 高値

大気 浮 遊 じん
伊方町九町越公園 18／4 1 16 9 20

m B q／皿3

松　 山　 市 18／4 1 98 52 110

降　 下　 物

伊方町九町越公園 18／5 1 4 17 23
M B q／km 2・月

松　 山　 市 18／5 1 18 11 17

陸　 水 河 川 水 伊方町九町新川 18／4 1 24 17 26 m B q／L

土　 壌 0～ 10cm 伊方町九町越他 18／4 3 2 30 330 24 0 300 B q／k g 乾 土

農 産

食 品

み か ん （可食 部） 伊　 方　 町　 他 18／11 7 3 4 37 2 7 40

B q ／kg生み かん （表皮 ） 伊　 方　 町　 他 18／11 7 53 59 38 69

野　 菜 伊　 方　 町 18／12，19／1 9 9 3 230 78 230

植 物 杉　 葉 伊　 方　 町 18／5 2 48 70 4 9 72 B q ／kg生

海　　　 水 伊 方 町平 婆沖 18／5 1 34 27 46 mB q／L

海　 底　 土 伊 方 町平 婆沖 18／5 2 340 350 2 60 36 0 B q／k g 乾土

海

産

生

物

魚類 （可 食部 ） 伊方町九町越沖 18／4 6 89 130 9 1 12 0

B q ／kg生

魚 類 （可 食部 外） 伊方町九町越沖 18／4 6 49 74 54 69

無脊 椎 動物 伊方町九町越沖 18／4．7，19／2 5 24 7 7 22 7 1

海　 藻　 類 伊方町九町越沖 18／4 4 300 49 0 200 45 0

（注）未知試料の放射能N±△Nにおいて、N≦3△Nのとき「ND」と表示した。海水の測定値は、40Rを除いている。

表2　大型水盤による降下物試料中の全β放射能調査結果

採　 取　 年　 月

検
体
数

伊方町九町越公園 松山市

降水量 月間降下量 降水量 月間降下量
（皿） （船／血2） （皿） （岨／血2）

平成18年4月 2 267．5 4 148．5 18

前年度までの過去3年間の値 17～23 11～17
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表3　放射化学分析結果

試　 料　 名 採 取場所 採 取年 月

検

体

数

90s r 濃 度 前年度まで過去3年間の値

単位

最低 値 最 高値 最低 値 最 高値

降　 下　 物

伊方町九町越公園 18／5．11 2 0．0 47 0．12 N D 0．06 3
M B q／h 2 ・月

松　 山　 市 18／5．11 2 N D 0．35 N D 0．07 6

陸　 水 河川 水 伊方町九町新川 18／10 1 0．8 4 0．70 1．1 m B q／L

土　 壌 0～ 10cm 伊方町九町越他 18／10 3 1．0 2．7 1．0 3．8 B q／k g 乾 土

農 産食 品 野　 菜 伊　 方　 町 19／1 1 0．09 6 0．057 0．12 B q ／kg生

海　　　 水 伊方 町 平婆 沖 18／5．7．9．11 4 1．7 4．1 N D 2．5 m B q／L

海　 底　 土 伊方 町 平婆 沖 18／5．7．9．1 1 8 N D 0．4 3 N D B q／k g 乾土

海

産

生

物

魚 類 （可食 部） 伊方町九町越沖 18／5 1 N D N D

B q ／k g生

魚類 （可食 部外 ） 伊方町九町越沖 18／5 1 N D N D

無脊 椎動 物 伊方町九町越沖 18／7 1 0．037 N D

海　 藻　 類 伊方町九町越沖 18／4．7 2 0．03 1 0．0 7 1 N D 0．048

（注）未知試料の放射能N±△Nにおいて、N＜3△Nのとき「ND」と表示した

表4131Ⅰ分析結果

試　 料　 名 採取場所 採取年月
落
寄
詳

131 Ⅰ濃度 前年度まで過去3年間の値 単　 位

農 産
食 品

みかん（可食部） 伊　 方　 町 18／11 3 N D N D

B q／kg生

みかん（表皮） 伊　 方　 町 18／11 3 N D N D

野　 菜 伊　 方　 町 18／12，19／1 9 N D N D

植物 杉　 琴 伊　 方　 町 18／5．8．11，19／2 4 N D N D

海産生
物

海藻類 全　 体 伊方町九町越沖 18／4 1 N D N D

（注）未知試料の放射能N±△Nにおいて、N＜3△Nのとき「ND」と表示した

表5　3H分析結果

試　 料　 名 採取場所 採取年月
検
体
数

3 H 濃度 前年度まで過去3年間の値
単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

陸

水

降　 水
伊方町九町越公園 月1回 12 N D 1．46 N D 1．29

Bq／L
松　山　市 月1回 12 N D 1．13 N D 0．72

河川水 伊方町九町新川 18／4．7．10，19／1 4 N D N D

海　　 水 伊方町平婆沖 18／5．7．9．11 4 N D N D

（注）未知試料の放射能N±△Nにおいて、N＜3△Nのとき「ND」と表示した
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表6　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析結果

試　 料　 名 採 取場所 採取年 月

検

体

数

1 3 7 c s濃度 前年度まで

過去3年間の値 そ の 他
検 出 さ れ た

人 工放 射性核種

単　 位

最低値 最 高値 最低値 最 高値

大気 浮遊 じん

伊方 町九町越公 園 18／4．7．10，19／1 4 N D N D な し

m B q／m3

松　 山　 市 18／4．7．10，19／1 4 N D N D な し

降　 下　 物

伊方 町九町越公 園 月 1回 12 N D 0．095 N D 0．094 な し

u B q／h 2 ・

松　 山　 市 月 1回 12 N D 0．084 N D 0．087 な し

陸

水

河川水 伊 方町九町新川 18／4．7．10，19／1 4 N D N D な し

m B q／L

蛇 口水 松　 山　 市 18／6 1 N D N D な し

土

壌

0～10cm 伊方町九町越他 ＿ 18／4．7．10，19／1 12 5．0 20．8 4．7 33．0 な し

B q／k g 乾土
0～5

5～20cm
松　 山　 市 18／7 2 7．2 18．3 18 24 な し

農

産

食

。
ロロ

穀類 （精米） 松　 山　 市 19／11 1 N D N D な し B q ／k g生

みか ん
（可食部）

伊　 方　 町　 他 18／11 10 N D 0．0 25 N D 0．015 な し

B q ／kg生

みかん （表皮） 伊　 方　 町　 他 18／11 10 N D 0．051 N D 0．036 な し

野　 菜

伊　 方　 町 18／12，19／1 9 N D N D 0．042 な し

松　 山　 市 18／11 2 N D N D な し

植

物
杉　 菓 伊　 方　 町 18／5．8．11，19／2 8 N D 0．0 66 N D 0．038 な し B q ／kg生

牛　　　　　 乳 松　 山　 市 18／8 2 0 N D な し Bq／L

日　　 常　　 食 松　 山　 市 18／6．11 2 0．008 5 0．0123 N D 0．023 な し B q／人 ・日

海　　　　　 水 　　　　 r
伊方町 平婆沖 18／5．7．9．1 1 4 1．6 2．0 N D 2．6 な し m B q／L

海　　 底　　 土 伊方 町平婆沖 18／5．7．9．1 1 8 N D 1．1 0．55 1．1 な し B q／k g 乾土

海

産

生

物

魚類 （可食部）

伊方 町九町越沖 18／5．7．10，19／2 8 0．046 0．16 0．056 0．18 な し

B q ／kg生

松　 山　 市　 沖 18／8 1 0．07 0．089 0．11 な し

魚類 （可食 部外） 伊方 町九町越沖 18／5．7．10，19／2 8 N D 0．097 N D 0．082 な し

無脊 椎動物 伊方 町九町越沖 18／4．7．10．19／2 8 N D N D な し

海　 藻　 類 伊方 町九町越沖 18／4．7．10．，19／2 8 N D 0．089 N D 0．12 な し

（注）未知試料の放射能N±△Nにおいて、N＜3△Nのとき「ND」と表示した
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表7　　空間放射線量率測定結果

測 定 地 点
モニタリングステーション モ　　 ニ　　 タ　　 リ　　 ン　　 グ　　 ポ　　 ス　　 ト

伊 方 町 九 町越 伊方 町伊 方 越 伊 方 町 九町 伊方 町 湊 浦 伊 方 町川 永 田

測 定 器

Na I （Tの Na I （T但） Na I （T£） Na I （T也） Na I （T也）

シ ンチ レー シ ョン シ ンチ レー シ ョン シ ンチ レー シ ョン シ ンチ レー シ ョン シ ンチ レー シ ョン

（nG y／h ） （nG y／h） （nG y／h） （nG y／h） （nG y／h）

区　　 分 最低 最高 平均 最 低 最 高 平均 最低 最高 平均 最低 最高 平均 最低 最高 平均

18年　　 4月 16 53 19 19 49 2 1 22 5 7 2 5 14 43 16 24 5 9 2 7

5月 15 45 18 18 4 5 2 1 22 4 5 2 4 14 38 16 24 5 1 26

6月 15 45 18 19 4 4 2 1 22 4 6 2 4 14 34 16 24 4 7 27

7月 15 65 18 18 60 2 1 2 1 66 2 4 13 49 16 2 4 6 6 27

8月 15 45 17 18 4 1 2 0 22 45 23 14 3 4 1 5 2 4 53 26

9月 15 52 18 19 5 8 2 1 22 52 24 14 3 6 15 2 5 60 26

10月 16 35 17 19 3 8 2 1 2 2 37 24 14 2 7 15 2 5 4 1 26

1 1月 16 38 18 19 3 6 2 1 2 2 43 24 14 2 9 16 2 5 44 2 7

12月 16 33 18 19 3 7 2 1 2 2 36 24 14 2 5 16 2 5 43 2 6

19年　　 1月 16 58 18 19 8 1 2 1 2 2 74 24 14 6 3 16 2 5 69 2 6

2月 16 43 18 19 4 8 2 1 2 2 4 5 24 14 3 6 16 2 5 48 2 7

3月 16 4 6 17 19 5 3 2 1 2 2 48 24 14 42 15 2 5 57 2 6

年間値 15 6 5 18 18 8 1 2 1 2 2 7 4 24 13 6 3 16 24 69 2 6

前年度 まで

過 去3年間 の債 15 7 6 18 17 66 ．2 1 2 1 7 3 24 13 60 15 22 80 2 6

測 定 地 点

モ　　 ニ　　 タ　　 リ　　 ン　　 グ　　 ポ　　 ス　　 ト サーベイ メー タ

伊 方 町豊 之 浦 伊 方 町加 周 伊方 町 大 成 松 山市 松 山 市 伊方町等
9地点

測 定器

N a I （T也） Na I （Tの Na I （Tの Na I （T彪） Na I （Tの

シ ンチ レー シ ョン シ ンチ レー シ ョン シ ンチ レー シ ョン シ ンチ レー シ ョン シ ンチ レー シ ョン

（nG y／h） （nG y／h） （nG y／h） （nG y／h） （nG y／h）

区　　 分 最低 最高 平均 最低 最高 平均 最 低 最高 平均 最低 最高 平均

18年　　 4月 11 54 14 2 3 5 9 2 6 2 0 40 2 1 4 8 6 4 5 1 8 7 20～80

5月 11 39 13 22 5 0 2 5 19 36 2 1 48 5 9 5 1 ・9 2

6月 11 4 1 14 23 4 9 2 6 2 0 36 2 1 49 6 4 5 2 8 8

7月 11 69 14 22 7 3 2 6 19 49 2 1 48 7 4 51 9 2 2 0～6 9

8月 11 3 8 12 23 4 7 2 5 19 3 4 20 49 60 52 9 1

9月 1 1 4 5 13 23 52 25 2 0 3 7 2 1 50 68 52 87

10月 12 2 7 13 25 43 27 19 3 0 2 0 50 60 52 9 2 2 0～8 2

11月 1 1 35 13、 2 5 5 1 27 19 3 5 2 0 48 66 5 1 8 8

12月 11 27 13 2 5 4 1 27 19 29 2 0 49 6 1 52 9 5

19年　　 1月 11 65 13 2 5 9 0 2 7 19 43 2 0 49 6 1 5 1 8 8 22～77

2月 11 36 13 2 5 5 2 2 7 19 40 2 1 4 9 7 1 5 2 9 5

3月 1 1 4 4 13 25 52 2 7 19 34 20 4 9 6 4 5 1 9 4

年間値 11 6 9 13 22 9 0 2 6 19 4 9 2 1 4 8 7 4 5 2 8 7～9 5 20～8 2

前年度 まで

過去3年間の値
10 7 3 13 18 73 23 19 5 0 2 1

H 17年度 よ り測定方式変

更 のためデー タな し 8 1～94 19～8 1

表8　積算線量測定結果（蛍光ガラス線量計）　　　　　（単位：〝Gy／91日）

測定地点 第 1四半期 第 2四半期 第 3四半期 第4 四半期 前年度 まで過去3年間の値

伊方町等　 29地点 77－ 124 76～ 127 81～ 127 74～ 121 76～ 142

松 山市　　 1地点 194 198 197 193 196－　 211
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Ⅴ－39高知県における放射能調査

高知県衛生研究所

麻岡文代　植村多恵子　宅間範雄

1　緒言

平成18年度に、高知県が実施した文部科学省委託による「環境放射能水準調査」の結

果について、その概要を報告する。

2　調査の概要

1）調査対象

降水、降下物、陸水（蛇口水）、土壌、精米、野菜（大根、ホウレン草）、牛乳

（原乳、市販乳）、日常食、海産物伊ツれ空間放射線量率（モニタリガポスト、サーヾイ
メータ）

2）測定方法

試料の採取、調製及び測定は「放射能測定調査委託実施計画書（文部科学首平成

18年度）」、文部科学省編「全へ～っ放射能測定法（1976）」及び「ゲ析ニウム半導体検

出器によるが折線スへ○タトロメトリー（平成2年改訂）」に準じて行った。

3）測定装置

GM計数装置　　　　アロカ（株）TDC－105

シンチレーションサーへヾイメータ　　アロカ（株）TCS・171

モニタリンク～ポスト　　　　アロカ（株）MAR－21

Ge半導体検出器　　（株）東芝IGC1619SD

4）調査結果

（1）定時降水中の全β放射能を表1に示した。

全ての検体は検出限界値未満であった。

（2）空間放射線量率測定結果を表2に示した。

前年と同様、異常値は認められなかった。

（3）Ge半導体検出器による137CSの核種分析測定調査結果を表3に示した。

137C8は土壌、日常食およびカツオから検出されたものの、異常値は認め

られなかった。

（4）牛乳中の131Ⅰ分析結果を表4に示した。

全ての検体は検出限界値未満であった。

（5）平成18年10月9日の北朝鮮地下核実験実施に関し、10月10日～25日まで空間

線量率及び降下物（定時降水）についてモニタリガを強化したが、異常値は認められな

かった。

3　結　語

いずれの調査項目においても、前年度とほぼ同程度の値を示し特に異常は認められ

なかった。
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表1大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取 年 月 降 水 量

降水 の 定 時採 取 （定 時 降水 ） 大 型水 盤 に よる降 下 物

放 射 能 濃 度（B q／L） 月間 降 下 量 月　 間　 降 下　 量

（m m ） 測 定 数 最 低 値 最 高 値 （M B q／km 2） （M B 扉 km 2）

平 成 18年　 4月 36 7 11 N ．D N ．D N ．D 0．2 1　 ±　 0．0 20

5月 67 9 12 N ．D N ．D N ．D N ．D

6月 35 9 7 N ．D N ．D N ．D N ．D

7月 43 1 14 N ．D N ．D N ．D N ．D

8月 2 52 10 N ．D N ．D N ．D 1．5 1　 ±　 0．0 4 0

9月 5 79 8 N ．D N ．D N ．D N ．D

10 月 17 5 N．D N．D N ．D N ．D

1 1月 9 3 5 N ．D N．D N ．D N ．D

12 月 7 5 9 N ．D N ．D N．D N ．D

平 成 1 9年 1月 14 3 N．D N ．D N ．D N ．D

2月 14 8 7 N ．D N ．D N ．D N ．D

3月 130 7 N ．D N ．D N．D N ．D

年 間 値 3 144 9 8 N ．D N ．D N ．D N ．D ・－ 1．5 1

前 年 度 までの 過 去 3 年 間 の値 27 7 N ．D 3．6 N．D ・－2 6．4 N ．D ～ 1．5 1

（採取地点：高知市丸ノ内）

表2，空間放射線主事測定結果

測　 定　 年　 月 モニタリングホ○スト（n G y／h） サーへ●ィメータ

（nG y／h ）最 低 値 最 高 値 平 均 値

平 成 1 8 年　　　 4 月 2 3，4 4 6．5 2 6．5 2 8

5 月 2 3．5 4 5．9 2 6．1 3 5

6 月 2 3．7 4 0．4 2 6．9 3 6

7 月 2 3 ．1 5 0 ．3 2 6．6 2 2

8 月 2 3．4 3 9 ．8 2 6．0 2 0

9 月 2 3 ，6 6 2 ．6 2 6．5 2 2

1 0 月 2 4 ．1 3 4 ．4 2 6．2 3 4

1 1 月 2 4 ．3 4 0 ．1 2 6．9 2 6

1 2 月 2 4 ．0 4 2．2 2 6．9 3 2

平 成 1 9 年　　 1 月 2 4 ．0 7 6．2 2 6．7 2 6

2 月 2 4．0 4 0 ．8 2 6．6 2 6

3 月 2 3．4 3 7 こ8 2 5．8 2 8

年　 間　 値 2 3 ．1 7 6 ．2 26．5 2 0 一一 3 6

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 2 3 ．1 7 6 ．2 26．2 2 0 ～ 4 0

－262－



表3　ゲルマニウム半導休検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採取場所

採

取

年

月

検

体

数

137c s
前 年度まで

過去3 年間の値

その他 の検

出された人

工放射性物
質

単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

降　 下　 物 高 知 市 H18．4・－H 19．3 12 N ．D 1．5 1 N ．D 1．51 な　 し M Bq／km 2

陸　 水 上水 蛇口水 高 知 市 H 18．12 1 N ．D N ．D N ．D N．D な　 し m B q／L

土　 壌

0 ～ 5 cm 高 知 市 H 18．8 1
2 2 13 2 2 な　 し Bq／kg乾土

550 2 70 550 な　 し M B q／km 2

5 ～ 20 cm 高 知 市 H 18．8 1
8 8 15 な　 し Bq／kg乾土

M B q／km 236 9 3 69 94 0 な　 し

精　　　 米 高 知 市 H 19．1 1 N ．D N ．D N ．D な　 し Bq／kg精米

野　 菜
大　　 根 四万十市 H 18．11 1 N ．D N ．D N ．D な　 し

B q／kg生

ホウレン草 四万十市 H 18．11 1 0．02 9 N ．D 0．02 9 な　 し

牛　 乳
原　　 乳 高 知 市 H 18．8 ．1 N ．D N ．D N ．D N ．D な　 し

B q／L

市　 販 乳 高 知 市 H 18．8 1 N ．D N ．D N ．D N．D な　 し

日　　 常　　 食 高 知 市 H18．6，H18．11 2 N ．D 0．50 5 N ．D 0．50 5 な　 し Bq／人・日

海産生物 カ　 ツ　 オ 土佐市沖 H 18．5 1 0．11 0．11 0．21 な　 し B q／kg生

表4　牛乳中の131扮析結果

採　 取　 場　 所
高知市 高知市 前年度まで

（原乳） （市販乳） 過去3年間の値

採 取 年 月 日 H 18．8．9 H 18．8．1 最低値 最高値

放射能濃度（B q／L） N．D N．D N．D N．D
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Ⅴ－40福岡県における放射能調査

福岡県保健環境研究所

楢崎幸範・田上四郎・岩本眞二

1．緒　言

平成18年度に福岡県が実施した文部科学省委託業務「環境放射能水準調査」の結果について
報告する。

2．調査の概要

1）調査対象
ア　全ベータ放射能
イ　空間放射線量率

ウ　核種分析

降水（定時降水）102件

NaI（T見）シンチレーション式モニタリングポスト（当所屋上に設置）
による常時測定及びNaI（T且）シンチレーション式サーベイメータに

よる毎月1回の定地点（福岡市早良区脇山）測定
月間降下物（大型水盤）12件、陸水（源水1件、蛇口水1件）、

土壌（地表－5cml件、5－20cml件）、精米（消費地1件、
生産地1件）、野菜（大根1件、ホウレン草1件）、牛乳
（生産乳1件、消費乳l件）、日常食（都市部2件）、海水1件、
海底土l件、海産生物（鯛）1件の合計27件

2）測定方法

試料の採取、前処理及び測定は「平成18年度放射能測定調査委託実施計画書」及び科学技
術庁編の各放射能測定法シリーズに準じて行った。

3）測定装置
ア　全ベータ放射能

イ　空間放射線量率

ウ　核種分析

4）調査結果
ア　全ベータ放射能

GM計数装置（アロカ製JDC－163），低バックグラウンド放射能自動測定

装置（アロカ製LBC－4302B：H19年3月に更新）

NaI（T£）シンチレーション式モニタリングポスト（アロカ製MAR－22）

NaI（T£）シンチレーション式サーベイメータ　（アロカ製TCS－166）

ゲルマニウム半導体核種分析装置（セイコーEG＆G製ORTEC GEMT30185）

定時降水の全ベータ放射能測定結果を表lに示す。定時降水の測

定回数は102回で、このうち90回はND（検出されず）であった。

放射能濃度の最高値は6．1Bq／且であった。

イ　空間放射線量率：空間放射線量率の測定結果を表2に示す。モニタリングポストの値

は34～72nGy／hであった。サpベイメータは、過去3年間の値と差が

なかった。

ウ　核種分析 ゲルマニウム半導体検出器による核種分析結果を表3　に示す。

137csは土壌、生産米、日常食、海底土及び海産生物（鯛）から僅か
に検出されたが、その他の人工放射性核種はいずれの試料からも検出
されなかった。

3．結　語

調査結果に異常値は認められなかった。
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表1　定時降水試料中の全ベータ放射能調査結果

採　 取

年　 月
降 水 量

（mm）

降水の定時採取　 （定時降水）

放射能濃度　 （Bq／且） 月間降下量

（MBq／km2）測　 定　 数 最　 低　 値 最　 高　 値

平成 18年　 4月 209．1 10 ND 2．0 78．3

5月 217．6 12 ND ND ND

6月 382．8 9 ND ND ND

7月 389．8 14 ND ND ND

8月 340．4 9 ND ND ND

9月 196．1 7 ND ND ND

10月 27．7 4 ND ND ND

11月 113．2 9 ND 5．5 4．4

12月 58．8 9 ND 2．7 40．9

平成 19年 1月 39．2 4 ND 2．1 33．3

2月 66．5 6 ND ND ND

3月 86．8 9 ND 6．1 24．0

年　 間　 値 2128．0 102 ND 6．1 N D　～78．3

前年度までの過去3年間の値 294 ND 8．8 ND　～86．3

ND：検出しない（計数値がその計数誤差の　3倍を下回るもの）
※平成19年3月に新棟種（アロカ製LBC－4302B）に更新した。

表　2　空間放射線量率測定結果

軌　　　 定　　　 年　　　　 月
モニタリングポス ト （nGy／h ） サーベイメータ

（nGy／h）最　低　値 最　 高　値 平　均　 値

平 成 18年　　 4　 月 35 62 3 8 7 0

5　 月 35 56 3 7 7 6

6　 月 35 54 37 8 0

7　 月 35 6 1 37 7 4

8　 月 35 62 3 7 7 8

9　 月 35 54 3 7 7 4

10　 月 3 6 50 37 76

1 1　 月 36 59 3 8 76

12　 月 34 5 1 3 8 74

平 成 19年　 1　 月 36 72 3 8 74

2　 月 36 53 3 8 7 2

3　 月 36 54 3 7 7 6

年　　　　 間　　　　 値 34 72 3 7 7 0～ 80

前年度までの過去　3年間の値 70～ 98

※モニタリングポストは平成18年1月新機種（アロカ製MAR－22型）に更新のため前年度までの値は無い0
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表　3　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採取

場所

採取年月

（平成）

検

体

数

137c s 前年度まで

過去3 年間の値

その他の検出さ

れた人工放射性

核種

単　 位

最　低 値 最　高　値 最　低　値 最　高　値

降　 下　 物 太宰府市 18 ．4－19．3 12 N D ND ND 0．13 なし MBq／km2

陸

水

上水　 源水 福　岡　市 18 ．6 l N D ND ND ND なし

mBq／且

上水　 蛇口水 福　岡　市 18 ．6 l N D ND ND ND なし

土

壌

上層　 0－5cm 福　岡　市 18．7 1

1．2 1．2 1．6 2 ．9 なし Bq／kg乾土

110 1 10 170 2 20 なし MBq／km2

下層　 5－20cm 福　岡　市 18．7 l

0．64 0．64 ND 0 ．6 1 なし Bq／kg乾土

13 0 130 N D 1 10 なし MBq／km2

精

米

消　費 米 春　日　市 18 ．12 l ND ND ND N D なし

Bq／kg精米

生　産　米 筑紫野市 18 ．12 1 0 ．078 0．078 ND 0．075 なし

野

菜

大　　 根 志　免　町 18．11 l ND ND ND 0．02 2 なし

Bq／kg生

ホウレン草 志 免　町 18．11 1 N D ND ND 0．0 83 なし

牛

乳

生　産　乳 夜 須　町 18．8 1 N D N D ND ND なし

Bq／且

消　費 乳 筑紫野市 18．8 1 ND N D ND ND なし

日

常

食

都　市　部 太宰府市 18．6．18．1 1 2 ND 0 ．023 0 ．020 0 ．0 5 1 なし Bq／人 ・日

海　　　 水 北九州市 18．8 1 ND N D ND ND なし mBq／旦

海　 底　 土 北九州市 18 ．8 1 2 ．1 2．1 1．9 2 ．8 なし Bq／kg乾土

海産生物 （鯛） 福　岡　市 18 ．7 1 0 ．09 6 0．096 0 ．10 0 ．15 なし Bq／kg生

ND：検出しない（計数値がその計数誤差の3倍を下回るもの）
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Ⅴ－41佐　賀　県　に　お　け　る　放　射　能　調　査

佐賀県環境センタ一

日迫剛志　北川美帆

石橋　博　中島英男

1．緒言
平成18年度に文部科学省委託により佐賀県が実施した環境放射能水準調査の結果

を報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

平成17年度と同様に、空間放射線及び環境試料中の放射能について調査を

行った。
空間放射線は、佐賀市の1カ所で連続測定及び毎月1回のサーベイメータに

よる測定を行った。

環境試料中の放射能については、ゲルマニウム半導体検出器を用いた核種分

析を実施した。

調査対象試料数、測定内容は、降水90試料の全β放射能測定及び大気浮遊じ

ん4、降下物12、陸水1、土壌2、精米1、野菜類2、牛乳1、日

常食2、海産生物1試料の核種分析並びに牛乳6試料のⅠ－131の測
定である。

2）測定方法

空間放射線測定及び環境試料中の放射能測定は、文部科学省編の各種放射能

測定法シリーズ及び「放射能測定調査環境放射能水準調査委託実施計画書（平

成18年度）」に基づいて行った。

3）測定装置

全β放射能……キャンベラ：S5Ⅹ2051低′ヾックグランドα／β自動測定装置

核種分析…………東陽テクニカ：Ge半導体検出器

＿牛乳中のト131…東陽テクニカ：Ge半導体検出器

空間放射線………Aloka：2〝×2NNaI（Tl）モニタリンクやホ○スト、TCS－166サーへ÷イメータ

4）調査結果

調査結果は次表のとおり。
表1に定時降水試料中の全β放射能調査結果を示す。

表2に牛乳中のⅠ－131の調査結果を示す。

表3に各種環境試料中の核種分析調査結果を示す。

表4に空間放射線量率の測定結果を示す。

3．結語

平成18年度の調査では、定時降水中の全β放射能、環境試料中の核種分析及び空

間放射線量率の測定結果は、前年度までの調査結果と同程度のレベルであり、異常は
認められなかった。

また、環境試料中の核種分析で検出されているCs－137は、過去の大気中の核実験等

の影響によるものと思われるが、その濃度は極めて低く、問題となるものではなかっ

た。
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表1定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取

年 月

降水 量

（m m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降水 ） 大 型 水 盤 に よ る降 下

物

放 射 能濃 度　 （B q ／ L） 月 間 降 下量

（MBq／k d ）

月 間 降 下量

（MB q／k Id ）

測 定 数 最 低値 最 高値

平成 1 8 年　 4 月 268．3 1 0 N D 1 ． 5 9 2 －

5 月 238．0 1 1 N D 0 ． 4 6 4 4 －

6 月 309．2 9 N D N D N D ー

7 月 349．9 1 2 N D 0 ． 4 5 5 1 －

8 月 233．6 1 1 N D 0 ． 7 2 5 0 －

9 月 204．4 8 N D 0 ． 3 3 1 ． 1 －

1 0 月 0 ．0 0 － － － －

1 1 月 132．6 8 N D 1 ． 0 3 1 －

1 2 月 38．5 6 N D 0 ． 6 9 7 ． 8 ー

平成 1 9 年 1 月 18．2 4 N D 1 ． 4 1 0 －

2 月 43 ．8 5 N D 3 ． 0 8 ． 2 －

3 月 1 18．0 6 N D 0 ． 6 9 5 ． 6 －

年　　 間　　 値 1954．7 9 0 N D 3 ． 0 ND　～　 9 2 ー

前 年 度 ま で の過 去 3 年 間 の

値

73　～ 10 1 N D 3 ． 2 ND　～ 115 －

（注）ND・・・定量限界未満を示す。　　一・・・測定せず。

表2　牛乳中の131Ⅰ調査結果

採　　 取　　 場　　 所

佐賀市大和町東 山田 前 年 度 ま で過 去 3 年 間

の値

採　 取　 年　 月　　 日

H 18年

5／24 8／7 10／3 1 12／26

H 19年

1／16 3／15

最低値 最高値

放射能濃度 （B q ／L） N D N D N D N D N D N D N D N D

（注）ND・・・定量限界未満を示す。
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表3　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析調査結果

試　 料　 名 採 取場 所 採 取年 月

検

体

数

137c s

前年 度 まで

過 去 3 年 間 の

値

そ の 他 の 検

出

さ れ た 人 工

放

射 性核 種

単　 位

最 低値 最 高

値

最 低

値

最 高値

大気 浮 遊 じん 佐 賀市

18．4

～

19．3

4 N D N D N D N D な し 嘘 q／m 3

降 下物 佐賀 市

18．4

～
19．3

12 N D 0 ．0 72 N D 0．058 J／ 肥 q／加 2

上水　 蛇 口水 佐賀 市 18．6 1 N D N D N D ／J mBq／L

土

壌

0 － 5

cm

佐賀 市 18．8 1

N D 0．97 1．3 JJ Bq／kg乾土

N D 31 55 ／／ 嶋 q／h 2

5 － 2 0

cm

佐賀 市 18．8 1

0．42 N D 0．72 ／／ Bq／kg乾土

34 N D 70 ／J 肥 q／h 2

精米 佐 賀 市 18．12 1 N D N D N D ／J Bq／kg精 米

野

菜

大　 根 佐 賀 市 18．12 1 N D N D N D ／／

Bq／k g生

ホ ウ レ ン

草

佐 賀 市 18．12 1 N D N D N D ／J

牛乳 佐 賀 市 18．8 1 N D N D N D ／J Bq／L

日常 食 佐 賀 市 他

18．7

18．12

2 0 ．013 0 ．0 14 N D 0．025 JJ Bq／人 ・日

海

産

生

物

ボ ラ 佐 賀 市 18．9 1 0．040 0．055 0．077 JJ Bq／kg生

（注）ND・・・定量限界未満　を示す。
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表4　空間放射線量率測定結果

測　　 定　　 年　　 月

モ ニ タ リン グポ ス ト サ ーベ イ メー ター

（ nGy／h ） （nGy／h ）

最　 低　 値 最　 高　 値 平　 均　 値

平成 1 8 年　　　 4　 月 4 1 7 3 4 3 8　2

5　月 4 1 6 4 4 3 8 0

6　月 4 0 6 7 4 3 8 6

7　月 4 0 8 2 4 2 8 0

8　月 4 0 7 1 4 3 8 4

9　月 3 9 6 0 4 3 7 8

1 0 月 3 9 5 6 4 1 8 4

1 1 月 4 0 6 5 4 2 8 4

1 2 月 4 0 6 1 4 2 8 2

平 成 1 9 年　　 1 ・月 4 0 6 9 4 2 8 －6

2　月 3 9 6 0 4 2 8 4

3　月 3 9 6 0 4 1 8 0

年　　　　 間　　　　 値 3 9 8 2 4 2 7 8　 ～　 8 6

前 年度 ま で の過 去 3 年 間 の

値

3 7 9 2 4 3 7 0　 ～　 9 4
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Ⅴ－42長崎県における放射能調査

長崎県環境保健研究センター

古賀康裕　平良文亨

1．緒言
前年度に引き続き、平成18年度に長崎県が実施した文部科学省委託の環境放射

能水準調査結果について報告する。

2．調査の概要
1）調査対象

①全β放射能調査：定時降水
②γ線核種分析調査：大気浮遊じん、降下物、降水（蛇口水）、土壌、精米、野

菜（大根、ほうれん草）、牛乳（原乳、市販乳）、日常食及
び海産生物（アサリ、アマダイ、ワカメ）

③空間放射線量率：モニタリングポスト、サーベイメータ

2）測定方法
試料の採取、前処理及び測定方法は「環境放射能水準調査委託実施計画書〔文部

科学省、平成18年度〕」及び文部科学省編各種放射能測定シリーズに基づいて実
施した。

3）測定装置
①全β放射能：β線自動測定装置　アロカ：JDC－3201
②γ線核種分析：Ge半導体検出器　セイコーEG＆G：GEM－15180－P
③空間放射線量率
・モニタリングポスト　アロカ：M－21
・NaIシンチレーション式サーベイメータ　アロカ：TCS－166

4）調査結果
①定時降水中の全β放射能調査結果を表1に示した。定時降水84件中36件検

出（最高値1．8B少し）されたが、特に異常な値は認められなかった。
②牛乳（生産地の原乳）中の131Ⅰの調査結果を表2に示した。生産地の原乳につ

いては131Ⅰは検出されなかった。
③Ge半導体検出器による核種分析結果を表3に示した。環境及び食品の29試

料について実施した。137Csは降下物、土壌（佐世保市）、海産生物（アマダ
イ）から検出されたが＼特に異常な値は認められなかった。131Ⅰなどの他の人
工放射性核種については検出されなかった。

④空間放射線量率の測定結果を表4に示した。モニタリングポストの結果は30

～72nGy仙（平均36nGy瓜）、シンチレーションサーベイメータの結果は58
～62nGy瓜（宇宙線の影響30nGynlを含む）であり、特に異常な値は認めら
れなかった。

3．結語
平成18年度に長崎県で実施した環境及び食品試料中の放射能調査結果は、長崎

県の過去3年間の同程度の濃度レベルであり、特に異常値は認められなかった。
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表1定時降水試料中の全β放射能調査結果（平成18年度）

採 取 年 月 日
降 水 量

（mm ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （Bq／L） 月 間 降 下 量

（M B q ／k m 2）測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18 年 4 月 27 8 ．0 10 N ．D 1．0 4 7

5 月 3 8 9 ．5 12 N ．D 1．8 2 2

6 月 3 6 8 ．0 10 N ．D 0．5 6 1 1 3

7 月 4 8 2 ．5 1 1 N ．D 1．5 6 3

8 月 4 4 7．0 8 N ．D 0．6 0 9．5

9 月 10 0 ．5 6 N．D 0．6 2 2 3

10 月 2 5．5 1 N．D N ．D N．D

1 1 月 1 1 4．5 8 N．D 1．5 1 1

12 月 4 8．5 6 N．D 0 ．5 4 5．1

平 成 19 年 1 月 3 1．0 5 N ．D 1．0 6 ．7

2 月 1 0 5．5 5 N ．D 0 ．9 0 1 4

3 月 1 1 3．5 2 N ．D 0 ．3 8 1 2

年 間値 2 5 0 4 ．0 8 4 N ．D 1．8 N ．D ～ 11 3

前 年 度 ま で の過 去 3 年 間 の　　値
25 0 N ．D 3．3 N ．D ～ 50

（注1）N．D：測定値が測定誤差の3倍未満。

表2　牛乳中の1311の分析結果（平成18年度）

採取場所 諌早市
前年度まで過去

3 年間の値

採取年月 日 H18．5．31 最低値 最高値

放射能濃度

（Bq／L）
N．D N．D N．D

（注1）牛乳の取扱区分は、生産地（原乳）である。

（注2）放射能測定は、ゲルマニウム半導体検出器によるγ線スペクトロメ

ータで測定した。

（注3）N．D：測定値が測定誤差の3倍未満。
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表3　ゲルマニウム半導休検出昔による核種分析測定調査結果（平成18年度）

試料名 採 取 場所 採 取 年月

検

体

数

137c s

前年度 まで

過去 3 年 間 の

値

その他 の

検 出 され

た人 工放

射 性核 種

単位

最 低 値 最 高値 最低 値 最 高値

大気 浮遊 じん 長 崎 市
18 年 4 月

～ 19 年 3 月
4 N．D N．D N．D N．D N．D mB q／m3

降下 物 長 崎 市
18 年 4 月

～ 19 年 3 月
12 N．D 0．099 N．D N．D N．D MB q／km2

陸

水
蛇 口水 佐 世保 市 ＼18 年 7 月 1 N．D N．D N．D N．D m Bq／L

土

壌

0～5cm 佐 世保 市

18 年 7 月

1
1．9 N．D 29 N．D B q／k g 乾土

5 5 N．D 750 N．D MB q／k m2

5～ 20cm 佐 世保 市 1
1．7 1．2 16 N．D B q／k g 乾土

6 5 88 700 N．D MB q／kn 2

精 米 佐 世保 市 19 年 1 月 1 N．D N．D N．D N．D B q／k g 生

野

菜

大根 佐 世保 市 19 年 1 月 1 N．D N．D N．D N．D
B q／k g 生

ほ うれ ん草 佐 世保 市 19 年 1 月 1 N．D N．D N．D N．D

牛乳
諌 早 市 18 年 5 月 1 N．D N．D N．D N．D

B q／L
佐 世保 市 19 年 1 月 、 1 N．D N．D N．D N．D

日常 食 長 崎 市
18 年 7 月 1 N．D N．D N．D N．D

B q／人 ・日
18 年 10 月 1 N．D N．D N．D N．D

海
産
生
物

アサ リ 諌 早 市 18 年 5 月 1 N．D N．D N．D N．D

B q／k g 生アマ ダイ 長 崎 市 18 年 11 月 1 0．05 5 0．09 4 0．9 3 N．D

ワカ メ 島原 市 19 年 3 月 1 N．D N．D N．D N．D

（注1）食品試料のうち精米、野菜、牛乳（市販乳）及び海産生物は生産地としての取扱いである。

（注2）N．D：測定値が測定誤差の3倍未満。
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表4　空間放射捜量卒測定結果（平成18年度）

測 定年 月
モ ニ タ リングポス ト （nGy／h） サー ベイ メー タ

最低 値 最高 値 平 均値 （nG y／h）

平成 18 年 4 月 34 6 1 36 58

5 月 3 3 58 36 60

6 月 3 3 69 36 60

7 月 3 3 64 35 60

8 月 34 7 2 36 60

9 月 34 4 6 36 60

10 月 34 5 1 35 62

11 月 34 58 36 60

12 月 34 6 3 36 62

平成 19 年 1 月 34 66 36 60

2 月 亭4 64 36 58

3 月 30 52 35 60

年 間値 30 7 2 36 58～ 6 2

（注1）サーベイメータの値は、宇宙線の影響30nGy／hを含む。
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Ⅴ－43　熊　本　県　に　お　け　る　放　射　能　調　査

熊本県保健環境科学研究所
緒方和博　北岡宏道　上野一意

黒木隆司　松本依子

1　緒　言

前年度に引き続き、平成18年度に実施した文部科学省委託の環境放射能水準調査結果
について報告する。

2　調査の概要
（1）調査対象

①　全ベータ放射能
②　ガンマ線核種分析

③　空間放射線量率

降水（定時降水）
大気浮遊じん、降下物、陸水（蛇口水）、土壌、野菜（生産
地、大根及びホウレン草）、茶（生産地）、精米（生産地）、
牛乳（生産地）、日常食
モニタリングポスト及びサーベイメータによる測定

（2）測定方法
試料の採取、前処理及び測定は、「環境放射能水準調査委託実施計画書（平成18

年度）」及び文部科学省編の各種放射線測定法シリーズに基づいて行った。
（3）測定装置

（D　全ベータ放射能
GM式ベータ線測定装置　：アロカJ DC－163

②　ガンマ線核種分析
ゲルマニウム半導体検出器：キャンベラジャパン（株）　GC－3018
波高分析装置　　　　　：キャンベラジャパン（株）　DSA－1000

③　空間放射線量率
モニタリングポスト　　　：アロカ　MAR－21

シンチレーション式サーベイメータ：アロカ　TCS－171（エネルギー補償型）
（4）調査結果

①　宇土市における定時降水の全ベータ放射能調査結果を表1に示す。測定した92
検体のうち3検体から放射能が検出されたが、いずれも過去3年間の測定値の範囲内
であった。

②　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果を表2に示す。
27検体の測定を実施し、降下物・土壌・茶及び日常食から13．7csが検出されたが、
降下物以外は過去3年間の測定値の範囲内であった。

また、北朝鮮の地下核実験による強化モニタリングを10／10－10／25の期間実施した
が異常値は認められなかった。

③　空間放射線量率測定結果を表3に示す。宇土市（モニタリングポスト）の計測値は
過去3年間の値と同程度であった。一方、合志町（サーベイメータ）の計測値は16
年度から測定機器が鉛遮蔽体方式（TCS－151）からエネルギー補償型になった

ことから、16年度以降約3割程度高くなった。
3　結 琵

PIコ

平成18年度の熊本県における調査結果は、環境試料中の放射能及び空間放射線量率とも
に前年度に比べあまり変化はなく、特に異常な値は認められなかった。
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表1　定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取　 年　 月 降 水 量

（m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q／且） 月 間 降 下 量

（M B q／km 2）

測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 18 年 4 月 162 ．9 8 N ．D 軋 D H ．D

5　月 2 48 ．0 11 N ．D H ．D N ．D

6　月 6 3 1．2 10 H．D N ．D 軋 D

7　月 4 9 7．9 10 N．D H ．D N ．D

8 月 330 ．9 10 H ．D N ．D N ．D

9 月 9 7 ．8 8 軋 D N ．D N ．D

10 月 8 ．7 － － － －

1 1 月 8 4 ．6 7 N ．D N ．D N ．D

12　月 5 7 ．8 11 N ．D 1 ．7 8 ．1

平 成 19 年 1 月 2 1．9 4 N ．D 1．8 1 6．1

2 月 74 ．4 6 N ．D 1．7 8．8

3　月 138 ．4 7 N ．D N ．D N ．D

年　 間　 値 23 54 ．5 92 N ．D 1．8 16 ．1

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 2 80 N ．D 5 ．4 N ．D ～ 28

（注）調査開始：平成元年10月
N．D　　：検出されず（測定値が計数誤差の3倍未満）

※10月は強化モニタリング実施期間中により全ベータ線は未測定。
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表2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 彊 宗 採 取
年 月

栓

数

137cs 前年度まで過
去 3 年間の値

嘉告讐荒

島金姦淫
単　 位

最低値 最高値 最低値 最高値

大気浮遊 じん 宇土市
18年4月

～19年3月

4 H．D N．D H．D N．D mBq／m3

降 下 物 宇土市
18年4月

～19年3月

12 N．D 0．044 H．D N．D MBq／km2

陸

水
蛇口水 宇土市 18年 6月 1 N．D N．D N．D mBq／且

土

壌

0～5cm 酉原村 18年 7月 1
46 50 57 Bq／kg乾土

940 910 1300 MBq／km2

5～20cm 酉原村 18年 7月 1
16 14 14 Bq／kg乾土

940 900 1000 MBq／km2

精　　 米 合志市 18年10月 1 N．D N．D N．D Bq／kg精米

野

菜

大　 根 合志市 18年 6月 1 N．D N．D N．D Bq／kg生
ホウ レン草 合志市 18年 5月 1 N．D N．D N．D

茶
御船町

あさぎり町

18年 5月

18年 5月
2 N．D 0．20 N．D 0．30 Bq／kg乾物

牛　　 乳 合志市 18年 8月 1 N．D N．D H．D Bq／且

淡水産生物

日　 常　 食 熊本市
18年 6月

18年12月
2 N．D 0．035 H．D 0．044 Bq／人 ・日

海　　 水

海　 底　 土

海

産

生

物

（注）調査開始：平成元年10月
N．D　　：検出されず（測定値が計数誤差の3倍未満）
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表3　空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月

モニ タ リングポス ト（nGy／h） サーベ イメータ

最低値 最 高値 平均値 （nG y／h）

平成 18 年　 4 月 26 57 2 9 63

5　月 26 4 6 2 8 5 7

6　月 26 53 29 5 7

7　月 26 58 29 5 1

8　月 26 57 28 5 5

9　月 26 64 28 5 5

10 月 2 6 36 28 5 9

11 月 ′ 27 48 29 5 9

12 月 2 7 43 29 6 1

平成 19 年 1 月 26 43 28 6 1

2　月 27 63 29 5 9

3　月 26 46 28 6 3

年　 間　 値 26 64 28 5 1 －　 63

前 年度までの過去 3 年間の値 21 78 28 40＊　～　 63

（注）調査開始：平成元年10月
＊　　　：測定機器アロカ製TCS－151（鉛遮蔽体方式）の計測値
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Ⅴ一朗‥　大　分　県　に　お　け　る　放　射　能　調　査

大分県衛生環境研究センター

伊東達也、粟津記久夫

1．緒　　　口

大分県において、平成18年度に実施した文部科学省からの委託による環境放射能水準調査の
結果について報告する。

2．調査の概要

1）調査対象

・全β放射能　　　定時降水

・γ線核種分析　　大気浮遊じん，降下物，陸水，土壌，精米，野菜，牛乳及び日常食

・空間放射線量率

2）測定方法

試料の採取、前処理及び測定は「環境放射能水準調査委託実施計画書（平成18年度）」及び
放射能測定法シリーズ（文部科学省編）に準じて実施した。

3）測定装置

・全β放射能

・γ線核種分析

・空間放射線量率

4）調査結果

・全β放射能

GM自動測定装置（アロカ製JDC－163）

Ge半導体検出器（キャンベラ製　インスベクタ1200）

モニタリングポスト（アロカ製　MAR－21）
シンチレーションサーベイメータ（アロカ製　TCS－171）

大分市における定時降水の測定結果を表1に示す。．83試料中18例検出
したが、異常値は認められなかった。．

・γ線核種分析　　分析結果を表2に示す。測定試料数は25検体で、137csが土壌から検出
されたが、異常値は認められなかった。．

・空間放射線量率　測定結果を表3に示す。計測値は過去の値と同程度であった。，

3．結　　　語

平成18年度に大分県で実施した環境放射能水準調査の結果については、従来と同程度であ
り、特に異常値は認められなかった。
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表1定時降水試料中の全β放射能調査結果

　 ト　l

採 取 年 月　 】　（

l

降 水 量 l

（m ）

【

［一一 一一一一一一一一一一－一一一芸 諾 諾 （定 時 降 水 ）

」 月 間 降 下 量

最 高 値 （MB q／km2）測 定 数　 l　 最 低 値

18年　 4 射 152 ．8　 r　　 9　　 T　 N．D　 ■　 1・7　 1 8 4

5 月 196 ・4　 岳　　 9　　 と N ．D N ．D　　　　　　　　 N．D

6 月 3 17．6
8　 ！　 N ．D　1 N ．D　　 弓 N ．D

丁 ‾‾肌什 －▲
！ 13 　　　 N ．D

l

　　 l0・9　 i 187 月 42 6．8

8 月 2 72．9 8 　　　　　　　 lN ・D　 】　 2・0 38

9 月　　 158．6 l【　　 9 　　 N ．D
l

2・6　　 篭　　 3 7

1 0 月　　　 4．3　　　　　　　 1 N ．D 】 1・8 8

1 1 月 ；　 134 ．6 5 N ．D 1．0 5 1

1 2 月　　　 73 ．3 9 　　 N．D
】

1．1 　　　 6
1

19 年　 1 月　　　 6．7 1　 1 N．D 1．0 7

2 月 1　 5 3・4 5 N．D 1・1　 ≒　　 6

3 月 71．7 6 N．D ≡　 1．8 5 5

年 間値 18 69．1 83 N ．D 2．6 N ．D ～　 84

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 ＊ 24 7 N ．D 5．9 　 N ．D ～ 139
1

＊：平成15年度より調査地点変更

表2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

・試料名
採取

場所

i1
採取 ‡

年月

検 墓

体 巨

　 1
137c s

篭 芸菅等芸詣 i蒜昌讐記 章

単位

数 弓最低値 最高値 亮 低値 最高値 し．＿．
射性核種

大気浮遊 じん＊ 大分利 毎月 l 4 N．D N．D N．D N．D　 ■ t　 mBq／m3

降下物＊ 大分耐 毎月 12 － N．D l　 N．D N．D N．D　 竜 肥 q／km 2

陸水 蛇 口水＊ 大分市 18．7 l； 1 　　　　 lN．D N．D N．D
1
】

mBq／L

土壌

0～　 5cm 竹田市 18．7 1
5 1 58 6 0 i 一　 弓EB q／kg乾土

480 6 20 　 l10 00 1 M Bq／km2

5～20cm 竹田市 18． 7
15 14 18 ！ Bq／kg乾土

1
1　　 790 76 0 1000 －

「 ’【
1 鵬q／km2

精米 宇佐市 】18・11 日 重　　 N．D

l

l篭　 N・D N．D － Bq／kg精米

野菜
大根 宇佐市 18．12 ∃ 1　】 】　　 N．D 】　 N．D N．D 【　 l　　L

ホウレン草 宇佐市 ■18．12 1
j　　 N・D　　 ミ　 N・D 　 lN・D　 岳

q　 g

牛乳 竹 田市 18．8 1 】　　 N．D N．D 0．086 竜　 一　 ≒　 Bq／L

日常食
l
大分市

～

王…：1恒

】

【
！ N．D

ll

【　 N．D 篭 N・D

l

1 0．04 3

l】

i Bq／人 ・日
弓

＊：平成15年度より調査地点変更
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Ⅴ－45　宮崎県　に　お　け　る　放射能調査

宮崎県衛生環境研究所

中村公生、森川麻里子、小坂妙子、田中重雄

1緒　言

前年度に引き続き、平成18年4月から平成19年3月までに、文部科学省の委託により実施した

宮崎県における環境放射能水準調査について、調査結果の概要を報告する。

2　調査の概要

1）調査対象

宮崎県内における降水、大気浮遊じん、降下物、陸水（蛇口水）、土壌、精米、野菜（大根及び

ホウレン草）、茶、牛乳、日常食及び空間放射線量率

2）測定方法

試料の調製及び測定は、文部科学省編「環境放射能水準調査委託実施計画書（平成18年度）」、

「全ベータ放射能測定法（昭和51年改訂版）」及び「ゲルマニウム半導体検出器を用いた機器

分析法（平成4年改訂版）」により行った。

3）測定装置

全ベータ放射能　　　　　　β線測定装置

（アロカ社製　JDC－3201）

ガンマ線核種分析：　　　　Ge半導体核種分析装置

（SEIKO EG＆G社製　GEM－15180－P＆MCA7700）

空間放射線量率　　　　　　モニタリングポスト　　　　　　（アロカ社製　MAR－21）

シンチレーションサーベイメータ

（アロカ社製　TCS－166）

4）調査結果

表1に定時降水試料中の全β放射能調査結果を示す。全β放射能濃度は前年度までの過去3年間

の値と比較して、特に異常は認められなかった。

表2にゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果を示す。人工放射性核種としては

137c sが降下物、土壌及び茶から検出されたが、その量は前年度までの過去3年間の値とほぼ同程

度であった。その他の人工放射性核種は検出されなかった。

表3にモニタリングポスト及びサーベイメータによる空間放射線量率測定結果を示す。いずれも

前年度までの過去3年間の値と比較して、特に異常は認められなかった。

3　結　語

平成18年度の宮崎県における環境放射能の調査結果は、いずれもこれまでの調査結果と同程度で

あり、特に異常は認められなかった。
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表1定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取

年　 月

降 水 量

（叩 ）

降　 水　 の　 定　 時　 採　 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （Bq／L ） 月 間 降 下 量

（MBq ／km 2）測　 定 数 最 低 値 最　 高　 値

平 成 18年　 4 月 276．7 11 ND 1．2 4．4

5 月 32 1．5 15 ND 3 ．8 3．1

6 月 4 14．1 12 ND ND ND

7 月 504．4 12 ND ND ND

8 月 2 33 ．4 8 ND 1．5 4．2

9 月 10 1．3 9 ND 1．2 25．1

1 0 月 21．1 4 ND N D ND

1 1 月 227．3 4 ND 2 ．5 2．3

1 2 月 219．0 10 ND 1．5 3．6

平成 19年　 1 月 4 2．6 6 ND N D ND

2 月 100．8 8 ND N D ND

3 月 142．7 9 ND N D ND

年　 間　 値 2604．9 108 ND 3．8 ND ～25．1

前 年 度 ま で の 過 去 3 年 間 の 値 3 12 ND 3．7 ND ～57．2

（ND：検出されず）

表2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採 取場 所 採 取 年 月

検

体

数

137c s
恵 窒 唇 皐 齢 値 そ の他 検 出

され た 人 工

放射 性 核 種

単　 位

最 低 値 最 高 値 最 低 値 最 高値

充 気 浮 遊 じ 宮 崎 市 18．4 ～ 19．3 4 N D ND ND ND な　 し mBq／m 3

降　 下　 物 ／／ 18．4 ～ 19．3 12 N D 0．085 ND ND な　 し． MBq／km 2

陸

水
蛇 口水 JJ 18 ．6 1 ND ND ND な　 し mBq／L

土

壌

0－　5cm JJ 18 ．7 1
2．1 2．1 2 ．4 な　 し Bq／kg乾土

110 87 133 な　 し MBq／km 2

5－20cm ／J J／ 1
2．3 2 ．6 2．8 な　 し Bq／kg乾土

45 1 463 785 な　 し MBq／km 2

精　 米 ／J 18 ．8 1 ND ND ND な　 し Bq／kg精米

野

菜

大　 根 高 鍋 町 18．12 1 ND ND ND な　 し

Bq／kg生

ホウレン草 J／ 18．12 1 ND N D ND な　 し

茶
川 南 町

都 城 市
18．5 2 0 ．5 3 1．1 0．65 1．8 な　 し Bq／k g乾物

牛　 乳 高 原 町 18．9 1 ND ND ND な　 し Bq／L

日　 常　 食 宮 崎 市 18．6，18．12 2 ND N D ND 0．04 1 な　 し Bq ／人・日

（ND：検出されず）
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表3　空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月

モニタリンク～ポ スト （nG y ／h ） サーへヾ ィメータ

（n G y ／h ）最 低 値 最 高 値 平 均 値

平 成 1 8 年　 4 月 2 5 ．0 4 8 ．3 2 7 ．0 4 9

5 月 2 4 ．9 4 7 ．6 2 6 ．7 4 8

6 月 2 4 ．7 5 6 ．9 2 6 ．9 56

7 月 2 4 ．5 6 6 ．4 2 7 ．2 4 8

8 月 2 4 ．7 4 2 ．3 2 6 ．4 4 8

9 月 2 5 ．0 4 0 ．9 2 6 ．7 4 9

1 0 月 2 5 ．2 3 4 ．0 2 6 ．4 5 1

1 1 月 2 5 ．3 6 0 ．5 2 8 ．2 4 9

1 2 月 2 5 ．9 5 2 ．4 2 8 ．1 5 5

平 成 1 9 年　 1 月 2 6 ．0 4 3 ．4 2 7 ．9 4 8

2 月 2 5 ．9 4 4 ．6 2 7 ．8 4 8

3 月 2 5 ．6 5 7 ．8 2 7 ．6 5 1

年　　 間　　 値 2 4 ．5 6 6 ．4 2 7 ．2 4 8　～　 5 6

前 年 度 までの過 去 3 年 間 の値 2 4 ．7 6 5 ．2 2 7．2 4 8　～　 7 4
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Ⅴ－46鹿児島県における放射能調査

鹿児島県環境放射線監視センター
白坂邦三郎，鞘　憲弘
池之平　剛

1．緒　言
平成18年度に鹿児島県が実施した文部科学省委託「環境放射能水準調査」の結果

について報告する。
2．調査の概要

1）調査対象
①全ベータ放射能：降水（定時降水）100試料

②核種分析：降下物12試料，陸水（蛇口水）・精米・野菜（大根，ホウレンソ
ウ）・海産生物（きびなご）・海水・海底土各1試料及び土壌・茶・

牛乳・日常食各2試料
③空間放射線量率：鹿児島市内においてモニタリングポストによる連続測定及び

サーベイメータによる測定

2）測定方法

試料の採取，前処理，調製及び測定は，文部科学省編の各種放射能測定シリー
ズ及び「環境放射能水準調査委託実施計画書（平成18年度）」に基づいて行った。

3）測定装置

①　全ベータ放射能調査　GM計数装置（アロカ製TDC－104）
②　核種分析調査　　　　Ge半導体検出器（EG＆G ORTEC製GMX40）
③　空間放射線量率調査　モニタリングポスト（アロカ製MAR－21）

サーベイメータ（アロカ製TCS－166）

4）調査期間
全ベータ放射能調査については平成18年4月～19年3月の各降雨ごとに測定，

核種分析調査は降下物については毎月，その他の試料については平成18年5月～
12月に試料採取を行った。また，空間放射線量率調査においてはモニタリングポ
ストによる連続測定及びサーベイメータによる毎月1回の測定を実施した。

5）調査結果
定時降水試料中の全ベータ放射能調査結果及び空間放射線量率調査結果は表－

1及び表－2に示すとおり，いずれも，これまでの調査結果と同程度のレベルで

あった。
また，核種分析調査結果は表－3のとおりであった。この結果については，こ

れまでに実施してきた川内原子力発電所周辺環境放射線調査結果（昭和56年度～）
及び環境放射能水準調査結果（昭和63年度～）と比較して同程度のレベルであっ
た。

3．結　語
平成18年度における放射能調査結果は，環境試料の放射能及び空間放射線量率と

も，これまでの調査結果と比較して同程度のレベルであり，特に異常は認められな
かった。
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（表－1）　定時降水試料中の全β放射能調査結果

採　 取

年　 月

降 水 量

（m m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ）

放 射 能 濃 度 （B q ／ L） 月 間 降 下 量

（肥 q／k m 2）
測 定 数 最 低 値 最 高値

平 成 18年 4 月 1．96．0 9 ND N D N l）

5 月 196．5 1二 M ） N D N D

6 月 395．0 11 ND N D N D

7 月 399．5 〔） Ntj N D N D

8 月 124．0 ■12 ND N D N t）

9 月 15軋 （＿二） 9 ND N D N t）

10月 15．0 0

11月 74．5 6 ND N tJ N D

12月 8 1．5 1．0 ND Nl） NU

平 成 19年 1 月 －49．5 6 ND ND ND

2 月 86．5 r77 ND ND ND

3 月 108．5 9 Nl‾） ND ND

年　 間　 値 1．，884．5 100 N D M ．） NIj

前年度 までの過去 3 年間の値 268 N D 2．6 ND へノ12

（調査地点：鹿児島市）

（表－2）　空間放射線量率測定結果

測　 定　 年　 月
モ ニ タ リ ン グ ポ ス ト （n G y ／h ） サ ー ベ イ メ ー タ

最 低 値 最 高 値 平 均 値 （n G y ／ h ）

平 成 1 8 年　 4 月 4 1．8 7 0．8 4 4 ．3 7 3

5 月 －42 ．1 6 4．2 Jl・1．2 7 3

6 月 ′41．9 6 7．2 4 4 ．7 7二三

7 月 42 ．1 9 1．．7 4 4 ．8 7 2

8 月 4 2 ．8 9 2．1 4 5 ．0 7 2

9 月 4 2 ．8 6 1．6 4 5 ．1 7 2

1 0 月 4 3．1 6 ∠1．3 4 4 ．8 7 4

1 1 月 4 2．8 6 7．8 4 5 ．3 7 4

1 2 月 4 2．5 6 7．0 4 5 ．1 7 1

平 成 1 9 年　 1 月 －42．0 8 0．1 4 5 ．0 7 4

2 月 4 ：三．1 6 8．7 4 4 ．8 7 3

3 月 4 1．．9 6 9．9 4 4 ．7 7 7

年　　　 間　　　 値 4 L 8 9 2．1 4 4 ．8 7 1　 へ　 7 7

前年 度 ま で の過 去 3 年 間 の値 3 4 ．1 8 7 ．7 4 2∴3 7 0　　 へ　 7 8

（調査地点：鹿児島市）
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（表－3）　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試　 料　 名 採 取場 所 採 取年 月

検

体

数

137c s 前年度 まで
過去3年間の値

その他の検 出 さ

れた人工疲射性　核種 単　 位

最 低 値 最 高 値 最 低 値 最 高値

降　 下　 物 鹿 児 島 市 H 18 ．4 ′、H 19．3 12 ＼D Nl） M ） M ） な し MBq／km2

陸 水 蛇 口水 鹿 児 島 市 H 18．8 1 ＼い M ．‾j ＼D M j な し nlBq／L

土

壌

0～ 5cm 指 宿 市 H 18．9 1
0．机 0．S l． ＼い 0 ．1う3 な し Bq／kg 乾 土

封二 3√■1 ＼n 113 な し MBq／km 2

5 ～2 0cm 指 宿 市 11日8 ．9 1
1．1／1 1．4 軋 り1 1．7 な し Bq／k g乾 土

工氾 巨的 甘′t U l．rJ な し MBq ／km 2

精　　　 米 鹿 児 島市 fl18．11 1 ．＼■‾rj ＼い ＼＋＋lJ ＼い な し Bq／k g精 米

野

菜

大　　 根 指 宿 市 H l．8．12 1 M ） ＼り M ） ＼11 な し Bq ／kg生

ホ ウ レン ソ ウ 鹿 児 島市 H 18．12 1 0 ．畑i 軋 （月 0 ．刷う 住 14 な し Bq ／kg生

茶
知 覧 町 H 18．5 1 二上り 1．0 二1．2 1＿．5 な し Bq／kg乾 物

さつ ま 町 H 18．6 1 0．6 7 0 ．（う7 0∴指 0．（捕 な し Bq ／kg乾 物

牛

乳

生 産 地 鹿 屋 市 1－118．8 1 ＼い M ） ＼い M ．） な し Bq／L

消 費 地 鹿 児 島 市 H 18．8 1 ＼い M ） ＼D M ） な し Bq／L

日　 常　 食 薩摩川内市 H 18 ．6，11 2 ＼IJ r1．023 Nり 住 0・で臭○ な し B q／人 ・日

海　　　 水 南さつま市 1118．9 1 ＼■rj M ） ＼‾り ＼い な し m Bq／L

海　 底　 土 南 さつま市 1・・‖8，9 1 ＼い ND M ） ＼＝ な し B q／kg乾 土

海 産 生物 きび なご 阿 久 根 市 H 18．12 1 0．11 住 11 0．fj9 軋 13 な し Bq／kg生
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Ⅴ－47沖縄県における放射能調査

沖縄県衛生環境研究所
金城　聡子　　伊藤　麻美
増田　佑一郎　与儀　和夫

1．緒言
前年度に引き続き文部科学省の委託を受け，平成18年度に沖縄

県が実施した環境放射能調査の概要を報告する．

2．調査の概要
1）調査対象

大気浮遊じん，降水，降下物，陸水，農畜産物，日常食，
土壌，海水，海底土，海産生物及び空間線量率の測定を行っ
た．
試料の採取または測定地点，測定結果を表1～4に示す．

2）測定方法
試料の採取，前処理及び測定法は「平成18年度放射能調査委
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「全ベータ放射能測定法」及び「ゲルマニウム半導
用 いた機器分析法」に基づいた

3）測定装置
a．GM測定装置　　　　　Aloka TDC－511，SC－756C
b．Ge半導体検出器　　EG＆G ORTEC GEM－25185－P

MCA波高分析装置　　EG＆G ORTEC TRUMP－8k－W3＆MAESTRO
c．モニタリングポストAloka ASM－363
d．サーベイメータ　　　Aloka TCS－166

4）調査結果
a．降水，降下物の全ベータ放射能の調査結果を表1に示す．降

水の放射能濃度，降下量はすべてN．D．であった．降下物の月
間降下量は全てN．D．であった．

b．牛乳中の131Ⅰの測定結果を表2に示す．131Ⅰは過去3年間検出さ
れておらず，今回の測定でも検出されなかった．

C．ゲルマニウム半導体検出器による137csの測定結果を表3に示
す．環境試料中の137cs濃度は，前年度とほぼ同レベルの推移で
特に異常値はみられなかった．

d．空間放射線量率の測定結果を表4に示す．モニ卵ンクやポストにお
ける線量率は15．2～48．5nGy／hの範囲で，平均値は20．9nGy／h
であった．
サーベイメータによる線量率は48～60　nGy／hの範囲であり，

年間を通して異常値は認められなかった．
3．結語

平成18年度の降水，降下物の全ベータ放射能濃度は前年度と同
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（1）大型水盤による月間降下物試料及び定時降水試料中の全β放射能調査結果

採 取

年 月

降 水 量

（m m ）

降 水 の 定 時 採 取 （定 時 降 水 ） 大 型 水 盤 に よ る 降 下 物

放 射 能 濃 度 （B q ／l） 月 間 降 下 量

（M B q ／k n 了）

月 間 降 下 量

（M B q ／k ポ ）測 定 数 最 低 値 最 高 値

平 成 1 8 年　 4 月 1 9 3 ．6 10 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

5 月 2 3 4 ．4 1 1 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

6 月 7 1 0 ．4 10 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

7 月 10 9 ．5 6 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

8 月 1 6 8 ．5 14 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

9 月 14 2 ．8 8 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

1 0 月 5 3 ．2 6 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

1 1 月 9 3 ．4 9 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

1 2 月 1 2 8 ．4 8 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

平 成 1 9 年 ・ 1 月 1 5 6 ．6 8 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

2 月 6 3 ．6 8 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

3 月 1 0 5 ．7 8 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．

年 間 値 2 1 6 0 ．1 10 6 N ．D ． N ．D ． N ．D ． N ．D ．　 ～　　 N ．D ．

前 年 度 ま で 過 去 3 年 間 の 値 2 7 8 山．D ． 1 ．1 2 N ．D ． 一一 116．7 N ．D ．　 一一　　 2 0 7 ．6

＊：降水は大里村（現南城市），大型水盤による降下物はうるま市で採取している．

（2）牛乳中の131Ⅰ分析結果

採 取 場 所 うる ま 市 前 年 度 ま で 過 去 3 年 間 の 値

採 取 年 月 日 H 18．9 ．8 最 低 値 最 高 値

放 射 能 濃 度 （B q／L ） N ．D ． N ．D ． N ．D ．
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（3）ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果

試 料 名 採 取 場 所

採

取

年

月

検

体

数

137c s 前年度 まで過去3 年 間の値 その他の検出され

た人工放射性核種

単 位

最 低 値 最 高 値 最 低 値 最 高 値

大 気 浮 遊 じん 南 城 市 H 18．4・一日19．3 4 N ．D ．
※ 1 N ．D ．

m B q ／ポ

降 下 物 うるま市 H 18．4－日19．3 12 N ．D ． N ．D ． M B q ／k n i

陸

水

上 水　 源 水

m B q／l蛇 口 水 那 覇 市 H 18 ．6 1 N ．D ． N ．D ．

淡　 水

土

壌

0 ～ 5 c m 那 覇 市 H 18 ．8 1

4 ．26 4 ．9 2 5 ．7 1 B q／k g乾 土

2 5 7 2 2 7 3 2 5 M B q ／k ポ

5 ～ 20 c m 那 覇 市 H 18 ．8 1

4 ．4 1 3 ．5 1 3 ．8 5 B q／k g乾 土

8 7 8 4 6 9 72 0 M B q ／k ポ

0 ■－5c m うるま市 H 18 ．8 1

N ．D ．
※ 1 N ．D ．

B q ／k g乾 土

N ．D ． N ．D ． M B q ／k ポ

5 ～ 20 c m うるま市 H 18 ．8 1

N ．D ． N ．D ． B q／k g乾 土

N ．D ． N ．D ． M B q ／k ポ

精 米 うるま 市 H 18．7，H 18．10 2 N ．D ． N ．D ． N ．D ． M B q／kg精米

野

菜

人 参 うるま 市 H 18 ．5 1 N ．D ．
※ 2　N ．D ．

M B q ／k g生

キャベツ うるま 市 H 18 ．6 1 N ．D ，
※ 2　N ．D ．

茶 B q ／k g乾 物

牛 乳 うるま 市 H 18 ．9 1 N ．D ． N ．D ． B q／l

淡 水 産 生 物 B q／kg 生

日常 食 那 覇 市 H 18．8，H 18，12 2 N ．D ． 0 ．0 44 N ．D ． B q／人 ・日

海 水 うるま 市 H 18 ．8 1 N ．D ． 2 ．10 3 ．0 9 m B q ／l

海 底 土 うるま 市 H 18 ．9 1 N ．D ． N ．D ． B q ／kg乾 土

海

産

生

物

タカサ ゴ うるま 市 H 18 ．10 1 N ．D ． 0 ．0 9 3 0 ．12 3

B q／kg 生

※ 1 平 成 1 7 年 度 より測 定 開 始 したた め ，平 成 17 年 度 の み の 値 ．

※2　平成16年度まで野菜（大根、ホウレン草）の測定を行っている．
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（4）空間放射線量率測定結果

測 定 年 月 日

モ ニ タ リン グ ポ ス ト（n G y ／h ） サ ー ベ イ メー タ

（n G y ／h ）最 低 値 最 高 値 平 均 値

平 成 18 年　　 4 月 18 ．6 4 1．1 2 1 ．2 50

5 月 18 ．0 3 8 ．1 2 1 ．0 5 1

6 月 15 ．8 4 0 ．3 2 1 ．2 5 0

7 月 18 ．2 2 9．8 2 0 ．3 5 1

8 月 15 ．9 2 7．5 2 0 ．3 5 1

9 月 15 ．2 3 7．2 2 0 ．8 5 0

10 月 18 ．3 2 7．4 2 0 ．8 5 0

1 1 月 18 ．6 3 7 ．5 2 1．3 5 2

1 2 月 18 ．0 3 5 ．4 　 2 1．3 4 8

平 成 1 9 年　 1 月 18 ．6 4 8 ．5 2 1．6 5 0

2 月 18 ．5 3 6 ．7 20 ．9
※ 1　　 5 8

3 月 18 ．1 3 5 ．2 20 ．6 6 0

年 間 値 15 ．2 4 8 ．5 20 ．9 4 8　　　 ～　　　　 6 0

前 年 度 まで 過 去 3 年 間 の 値 ※ 2 15 ．9 ※ 2 4 5．8 ※ 2 2 1．2 ※ 3　　 ～

5 1　　 6 7

※1平成18年2月より，機器の校正により校正定数が変更にならた．
※2　平成16年度より測定単位が変更となったため，平成16年度と平成17年度のみの値．
※3　平成16年度以前は，那覇市で測定．
0モニタリングポストによる空間線量率およびサーベイメータによる空間線量率は，うるま市で測定．
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